


Sony’s Purpose & Values

Purpose
存在意義

クリエイティビティとテクノロジーの 力で、

世 界 を感 動で満たす。

Values
価値観

夢と好奇心
夢と好奇心から、未来を拓く。

多様性
多様な人、異なる視点がより良いものをつくる。

高潔さと誠実さ
倫理的で責任ある行動により、ソニーブランドへの信頼に応える。

持続可能性
規律ある事業活動で、ステークホルダーへの責任を果たす。



ソニーグループ行動規範

ソニーグループ行動規範

ソニーグループ行動規範 (行動規範) は、ソニーの全ての役員および従業員がソニーにおける日々の業務におい

て遵守すべき、倫理的で責任ある事業活動に関する基本的な規範であり、Purpose (存在意義) の実践に向け

て、Values (価値観) を踏まえ、私たちが日々の業務を行う上での行動指針となるものです。

ソニーのより良い未来、そして社会全体のより良い未来につながるかどうかを日々の業務の中で自分自身に問い

かけることが、行動規範の基本となる考え方です。行動規範はソニーがビジネスをフェアに行っていくための助

けとなるものであり、行動規範に沿って行動することで、ステークホルダーからの信頼がはぐくまれ、その積み重

ねがソニーの持続的な成長に貢献します。

ソニーは、「クリエイティビティとテクノロジーの力で、世界を感動で満たす」というPurpose (存在

意義) と、「人に近づく」という経営の方向性のもと、「人」を軸に多様な事業を展開し、この多様

性を強みとした持続的な価値創造と長期視点での企業価値の向上を目指しています。

人々が感動で繋がるためには、私たちが安心して暮らせる社会や健全な地球環境があることが

前提であり、ソニーは、その事業活動が株主、顧客、社員、調達先、ビジネスパートナー、地域社会、

その他機関などのソニーグループのステークホルダーや地球環境に与える影響に十分配慮して

行動するとともに、対話を通じてステークホルダーとの信頼を築くよう努めます。

そして、イノベーションと健全な事業活動を通じて、企業価値の向上を追求し、持続可能な社会

の発展に貢献することを目指します。

ソニーグループ株式会社では、取締役会において、サステナビリティに関する基本方針を以下のとおり定めてい

ます。
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　ソニーは、「クリエイティビティとテクノロジーの力で、世界を感動で満たす」というPurposeのもと、持続的な

価値創造と長期視点での企業価値の向上を目指し、多様な事業を推進しています。また、グループ全体でさまざ

まなサステナビリティ課題に対応するとともに、各事業がそれぞれの特性を生かしてサステナビリティ活動に取り

組んでいます。

　多岐にわたるサステナビリティ課題に対し、グループ全体で目指す方向をこれまで以上に明確にするため、「感

動に満ちた世界を創り、次世代へつなぐ」という”Sonyʼs Sustainability Vision”を新たに策定しました。サステ

ナビリティの活動を通じても感動を生み出し、感動あふれる未来にするために私たちが行動していく必要があ

感動に満ちた世界を創り、次世代へつなぐ

PEOPLE SOCIETY EARTH
一人ひとりの多様な価値観を
大切にし人々の心を豊かにする

誰もが安心して暮らせる
社会づくりへ貢献する

生命の基盤である
地球環境を守る

る、という思いが込められています。また、人、社会、地球の3つの視点で活動の方向性を定義しました。ソニーは、

人々が感動で響き合えるよう、一人ひとりの多様な価値観を大切にし、人々の心を豊かにします。また、感動が

広がるように、健康で公正かつ公平な生活を送ることができる、誰もが安心して暮らせる社会づくりへ貢献して

いきます。そして、感動が続いていくように、生命の基盤である地球環境を守っていきます。

　ソニーは創業から世の中にとって価値ある会社になることを目指してきました。創業者の理念は企業文化とし

て根付き、”Sonyʼs Sustainability Vision”に引き継がれています。
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ソニーグループ
人権方針を策定

生成AIツールの
利用にかかる
社内ガイドライン

を作成
 (ソニーグループ株式会社) 

新型コロナウイルス・
ソニーグローバル
支援基金

Global Social Justice Fund

国際団体と総額1,500万USドルの
パートナーシップを締結

中長期的な支援を継続実施

インクルーシブ
デザイン導入に向けた
商品化プロセス規定

を制定

アクセシビリティに
配慮した製品を

CEATEC、CSUNに出展
※ 本ポリシーに定める一部の役員が対象

クローバックポリシー
を制定

(ソニーグループ株式会社) 

Sony’s 
Sustainability Vision

を策定

Sony’s 
Sustainability Vision

を策定

DE&I
ステートメントを

改定

DE&I
ステートメントを

改定

※ 2024年
      6月時点

ISO45001認証
全60拠点中

54拠点で取得済み

※ 2024年
      6月時点

ISO45001認証
全60拠点中

54拠点で取得済み

※ 2024年4月

ソニーグループ
行動規範を改定

※ 2024年4月

ソニーグループ
行動規範を改定 35%

再エネ電力率
2年前倒しで目標達成

※ 目標：
2025年度までに
35%以上

35%

再エネ電力率
2年前倒しで目標達成

※ 目標：
2025年度までに
35%以上

※ 調査票アセスメント、リモート／
訪問評価を含む

サプライヤー
アセスメント

240
件以上実施

※ 調査票アセスメント、リモート／
訪問評価を含む

サプライヤー
アセスメント

240
件以上実施
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編集方針

編集方針
ソニーは、1994年より「環境報告書」を発行し、2003年から「CSRレポー

ト」として発行、2018年から「サステナビリティレポート」として発行してい

ます。

「サステナビリティレポート2024」 (以下、本レポート) は、幅広いステー

クホルダーの皆様向けに、非財務情報を網羅的かつ詳細に報告するため

に発行しています。サステナビリティのおもな活動領域について、2023年

度の活動を中心に掲載しています。本レポートはサステナビリティ担当上

級役員の承認により発行しています。

対象範囲
ソニーグループ株式会社および連結子会社・連結対象会社

なお、文中では「ソニー」はソニーグループを指し、ソニーグループ会社 

およびソニー株式会社と区別しています。「本社」とは、ソニーグループ株 

式会社を指します。ソニーグループとは、ソニーグループ株式会社および、 

ソニーグループ株式会社の出資比率が50%を超える連結対象会社を指し 

ます。連結子会社についてはソニーグループ ポータルサイト「関連会社一 

覧」をご参照ください。

関連会社一覧

対象期間
2023年度 (2023年4月1日～ 2024年3月31日) 

一部に2024年4月以降の活動内容などを含みます。

発行
2024年8月 (前回発行日：2023年8月、年1回発行)

参考ガイドライン
本レポートは、「グローバル・レポーティング・イニシアティブ (GRI) スタ 

ンダード」を参考に情報が記載されています。また、環境省発行の「環境 

報告ガイドライン (2018年度版) 」を参照しています。

GRIスタンダード対照表

報告原則として重要性に対する考え方
マテリアリティを「中長期的な社会の変化および多様なステークホル 

ダーのニーズを踏まえた、ソニーの価値創造に影響を与えるサステナビリ 

ティに関する重要項目」と定義し、自社視点・ステークホルダー視点の両 

面から「マテリアリティ分析」を実施しています。

マテリアリティ

第三者保証
環境データについては、第三者保証を受けています。詳しくは独立保証 

報告書をご参照ください。

独立保証報告書

財務・非財務情報の 
開示・コミュニケーション

ソニーは、ステークホルダーの皆様への適切な情報開示とコミュニケー 

ションが大切であると考えています。ソニーでは、中長期の価値創造に向

けた経営方針、事業戦略など、財務情報と非財務情報を統合的に報告す

る統合報告書「Corporate Report」を2019年から発行しています。また、

主に投資家・株主の皆様向けに、事業の概況および財務・非財務情報をソ

ニーグループ ポータルサイト「投資家情報」で開示しています。さらに、幅

広いステークホルダーの皆様向けに、サステナビリティ・CSRに関する活

動などの非財務情報を報告する「サステナビリティレポート」を発行してい

ます。

財務・非財務情報の開示媒体

統合報告書 「Corporate Report」

ソニーグループ ポータルサイト
「投資家情報」

中長期の価値創造に向けた経営方針、事業戦略など、財務情報と非財務情報
を統合的に報告

• CEOメッセージ、COO / CFOメッセージ
• ソニーの価値創造
• 事業ごとの創出価値　
• コーポレート・ガバナンス

主に投資家・株主の皆様に向けた
事業の概況および財務情報・非財
務情報の開示

投資家向け説明会
• 経営方針説明会
• 決算・業績説明会
• 事業説明会
• サステナビリティ説明会
• 技術説明会

財務レポート
• 有価証券報告書
• 米国SEC提出書類

(英語サイト)

コーポレートガバナンス・ 
内部統制
• コーポレートガバナンス報告書

サステナビリティレポート

幅広いステークホルダーの皆様に
向けたサステナビリティ・CSRに関
する活動などの非財務情報の開示

• ソニーのサステナビリティ
• 人材
• 安全衛生
• 人権の尊重
• 責任あるAIの取り組み
• アクセシビリティ
• 品質・カスタマーサービス
• 責任あるサプライチェーン
• コミュニティ・エンゲージメント
• 環境
• テクノロジーの活用
• 倫理・コンプライアンス
• コーポレート・ガバナンス

その他の開示媒体
レポート

統合報告書

コーポレートガバナンス報告書

有価証券報告書

ソニーグループ ポータルサイト

投資家情報

サステナビリティ

サステナビリティ関連情報

コーポレート・ガバナンス

倫理・コンプライアンス

テクノロジーの活用

環境

コミュニティ・エンゲージメント

責任あるサプライチェーン

品質・カスタマーサービス

アクセシビリティ

責任あるAIの取り組み

人権の尊重

安全衛生

人材

マテリアリティ
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事業概要

会社概要 (2024年3月31日現在) 

会社名 ソニーグループ株式会社
(Sony Group Corporation) 

設立 1946年 (昭和21年) 5月7日

本社所在地 〒108-0075 東京都港区港南1-7-1

資本金 8,814億円

子会社数など

子会社：1,667社
関連会社：163社

うち、連結子会社： 1,634社 (ストラクチャード・エン
ティティを含む)

持分法適用会社：150社 (共同支配企業を含む)

連結従業員数 113,000名

上場証券取引所 東京 / ニューヨーク

単元株式数 100株

決算期 3月

定時株主総会 6月

発行済株式の総数 1,261,231,889株

株主数 373,144名

セグメント別情報

有価証券報告書等

Form 20-F

外国人  58.5% 金融機関  26.3% 個人・その他  9.8%

一般法人  0.8% 証券会社  1.4% 自己株式  3.2%

所有者別の持株比率

その他  1,900名

全社 (共通)  5,600名

金融
13,600名

イメージング&
センシング・ソリューション
(I&SS)
19,700名

音楽
11,300名

映画
9,500名

ゲーム&
ネットワークサービス (G&NS)

12,700名

エンタテインメント・
テクノロジー&サービス (ET&S)

38,700名

113,000名
(2024年3月31日現在)

社員数※3

金融
1兆7,700億円

エンタテインメント・
テクノロジー&サービス
(ET&S)
2兆4,537億円

イメージング&
センシング・ソリューション
(I&SS)
1兆6,027億円

音楽
1兆6,190億円

映画
1兆4,931億円

ゲーム&
ネットワークサービス (G&NS)

4兆2,677億円

13兆208億円
(2023年度 実績※4)

売上高および金融ビジネス収入

地域別情報

その他地域※2

9,484億円

アジア・太平洋地域※1

1兆6,598億円

中国
1兆9億円

欧州
2兆6,330億円

米国
3兆7,512億円

日本
3兆275億円

13兆208億円
(2023年度 実績)

売上高および金融ビジネス収入

その他地域※2

4,200名

アジア・太平洋地域※1

16,600名

中国大陸・香港地区
6,000名

欧州
13,000名

米国
16,000名

日本
57,200名

113,000名
(2024年3月31日現在)

社員数※3

※1 アジア・太平洋地域：東南アジア、インド、オセアニア、台湾地区、韓国
※2 その他地域：中近東、中南米、アフリカ、カナダ
※3 100名未満を四捨五入
※4 その他、全社 (共通) およびセグメント間取引消去を含む
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ソニーの
サステナビリティ

推進体制

推進のための主な取り組み
本社サステナビリティ推進部は、「サステナビリティに関する基本方針」

に基づき、ソニーの事業活動への当該基本方針の浸透を図るとともに、ス

テークホルダーとの対話やマテリアリティ分析などを通じて、グループ全

体で対応が必要なサステナビリティ課題を特定しています。また、それら

の特定したサステナビリティ課題について、本社マネジメントや関連部門

と連携しながら、長期環境計画「Road to Zero」などのグループとしての

対応方針を策定し、グループ全体に周知することなどにより、グループ全

体での取り組みを推進しています。

また、本社のサステナビリティ担当上級役員は、サステナビリティに関連

するリスクを定期的に検討・評価し、損失のリスクの発見・情報伝達・評価・

対応に取り組んでいます。

本社では、サステナビリティ担当上級役員のもと、サステナビリティ推 

進部を設置し、同部がビジネスユニットおよび事業会社 (以下、あわせて 

各事業部門) および本社関連部署 (コンプライアンス、人事、経営企画管 

理、財務、法務など) (以下、関連部門) と連携しながら、グループ全体のサ

ステナビリティに関する各種取り組みを推進しています。

取締役会

サステナビリティ担当上級役員

ソニーグループ (株)
サステナビリティ推進部

本社関連部署 ビジネスユニット
事業会社

相互に連携 相互に連携

相互に連携

サステナビリティ関連情報

コーポレート・ガバナンス

倫理・コンプライアンス

テクノロジーの活用

環境
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責任あるサプライチェーン

品質・カスタマーサービス

アクセシビリティ

責任あるAIの取り組み

人権の尊重

安全衛生

人材

マテリアリティ

推進体制
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経営層および事業への浸透
各事業部門においては、サステナビリティの観点からの課題と機会を検

討するとともに、それぞれの事業特性に応じた、サステナビリティに関する

取り組みを行っています。加えて、本社サステナビリティ推進部と議論の

上、重視しているサステナビリティ課題への取り組みについてKPI (以下、 

サステナビリティKPI) を設定しています。サステナビリティKPIは各事業 

部門の業績評価の一部に組み込まれており、その達成状況をサステナビリ

ティ推進部においても評価しています。加えて、当社上級役員の業績連動

報酬の評価指標として、グループサステナビリティ評価の達成度を設定

し、担当事業・組織の枠にとどまらない、ソニーグループ全体の中長期的

な企業価値向上、持続的成長に向けた経営層としての取り組み、例えば、

経営のサクセッションや人的資本への投資、社会価値創出及びESG (環

境・社会・ガバナンス) の観点での取り組み、事業間連携での価値創造を

加速するための取り組み、社員意識調査によるエンゲージメント指標等を

評価しています。

2023年度においては、グループ全体のサステナビリティに関する取り組

みのめざす方向をこれまで以上に明確にするため、「感動に満ちた世界を

作り、次世代へつなぐ」という“Sonyʼs Sustainability Vision”を新たに策

定しました。また、サステナビリティ担当上級役員、人事担当上級役員及

び各事業部門のサステナビリティ責任者が参加するグループ全体でのサ

ステナビリティ会議を開催し、各事業部門のサステナビリティに関する取

り組み及びサステナビリティKPIの進捗状況などを共有し、確認しました。

なお、各事業部門において設定した2023年度のサステナビリティKPIに

は、製品の消費電力の削減、製造プロセスの温室効果ガス (以下「GHG」) 

排出量の削減、女性管理職比率の向上、ソニーグループのコンテンツIPを

活用した環境啓発活動の実施、ダイバーシティ、エクイティ＆インクルー

ジョン (以下「DE&I」) に関するプログラムや研修の実施、製品・サービスの

アクセシビリティ向上などが含まれていました。

ステークホルダーとの対話
統合報告書、サステナビリティレポートなどの各種報告書の発行やサス

テナビリティ説明会、ソニーグループポータルサイトなどを通じ、ソニーの

サステナビリティに対する考え方、取り組みの発信を行っています。

統合報告書

サステナビリティ説明会

サステナビリティ

社内浸透のための取り組み
サステナビリティを推進していく上で、社員一人ひとりの意識を向上

させることが重要と考え、社内浸透に向けたさまざまな取り組みを行って

います。

•  サステナビリティアワードの開催

•  サステナビリティフォーラムの開催

•  社内ウェブサイトでの情報発信

•  e-ラーニング研修の実施

取締役会への報告とレビュー
本社サステナビリティ推進部は四半期ごとに取締役会に対し活動を報

告しています。また、原則として年に一度、取締役会においてソニーのサ

ステナビリティ全般 (気候変動対応などの環境に関する取り組み、サプラ

イチェーンにおける強制労働の防止などの人権、多様性、社会に関する取

り組みなど) に関する活動状況を報告し、レビューを受けています。さらに、

各事業部門からの中期経営計画に関する報告の一部として、それぞれの

事業に関わりの大きいサステナビリティの課題と機会及びそれらへの取り

組みについての報告を受けています。
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サステナビリティ担当役員 
メッセージ

感動に満ちた世界を創り、 
次世代へつなぐ

ソニーは、「クリエイティビティとテクノロジーの力で、世界を感動で満た

す」というPurposeと、「人に近づく」という経営の方向性のもと、持続的

な価値創造と長期視点での企業価値の向上を目指し、多様な事業を展開

しています。各事業がそれぞれの特性を生かしてサステナビリティ活動に

取り組んでいます。この度、グループ全体で目指す方向をこれまで以上に

明確にするため「感動に満ちた世界を創り、次世代へつなぐ」という 

”Sonyʼs Sustainability Vision”を策定しました。人々が感動で響き合い、

感動が広がり、続いていくように、私たちが行動していくことが重要と考え

ています。

人材の多様性への取り組み
事業と人の「ダイバーシティ（多様性）」は、「クリエイティビティ」「テクノ

ロジー」と並ぶソニーの「価値創造のドライバー」であり、全世界で活躍す

る約11万人の社員は、国籍や人種はもとより、事業の広がりによって職種

も極めて多岐にわたります。2023年度には10年ぶりにダイバーシティ、エ

クイティ＆インクルージョン (DE&I) ステートメントを改定し、多様な人材

があらゆる領域を越えて交錯することがイノベーションを創出するという

考えのもと、グループ全体でダイバーシティのさらなる進化に取り組んで

います。同時に、次世代人材の成長支援や多様な人材の活躍推進につな

がる活動にも積極的に取り組んでいます。

グローバルな社会課題への取り組み
私たちを取り巻く環境は常に変化し続けていますが、特にこの数年は、

気候変動による甚大な自然災害の多発や人権リスクの拡大、新型コロナ

ウイルスのパンデミック、社会の分断など、社会と地球環境へ大きな変化

をもたらす出来事が続いて起きています。

このような地球規模の社会課題への対応として、ソニーでは2020年に

それぞれ1億USドルの「新型コロナウイルス・ソニーグローバル支援基金」

と「Global Social Justice Fund」を設立し、さまざまな支援を実施してき

ました。

さらに、2023年9月に、UNICEF、UNHCR、セーブ・ザ・チルドレンの3つ

の国際団体それぞれとパートナーシップを締結し、世界各地の子どもや若

者への教育支援や就業スキルの習得およびメンタルヘルス向上のための

取り組み、難民・避難民への保健・衛生活動支援、そして、日本国内での

子ども給付金の支給や海外における子どもや青少年の保護・レジリエンス

向上等の活動を支援しています。

インクルーシブな社会への貢献
世界の6人に1人にあたる約13億人以上の人が何らかの障がいがある

といわれる中、ソニーでは、「誰もが感動を分かち合える未来を、イノベー

ションの力で。」をテーマに、グループ全体でアクセシビリティを推進してい

ます。

ソニーはアクセシビリティを追求する上で、多様なニーズを持つ人たち

と共に検討し、その声を反映するインクルーシブデザインを、2025年度ま

でに製品の商品化プロセスに取り入れていきます。

例えば、ゲーム＆ネットワークサービス（G&NS）分野でのアクセシビリ

ティに関する取り組みはコンソール、ゲームタイトル、周辺機器などで進め

神戸 司郎
ソニーグループ株式会社

執行役　専務

サステナビリティ担当

られています。2023年に販売を開始したPlayStation®5用「Access™コ

ントローラー」もアクセシビリティを推進する団体や専門家の意見を取り

入れて開発されました。ニーズに合わせて自由にカスタマイズができ、障

がいのあるプレイヤーもより長く快適にゲームを楽しむことができます。

アクセシビリティへの取り組みは、当事者の方にとってはもちろんのこ

と、多くの人にとってより利用しやすいという価値をもたらし、インクルー

シブな社会の実現に貢献できると考えています。

環境への取り組み
ソニーでは環境への取り組みを「責任」と「貢献」の二つの軸で推進して

いますが、「責任」の象徴ともいえるのが、2010年に発表した長期環境計

画「Road to Zero」です。Road to Zeroは、「気候変動」「資源」「化学物質」

「生物多様性」の4つの視点で、2050年を達成目標年としてソニーの環境

負荷をゼロにすることを目指しています。達成目標年からバックキャスト

する形で、5年ごとに中期目標を設定して、環境負荷削減に取り組んでき

ました。

4つの領域の中でも、気候変動への対応がとりわけ喫緊の課題となって

いることを踏まえ、温室効果ガス（GHG）排出量ネットゼロの達成目標年

を2040年として取り組みを進めています。

サプライチェーンにおけるGHG排出量はスコープ３に該当しますが、多

くのグローバル企業にとって、この把握と削減は大きな課題となっていま

す。ソニーとしても、2040年のネットゼロ目標の実現のためにはサプライ

ヤーの排出量削減は不可欠と考えており、長期視点で取り組んでいます。

まずは主要なサプライヤーの事業所における購入電力の使用に伴うGHG

排出量を2030年までにネットゼロにすることを目指します。

私たちが、この数年注力してきたことの一つが、サステナビリティを経

営戦略に統合することであり、特に各事業の活動にサステナビリティを浸

透させることです。事業ごとに、サステナビリティに関する課題と機会の

分析を行い、それぞれの事業特性に応じた取り組みを行っています。

今後も情報開示と多様なステークホルダーとの対話を重視し、サステナ

ビリティの取り組みを強化していきます。
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活動サマリー

活動領域 注力事項 2023年度実績 今後に向けて 取り組みの主な掲載箇所

人 材 • 社員一人ひとりの挑戦心と成長

意欲を支援し、多様な人材が個

性やスキル・能力・クリエイティ

ビティを最大限に発揮できる活

躍の場や成長機会の提供

ダイバーシティ、エクイティ&インクルージョン (DE&I)

• DE＆Iステートメントを改定し、グループ全体でDE&Iの更なる進化に取り組む

• 女性管理職比率30.7% (全グループ　2024年3月末時点)

• 障がい者雇用率2.76% (ソニーグループ株式会社　2024年3月末時点)

• The Valuable 500のIconic Partnerとして参加し、プロジェクトのひとつであ

るメディアハブを支援

社員の成長と活躍、社員エンゲージメント

• 個に即したコンテンツや幅広いトピックのオンラインコースなど、より活用しや

すい学習機会の提供

• 社員各自がキャリア形成と自己成長を意識する環境の推進

• 基幹人材の成長を支援するソニーユニバーシティにおいて、全事業から受講生

を受け入れ、多様なトップマネジメントの参画によりプログラムを拡充

• 経営陣の豊富な経験値を次世代に継承し、新たなグループシナジーや人材育成

につなげることを目的としたソニークロスメンタリングプログラムを事業や地域

を越えた22組のペアで実施

• 2023年の社員意識調査参加率93%、同年エンゲージメント指標90% (社員エ

ンゲージメント設問4問において、非好意的以外の回答をしている社員の割合)

• グループを挙げてのDE&Iへのコミットメントとして、新たに数値目

標を掲げ、ソニーグループ株式会社の役員※に占める女性比率及

び外国籍比率を2030年までにそれぞれ30%以上にすることを目

指す

※取締役、執行役を含む上級役員およびその他の役員

• 「DE&I」「多様な人材の獲得と登用」「社員の挑戦と成長」「個性を

最大限発揮できる環境づくり」に注力

• 社員一人ひとりが働きやすく、新しいチャレンジを創発し、個性、

スキル、能力、クリエイティビティを最大限発揮できる環境を提供

していく

人材

統合報告書

ソニーグループ ポータルサイト 
ダイバーシティ、エクイティ&イ
ンクルージョン

安全衛生 • 安全と心身の健康の確保を最も

重要な課題のひとつと位置づ

け、ゼロ災害・ゼロ疾病を目指

し、全ての事業活動において安

全で働きやすい職場環境を確保

する

• 2024年度-2026年度　グローバル安全衛生中期目標策定

• ゼロ災害・ゼロ疾病を目指した安全衛生施策の実施

• ISO45001認証取得を推進し、全世界60拠点のうち54拠点にて統合認証取得

済み

• 2024年度-2026年度　グローバル安全衛生中期目標に基づき、

Vision Zero達成に向け、ソニーで働く人が安全で健康的に働くこ

とのできる職場環境の整備を引き続き推進

• より活発で持続可能な安全衛生活動の実施

• ISO45001のグループ統合認証を60拠点まで拡張

安全衛生 サステナビリティ関連情報

コーポレート・ガバナンス

倫理・コンプライアンス

テクノロジーの活用

環境

コミュニティ・エンゲージメント

責任あるサプライチェーン

品質・カスタマーサービス

アクセシビリティ

責任あるAIの取り組み

人権の尊重

安全衛生

人材

マテリアリティ

推進体制

サステナビリティ担当役員メッセージ

活動サマリー

ステークホルダーエンゲージメント 
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活動領域 注力事項 2023年度実績 今後に向けて 取り組みの主な掲載箇所

人権の尊重
• ソニーの事業活動、製品、サービ

スまたはビジネス上の関係が、

人権への負の影響を与えないた

めの合理的な努力の継続

• 「ソニーグループ人権方針」を策定

• 本社サステナビリティ推進部、法務担当部署およびコンプライアンス担当部署か

らなるワーキンググループを月に1回程度開催し、当該ワーキンググループにお

いて重点領域 (「責任あるサプライチェーン」「多様性の尊重」および「責任ある

テクノロジー開発および使用」) における取り組みの進捗状況を確認するととも

に、法規制動向も踏まえ、施策の見直しなどを実施

• 「Global Social Justice Fund」を通じた社会正義や人権保護に関する取り組み

を支援

• 「ソニーグループ人権方針」の周知徹底

• 上記方針のもとで各事業領域との連携を強化し、人権デュー・ディ

リジェンスの継続的な実施および重点領域における潜在的な人権

への負の影響の防止・軽減への取り組みを継続

• ソニーグループ全体の事業活動およびバリューチェーンにおける

人権リスク分析およびモニタリングの継続

人権の尊重

責任ある
AIの取り組み

• AI倫理に取り組む体制と活動の

強化

• ソニーグループ株式会社として、生成AIツールの利用にかかる社内ガイドライン

を策定

• エレクトロニクス製品やサービスの開発ライフサイクルにおいて、AI倫理アセス

メントを継続して実施

• AI倫理に関する社員への教育啓発活動を継続して実施

• AI倫理アセスメントプロセスの改善と運用の効率化

• AI倫理に関する教育啓発活動の改善と継続実施

• 必要に応じてガイドラインの見直し、改定

責任あるAIの取り組み

ソニーグループのResponsible 
AIへの取り組み

アクセシビリティ
• 多様なニーズを持つ人々に製

品、サービス、エンタテインメン

トを楽しんでいただけるよう、ア

クセシビリティを高める活動を

推進

• さまざまなお客様のニーズを理解し、生かすため、アクセシビリティを必要とす

る方々とともに検討し、その声を反映するインクルーシブデザインをソニーグ

ループ全体で推進

• 社員一人ひとりの意識を高めるため、障がい当事者との対話や行動観察を通

して、普段見落としがちなことへの気づきを得る社内ワークショップを定期的に

開催

• お客様の声を聞き、製品・サービスの改善に役立てるため、アクセシビリティに

関する国内外のイベントに継続的に出展 (CEATEC 2023、CSUN Assistive 

Technology Conference 2024など) 

• アクセシビリティに十分配慮した製品やサービスを提供するため

に、インクルーシブデザインの推進を継続

• アクセシビリティに対する社員の理解、啓発のための社内ワーク

ショップの継続実施

アクセシビリティ

ソニーグループのアクセシビリ
ティへの取り組み

「CEATEC 2023」に出展

「CSUN Assistive Technology 
Conference 2024」に出展

サステナビリティ関連情報

コーポレート・ガバナンス

倫理・コンプライアンス

テクノロジーの活用

環境

コミュニティ・エンゲージメント

責任あるサプライチェーン

品質・カスタマーサービス

アクセシビリティ

責任あるAIの取り組み

人権の尊重

安全衛生

人材

マテリアリティ

推進体制

サステナビリティ担当役員メッセージ

活動サマリー

ステークホルダーエンゲージメント 
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活動領域 注力事項 2023年度実績 今後に向けて 取り組みの主な掲載箇所

品質・
カスタマーサービス

• お客様の期待を超える品質とカ

スタマーサービスの提供、製品

の安全性やセキュリティの追求、

顧客体験の向上に努めることで、

「お客様から最も信頼されるパー

トナー」であり続ける

• 品質マネジメント体制の維持・運用と製品品質の継続的な改善

• 製品の安全性、長期信頼性、製品セキュリティ向上を図る取り組みの継続

• ご相談窓口、カスタマーサービスの改善によるお客様満足度向上に向けた取り

組みを継続

• 顧客体験向上の取り組みの一環として、人間中心設計 (HCD) のプロセスを通

じ、お客様視点に立った活動を継続、およびHCDの専門家の認定を継続

• 未然防止型活動、製品コンプライアンス体制、製品セキュリティ規

制対応のさらなる強化。また、これらを通じたお客様視点での品

質改善の取り組みにより、お客様の期待を超える品質を提供

• 世界中に展開されているネットワークを活用し、収集した情報を

分析し、新たな製品・カスタマーサービスに取り入れるサイクルを

継続

• HCDのプロセス強化とHCD人材育成

品質・カスタマーサービス

ソニーグループ ポータルサイト 
人間中心設計の取り組み 

責任ある
サプライチェーン • エレクトロニクス製品のサプライ

チェーンにおける、人権、労働環

境、安全衛生や環境などに関す

るリスクへの対応

• 自社エレクトロニクス製造事業所12拠点、新規および既存サプライヤー 235工

場に対する調査票によるアセスメントの実施

• 原材料・部品調達に携わる部門の管理職に対してサプライチェーンにおける人

権課題や気候変動対策の必要性についての研修を実施。また、全ての原材料・

部品調達担当者に対して、ソニーのサステナブル調達方針とその取り組み、およ

び気候変動対策の基本知識、ならびにソニーが目指すサプライチェーンにおけ

る温室効果ガス排出削減対策に関する研修を実施

• RMIのThe RMAP Audit Fund およびBetter Mining プロジェクトへの寄付

• 自社およびサプライヤーへの「ソニーサプライチェーン行動規範」

遵守徹底の強化

• 社員への研修に加えて、サプライヤーとのコミュニケーションを通

じて啓発活動を強化

• 高リスク鉱物の調達について、さまざまなステークホルダーと協働

しながら引き続き対策を強化

責任あるサプライチェーン

コミュニティ・
エンゲージメント

• 「For the Next Generation」の

スローガンのもと、事業活動を

行う世界の各地域において、ソ

ニーの強みである製品・コンテ

ンツ、テクノロジーを用いてさま

ざまなグローバル課題の解決に 

貢献する

• コミュニティ活動支出：約47億円

• 子ども向け教育プログラムの実施 (約33万名参加)

• WWFジャパン、WWFインドネシア、SynecOと連携し、スマトラ島における森林

再生活動へのSynecoculture™ の活用を目指したパイロット事業を開始

• ソニーのテクノロジーを活用し、社会課題解決を目指す取り組みとして「社会課

題体験型視察プログラム」を実施

• 「新型コロナウイルス・ソニーグローバル支援基金」を通じて、新型コロナウイル

ス感染症により深刻化あるいはより顕在化した社会課題に対応するため、国際

連合児童基金 (UNICEF) 、国連難民高等弁務官事務所 (UNHCR) 、セーブ・ザ・

チルドレンと総額約1,500万USドルのパートナーシップを締結

• 「Global Social Justice Fund」を活用し、社会正義や人権保護に関する取り組

みを支援 (2023年度までの累計支出額：約98億円)

• グローバル課題やさまざまな地域社会のニーズに対して、引き続

きソニーの製品・コンテンツ、テクノロジーとソニーグループ社員

の力、さらにはステークホルダーとのパートナーシップを活用し、

取り組む

• 「Global Social Justice Fund 」を通じて、ソニーグループのアセッ

ト、ノウハウを生かした支援活動を継続

• グローバルな社会課題に対する社内外の幅広い層への意識啓発

活動や社員エンゲージメントの強化

• 社会課題解決に向けたテクノロジーの応用

コミュニティ・エンゲージメント

ソニーグループ ポータルサイト 
社会貢献活動

サステナビリティ関連情報

コーポレート・ガバナンス

倫理・コンプライアンス

テクノロジーの活用

環境

コミュニティ・エンゲージメント

責任あるサプライチェーン

品質・カスタマーサービス

アクセシビリティ

責任あるAIの取り組み

人権の尊重

安全衛生

人材

マテリアリティ

推進体制

サステナビリティ担当役員メッセージ

活動サマリー

ステークホルダーエンゲージメント 
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活動領域 注力事項 2023年度実績 今後に向けて 取り組みの主な掲載箇所

環 境
• 持続可能な社会を実現するため

に、自らの事業活動および製品

のライフサイクルを通して、環境

負荷をゼロにすることを目指す

気候変動

• 製品1台あたりの年間消費電力量 ：0.7%減少 (2018年度比) 

• 事業所の温室効果ガス排出量 ：12.6%減少 (2020年度比) 

• 再エネ由来電力使用 (再エネ電力率) ：35.3%

• 国際間・域内における物流GHG排出量 ：25.4%削減 (2018年度比) 

資源

• 製品1台あたりのバージンプラスチック使用量 ：16.1%削減 (2018年度比) 

• 製品1台あたりのプラスチック包装材使用量 ：25.1%削減 (2018年度比) 

• 事業所の廃棄物発生量原単位 ：51.2%悪化 (2020年度比) 

• One Blue Ocean Projectを全世界で展開し、事業所内での使い捨てプラス

チックの削減を推進

化学物質

• ソニー独自の化学物質管理基準に基づきPVC、BFRなどの代替素材使用を推進

生物多様性

• 全世界の事業所において、地域のニーズに応じた生物多様性の保全活動や教

育・啓発活動を実施

• One Blue Ocean Projectを全世界の事業所に展開し、地域のプラスチックご

みの清掃活動を実施

• Food for the Futureプロジェクトを全世界の事業所に展開し、環境配慮ガイド

ブックの社員への配布、環境配慮食材を使用したメニューの社員食堂での提

供、10月をFood for the Future Monthとし、環境配慮食材に関するイベント

を実施

• 2040年のスコープ1から3までを含むバリューチェーン全体のネッ

トゼロ、2050年の環境負荷ゼロに向け、さらなる取り組みの強化

 – 地球環境保全に貢献する技術の開発と活用

 – サプライチェーンエンゲージメントの強化

 – エンタテインメント事業を中心とした啓発活動の強化

 – 2030年に再エネ電力100%達成に向け、事業所での太陽光パ

ネル設置などを通じた再エネ導入量の拡大

 – 2030年に自社オペレーションにおける直接・間接排出 (スコー

プ1、2) のネットゼロの達成

 – SBT「1.5℃目標」に認定された2035年度を達成年とした気候

変動目標の達成に向けて、さらなる取り組みの強化

 – 炭素除去・固定への探索と貢献

• 製品のプラスチック包装材削減と石油由来バージンプラスチック

削減の強化

環境

テクノロジーの活用

ソニーグループ ポータルサイト 
環境

サステナビリティ関連情報

コーポレート・ガバナンス

倫理・コンプライアンス

テクノロジーの活用

環境

コミュニティ・エンゲージメント

責任あるサプライチェーン

品質・カスタマーサービス

アクセシビリティ

責任あるAIの取り組み

人権の尊重

安全衛生

人材

マテリアリティ

推進体制

サステナビリティ担当役員メッセージ

活動サマリー

ステークホルダーエンゲージメント 
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活動領域 注力事項 2023年度実績 今後に向けて 取り組みの主な掲載箇所

テクノロジーの活用 • グループ全体を技術でつなぎ、

各事業の進化を支える

• 事業横断でエンジニアの協働・

連携・成長を促進する

• 外部環境変化を取り込み、社外

連携を推進する

• IoT技術を活用したソニーの地球みまもりプラットフォームMIMAMORIにおける

共同研究や実証実験の実施

• トリポーラス™のヘルスケア分野での実用化促進

• 報道ワークフローでの透明性・信頼性を向上する真正性カメラソリューションの

一部の報道機関への提供を開始

• さまざまな分野のクリエイターの創造力を最大限に引き出す技術、

クリエイターの作ったIPの価値を最大化する技術、およびクリエイ

ターの想いを世界の多様なユーザーに届けるための研究開発を

重視し、その中核として「センシング」「AI」「仮想空間」の3領域の

進化と連携に注力

• 大規模AIモデルの開発にも着手し、ソニーをAIおよびデータドリブ

ンカンパニーとして変革させることを目指す

テクノロジーの活用

倫理・
コンプライアンス

• ソニーのPurpose & Valuesおよ

び「ソニーグループ行動規範」を

指針とした倫理的な企業文化の

醸成

• 事業活動にかかわるリスクの継

続的評価とその結果に基づくコ

ンプライアンスプログラムの定

期的な見直し

• プライバシーをめぐる環境の変

化や技術の発展に応じたプログ

ラム強化および継続的な実施

• 「ソニーグループ行動規範」の改定

• グローバル・エシックス&コンプライアンス・ネットワークを通じ、倫理・コンプラ

イアンスに関する研修の実施やメッセージの発信

• 内部通報制度「ソニー・エシックス&コンプライアンス・ホットライン」の運用  

(内部通報件数：2023年度492件)

• 「ソニーグループ第三者精査規程」に基づく第三者リスクの管理プログラムの実

施

• 「ソニーグループ贈賄防止規程」に基づく腐敗防止プログラムの実施

• プライバシーに関する主要な環境変化に対応するため、グローバルのプライバ

シーマネジメント体制の強化およびプログラムを実施

• プライバシー管理ソフトウェアの利用によるプライバシーアセスメントプロセス

の効率化・全社員へのプライバシー研修の実施

• 誠実さを大切にする企業文化のさらなる醸成と社員一人ひとりに

よる倫理的で責任ある行動の確保のために、トップマネジメントに

よる率先垂範、研修の充実などの取り組みを継続

• ソニーの事業活動にかかわるリスクとプログラムの評価を行い、そ

の結果に基づくプログラムの見直しを継続

• 事業の体制とより整合する形となるよう2024年度に見直した、新

しいグローバル・エシックス＆コンプライアンス・ネットワークの効

果的な運用 

• テクノロジーやプロセスの改善による、プライバシーにかかるオペ

レーションのさらなる効率化

• プライバシー関連社内規則の遵守状況モニタリングおよび研修の

確実な実施と啓発活動の強化

倫理・コンプライアンス

サステナビリティ関連情報
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責任あるAIの取り組み
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推進体制

サステナビリティ担当役員メッセージ
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活動領域 注力事項 2023年度実績 今後に向けて 取り組みの主な掲載箇所

コーポレート・
ガバナンス

• ソニーグループに適したコーポ

レート・ガバナンス体制の構築と

強化

• ソニーグループに損失を与えう

るリスクの管理

• 情報セキュリティ管理の体制・活

動の強化

• ソニーが事業を行う国や地域に

適用される税法ならびに国際課

税に関する共通の規則およびガ

イダンスの遵守

コーポレート・ガバナンス体制の強化

• 第四次中期経営計画の進捗状況および結果のレビュー実施、ならびに第五次中

期経営計画の策定

• 事業ポートフォリオおよびキャピタルアロケーションの監督を継続

• 地政学および情報セキュリティを含むリスクに対する継続的な監督

• 新たな技術および社会の変化（生成AI、サステナビリティ等）に関する戦略に係

る議論の継続および深化

リスク管理

• 各国・各地域の貿易制限、経済制裁措置などによるグローバルな事業展開への

影響への対応

• 危機管理体制の機能維持および強化、事業中断リスク低減のための取り組みを

継続実施

サイバーセキュリティ

• 情報セキュリティ管理の強化のため、全グループ会社向け情報セキュリティ規定

の改訂

• 情報セキュリティ管理体制を改善し、情報セキュリテリィのガバナンスを強化

• 24時間365日体制のグローバルセキュリティオペレーションセンターによる継

続的なモニタリングと対応

税務戦略

• 事業目的と事業実態に沿った税務運営、および取締役であるCFOおよび監査

委員会への税に関する報告を継続

• 税務に関する事項について、税務当局とのオープンで透明性のある関係の構築

• 将来の税制が公正で対応可能なものとなるよう、税制改正および税制の方針に

関して政府およびOECDに協力

コーポレート・ガバナンス体制の強化

• 第五次中期経営計画および長期成長戦略の進捗モニタリング

• 注力領域（IP価値最大化およびIP価値最大化を支える技術基盤）
に関する、議論の深化および監督

• リスクマネジメント（サイバーセキュリティ、経済安全保障・地政学
リスクを含む）

• 取締役会における多様性と継続性確保に向けた、取締役候補の
選定

• 株式報酬のさらなる活用検討および報酬ガバナンス施策の強化

• 執行側との効果的な連携および会計監査人・内部監査部門との
適切な関係確保

リスク管理

• 各国・各地域の貿易制限、経済制裁措置、その他地政学的リスク
などによるグローバルな事業展開への影響への継続的な対応

• 危機管理・事業継続計画の実効性を高めるために、ソニーグルー
プ各社と本社の連携強化、実践的訓練の実施および継続的改善

• 適切な設備更新・修繕計画などを通じた建物の継続的リスク低減

• ソニーグループ指針に基づく、製造事業所などにおける継続的火
災リスク低減

サイバーセキュリティ

• 改訂された全グループ会社向け情報セキュリティ規定に基づく、セ
キュリティ管理の強化

• 高度化するサイバー攻撃の脅威に対して日々検証し、対策の改善
を行い、新しい脅威を可視化し、情報セキュリティに関する事象へ
の迅速かつ的確な対応を継続

• 高度な情報セキュリティ人材の確保、育成の継続

税務戦略

• 事業目的と事業実態に沿った税務運営、および取締役であるCFO

および監査委員会への税に関する報告を継続

• 税務に関する事項について、税務当局とのオープンで透明性のあ
る関係の維持・向上

• 将来の税制が公正で対応可能なものとなるよう、税制改正および
税制の方針に関して政府およびOECDヘの協力を継続

コーポレート・ガバナンス

統合報告書

ソニーグループ ポータルサイト 
コーポレートガバナンス・内部
統制

有価証券報告書

サステナビリティ関連情報

コーポレート・ガバナンス

倫理・コンプライアンス

テクノロジーの活用

環境

コミュニティ・エンゲージメント

責任あるサプライチェーン

品質・カスタマーサービス

アクセシビリティ

責任あるAIの取り組み

人権の尊重

安全衛生

人材

マテリアリティ

推進体制

サステナビリティ担当役員メッセージ
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ステークホルダー
エンゲージメント

ステークホルダーとのコミュニケーション
ソニーは、多くのステークホルダーから関心を寄せられる課題を、自らの事業活動と持続的な成長に必要なグループ経営の基盤強化につながる課題分野として捉え、事業活動そのものや対話を通して、ステークホルダーの信頼を得られ

るよう努めています。

ステークホルダー 主なかかわり コミュニケーション方法

お客様
• お客様の視点に立った「満足」「信頼」「安心」の製品・サービスの提供
• より満足してご使用いただくためのカスタマーサービスの提供
• 使いやすさとアクセシビリティ向上への取り組み

• お問い合わせ窓口、製品・サービスに関する重要なお知らせ、製品やネットワークサービスの脆弱性報告窓口、
購入者アンケート、展示会、セミナーの開催、ソニーグループ ポータルサイト「アクセシビリティ」「人間中心設計
の取り組み」、各種ソーシャルメディアなど

株主・投資家 • 適時、適切な会社情報の開示
• 企業価値の継続的な向上

• 株主総会、経営方針説明会、事業説明会、個人投資家向け会社説明会、サステナビリティ説明会、技術説明会、 
ソニーグループ ポータルサイト「投資家情報」、統合報告書「Corporate Report」の発行、機関投資家とのスモー
ルミーティング、個別面談、ESGダイアログの実施など

ビジネスパートナー • 「ソニーグループ行動規範」および「ソニーサプライチェーン行動規範」に則った「公正・公明・公平」な資材調達
• 原材料調達過程における環境問題や社会課題 (労働、人権、紛争課題など) への取り組み

• サプライヤー向けの説明会、CSR調達・環境に関する監査・調査、紛争鉱物調査、サプライヤー専用ウェブサイト
および相談窓口の設置、サプライヤーとの定期的な協議、「ソニーグループ エレクトロニクスサプライチェーンに
おける苦情受付窓口」の設置など  

社員

• 個性豊かな社員一人ひとりの成長の支援と挑戦機会の提供
• 多様な人材の採用
• 多様な社員の活躍を支える取り組み
• ビジネス成長をけん引するグローバルリーダーや技術者の育成・登用
• 主体的なキャリア形成をサポートするキャリア開発支援
• 安心・安全で、個性を最大限発揮できる職場環境の提供
• 社員意識調査やタウンホールミーティングを通した対話

• グローバル会同 (四半期ごと) 、タウンホールミーティング、マネジメントブログ
• 社内報、社内ウェブサイト、電子メール配信
• キャリア面談、キャリアカウンセリング
• 社員意識調査 (社員エンゲージメント調査)
• ソニー・エシックス&コンプライアンス・ホットライン、労使交渉、安全衛生委員会、社会課題視察プログラムなど

地域社会
• ソニーの得意とする分野で、時代や社会のニーズに応える社会貢献活動
• 緊急人道支援
• NGO / NPOとの協働による社会課題解決に向けた取り組み
• 社員のボランティア参画に向けた支援・体制整備

• 地域でのボランティア活動、地域自治体イベントへの参画、社会貢献活動など

地球環境 • 自らの事業活動および製品のライフサイクルを通して、環境負荷をゼロにすることを目指す取り組み
• 各事業所における環境負荷の削減および地域貢献活動、製品・サービスのライフサイクルを通じた環境配慮、各

ステークホルダーとのコミュニケーションにおける環境情報の発信、ソニーグループ ポータルサイト「環境」から
の情報発信など

NGO / NPO、
各種関連団体

• NGO / NPO、各種関連団体との協働による社会課題解決に向けた取り組み
• グローバルなフレームワークへの参画
• CSR関連団体・プロジェクトへの参画

• NGO / NPO、各種関連団体と協働した活動の展開など

サステナビリティ関連情報

コーポレート・ガバナンス

倫理・コンプライアンス

テクノロジーの活用

環境

コミュニティ・エンゲージメント
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品質・カスタマーサービス
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責任あるAIの取り組み
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パートナーシップとフレームワークへの参画
サステナビリティに関する取り組みには、さまざまなステークホルダーとのパートナーシップやエンゲージメントが不可欠です。ソニーは、自らの活動においてステークホルダーとのエンゲージメントを推進するだけではなく、マルチステー

クホルダーによるグローバルなフレームワーク形成にも参画しています。

団体・イニシアティブ 概要 ソニーの活動

Responsible Business
Alliance (RBA) エレクトロニクス業 界 のサプライ

チェーンにおける人権への配慮、労働
環境、安全衛生や環境保全を含めた
責任ある調達を実現するためのアラ
イアンス

• 設立メンバー (旧EICC)
• RBAの行動規範を適用した「ソニー

サプライチェーン行動規範」の制定
• 2020年よりRBA取締役会メンバー

の一員

企業市民協議会 (CBCC)

経団連のイニシアティブにより設立
海外で事業活動を行う日系企業が、
さまざまなステークホルダーと良好な
関係を築くことを支援

• 創業者のひとりである盛田昭夫が
初代会長

• 現在も積極的に参画を継続

BSR

CSRに関する専門知識を有するグ
ローバルな非営利団体

• BSRの主催する人権分科会および
サステナビリティ戦略分科会のメン
バーとして活動に参画

団体・イニシアティブ 概要 ソニーの活動

セーブ・ザ・チルドレン

日本を含む世界約120カ国で子ども
支援を行う民間・非営利の国際組織
生きる・育つ・守られる・参加する「子
どもの権利」が実現された世界を目指
し、緊急・人道支援や教育など多岐に
わたる分野で活動

• 共同で緊急人道支援にかかわるプ
ロジェクトやファンドを立ち上げ、継
続的に次世代を担う子どもたちへ
の支援活動を実施

• 日本国内で経済的に困難な状況に
ある家庭への「子ども給付金」の支
給を通じた子どもの貧困問題解決
や、バングラデシュおよびモザン
ビークにおける子どもや青少年の
保護・レジリエンス向上などの支援

国連難民高等弁務官事務所
(UNHCR) 紛争や迫害により避難を余儀なくさ

れた難民や国内避難民、無国籍者な
どを保護・支援するため、緊急支援、
基本的人権の擁護など約135カ国で
活動

• 新型コロナウイルス感染症の影響
を受けた、バングラデシュ・南部アフ
リカ地域の難民・避難民・受け入れ
地域の復興・保健衛生の支援

国際連合児童基金 (UNICEF)

世界で最も困難な立場にある子ども
たちへの支援を最優先に、約190の
国と地域で、全ての子どもにとってよ
り良い世界の実現を目指し活動

• 誰もがデジタル教育を平等に享受
できる環境の整備や、世界各地の
子どもや若者を対象とした、メンタ
ルヘルス向上に向けた活動を支援

The Valuable 500

障がいのある人がビジネス、社会、経
済にもたらす潜在的な価値を発揮で
きるような活躍推進に取り組む国際
イニシアティブ

• 2019年に加盟
• 署名企業500社から推進役として

国や地域、業界をリードするIconic 
Partnerとして選定

G20 EMPOWER

経済・ビジネスにおける主要な役割
を担う女性の増加とエンパワーメント
達成のための民間セクターのアライア
ンス

• 2020年に日本での活動を支援する
アドボケート企業として参画

責任あるサプライチェーン

人権の尊重

コミュニティ・エンゲージメント

人材

サステナビリティ関連情報

コーポレート・ガバナンス

倫理・コンプライアンス

テクノロジーの活用

環境

コミュニティ・エンゲージメント

責任あるサプライチェーン

品質・カスタマーサービス

アクセシビリティ

責任あるAIの取り組み

人権の尊重

安全衛生

人材

マテリアリティ

推進体制

サステナビリティ担当役員メッセージ

活動サマリー

ステークホルダーエンゲージメント 

SDGsとソニーのかかわり

外部評価・外部表彰

ソニーのサステナビリティ

編集方針・事業概要

At a Glance 2023

Sonyʼs Sustainability Vision

ソニーのサステナビリティに

関する基本方針

ソニーグループ行動規範

Sonyʼs Purpose & Values

Sustainability Report 2024

018



団体・イニシアティブ 概要 ソニーの活動

Business Ambition for 1.5℃
国 連グローバル・コン パクト、We 
Mean Business、SBTiが主導し、温
暖化による世界の気温上昇を産業革
命前と比べ1.5℃未満に抑える目標
づくりを呼びかける活動

• 2020年に参加

Race To Zero Campaign

国 連 気 候 変 動 枠 組 条 約 事 務 局
(UNFCCC) が2050年までに温室効果
ガス排出量実質ゼロ達成に向けた行
動を呼びかける国際的なキャンペーン

• 2021年に参加

Music Climate Pact
英国レコード産業協会とAssociation 
of Independent Musicにより設立さ
れた、音楽業界全体で脱炭素化を推
進するためのグローバルプラット
フォーム

• 2021年にソニーミュージックグルー
プが Sony Music Entertainment 
(UK) を代表して参加署名

The Climate Pledge

2040年にネット・ゼロ・カーボンの実
現を目指すイニシアティブ • 2023年に参加

Music Industry Climate Collective 
(MICC)

地球環境の課題と変化に対して音楽
業界で取り組むことを目的としたアラ
イアンス

• 2023年にソニーミュージックグルー
プが設立メンバーとして参加

団体・イニシアティブ 概要 ソニーの活動

世界自然保護基金 (WWF)
クライメート・セイバーズ・プログラム

企業とWWFがパートナーシップを結
び、温室効果ガスの削減計画策定と
その実施を進めていくプログラム

• 2006年からプログラムに参加
• 2021年にWWFジャパンと3年間の

包括的コーポレート・パートナー
シップ契約を締結し、気候変動分野
に加え、森林保全を通じた生物多様
性保全分野で協働。2024年に契約
更新

気候変動イニシアティブ (JCI)

日本において気候変動対策に積極的
に取り組む企業や自治体、NGOなど
の情報発信や意見交換を強化するた
めのネットワーク

• 2018年から参加
• 日本政府に対する提言に賛同署名

RE100
The Climate GroupがCDPとのパー
トナーシップのもとで主導する国際的
なイニシアティブ
事業活動で使用する電力を100%再
エネにすることを目指す企業が参加

• 2018年に加盟
• 2030年までに自社の事業活動で使

用する電力を100%再エネにするこ
とを宣言

• 2022年にRE100アドバイザリー委
員会の1社に選定

TCFDコンソーシアム

金融安定理事会により設置された気
候関連財務情報開示タスクフォースに
よる提言 (TCFD提言) に賛同する団
体が議論する場として発足

• 2019年にTCFD提言 への賛同を
表明

• 「TCFDコンソーシアム」に参加

Playing for the Planetアライアンス

国連環境計画 (UNEP) がゲーム業界
に呼びかけて設立した気候変動に関
する国際的アライアンス

• 2019年よりSony Interactive 
Entertainment (SIE) が参画

環境 サステナビリティ関連情報
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SDGsと 
ソニーのかかわり

ソニーは、「クリエイティビティとテクノロジーの力で、世界を感動で満たす」

というPurposeと「人に近づく」という経営の方向性のもと、「人」を軸に多

様な事業を展開しています。人々が感動でつながるためには、私たちが安

心して暮らせる社会や健全な地球環境があって初めてなり立つという認識

のもと、イノベーションと健全な事業活動を通じて、持続可能な社会の発展

に貢献することを目指しています。ソニーの多様な事業内容は、SDGsの掲

げる17の目標にも深く関係しており、ソニーの技術、製品、サービス、コンテ

ンツの活用や、さまざまなパートナーシップを通じた事業活動によりSDGsの

達成に貢献できると考えています。

サステナビリティへの取り組みとSDGs

地球環境への責任と貢献
自らの事業活動、および製品のライフサイクル全体を通して環境負荷を 

確実に減らすとともに、汚染の防止に努めています。

ゴール13「気候変動に具体的な対策を」への対策として、事業活動ならび

に商品・サービスのライフサイクルに起因するエネルギーの使用を削減し、

2040年までに、スコープ3までを含めた温室効果ガスの排出量実質ゼロを

目指しています。また、「RE100」に加盟し、2030年までに自社の事業活動

で使用する電力を100%再生可能エネルギーとする具体的な目標も掲げて

いることは、ゴール7「エネルギーをみんなにそしてクリーンに」の持続可能

なエネルギーの確保と合致しています。

さらに、事業活動における新規の資源投入量を最小化するために、重視

する資源を特定し、その新規材料の利用量ゼロを目指しています。また、

水の適正な利用、事業所における廃棄物の最小化、市場からの製品の回収

とリサイクルの推進といった活動により、ゴール12「つくる責任つかう責任」

にも貢献しています。

マテリアリティ (気候変動)

環境

ダイバーシティ、エクイティ&インクルージョン (DE&I)  

事業と人のダイバーシティ (多様性) は、ソニーの経営戦略上の強みで

す。これを重要な経営課題のひとつとして捉え、より一層推進していくた

めに、多様な事業と地域を越えた社員の活躍、多様な人材の採用に加え、

人種、国籍、障がい、性別、性的指向や価値観、働き方といったさまざまな

多様性について深く考える機会を、社内にとどまらず他企業や社外団体

などにも提供しています。さらに社会への発信も行うことで、ゴール8「働き

がいも経済成長も」に掲げられるような、全ての人々のための包摂的かつ

持続可能な経済成長、雇用およびディーセント・ワークを推進しています。

また、ゴール5「ジェンダー平等を実現しよう」で目指すジェンダーの平等

や女性のエンパワーメントに関しては、女性活躍推進の行動計画を策定し

グループ各社において取り組みを継続しています。

マテリアリティ (ダイバーシティ、エクイティ&インクルージョン (DE&I) )

人材 (ダイバーシティ、エクイティ&インクルージョン (DE&I) )

人権と多様性
社員やクリエイターをはじめ事業活動にかかわる全てのステークホル

ダーは、ソニーを支える重要な存在であると同時に、SDGs達成に向けた

社会変革を実現するための推進力でもあります。

ソニーの人権の尊重に関する基本的な方針を「ソニーグループ行動規範」

で定め、全社員に行動規範の周知徹底を行っています。2024年3月には、

新たに「ソニーグループ人権方針」を策定しました。また、2020年に設立

した「Global Social Justice Fund」を通じ、社会正義、人権保護やDE&I

の推進に取り組んでいます。

こうした取り組みを通してゴール10「人や国の不平等をなくそう」で目

指す差別的な慣行の撤廃と、適切な行動促進を通じた機会均等の確保、

また成果の不平等の是正につなげています。

マテリアリティ (人権の尊重)

人権の尊重

サプライチェーン全体を通じた取り組み
自社のみならずサプライヤーや製造委託先を含むサプライチェーンに

おける人権、労働環境、安全衛生や環境などの課題に、「ソニーサプライ

チェーン行動規範」や「ソニーグループ責任ある鉱物サプライチェーン方針」 

の運用を通じてサプライヤーとともに取り組んでいます。

こうした取り組みを通して、サプライチェーンを含めた多様な人々にとって

SDGsのゴール8「働きがいも経済成長も」で提唱されるような安全で働き 

がいのある人間らしい仕事を提供し、ゴール10「人や国の不平等をなくそ

う」で目指す適切で平等な能力強化や経済活動に貢献しています。これら

の活動をサプライチェーン全体で推進することは、ゴール16「平和と公正

をすべての人に」で掲げられる平和で包摂的な社会を目指すことにつな

がっていきます。

責任あるサプライチェーン

コミュニティ・エンゲージメント
「For the Next Generation」をスローガンに掲げ、事業活動を行う世界

の各国・各地域において、ソニーの製品・コンテンツ、テクノロジー、さらに

は社員の力の3つのリソースを活用し、パートナーと連携して、次世代育

成支援 (教育) 、災害・人道支援、グローバル課題への対応の3つの重点

領域に対してさまざまな社会貢献活動を展開しています。

こうした活動はゴール4「質の高い教育をみんなに」への貢献に加え、

ゴール17「パートナーシップで目標を達成しよう」にあるように外部団体との

連携を図りながら、社会的なインパクトを生み出すことを目指しています。

コミュニティ・エンゲージメント
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ESGに関する外部評価・インデックス組み入れ状況
ソニーは、継続したサステナビリティ推進への取り組みが評価され、世界有数のESG評価機関からの高評価を維持し、さまざまなESGインデックスの構成銘柄に選定されています。

外部評価・外部表彰

FTSE Russell (the trading name of FTSE International Limited and Frank Russell Company) confirms that Sony Group Corporation has 
been independently assessed according to the criteria of the FTSE4Good and FTSE Blossom Index Series and has satisfied the 
requirements to become a constituent of those index series. Created by the global index provider FTSE Russell, those index series are 
designed to measure the performance of companies demonstrating strong Environmental, Social and Governance (ESG) practices and 
used by a wide variety of market participants to create and assess responsible investment funds and other products.

THE INCLUSION OF SONY GROUP CORPORATION IN ANY MSCI INDEX, AND THE USE OF MSCI LOGOS, TRADEMARKS, SERVICE MARKS 
OR INDEX NAMES HEREIN, DO NOT CONSTITUTE A SPONSORSHIP, ENDORSEMENT OR PROMOTION OF SONY GROUP CORPORATION BY 
MSCI OR ANY OF ITS AFFILIATES. THE MSCI INDEXES ARE THE EXCLUSIVE PROPERTY OF MSCI. MSCI AND THE MSCI INDEX NAMES AND 
LOGOS ARE TRADEMARKS OR SERVICE MARKS OF MSCI OR ITS AFFILIATES.

ESGに関する外部評価・インデックス組み入れ状況一覧

THE USE BY SONY GROUP CORPORATION OF ANY MSCI ESG RESEARCH LLC OR ITS AFFILIATES (“MSCI”) DATA, AND THE USE OF MSCI 
LOGOS, TRADEMARKS, SERVICE MARKS OR INDEX NAMES HEREIN, DO NOT CONSTITUTE A SPONSORSHIP, ENDORSEMENT, 
RECOMMENDATION, OR PROMOTION OF SONY GROUP CORPORATION BY MSCI. MSCI SERVICES AND DATA ARE THE PROPERTY OF 
MSCI OR ITS INFORMATION PROVIDERS, AND ARE PROVIDED ʻAS-ISʼ AND WITHOUT WARRANTY. MSCI NAMES AND LOGOS ARE 
TRADEMARKS OR SERVICE MARKS OF MSCI.

ESGに関する外部評価 ESGインデックス組み入れ状況
●  CDPの気候変動に関する調査において、最高評価の「Aリスト」企業

に選定 (2024年2月)

●  サプライチェーンと協力した気候変動対策の取り組みにより、2023

年 CDPサプライヤー・エンゲージメント評価において、サプライ

ヤー・エンゲージメント・リーダーに選出 (2024年3月)

●  企業倫理の研究と推進を行う米国の専門機関である「Ethisphere 

Institute」より、6年連続で「Worldʼs Most Ethical Companies (世

界で最も倫理的な企業) 」に選定 (2024年3月) 

※ 「Worldʼs Most Ethical Companies」、「Ethisphere」の名称およびロゴは、 

Ethisphere LLCの商標です

●  MSCI ESG評価格付けにおいて、5年連続で最高評価のAAAを獲得 

(2023年12月)
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サステナビリティに関する主な外部表彰一覧

※ リハビリ・ウェルビーングゲーミフィケーションの取り組みにおいてはソニー・ライフケアグループの一員であるライフケアデザイン (株) が運営する施設にてトライアルを実施しました。

サステナビリティに関する主な外部表彰一覧
組織名称などは当時のものをそのまま掲載しており、現在はその限りではありません。主催において国名記載のないものは日本です。

表彰名称 受賞法人・団体 表彰内容 主催 取得年月

第6回宇宙開発利用大賞 総務大臣賞 ソニーグループ株式会社

宇宙開発利用の推進に多大な貢献をした先導的な事例を評価する賞。ソニー独自の低消費電力広域通
信規格 (LPWA) であるELTRES™を宇宙に応用した、省電力で送信が可能な森林火災の検知システム
が東南アジアの課題解決に貢献し、途上国での活用も期待できるとして評価されました。
■ 表彰された取り組み・製品: ソニーの地球みまもりプラットフォーム

内閣府 2024年3月

2024 Worldʼs Most Ethical Companies 
(世界で最も倫理的な企業)

ソニーグループ株式会社
最高水準の倫理、コンプライアンス、ガバナンスの実践を通じて、事業における誠実さに関して卓越した
リーダーシップと貢献を行った企業を表彰するもの。当社の企業倫理とコンプライアンスに関する取り組
みが評価されました。

Ethisphere Institute 
(米国)

2024年3月

HCD-Net AWARD 2023 審査員特別賞 ソニーグループ株式会社

Human-Centered Design (人間中心設計) の取り組みにおいて共有価値の高い知識・ノウハウを表彰
するもの。新規性 / ユニークさ、オリジナリティ / 利用価値・共有価値の大きさ / 成果事例の内容 / プ
レゼンテーションの5つの観点で評価されました。
■ 表彰された取り組み・製品: HCD人材強化と社内浸透のための仕組みづくり

特定非営利活動法人 
人間中心設計推進機構

2024年3月

令和5年度 青少年の体験活動推進企業表彰
「特別賞 （スペシャルニーズ賞）」

ソニー生命保険株式会社
企業の自社の強みを活かした教育CSR活動を奨励・普及するために創設した表彰制度。次世代を担う
子どもたちが社会を生き抜く力を身に付けること等、青少年の体験活動の機会推進を目的とするもの。
■ 表彰された取り組み・製品: ライフプランニング授業

文部科学省 2024年2月

IAUD国際デザイン賞2023

ソニーグループ株式会社／株式会
社ソニー・インタラクティブエンタ
テインメント／ソニー・インタラク
ティブエンタテインメントLLC

民族、文化、慣習、国籍、性別、年齢、能力等の違いによって、生活に不便さを感じることなく、“一人でも
多くの人が快適で暮らしやすい”ユニヴァーサルデザイン社会の実現に向けて、特に顕著な活動の実践
や提案を行っている団体・個人を表彰するもの。
■  表彰された取り組み・製品: XRキャッチボール、リハビリ・ウェルビーングゲーミフィケーション※、 

Access™コントローラー

一般財団法人  
国際ユニヴァーサル  
デザイン協議会  
(IAUD)

2024年2月

プラチナえるぼし ソニーグループ株式会社
女性活躍推進に関する取り組みが特に優良な企業に対して行われる認定。当社の女性管理職比率等
が、厚生労働省の定める全ての基準を満たしていることから認定を獲得しました。

厚生労働省 2024年1月

PRIDE指標2023 ゴールド認定
ソニーグループ株式会社および
国内グループ18社

LGBTQ+社員の働きやすい職場環境のある企業を認定するもの。ソニーのLGBTQ+に関する制度の充
実、研修の実施、外部イベントへの協賛、社内ネットワークの構築などが評価され、認定を獲得しました。

一般社団法人work 
with Pride

2023年11月

令和5年度前期 「自然共生サイト」認定
ソニーグローバルマニュファクチャ
リング＆オペレーションズ (株) 
幸田サイト

新たな世界目標である「昆明・モントリオール生物多様性枠組」における、2030年までに陸と海の30％
以上を健全な生態系として効果的に保全しようとする目標 (30by30目標) の一環として、環境省が
2023年に始めた認定制度。ソニーの森は、民間の取り組み等によって生物多様性の保全が図られてい
る区域として自然共生サイトに認定されました。

環境省 2023年10月

2023年度 (受賞月順)

サステナビリティ関連情報

コーポレート・ガバナンス

倫理・コンプライアンス

テクノロジーの活用

環境

コミュニティ・エンゲージメント

責任あるサプライチェーン

品質・カスタマーサービス

アクセシビリティ

責任あるAIの取り組み

人権の尊重

安全衛生

人材

マテリアリティ

推進体制

サステナビリティ担当役員メッセージ

活動サマリー

ステークホルダーエンゲージメント 

SDGsとソニーのかかわり

外部評価・外部表彰

ソニーのサステナビリティ

編集方針・事業概要

At a Glance 2023

Sonyʼs Sustainability Vision

ソニーのサステナビリティに

関する基本方針

ソニーグループ行動規範

Sonyʼs Purpose & Values

Sustainability Report 2024

022

https://www.sony.com/ja/SonyInfo/csr/awards/
https://www.sony.com/ja/SonyInfo/csr/awards/


マテリアリティ

マテリアリティ分析の目的と全体像
ソニーグループは、多様な事業をグローバルに展開しています。これら

の事業を通じて感動を生み出すとともに、社会と地球環境が抱える課題

に対応していく明確な姿勢と行動がステークホルダーから求められてい

ると認識しています。

さまざまな社会環境の変化、ステークホルダーからの要請などを踏ま

え、2022年度にソニーグループ全社視点でのサステナビリティの重要項

目 (マテリアリティ) の見直しを実施しました。見直しにあたり、Purpose

を構成する「クリエイティビティ」や「テクノロジー」は、人と事業の「ダイバー

シティ」とともに、ソニーの「価値創造のドライバー」として位置づけ、マテ

リアリティを「中長期的な社会の変化および多様なステークホルダーの

ニーズを踏まえた、ソニーの価値創造に影響を与えるサステナビリティに

関する重要項目」と定義しました。

マテリアリティ分析プロセス
Step 1：マテリアリティ項目の抽出・整理

社内外の情報や文献をもとに、ソニーにとって関連性が高いマテリアリ

ティ項目を選定しました。これらの項目の選定にあたっては、サステナビ

リティ報告に関するグローバルな標準である、GRIの「サステナビリティ・

レポーティング・スタンダード」やサステナビリティ会計基準審議会 (SASB) 

の「サステナビリティ会計基準」、社会的責任に関する国際規格である

「ISO26000」、持続可能な社会に向けた世界共通のゴールである「SDGs」

などを参考にしています。

Step 2：自社視点およびステークホルダー視点での評価
「Step1」で抽出・整理した項目について、自社およびステークホルダー

視点での評価を以下の視点から実施しました。

自社視点での重要性は、ソニーグループの本社機能を担当する上級役

員が、中長期的にソニーの価値創造能力に与えるポジティブもしくはネガ

ティブなインパクトの観点から、各項目を評価しました。

また、ステークホルダー視点での重要性は、NGO、投資家、ESG評価

機関、メディアなどが公表している情報などに基づき、各項目を評価しま

した。

Step 3：最も重要なマテリアリティ項目の特定
「Step2」で実施した評価結果に基づき、経営層および取締役会のレ

ビューを経て、最も重要なマテリアリティ項目を特定しました。

分析の結果とソニーグループの
マテリアリティ項目

前述のプロセスで評価した結果、「気候変動」「ダイバーシティ、エクイ

ティ&インクルージョン (DE&I) 」「人権の尊重」「サステナビリティに貢献す

る技術」を最も重要なマテリアリティ項目として特定しました。2023年度

においても当該最重要マテリアリティ項目に変更はありません。

本レポートにおいては、上記の最も重要な項目を含むマテリアリティ項

目に関して、人材、安全衛生、人権の尊重、責任あるAIの取り組み、アクセ

シビリティ、品質・カスタマーサービス、責任あるサプライチェーン、コミュ

ニティ・エンゲージメント、環境、テクノロジーの活用、倫理・コンプライア

ンス、コーポレート・ガバナンスのサステナビリティの主な活動領域に分類

して報告しています。

Step 1 マテリアリティ項目の抽出・整理

Step 2 自社視点およびステークホルダー視点での評価

Step 3 最も重要なマテリアリティ項目の特定

マテリアリティ分析の全体像
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最も重要なマテリアリティ項目
特定の背景

気候変動
ソニーは、気候変動による影響の顕在化と、脱炭素社会への移行は全

ての企業にとっての重要課題であること、また、自社の環境負荷などを低

減していく「責任」と、多様な事業や技術を生かして行う「貢献」の両面か

ら、幅広いステークホルダーからの環境への取り組みに対する期待が高

まっていることを認識しています。ソニーの企業活動は、あらゆる生命の

生存基盤である地球環境が健全であって初めて成り立つものであり、気

候変動対策をはじめとする環境への対応が重要と考えています。

DE&I

ソニーは、企業活動において、多様性に富む組織は、そうでない組織に

比べて、よりイノベーティブであることを認識しています。そして、社員一

人ひとりの多様な価値観を尊重するとともに、エクイティ (公平性) の観点

を大切にし、インクルーシブな組織風土を醸成することが重要であると考

えています。また、社会正義や不平等などの社会課題に対する企業の取り

組みにも期待が高まっており、グループ全体で社内外の課題解決に向けた

取り組みのより一層の推進が重要と考えています。

人権の尊重
ソニーは、そのグローバルな事業活動において、人権への潜在的な影響

があることを認識しています。すなわち、ソニーのバリューチェーン全体に

おいて人権を尊重し、ソニーの事業活動との関係が直接的か間接的かに

かかわらず、潜在的なものも含めて人権への負の影響に対処することは、

ソニーが果たすべき責任として幅広いステークホルダーから求められてい

ることであると認識しています。近年の人権の尊重に関連する外部環境

の変化も踏まえ、ソニーとしてもより一層取り組みを強化することが重要

であると考えています。

サステナビリティに貢献する技術
ソニーは、テクノロジーを通じて、事業の成長と社会・環境課題の解決

を両立させることについて、ステークホルダーからソニーに対する期待が

あるものと認識しています。ソニーの開発する技術や製品・サービスによ

り、事業収益の増加のみならず、社会および環境にポジティブな影響をも

たらすことでサステナビリティ課題の解決をリードし貢献することは、ソ

ニーにとって重要な使命であると考えています。

最も重要なマテリアリティ項目に係る
戦略と目標、主な取り組み

気候変動
ソニーは、2010年にグループ全体で地球環境に及ぼす負荷を2050年

までにゼロとすることを目指す長期環境計画「Road to Zero」を掲げ、以

来、気候変動、資源、化学物質、生物多様性の4つの視点から環境負荷低

減のための取り組みを行ってきました。2022年5月には、気候変動領域に

おいて、環境負荷低減活動をさらに加速するため、スコープ1から3までを

含むバリューチェーン全体でのネットゼロ (以下「ネットゼロ目標」) の達成

目標年を2040年に前倒しすることを発表しました。なお、この2040年の

ネットゼ ロ 目 標 は、2022年8月 に「Science Based Targets initiative 

(SBTi) ※1」によるネットゼロ目標※2の認定を取得しました。

※1  気候変動による世界の平均気温の上昇を、産業革命前と比べ1.5℃に抑えるという

目標に向けて、科学的知見と整合した削減目標を企業が設定することを推進する国

際イニシアティブ

※2  ソニーのネットゼロ目標は、以下のSBTiの「企業ネットゼロ基準」に従っています

· スコープ1、2および3のGHG排出量をゼロにするか、または、適格な1.5℃軌道に 

おいてグローバルもしくはセクターレベルでのGHGネットゼロ排出達成と整合す

る残余排出量水準にまでGHG排出量を削減すること

· ネットゼロ目標の時点におけるGHGの残余排出量およびそれ以降に大気中に放

出される全てのGHG排出量を中和すること

2040年のネットゼロ目標達成に向けた具体的な目標については以下の

とおりです。

１． 2030年までに、ソニーグループの事業所オペレーションにおけるGHG

の直接・間接排出 (スコープ1、2) をネットゼロとすることを目指しま

す。さらに、製品、サプライチェーン、物流などその他の排出 (スコープ3) 

については、2035年までに、製品使用時のGHG排出量を2018年度

比で45％削減することを目指します。2040年には、全スコープにおい

てGHG排出量をネットゼロとすることを目指します。

２． 2030年までに、当社グループの事業所で使用する電力を100％再エ

ネ化することを目指します。2025年時点での再エネ由来の電力使用

率目標を35％としています。

上記1および2の目標を達成するために、ソニーでは主に次のような施策

を実施していきます。

· ソニーグループの事業所における継続的な環境負荷低減：グループ全

体で、省エネルギー (以下「省エネ」) 化、太陽光発電設備の設置および

再エネ導入を加速。日本におけるFIP (フィードインプレミアム) 制度を

活用したバーチャルPPA (電力購入契約) 。

· ソニー製品の省エネ化：ソニー製品1台あたりの年間消費電力量の低減

に向けた動きを加速。

· パートナーへの働きかけ強化：部品、材料および完成品の製造委託先な

どにも、それぞれのGHG排出量の管理、省エネおよび再エネ転換などを

促す。

· 炭素除去・固定※3への貢献： 炭素除去等の関連スタートアップ企業へ

の投資検討や、株式会社SynecO (シネコ) のSynecoculture™ (シネコ

カルチャー) ※4をはじめとする拡張生態系の普及事業にともなう生物

多様性と炭素固定の指標化の検討など。

※3 大気中から炭素を吸収し、固定させる技術

※4 Synecocultureはソニーグループ株式会社の商標です

環境

DE&I

ソニーは、Purpose & Valuesに基づき、人々が存在する社会に価値を

もたらすことを目指し、ソニーの人材理念「Special You, Diverse Sony」

および2024年2月に改定したソニーグループ共通の「ダイバーシティ、エク

イティ&インクルージョン ステートメント」のもと、 DE&I活動を推進してい

ます。

ソニーは世界のさまざまな国や地域に拠点を有し、それぞれの領域の
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ニーズに合わせて優秀な人材を獲得しています。ソニーグループ全社員の

うち約半数が日本国外での事業活動に従事しており、そのうちの9割以上

が現地採用社員です。また、多様な人材が活躍する職場環境の推進の一

環として女性の活躍推進の実現に向けた取り組みをグローバルで進めて

おり、2023年度末時点のソニーグループ全社員のうちの女性社員比率は

34.0％、管理職に占める女性労働者の割合 (女性管理職比率) は30.7%で

した。日本では、教育課程において理工系分野を専攻する女性の数が限

定的であることから、注力すべき領域と捉え、産学連携や奨学金給付を通

じた支援・活動に取り組んでいます。

また、障がいのある社員の雇用や支援についても、各国や地域の法令・

規範を遵守し、障がいの有無にかかわらずキャリア構築ができるインク

ルーシブな職場環境づくりを進めています。

さらに、ソニーグループ全体として、製品・サービスのアクセシビリティを

高める活動や、社会とのかかわりの中でも多様性や社会正義に関する取

り組みにも注力しています。2020年に設立した総額1億USドルの「Global 

Social Justice Fund」では、基金を通じて社会正義や人権保護に取り組む

団体への支援、DE&Iの推進を世界各地で行っています。

グループを挙げてのDE&Iへのコミットメントとして、ソニーグループ株

式会社の役員※5に占める女性比率および外国籍比率について、2030年

までにそれぞれ30％以上とする目標を定めました。あらゆる側面での

DE&Iの取り組みをさらに進化させることでイノベーションの源泉となる人

材の多様性をさらに促進し、ソニーグループの成長ならびに社会の発展に

つながる新たな価値創出に挑戦していきます。

※5 取締役、執行役を含む上級役員およびその他の役員

人材

有価証券報告書 ２【サステナビリティに関する考え方及び取り組み】
「(3)人的資本に関する戦略ならびに指標及び目標」

人権の尊重
「ソニーグループ行動規範」において、ソニーの人権の尊重に関する方針

を定め、全てのグループ会社に対し、関連する法令および行動規範に従っ

て人権を尊重し、誠実な事業活動を行うことを求めています。

その上で、責任あるサプライチェーンの実現に向けたソニーグループ製

造事業所およびサプライヤーの行動規範を定めた「ソニーサプライチェー

ン行動規範」や、ソニーの全ての役員および従業員がソニーグループの価

値観や新たな社会規範に沿ってAIの活用や研究開発を行うための指針で

ある「ソニーグループAI倫理ガイドライン」などの人権に関わる特定の領

域における方針を策定し、運用しています。また、ソニーは、国連人権理

事会によって発行された「ビジネスと人権に関する指導原則」 (UNGP) お

よびOECD多国籍企業行動指針に定められた人権デュー・ディリジェンス

の枠組みに沿って、人権リスクのインパクト評価を実施しています。当該

評価において、ソニーの事業活動の特性や各事業において重要なバリュー

チェーンを踏まえて、潜在的な人権リスクを特定した上で、これらの人権リ

スクのうち、責任あるサプライチェーン、多様性の尊重、責任あるテクノロ

ジーの開発および使用の3つの領域を、ソニーグループとして、優先的に

取り組みを進める重点領域として定めています。これらの重点領域にお

いて、人権への重大な負の影響が特定あるいは懸念される課題には、そ

の影響を防止または軽減するための取り組みを推進しています。2023年

度においては、人権リスクのインパクト評価を再実施し、前回特定したソ

ニーの事業活動との関連性が高い3つの人権リスクの領域に変化がない

ことを確認した上で、各事業において個別の取り組みを推進しました。ま

た、社内外にソニーとしての人権の尊重に係るコミットメントを改めて表

明し、グループ全体でより体系的に人権デュー・ディリジェンスを実施でき

るよう、「ソニーグループ人権方針」を策定しました。

人権の尊重

サステナビリティに貢献する技術
ソニーは、事業成長に貢献する技術開発とともに、未来に向けて新たな

社会・産業の在り方をもたらすイノベーションの創出に取り組んでいます。

例えば、土壌中の水分量などのセンシング、超広域の通信ネットワーク、

そして捉えたデータに基づく予兆分析技術の研究開発などを行っていま

す。また、ソニー株式会社では、生成AIモデルの急速な進化にともなうフェ

イク画像や虚偽情報の拡散のまん延などの課題に対処するため、C2PA※6

規格準拠とソニー独自のデジタル署名技術により、撮影画像の真正性を

検証する真正性カメラソリューションの提供を一部の報道機関向けに開始

しています。さらに、環境に配慮した材料の開発および低消費電力化技術

によるソニー製品の環境負荷の低減などに加えて、資源回収・リサイクル

事業を展開する企業にソニーセミコンダクタソリューションズ株式会社の

グローバルシャッター技術Pregius™を搭載したイメージセンサーを供給

しています。当該イメージセンサーが搭載された飲料容器自動回収機は、

使用済み飲料容器の形状などを約1秒で正確に読み取ることができ、容

器の選別・分別および資源回収システムの最適化に貢献しています。

※6  デジタルコンテンツの出所と信ぴょう性に対し、オープンスタンダードと技術仕様を

策定する標準化団体
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人 材

体制
人材にかかわる重要事項は、グループレベルの会議体と各事業の個社

人事委員会それぞれで議論・審議を行っています。ソニーグループ株式会

社の人事担当役員と主要6事業セグメントの多様性に富んだ人事責任者

で構成される会議も定期的に開催しています。2023年度からは、グルー

プ全体のさらなる成長実現のため、グループDE&I推進担当上級役員なら

び担当執行役員を新たに任命し、ダイバーシティ、エクイティ&インクルー

ジョン (DE&I) 推進の体制を強化しています。

今後に向けて
ソニーグループの持続的な成長と社会価値創出のため、多様性を重視

し、人材理念を軸とした施策に取り組んで行きます。社員が働きやすく、新

しいチャレンジを創発し、個性、スキル、能力、クリエイティビティを最大限

発揮できる環境を提供することで、その成長を継続的に支援していきます。

■ これまでの取り組み

1966年 社内募集制度開始

1973年 Sony Technology Exchange Fair開始

1978年 ソニー・太陽株式会社設立

1988年 フレックスタイム制度導入

1990年 育児休業制度、フレックスホリデー制度の導入

2000年 Sony University設立

2008年 フレキシブルワーク制度導入

2015年 フレキシブルキャリア休職制度・社内FA制度導入

2018年 社員の学びと交錯の場「PORT」を設立

2021年 人材理念・人事戦略を再定義
「The Valuable 500」におけるIconic Partnerに選定

2023年 グループDE&I推進担当上級役員、グループDE&I推進担当執行役員の
任命

2024年 ダイバーシティ、エクイティ&インクルージョン ステートメントの改定

概要

基本的な考え方
ソニーは、エレクトロニクス事業を起源として、半導体、音楽、金融、映画、

ゲームにまで事業の幅を広げ、進化を続けてきました。主要6事業のうち半

数が本社を米国に置き、事業運営に最適な組織体制をグローバルに編成

しながらビジネスを展開している中、イノベーション創出の基盤となるのは

ソニーにとって最も重要な経営資源のひとつである、「多様な人材」です。

世界中で活躍する約11万名の社員は、事業領域の広さから国籍や人種は

もちろんのこと、職種も極めて多岐にわたり、各事業の成長の原動力となっ

ています。この人材の多様性をソニーの強みとしながら、社員一人ひとり

がその個性を最大限発揮し、エンゲージメントを高めることが社会への持

続的な価値創出とさらなる企業価値の向上に寄与すると考えています。

人材理念「Special You, Diverse Sony」
ソニーでは社員を「群」ではなく「個」と捉え、個の自律性と挑戦を尊重

し、会社と社員が対等な関係を前提に、「都度、お互いに選び合い、応え合

う」企業文化を大切にしてきました。人材理念「Special You, Diverse 

Sony」には異なる個性を持つ一人ひとりと、多様な個を受け入れるソニー

とがPurpose (存在意義) を中心にともに成長し続けていくというメッ

セージが込められています。また、その理念に基づいた人事戦略のフレー

ムワークを「個を求む」「個を伸ばす」「個を活かす」と定義し、それぞれの事

業が置かれた環境や地域特性に応じた人事施策につなげています。

Special
You

Diverse
Sony

自らの意思で、
独自のキャリアを築き、
自由闊達な未来を
切り拓く。

多様な個を受け入れる
器であり、人と人とが
影響し合い、新たな価値を
創出するための器となる。

Sony’s People Philosophy
サステナビリティ関連情報
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ダイバーシティ、
エクイティ& 
インクルージョン (DE&I)

ソニーでは、多様な個性や意見、見解、価値観が共存する組織の実現を

目指しています。

グループを挙げてのDE&Iへのコミットメントとして、ソニーグループ株

式会社の役員※に占める女性比率 (以下「女性役員比率」) および外国籍

比率について2030年までにそれぞれ30%以上とする目標を定めると同

時に、ソニーの多様性への姿勢を示す「ダイバーシティステートメント」を

見直し、新たに「ダイバーシティ、エクイティ&インクルージョン ステートメ

ント」として改定しました。

個性豊かな社員が、事業や地域を越えてつながり、交錯し、クリエイティ

ビティとテクノロジーを融合することで、新たな価値創造を実現していま

す。今後もソニーの成長の源泉である人材の多様性、DE&Iの推進をより

一層、強化していきます。

※  取締役、執行役を含む上級役員およびその他の役員

ダイバーシティ、エクイティ& 
インクルージョン ステートメント

創業者の1人、井深大が「多様な考えが交錯してこそ、イノベーションが

創発される」との思いで盛田昭夫とソニーを創業して以来、多様性はソ

ニーのDNAであり、イノベーション創出に不可欠なものとして大切にして

きました。2013年にダイバーシティステートメントを制定後、10年の時を

経て改定した新しいステートメントでは、その思いに加えて、グローバルに

おける人権意識の高まりを踏まえ、グループ全体の多様性の進化と、公正

かつインクルーシブな組織風土を推進することで、社会への貢献にもつな

げていく決意を表しています。

ダイバーシティ、エクイティ&インクルージョン ステートメント

DE&Iの進化
ソニーグループの原点として受け継がれている「設立趣意書」には、「一

切の秩序を実力本位、人格主義の上に置き個人の技能を最大限度に発揮

せしむ」とあります。創業当時からの「個」を重視する考えは、人や事業の

多様性、個の自主性を尊重する文化として継承され、多様な社員がさまざ

まな価値創造に挑戦する環境が醸成されています。また、「多様なつなが

りによる成長」を経営方針のキーワードとし、DE&I推進体制の強化、新た

な視点を持ちイノベーションを促す人材登用に加え、組織や国・地域の境

界を越えて個人や事業をつなぎ、知識、経験やテクノロジーを共有する人

材育成や機会提供にも注力しています。そして、DE&Iを推進する活動は、

事業の拡大とともに社外へと広がり、未来の感動創出を支える次世代人

材の育成やクリエイターコミュニティ支援にまで発展しています。

多様性が尊重されるインクルーシブな風土でのソニーの持続的な成長

と社会への価値創造を目指し、さらなるDE&Iの進化に挑戦していきます。

共につながり、
共に創り、
共に成長する。
世界の感動のために。

私たちは、あらゆる境界を越えて多様な人々が交錯するとき、イノ
ベーションが生まれると信じています。

ソニーグループは、誰もが個性を発揮し活躍できる場であること、
さらにはインクルーシブな社会の実現に貢献することを目指し、進化
し続けます。

共につながり、
共に創り、
共に成長する。
世界の感動のために。

多様な社員が活躍する職場環境
ジェンダー公平性の実現に向けた取り組み

ソニーでは、DE&I推進の一環としてグローバルにジェンダー公平性を推

進しています。ソニーグループ全社員のうち、2023年度末時点の女性社

員比率は34.0％、管理職に占める女性労働者の割合 (以下、女性管理職

比率) は30.7%です。

ソニーグループ株式会社は、女性役員比率を2030年までに30.0％とす

る目標を掲げるとともに、2025年度末に向けて①女性管理職比率20.0%

以上 ②男女とも育児休職・休暇を合わせた取得率100%、ならびに男性

は平均10日以上の育休取得の2つの目標を掲げ、ジェンダー公平性の実

現を進めています。各種の女性活躍推進に関する取り組みが認められ、

2024年1月に「プラチナえるぼし認定」を取得しました。

国内グループ各社もそれぞれに目標を設定し、主体的に取り組みを進

めており、厚生労働省の「女性の活躍推進企業データベース」にて、女性活

躍推進法に基づき、国内各社が情報や行動計画の公表を行うとともに、

有価証券報告書でも開示の拡充を進めています。また、多様な個を活かす

「インクルーシブ・リーダーシップ」を学ぶ講演会や、男性社員の育児参加

を促すプログラム・制度を整備するなど、各社で積極的な支援を継続的に

行っています。処遇水準に関しては、勤続年数や年齢によらず、役割に応

じて決定しています。社会におけるジェンダー公平性を推進する取り組み

として、テクノロジーでより良い社会・地球に貢献することを志す女性研究

者を表彰・支援するアワード「Sony Women in Technology Award with 

Nature」を新たに立ち上げました。国内では、国際的なアプリ＆ビジネス

開発コンテスト「Technovation Girls」 の日本公式ピッチイベント、また東

京大学メタバース工学部や奈良女子大学との理工系分野におけるジェン

ダーバイアスの解消やDE&I推進を目的とした支援をしています。また、理

工系分野を学ぶ女子学生向けの支援プログラム「SONY STEAM GIRLS 

EXPERIENCE」を2024年4月に創設しました。海外では、「感動」の源泉で

あるクリエイターを支える施策として、「Girls Make Games」「Women in 

Film」や「Women in Animation」の活動支援などに取り組んでいます。

毎年3月には国際女性デーを記念して、社外有識者を招き、ジェンダー

公平性の理解を深め、アクションにつなげることを目的としたさまざまな

イベントや講演会をグローバル各地で開催しています。

サステナビリティ関連情報
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倫理・コンプライアンス
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次世代育成支援対策推進法 ソニーグループ株式会社 行動計画

女性活躍推進法 ソニーグループ株式会社 女性活躍推進に関する行動
計画

ソニーグループ株式会社　女性活躍推進の優良企業として厚生労働
大臣認定「プラチナえるぼし」を取得

有価証券報告書 [PDF:2.95MB]
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国内ソニーグループにおける女性管理職比率の推移

社名
2025年度末
女性管理職
比率目標※1

ソニーグループ株式会社 20%

ソニー株式会社 10%

ソニーセミコンダクタソリューションズ株式会社 4.4%※2

株式会社ソニー・インタラクティブエンタテインメント 15%

株式会社ソニー・ミュージックエンタテインメント 28%

ソニーフィナンシャルグループ 18%※3

国内ソニーグループ主要会社の女性管理職比率目標 (2025年度末)

※1  「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律に基づく一般事業主行動計画等

に関する省令」 (平成27年厚生労働省令第162号) の規定に基づく「管理職に占め

る女性労働者の割合」の2025年度末時点の目標について記載しています

※2  女性活躍推進法に基づく行動計画において定めた2025年度末時点での女性管理

職目標人数が2023年度末管理職総数に占める割合

※3  ソニーフィナンシャルグループ傘下の対象各社 (ソニーフィナンシャルグループ㈱、ソ

ニー生命保険㈱ (同社本社の内勤社員のみ)、ソニー損害保険㈱、ソニー銀行㈱、ソ

ニー・ライフケア㈱、ライフケアデザイン㈱およびプラウドライフ㈱) の2025年度末

時点の女性管理職の目標人数を合算し、2025年度末時点の想定社員数の合計で除

した数値

対象期間：2023年4月1日～ 2024年3月31日

小数第2位を四捨五入し小数第1位までの数値を記載

基本給、超過労働に対する報酬、賞与などを含み、退職手当、通勤手当などを除く

勤続年数や年齢によらず役割の大きさに応じて処遇水準を決定、等級別の男女賃金はほ

ぼ同等

※4  短時間勤務者を含み、社外からの出向受入社員、海外からの赴任者、対象期間中に

満期で国内在籍していない社員 (赴任、休職、入社、退社など) などを除く

対象 男性 女性

正規
雇用労働者※4

マネジメント 100 97.9

係長・リーダー級 100 99.0

上級担当者級 100 99.6

担当者級 100 101.9

男女の賃金の差異 (ソニーグループ株式会社)

ソニーグループ各国・地域におけるジェンダー公平性の主な取り
組み

■日本
国内ソニーグループの多様な事業の第一線で活躍している部長層以上

の女性を対象に、2023年9月にグループ横断ネットワーキングイベント

「Sony Women Leaders Forum (SWLF)」を開催しました。また、2024

年3月には、国際女性デーに合わせて、担当部長および課長相当職の女性

を対象にSWLFを開催し、キャリアやリーダーシップの共有だけでなく、事

業を越えた横のつながりを持つ機会となりました。トップマネジメントから

「いろいろなリーダーシップスタイルがあってよい、皆さんならそれぞれの

リーダー像を体現できる。」と力強いメッセージが送られました。また、女

性リーダーシッププログラムやメンタリングプログラムを継続的に実施し、

継続的な能力開発を行っています。

■米国
Sony Music Publishing (SMP) では、リーダーシップにおけるジェン

ダー平等を高めるために、高い潜在能力やパフォーマンスを発揮する女性

の 育 成 に 投 資し、公 平 な 機 会 を 創 出 する「Womenʼs Leadership 

Program」を米国中心にグローバルで実施しています。Sony Interactive 

Entertainmentでは、「Senior Womenʼs Leadership Forum」を開催し、

女性管理職とのつながりやリーダーシップの実践や戦略など学びの場の

提供を通じ女性の能力開発を行っています。

■欧州
英国では、Sony Pictures Entertainment (SPE) が、ロールモデルにス

ポットライトを当てた21本の短編動画を制作し、国際女性デーを記念して、

3本の映画をYouTubeチャンネルやLinkedInにて社外へ公開しました。

また、Sony Europeでは、採用ポリシーや手続きを見直し、募集・採用

を強化するとともに、Top Women TechやRISE Women in Broadcast、

Pink Programmingなどの外部組織との協業を通じて、ジェンダー比率

の改善を行っています。国際女性デーには、ヨーロッパに拠点を置くソニー

グループ各社の女性リーダーによるパネルセッションに参画し、インクルー

ジョンの推進を促すための経験やアイデアを活発に共有しました。

障がいのある社員の活躍推進の取り組み
ソニーでは、障がいのある社員の雇用や支援についても、それぞれの国

や地域の法令や規範を遵守し、障がいの有無にかかわらずキャリア構築

ができるインクルーシブな職場環境づくりを進めています。創業者の1人

である井深大の「仕事は、障がい者だからという特権なしの厳しさで、健

丈者※の仕事よりも優れたものを、という信念と自律の精神を持ってのス

タートでした」という言葉にもあるように、トップマネジメントが障がいの

有無にかかわらない働き方や環境づくりを推進し、1人の社員として活躍

できるように取り組んできました。

国内ソニーグループの障がい者雇用においては、特例子会社制度が法

制化される以前の1978年に設立されたソニー・太陽株式会社が、蓄積し

た障がい者雇用に関するノウハウをグループ全体に展開することを始め

ました。現在では、知的障がいのある方・精神障がいのある方に就労機

会を広げているソニー希望・光株式会社、ソニー生命保険株式会社の事

務業務などを行うソニー生命ビジネスパートナーズ株式会社の3つの特例

子会社でのインクルーシブな環境づくりを、グループ全体に広げています。

ソニーグループの特例子会社は、自立したひとつの事業所として、他事業

所や各社と共同での業務を行うなど、配慮の上での働きがいを追求する

場となっています。例えば、ソニー希望・光株式会社では、障がいのある

社員がオフィス整備業務、事務サポート業務に加えミラーレス一眼レフカ
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メラ「α」 (アルファ) の開発エンジニアとチームを組み、画像処理のコアと

なる機能開発をサポートするなど、一人ひとりの個性に合わせて力が発揮

できる業務を行っています。また、ソニー・太陽株式会社では、スマートフォ

ンXperiaの開発に視覚に障がいのある方が携わり、読み上げ画面の項目

変更やダブルタップで撮影できる仕組みなど、視覚に障がいのある方も使

いやすい機能の実現に取り組んでいます。これらの業務は、障がいのある

社員の特性を生かして活躍できるような知恵や工夫から生まれます。異な

る背景や経験を持つ社員が集まることで、さまざまな視点やアイディアが

生まれ、より多くの顧客層に適切な製品やサービスを提供することができ

ます。これらの業務を通じた対応の一つひとつが、グループ各社での障が

い者雇用に生かされ、誰もがどこでも活躍できるよう、受け入れ環境整備

や社員の意識向上を目的としたガイダンスを実施し現場への雇用ノウハウ

の浸透を図り、各社でも雇用を拡大しています。合理的な配慮については、

障がいのある社員と個別に十分な話し合いの上で行うことを2016年の

法令改正以前に合理的配慮のグループガイドラインにも記載しています。

海外グループ会社においても、国や地域の専門機関との連携や地域の

特性に合った障がい者雇用を実践しており、外部の評価やその地域での

障がい者雇用を代表する会社となる事例も出てきています。日本の特例

子会社や障がい者雇用の考え方を学び、ノウハウを相互で共有する機会

なども設け、日本だけでなくグローバルに井深の考え方を実践したソニー

らしい障がい者雇用を推進しています。

また、障がいのある人のインクルージョンに焦点を当てた世界経済

フォーラムのイニシアティブ「The Valuable 500」は、経営者や企業の行動

を促すものであり、ソニーはIconic Partnerの1社として参画しています。

創業者の思いやソニーのさまざまな取り組みを広げることは、ソニーの

Purpose & Valuesに即した活動だと考えており、自社における障がいの

ある人の雇用や製品・サービスのアクセシビリティを考えることにとどまら

ず、グローバルな社会全体に対して障がいのある人のインクルージョンを

リードしていきます。

なお、ソニーグループ株式会社の障がいのある方の雇用率 (2024年3

月末時点) は2.76%、国内ソニーグループ (社員数101名以上・連結) の

平均雇用率 (2024年3月末時点) は2.48%となり、日本の法定雇用率 

(2.3%) を上回る雇用を実現しています。

※  障がいがなく「丈夫」な人はいるが「常に」健康な人はいないという、創業者の1人であ

る井深大の考え方を踏まえて表記したもの

ソニーグループ各国・地域における障がいのある社員の活躍推
進の主な取り組み

■日本
国内ソニーグループでは、障がいの有無にかかわらずキャリア構築がで

きるよう、インクルーシブな職場環境づくりとして、建物におけるアクセシ

ビリティを障がいのある方とともに確認し誰もが働きやすい環境整備を

進めています。採用においては、各社独自での採用活動を積極的に行うと

ともに、例年開催しているソニーグループによる合同採用面談会をオンラ

インで行いました。参加した14社のソニーグループ各社は会社説明や個

別面談を通して、参加者に直接、会社概要・障がいへの配慮・業務内容な

どを説明し、具体的な仕事のイメージや取り組みなどソニーグループの障

がいのある方に対する考え方をお伝えしました。また次世代への取り組み

として、社外障がい者ベンダーと連携しながら大学1、2年生を中心とした

学生に向けたイベントを実施し、障がいのあるなし問わず「これから」の目

標や夢を描く機会を提供しました。

■米国
Sony Corporation of Americaでは、ビジネスにおける障がい者インク

ルージョンに関する社外団体Disability:INなどと連携しながら障がいの

ある社員を支援するための教育機会を提供しています。Sony Music 

Publishingでは、新規採用者全員にアクセシビリティと障がいに関する意

識と理解を高めるためのe-ラーニング研修を実施しています。また、Sony 

Pictures Entertainment (SPE) ではNPOのLime Connectと連携しバー

チャルワークショップを行い、参加者に障がいやアクセシビリティに関する

認識、理解を深める機会を提供しています。

■欧州
欧州では、SPEが、アクセシビリティと障がいに関する意識と理解を高

めるためのe-ラーニング研修を各社員へ向けて実施し、DE&Iをさらに深

める機会を提供しています。また、Sony Music Entertainment (UK) は、

障がいのある人のインクルージョンに焦点を当て、経営者や企業の行動を

促す、世界経済フォーラムのイニシアティブ「The Valuable 500」に参画し

ています。

■中国
Sony Chinaでは関連会社10社にて中国におけるDE&Iイベントを実施

し、さまざまなプログラムを通して、DE&Iについて考える機会を提供して

います。また、障がいのある方の雇用機会を提供するだけでなく、障がい

のある大学生が将来的に仕事に適応できるよう、社会実践講座の開催を

支援するなど障がい者雇用の推進にも尽力しています。

LGBTQ+社員が働きやすい環境の整備
ソニーでは、LGBTQ＋※1の社員が、自分らしく、安心して働ける職場づ

くりを国や地域の実情に合わせて推進しています。2022年度より、ソニー

グループのLGBTQ＋の社員およびコミュニティに対する尊重の姿勢を社

内外に対して示す「Prideロゴ」を導入し、LGBTQ＋に関する社内外の取り

組みでグローバルに使用しています。

日本では、具体的な取り組みとして、配偶者にも適用される人事関連制

度の一部※2を同性パートナーにも適用、全社員を対象としたe-ラーニン

グ研修の実施、ワークショップの開催などを行っています。

その他、社内での通称名の使用、多目的トイレの設置、男女兼用のユニ

ホーム、採用時における性別欄の任意記入、トイレ・浴室付きの個室社員

寮の準備など、多様な社員をサポートするインフラの整備を行っています。

このように、環境面や制度面の整備の他にも、誰もが自分らしく働ける

ための意識啓発イベントを社内外に発信するなど、安心して働くことがで

きる環境整備に取り組んでいます。

また、LGBTQ＋の社員の職場における心理的安全性や勤続意欲に、

LGBTQ＋を理解し積極的に支援するアライ※3の存在が影響すると、近年

では注目されています。このアライ社員を増やし、可視化していくことに

も取り組んでいます。2022年度からはアライ社員も企画や運営に参加す

るイベントを開催しています。

※1  LGBTQ＋とは、レズビアン (Lesbian) 、ゲイ (Gay) 、バイセクシュアル (Bisexuality) 、

トランスジェンダー (Transgender) 、クィア (Queer) 、クエスチョニング (Questioning) 

の頭文字に、その他のセクシュアリティーの人 (＋) を加えた総称。ストレート (異性

愛者) およびシスジェンダー (出生時の性と性自認が一致している人) ではないと自

認する人々の総称として広く使用されている表現

※2  人事関連制度の一部とは、結婚祝い金や忌引、家賃補助、社員家族イベントへの参

加など

※3  LGBTQ+を理解し、支援のために行動する人のこと。「仲間・同盟」などの意味を持

つ英語の「Ally」が語源
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ソニーグループ各国・地域におけるLGBTQ+に関する取り組み

■日本
日本では社員の理解を段階的に高めるために、従来から行っている

e-ラーニング受講をさらに促進するとともに、次のステップとして社内・社

外向けにLGBTQ＋に関するトークイベントをオンラインで実施しました。

このイベントでは国内ソニーグループ社員がLGBTQ＋についての情報に

触れる機会を広げるとともに、社外に向けても、企業内だけに閉じずに社

会に対して取り組む必要性を伝えました。また、国内ソニーグループ各社

からのニーズに応じて、人事や広報などLGBTQ＋にかかわる機会が多い

社員を中心に勉強会を実施しました。さらに、社員が必要な時にLGBTQ

＋に関する基礎的な知識を確認できるよう、ハンドブックを作成し社内

ウェブサイトで共有しました。このように社員の理解を深めた上で、国内ソ

ニーグループとして東京レインボープライド (TRP) 2024に参加しました。

TRP2024では、国内ソニーグループ各社の技術やIPを使用してブースを

出展、アライ社員が運営を行い、多くの方にご参加いただきました。また

パレードには役員、社員やそのパートナー、家族を含め約150名が参加し

ました。他にも、NPO法人ReBitが開催したDIVERSITY CAREER FORUM

に協賛・参加し、ソニーグループのLGBTQ＋施策をはじめとしたダイバー

シティの取り組みを社外にも広く発信しています。このような社内外にお

けるLGBTQ＋の理解を促進する活動が評価され、一般社団法人work 

with PrideによるPRIDE指標において、国内ソニーグループの19社がゴー

ルドを獲得しました。

■米国
米国では、Sony Corporation of Americaおよび Sony Interactive 

Entertainmentが、世界トランスジェンダー保健専門家協会 (WPATH) 

が設定した最新の基準に合わせて医療プランの見直しを実施しました。

Sony Music Entertainmentはグループ会社の拠点のトイレにジェンダー

国籍や地域を越えた多様な社員が活躍できる職場環
境・文化への取り組み

国内ソニーグループでは、国籍・言語に関係なく社員がより働きやすい

環境づくりを目指して、入社後のフォローアップや社員間ネットワークの構

築、キャリア支援など、あらゆる角度からさらなるサポートの充実に取り組

んでいます。例えば、日本語を母国語としない外国籍社員が英語で社内

生活を送ることができるよう、既存の社内ウェブサイトやシステムのバイリ

ンガル化などの社内インフラの整備を継続して推進しています。また、

DE&I推進に取り組んでいる DIVI@Sony (Diversity Initiative for Value 

Innovation at Sony) のプロジェクトメンバーと協働で、外国籍社員にア

ンケートを実施し活躍推進のための課題を洗い出し、必要な施策の検討・

実施に取り組んでいます。具体的には、外国籍社員同士のネットワーキン

グを目的としたイベント「Sony Happy Hour」の定期開催や、異文化コ

ミュニケーションイベントの開催、社外のグローバルに活躍している方を

Prideロゴ

ニュートラルなトイレを設置、改装中のオフィスにも順次設置していく計画

を進めています。また、社員グループのOutLoudはナッシュビルプライド

パレードにも参加しました。Sony Pictures Entertainment (SPE) は、メ

ディアによるLGBTQ＋差別を防止する団体GLAADのメディア賞にゴール

ドスポンサーとして2023年も引き続き参加しました。また社員グループの

Out Culver City @ Sony Picturesはロサンゼルスプライドパレードに参加

しました。

■欧州
英国では、SPEの社員グループであるOUT EMEA @ Sony Picturesの

Pride in Londonへの参加をサポート、またスペインでも社員向けに、エ

イズとゲイにまつわる偏見を取り扱った「フィラデルフィア」の上映会を行

い、ジャーナリストによるこの作品のトークが行われました。

また、Sony Europeでは、ドイツ・ベルリンで行われたクリストファー・ス

トリート・デイ (Christopher Street Day Parade) やスウェーデンの

LundaPride、英国ウェールズのカーディフで開催されるPride Cymruな

ど、ヨーロッパ各地で開催されるプライドパレードイベントに参加・協賛す

ることで、LGBTQ+コミュニティを支援し、ソニーと共にあることを社内外

に示しています。

招いたダイバーシティ講演会など、外国籍社員が自身のキャリアについて

考えたり、ヒントを得られたりする機会をオンラインで提供しています。さ

らに、異なる文化的バックグラウンドを持つ社員と仕事をする際の基礎的

な考え方の習得を目的としたオンライン研修コンテンツを作成し、多様性

を尊重するカルチャーの醸成に継続的に取り組んでいます。2024年3月

末現在、国内ソニーグループには、約900名の外国籍社員が勤務し、職種・

領域を問わず活躍しています。

なお、日本国内のみならず、海外ソニーグループにおいても多国籍の社

員が多く働いています。例えば、米国のSony Electronicsにおいては、多

様な文化を尊重しエンゲージメントを高めるための社内イベントを2023

年度は100近く実施しているとともに、DE&Iに関する社内サーベイの展

開などを通して、さまざまなバックグラウンドを持つ社員がより働きやすい

職場づくりを目指しています。
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Purpose & Valuesに共感し、挑戦心と成長意欲に満ちた多様な人材は

ソニーの成長には不可欠です。世界各地のグループ会社との戦略的な採

用活動を通じ、優秀な人材の獲得を進めています。また、新たな視点を持

つ社外経験者や自ら希望のポジションに手を挙げた人材の登用を通して

ソニーと社員のポジティブな成長のサイクルにつなげています。さまざま

な挑戦や機会提供を通じて、ソニーの価値創造の源泉となる多様な人材

を魅了する施策を展開し続けています。

多様な人材の採用
ソニーは世界のさまざまな国や地域に、商品・サービス・コンテンツの開

発や設計、販売、マーケティング、そしてR&Dの拠点を有し、各々のニーズ

に合わせて優秀な人材を獲得しています。また、全ての採用活動は、DE&I

の考えに基づいて実施しており、あらゆるバックグラウンド・境遇の人材が

公平に機会を得られるよう多様な採用施策を実施しています。 さらに、

知や経験の多様性という点で、各事業や本社機能の中枢を担う責任者に

社外で豊富な経験を有する人材も登用するなど、新たな視点による気づ

きと学びを通じて組織における創発を活発化し、激しい経営環境の変化

にも迅速に対応しながら進化し続けることを目指しています。 また、新

卒入社者と経験者入社者によって役職・評価・処遇に差異はなく公平に

キャリア形成の機会が設けられています。

ダイバーシティと採用の公平性
ソニーでは、多様な人材と個性がダイナミックに混ざり合うことで新た

なイノベーションが生まれ、活気に満ちた企業文化が形成されると考えて

います。そのため、ダイバーシティに富んだ採用活動に積極的に取り組ん

多様な人材の獲得と 
登用

でいます。国際競争力を高めるため、日本国内の拠点でも、世界中の幅

広い地域から優秀な人材を積極的に採用し、グローバルな視点と豊富な

経験を取り入れています。また、さまざまな技術領域に関する国際学会へ

の参画を通じて、世界のイノベーションを促進するとともに、社内の人材

育成や環境改善の可能性を広げています。

女性の採用においては、女性がキャリアを築く上で感じる悩みや不安を

解消できるよう寄り添うことを大切にしています。例えば、社員訪問、座談

会や交流会で社員の声を通じて「働く場」としてソニーの魅力を実感いた

だける機会を設けています。その他にも記事や動画を通して、求職者が求

める情報を、求めるタイミングで得られるよう工夫し、性別やバックグラウ

ンドに関係なく個人が尊重されながら働くことができ、活躍できる場であ

ることを発信しています。

高い専門性を持った人材の採用
世界を感動で満たすべく製品やコンテンツ、サービスを生み出し続ける

ため、テクノロジーとクリエイティビティを大事にしているソニーはさまざ

まな領域で高い専門性を持った人材の獲得を強化しています。

特に先端IT系人材やAIに関する知見を有する人材の獲得に向け、ソ

ニーの事業・技術力・取り組み・開発環境などについて訴求することによ

り、まずは働く場としてソニーに関心を向けてもらうことが重要と考えてい

ます。そこで、社内のさまざまなエンジニア ワーキンググループと連携した

独自イベントやコンペティションの他に、勉強会 (ワークショップ) を実施

し、エンジニアとの直接的な接点を通して、ソニーが求める人材へアプ

ローチする活動を定期的に行っています。

ソニーにおいて特にクリエイティビティが求められるSony Startup 

Acceleration Program、新規事業探索といった事業の種の発展・開発に

携わる人材や、クリエイティブセンターにおける多種多彩なデザイナーな

どを獲得するため、アイデアソンや、起業家インターンシップといった取り

組みを実施しています。

また、米国では、社会経済的に恵まれないコミュニティ出身者に対して

実際の映像制作を通じて学べる機会を提供し、多様なバックグラウンドを

持つ才能豊かでクリエイティブな人材の育成と獲得につなげています。

理工系女子学生への支援
日本では、教育課程において理工系分野を専攻する女子学生の割合が

少なく、ジェンダーダイバーシティの推進が大きな課題のひとつであると

認識しています。ソニーでは、テクノロジーを支える多様なエンジニアの獲

得だけでなく、中高生向けのセミナーやワークショップなどを通じ、次世代

理系人材の育成を目的とした活動と支援を積極的に行っています。

教育機関とも連携した中高生に向けたセミナーやワークショップでは、

未来の理工系人材創出のための取り組みを推進しています。文理選択前

の学生に向けて理系分野のおもしろさを伝えると同時に、将来の進路を

考えるきっかけとなるキャリア教育もあわせて行うことで、理系人材の育

成に寄与できるよう、企業の枠を越えた活動を進めています。

さらに2024年4月には、理工系分野を学ぶ女子学生向けの支援プログ

ラム「SONY STEAM GIRLS EXPERIENCE」を創設しました。本プログラム

では、理工系女子学生の意欲的な学びを支援するため、年間最大120万

円の奨学金を給付します。また、奨学生には、ソニーグループの女性エン

ジニアと交流する機会を提供します。奨学生とソニー社員が、女子中高生

に対して理工系分野の面白さや、働く楽しさを伝える「STEAM GIRLSバト

ンプログラム」も実施します。「SONY STEAM GIRLS EXPERIENCE」を通

じて、理工系の多様な人材育成に貢献するとともに、女子学生の理工系

分野への関心を高め、進路やキャリア選択におけるアンコンシャス・バイア

スや不安を取り除くことを目指します。
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事業と地域を越えた社員の活躍
事業を越えた社員の活躍

幅広く事業を展開するソニーでは、商品・サービス・コンテンツの開発や

マーケティングなどにおいて、事業を越えて多様な社員が協業し、新しい

挑戦を続けています。2023年度は、ソニーグループ全体で、約2,000名が

グループ会社間で異動しました。こうした多岐にわたるキャリア育成の機

会と事業を越えた人脈を通して、より多くの協業が生まれています。

地域を越えた社員の活躍
2024年3月末現在、ソニーでは、グローバルな人材活用、技術や知識

の移管、新しいビジネスの立ち上げなどを目的とし、約960名の社員が自

国以外の国・地域に赴任し、さまざまな事業領域で活躍しています。その

うち約150名の社員は海外グループ各社から日本含め世界各国・地域に

異動しており、全赴任者の約半数が管理職として、現地で重要な任務を果

たしています。地域を越えた社員は、赴任先でそれぞれの専門性を活かし、

幅広い事業で活用される新規ソフトウェアの開発など、さまざまなミッショ

ンの一翼を担っています。また、国を越えたグローバルな人材の異動を、

さらに円滑かつ効率良く実現するために、人事間でグローバルに連携し、

多様な海外アサインメントの形態に対応できるソニーグループ共通のポリ

シーやガイドラインを整備し、常に改良を加えながら現在に至っています。

多様なキャリア施策
自主性に基づくキャリア構築

ソニーでは、従来社員からのチャレンジマインドを尊重し、それを積極的

に引き出すことにより、社員一人ひとりとビジネス双方の成長につなげて

きました。

国内ソニーグループでは、社内人材を公募する「社内募集」制度を他社

に先駆け1966年に開始し、58年にわたって運用しています。これは社員

の新たな職務へのチャレンジをベースに、適材適所の人材配置と重要ビ

ジネス強化についても同時に実現することを狙いとしたもので、これまで

に延べ8,000名以上の異動実績をあげるなど、ソニーのDNAである「チャ

レンジ」を人事制度の面から推進する欠かすことのできない仕組みとして

定着しています。さらに、2015年度には、現在の仕事を継続したまま公募

した仕事やプロジェクトに参画することにより、専門性や知見を幅広く発

揮可能とする、社員の社内「兼業/副業」を促進する「キャリアプラス」制度

を導入しました。

また、より個人に着目したキャリア開発の仕組みとして、優秀な社員に

「フリーエージェント (FA) 権」を付与し、権利行使者の情報をグループ内で

広く共有することにより、新たなフィールドに活躍の場を広げていくことの

できる、「プロ野球型」の「社内FA制度」や、社員自らプロフィールを登録す

ることで、スキルや経験に合致する求人がある場合、求人中の職場や人

事から声がかかる「Sony CAREER LINK」など、従来の公募制度に新たな

仕組みを加え大幅に拡充しています。 

毎年秋には「キャリア月間」と称して、主体的なキャリア意識を啓発する

講演会やワークショップ、キャリア相談窓口を開くなど、社員のつながりや

発見を促す機会が作られています。加えて、一人ひとりが自分のキャリア

と成長について上司と話し合い、あわせて自身のスキルを見直す中で、

個々人のステージに応じた自律的なキャリア形成を支援しています。

2023年度には新たな選択肢として、会社の枠にとらわれない新たな個

の挑戦を支援し、会社も社員もともに成長していくことを目的に、研究開

発や新規事業領域を中心とした「企業間相互副業プログラム」を、株式会

社日立製作所とソニーの間でトライアル実施いたしました。社員個人に加

え、送り出す組織や受け入れる組織にとっても、新たな視点・気づきの取

り込みや共創ができる人材の育成、インクルーシブな文化醸成の促進につ

ながりました。このように社員のチャレンジマインドを引き出す取り組みを
シンガポールオフィスでのミーティング中の赴任者の様子

これまで以上に充実させ、ソニーグループ内での経験値の向上を通じた社

員のキャリアアップを全社で積極的に支援していくことにより、ソニーの

Purposeである「クリエイティビティとテクノロジーの力で、世界を感動で

満たす」ための大きな原動力としています。
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社員の挑戦と成長

ベテラン・シニア社員のキャリア支援施策
人生100年とも言われる時代にあって、働くことや人生の将来設計は、

決して一律・一様ではなく、個人によってさまざまなニーズと価値観が存在

し、その選択肢も多様化しています。こうした中、ソニーでは、経験豊富な

ベテラン・シニア社員にフォーカスし、ソニーの中でいきいきと働きながら、

ライフプランを主体的に考え、設計し、実行に移していくためのキャリア支

援施策「キャリア・カンバス・プログラム」に取り組んでいます。創業以来の

理念である「自分のキャリアは自分で築く」に即し、キャリア形成に関する

ワークショップや、さらなる自己成長に向けた学び直しの費用支援など、

さまざまな施策を行っています。キャリア形成に関するワークショップは、

35歳、45歳、50-53歳、57歳の時点で実施しており、2023年度はソニー

グループ各社において計約2,000名の社員が受講しています。

また、地方創生支援体験などの社外体験を行う公募プログラム「シニア

インターンシップ」を新たに導入するなど、ベテラン・シニア社員の活躍支

援、キャリア支援をさらに強化しています。

ソニーでは、自主性のある個性豊かな社員一人ひとりの成長の連鎖に

よって、その挑戦を最大限に発揮する場所である会社がさらなる成長を実

現することを目指しており、社員の意欲向上と成長促進のために、職場に

おける日々の業務を通じた育成に加え、個人の能力・専門性を高めるた

めの教育を世界各国・地域のニーズに沿って幅広く展開しています。また、

世界各国・地域でビジネスを展開しているソニーにとって、グローバルな

視点でビジネスをリードできる人材は必要不可欠であり、そうした人材を

積極的に育成、認知、登用するとともに、さらなる活躍ができるよう、さま

ざまな取り組みを行っています。

社員のスキルアップとキャリア
社員のスキルアップ

ソニーでは、多様な人材が仕事を通して自分らしいキャリアを実現でき

るよう、社員それぞれの役割・階層・職種に応じて求められる能力を体系

化し、集合研修やe-ラーニングなどさまざまなスキルアップの機会を提供

することで、一人ひとりの成長を支援しています。

それぞれの役割・階層・職種にあわせた必須研修のみならず、自発的な

学習を促す施策にも注力しており、社外研修機関との提携、オンライン学

習の拡充、講演会の実施など、社員の目的・ニーズに沿ったスタイルでの

学習機会を提供しています。

国内ソニーグループで導入している学習プラットフォームでは、個に最

適化された学びを一人ひとりに届ける取り組みを続けています。具体的に

は、社員の保有スキルなどの人材データに基づくコンテンツの推薦や、必

要なタイミングで必要な学びの機会を届ける仕組みの導入、また各個人

の学習状況を可視化するなどキャリア形成と自己成長を意識する環境づ

くりを行っている他、プラットフォームを用いた海外グループ会社とのコン

テンツ連携にも取り組んでいます。また、多様な個を受け入れ、人と人と

が影響し合い、新たな価値を創出するための組織づくりを担うマネジメン

トを支援する目的で、2023年度は国内ソニーグループでミドルマネジメン

ト向け研修の階層やテーマを拡大し、事業を越えた議論と学びの場を提

供しました。

海外拠点においても、社員一人ひとりにあった学びの機会の提供と、マ

ネジメント力の強化双方に注力しています。例えば社員個人に向けては、

それぞれの関心が高いテーマに対してのワークショップを定期的に実施し

たり、社外機関と連携したコンテンツを新規に導入したりすることで、ニー

ズの高い領域の学びの機会/場を適切なタイミングで提供しました。また

マネジメントに向けては、リーダーシップの発揮や効果的なフィードバック

を学ぶための対面でのリーダーシップ・アカデミー・プログラムの実施やマ

ネジメント向けニュースレターの発行を行うなどの、マネジメントが身につ

けておくべき最新の知見を得る機会の提供を通じ、全社的なマネジメント

力の向上につなげています。

ソニーグループにおける2023年度の研修実施状況は、以下の通りです。

項目 日本 海外 全世界

プログラム数 2,660 17,118 19,778

実施総回数 (回) 11,647 26,954 38,601

受講者総数 (延べ人数) 225,707 195,458 421,165

延べ受講総時間 (時間) 983,087 752,673 1,735,760

人材育成研修実施状況
シニアインターンシップの様子
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グローバルのグループ各社からこれまで約1,500名が参加し、全世界か

ら異なるバックグラウンドを持つ多様な人材が集まっています。参加者の

多様性はあらゆる面で進化を続けており、女性社員やエンタテインメント

各社の社員の参加比率はいずれも30%程度に達しています。

各事業のニーズも踏まえたプログラムの実施を目的としてグローバル

コースと国内コースを設け、部長・課長・若手リーダーの3階層に対してプ

ログラムを提供しています。ソニーグループの多様な事業から選抜された

メンバーが、周囲を動かし変革を起こす「テクノロジーに裏打ちされたクリ

エイティブエンタテインメントカンパニー」のソニーをけん引するリーダーと

なることを目指し、経営リテラシーやリーダーシップスキルを養い強化す

る約半年間のプログラムなどを実施しています。受講生がともに切磋琢磨

することで事業や組織の枠を越えた人脈が形成され、事業における連携

や協業につながっています。

2023年度は、グローバルと国内の合計5つのコースを実施しました。

グローバルコースは、部長・課長コースに加えリーダーコースを増設し、

各コース University of California, Berkeley、IESE Business School、

Singularity University など世界トップクラスの教育機関と提携し、プログ

ラムを提供しています。世界中のさまざまな地域・事業・グループ会社か

ら集まった受講生が、講義やグループディスカッション、多様な事業の経営

メンバーとの対話を通して、リーダーシップや戦略立案、ビジョンメイキン

グなどのスキル・マインドの強化に取り組みました。また全コースにおい

て、参加者を複数チームに分け、あるテーマに基づきディスカッションを行

い、経営層への成果発表会を設けました。例えば、グローバル部長コース

では、吉田会長 CEOや十時社長 COO 兼 CFOを含む複数名の役員との

インタラクティブなセッションが行われました。受講生にとって視座の向上

につながる場になったと同時に、トップマネジメントがグループのタレント

経営人材・将来のリーダー育成
経営人材の発掘・育成は重要な経営課題のひとつです。持続的に将来

の経営をリードする人材を輩出するために、ソニーでは多様な事業の総合

力を生かしてグループ横断の成長機会を提供しています。

ソニーユニバーシティ
ソニーユニバーシティ (Sony University) は、グループ経営をリードする

人材の育成を目的として2000年に設立されました。3つのミッションをもと

に、ソニーの将来の経営幹部候補およびビジネスをけん引するグローバル

リーダーを育成する場として、継続的に教育プログラムを実施しています。

ゲーム&
ネットワークサービス

12,700名

ソニーユニバーシティのミッション

経営ビジョンと戦略を描きリードする人材の創出

ソニースピリットの継承

グループ経営を行うための人的ネットワークの形成

を知る貴重な機会にもなりました。

国内の部長コース・課長コースでも同様に、経営の一翼を担うにあたり

必要なスキル・マインドの育成・強化に加え、多様な事業の受講生同士の

相互研鑽・ネットワーキングの機会となりました。課長コースでは、マネジ

メントに対してソニーグループならではのビジネス構想の提案を行い、吉

田会長 CEOや十時社長 COO 兼 CFOをはじめとする各事業の責任者を

含む役員とのインタラクティブな意見交換が行われ、受講生の学びの促進

や視野の拡大、モチベーションの向上につながりました。

これらに限らず、ソニーユニバーシティではプログラム全体を通して多く

の役員・経営層がさまざまな形で人材育成にかかわることで、受講生と

役員・経営層の相互にとっての学びの場となっています。今後も経営人

材の成長支援に向けて、グループ一体となってさらなる発展に尽力して

いきます。

吉田会長 CEOとの最終発表会の様子

十時社長 COO 兼 CFOとの最終発表後の集合写真

ソニーユニバーシティ参加状況 (事業別)

ソニーユニバーシティ参加状況 (男女別)

2011年度

2011年度

2023年度

2023年度

エレクトロニクス事業中心　→　多彩な事業からの参加

女性参加者比率5%　→　約30%

HQ  13% Others  7%
映画  2%

ゲーム  5% エレクトロニクス  73%

男性
95%

女性
5%

HQ  17%

金融  6%

I&SS  14%

G&NS  10%

音楽
13%

映画  8%

ET&S  32%

男性  
69%

女性 
31%
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ソニークロスメンタリングプログラム
ソニークロスメンタリングプログラムは、2022年に立ち上げたソニーグ

ループ横断のクロスメンタリングの取り組みです。異なる事業の経営層と、

次期経営人材との戦略的なつながりによって、メンター・メンティーとして

の関係性を構築し、自事業にとどまらない新たな分野への理解深化、個

人の育成計画に資する新たな気づきや学びの場、また、ネットワーキング

の機会を提供しています。

約半年間の実施期間の中で、マネジメントスキルやリーダーシップスキ

ル、ビジネス、そしてキャリアなどさまざまなテーマをもとに定期的にコミュ

ニケーションを行いメンターが持つ豊富な知見や経験を共有することで、

メンティーの視座の向上、そして視野の拡大につなげています。

2022年度・2023年度ともに、事業や地域を越えて22組のペアが成立

しました。本プログラムを通して、グループ内に蓄積された豊富な経験値

が次世代に継承され、新たな価値創造や人材育成に寄与することを目指

しています。

トップマネジメントとのラウンドテーブル
ソニーグループの各事業・専門領域において活躍する社員とトップマネ

ジメントが直接対話をする機会を設けています。ラウンドテーブルでは、

共通のテーマに沿った個々の考えや思いを共有し、オープンな議論を通じ

て各事業・専門領域の今後の発展可能性に関するヒントや学びの習得に

つなげています。また参加者同士の新たなつながり・ネットワークの形成

にも寄与しています。

ソニーグループ　リーダーシップチーム

ソニーグループ　メンティー

G&NS 音楽 映画 ET&S I&SS 金融 HQ

多様な知見・経験の継承
「ソニークロスメンタリングプログラム」

経営の経験値を事業や地域の枠を越え、継承することによる人材育成・新たな価値創造

これらのように、各事業における定期的な人材の評価とグループ横断で

の多様な成長機会を通じて、異なる事業に対する知見や人的ネットワーク

を最大限広げ、事業間シナジーを支えるとともに、タレントパイプライン強

化による計画的な経営者の育成を行っています。
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28,700
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(年度)2019 2020 2021 2022 2023

受講者数 (名)

「基幹技術研修・基礎技術研修」実施状況領域ごとに各グループ会社から選出された専門家によって技術戦略コ

ミッティを構成し、領域代表のもとに技術革新と組織的な技術の横展開を

しています。また、技術は人によって培われるため、技術戦略コミッティで

は、人材に関する施策もあわせて実行しています。基幹技術研修のような

人材育成の施策、さらには人材の獲得といった施策まで、技術領域ごとの

特徴に合わせて、グループ会社の垣根を越えて取り組んでいます。

技術研修
技術者を中心としたテクノロジースキルの育成施策は、グループ全体で

実施している施策と各社・各事業が企画するビジネス固有の技術領域に

特化した施策により構成されています。

グループ内の技術や知見を、組織を越えて学ぶことができる「基幹技術

研修」は、グループ全体の学習基盤のひとつです。各技術領域の第一線の

専門性を有する約450名の技術者が講師となり、カリキュラム・テキスト

を開発し、グループ社員のテクノロジースキル拡大に寄与しています。技

術力の基盤となるこの研修は、1980年代から培われ、各技術分野の高度

な専門性を保有した代表となる社員が、各事業領域の現在やソニーの方

向性から需要のあるテーマを選定し企画しています。ひとつの専門性を

深めるだけではなく、横への展開、学び直しなど、保有技術のブラッシュ

アップに活用されています。2023年度は、技術戦略コミッティとの連携に

よる講座新設や、データ分析やクラウドといった全職種のスキル拡大に役

立つコンテンツの活用促進を行いました。その結果、14技術講座、約400

科目が開講され、延べ受講者数は国内ソニーグループを中心に、20,600

名となっています。

グループワイドの基礎教育としては、社内有識者のもとに企画し展開し

ている「基礎技術研修」を実施しています。

2023年度、「基幹技術研修」と「基礎技術研修」あわせて、延べ33,200

名の社員が受講しました。ソニーグループにおける技術力向上の育成基

盤として、成長機会を継続的に提供しています。

その他にも、オンライン学習コンテンツプラットフォーム、寄付講座、社

外専門家を招いた講演会・研修、社内オープンハウスなどさまざまな形態

での学習機会を提供し、社員が自主的に選んで受講しながら個々が成長

していく環境を整備しています。

仕事力 (専門性)

グループワイド
社内技術・知見 社外

スキル
レベル 位置づけ

実務的な
知識・スキルの
獲得・拡大

新人 / 基礎
技術
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各社・各部門

上
級 基

幹
技
術
研
修

オ
ン
ラ
イ
ン
学
習
コ
ン
テ
ン
ツ

寄
付
講
座
、講
演
会
な
ど

各
事
業
独
自
／
事
業
戦
略
連
動

資
格
取
得
支
援

中
級

初
級

テクノロジースキル領域の育成体系

Sony Outstanding Engineer Award

Sony Outstanding Engineer Awardは、エンジニアの新たな挑戦を加

速させるために設立した、国内外のグループ会社におけるエンジニア個人

に与えられる最も価値の高い賞です。ソニーがお客様の感性に訴える商

品・サービスを開発するためにチャレンジすべき技術課題は、要素技術開

発に加えて、独創的な技術の融合や複雑なシステムの最適化など、多様な

範囲におよんでいます。この制度により、社員一人ひとりがチャレンジング

な課題に積極的に取り組み、さらに大きな価値創造に取り組む風土の醸

成と、技術者のモチベーション向上を図っています。

技術者の育成・活躍
ソニーのPurposeである「クリエイティビティとテクノロジーの力で、世

界を感動で満たす」を実現するために、新たな顧客創造へとつながるイノ

ベーションを起こすことが不可欠です。テクノロジーはソニーグループの

全ての事業に力を与える重要な価値創造基盤であり、人の動機に近づき

「感動を生む、テクノロジー」を追求し続けています。

領域別の技術戦略コミッティによるグループ間連携
ソニーは、持続的な高収益の実現に加えて、長期視点での社会価値創

出を目指しています。持続的に価値を創出し成長を続けるためには、事業

と人材の多様性を生かし、さらに進化させていく必要があります。多岐に

わたるバックグラウンドや多様な価値観を持つ社員一人ひとりが有機的

に交わり、持続的に成長していくことこそが、ソニーの成長そのものであ

ると考えています。組織横断でさまざまな分野の知を共有し、体系的に技

術を進化させ、人材の成長を促進するという技術戦略コミッティが果たす

役割は、ソニーが持続的に価値を創出し成長を続けるために大きな意義

を持っています。国内外のグループ会社を横断した領域別の技術戦略コ

ミッティを2015年度に設立し、これまでに約1,700名が活動に参画し、交

流しています。

領域別 技術戦略コミッティ

G&NS 音楽 映画 ET&S I&SS 金融
メカ戦略コミッティ
光学戦略コミッティ

ソフトウェア戦略コミッティ
LSI戦略コミッティ

情報処理戦略コミッティ
デバイス・材料戦略コミッティ

電気戦略コミッティ
生産技術戦略コミッティ
設計プロセス戦略コミッティ
コンテンツ技術戦略コミッティ

UX/HCD戦略コミッティ

G&NS 音楽 映画 ET&S I&SS 金融
メカ戦略コミッティ
光学戦略コミッティ

ソフトウェア戦略コミッティ
LSI戦略コミッティ

情報処理戦略コミッティ
デバイス・材料戦略コミッティ

電気戦略コミッティ
生産技術戦略コミッティ
設計プロセス戦略コミッティ
コンテンツ技術戦略コミッティ

UX/HCD戦略コミッティ
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発明考案報奨制度
ソニーでは、社員の発明に対し、特許法における職務発明の規定に従

い、報奨制度を定めています。発明に対する社員のモチベーションを高め、

より優れた特許の創出を促進することで、事業の強化に貢献することを目

的として、公平で適切な報奨制度を設けています。

Sony Technology Exchange Fair 

STEF (Sony Technology Exchange Fair) は、ソニーの技術者が日々

の研究開発の成果を社内に向けて発信し、国内外の多様な社員と意見交

換を行うことで、新たな価値創造を目指すソニーグループ全体の技術交換

会です。1973年から毎年開催しているこの場をきっかけに、これまで数

多くの研究開発が成果を生み、事業展開を果たしてきました。開催51回

目となる2023年度は、オンラインとリアルのハイブリッドで行われ、国内

外のソニーグループ各社から延べ2万名以上が参加しました。あらゆる事

業の技術者による先端技術の展示を中心に、社内外講師によるカンファレ

Corporate Distinguished Engineer制度
Corporate Distinguished Engineer制度は、ソニーのPurposeのもと、

持続的な成長を支える技術戦略の策定および推進と人材の成長支援を加

速していくことを目的としています。重要な技術領域において高度な専門

性と技術的見識を有し、「Distinguished Engineer (DE) のミッション」を

担い遂行することができる技術者を国内外のグループ会社から選任し、

DEの称号を付与しています。当制度によって、「ソニーの技術の顔」として

技術戦略策定や人材成長支援をリードする役割がソニーにとって重要で

あることを示すとともに、社内外に公開することで、グループレベルでの

認知と後進の育成につなげています。

■ DEのミッション

変化の兆しを捉え、ソニーの持続的な成長のために、技術戦略の策

定および推進と人材の成長支援を行う
●   既存の枠組みを越えて経営戦略の元となる技術戦略を策定する
●   世界の人々とつながり変化の兆しを捉え、経営戦略の実行を技術

で後押しする
●   ポテンシャルを持つ技術者を発掘し、成長支援を行う

ンスやセミナー、各技術領域のエキスパートであるDEを座長としたパネ

ルディスカッション、Sony Innovation Fundの投資先やさまざまなグルー

プ内のボトムアップ活動による技術展示も併設され、グループを横断して

活発な意見交換が行われました。STEFは「テクノロジーに裏打ちされたク

リエイティブエンタテインメントカンパニー」としてグループ全体の技術者

を結び付けイノベーションにつなげていく重要な社内イベントのひとつで

す。この場から「感動を生む、テクノロジー」が生み出されることを目指し

ていきます。
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ミドルマネジメント研修に加え、「チームづくり」に特化した研修の新設、

日々直面するマネジメント課題とその対応策をまとめたケーススタディ集

の作成、ミドルマネジメント研修のSCKへの横展開など、積極的に新たな

取組を行っています。

SSSにおいては、キャリアに関するキュレーションサイトを立ち上げたり、

「キャリアとは何か」をテーマとしてオリジナル動画を作成し全社員に発信

したりするなど、キャリア自律支援の施策を実施しました。

■金融
ソニーフィナンシャルグループ (SFG) では、人口動態の変化や技術革新

の急速な進展など変化の激しい経営環境の中で持続的に成長していくた

めに、人材マネジメントを経営の最重要課題のひとつとして位置づけてい

ます。

生命保険・損害保険・銀行・介護などさまざまな事業領域で活躍する1

万2,000名超の社員に対して、各社では、社員の成長とキャリア形成の支

援のため、中長期的な視点で教育体系を構築し、職種・階層別の必須研

修、スキル向上や自己啓発などの選択研修を整備しています。2022年度

からは、SFG内のポジションについて、事業を越えて公募する仕組みを整

備しています。

経営人材の育成においては、各事業・機能の枠を越えて、SFGの未来を

切り拓き、牽引できるリーダーの育成を目的としたSFG横断の研修プログ

ラム「SFG2030!」を開始し、2023年度は対象層を拡大しグループワイド

で人材育成の強化を図っています。また、2023年度から、将来のリーダー

になることを期待される人材に対して、SFG内の異なる事業の役員がメン

ターとなるクロスメンタリングを開始し、個に寄り添う育成にも注力してい

ます。

ソニーグループ各社における人材育成・能力開発の 
主な施策

■音楽
音楽領域では、さまざまなグループ会社が多様な施策を実施するだけで

なく、グローバル全体での人材育成も展開しています。例えば会社を越え

たジョブローテーションを実施し、領域全体のつながりを強化することで、

包括的な人材育成や、新たなビジネスチャンスの創出を目指しています。

Sony Music Entertainmentにおいてはポテンシャルの高いマネジメン

トを対象にした研修を実施しています。また米国ではグローバル・ファイナ

ンス、データ&アナリティクスのジョブ・ローテーション・プログラムを実施

しました。

Sony Music Publishingでは育成研修として、女性リーダーシップ・プロ

グラムやグローバル・データ・リテラシー・アカデミーなどを実施しています。

株式会社ソニー・ミュージックエンタテインメント (SMEJ) では、異動希望

先の部門責任者との面談ができるようになる仕組みやソニーのグローバル

を拠点とした社員とSMEJ社員の交換留学的プログラムも実施しました。

■映画
Sony Pictures Entertainment (SPE) では、社員のスキルアップのため

に一般的な専門能力だけでなく、リーダーシップや技術を深めるための施

策も実施しています。また、つながりを重視した取り組みも実施しており、

例えば、本社であるカルバーシティオフィスで新入社員交流会を開催し、

新入社員同士のつながりを築き、情報共有の場を設けました。

タレントマネジメントにおいても、将来のリーダー育成に向けて、さまざま

な層に対してトップタレントの育成プログラムを実施しており、SPEのビジネ

ス戦略や文化に触れる機会を提供しています。例えば、米国/カナダを拠

点とする社員を対象としてリーダーシップ・アカデミーのプログラムをカル

バーシティオフィスで実施し、インクルーシブ・リーダーシップ、コミュニケー

ション、デリゲーションなどのトピックについて学ぶ機会を提供しました。

■ゲーム&ネットワークサービス
Sony Interactive Entertainment (SIE) では、2023年度に社内コミュ

ニケーションに関する施策やマネジャーに対する育成施策などを実施しま

した。

コミュニケーションにおいては、「Global Internal Talk」を実施しグロー

バル全体でのコミュニケーション促進に努めました。

またSIE人材開発プログラム「People Leader Lab」シリーズでは「メン

バーをリードする」をテーマとしてマネジャー向けのプログラム「Leading 

People」を実施しました。かつ「リーダーをリードする」をテーマとしてディ

レクター向けのプログラム「Leading Teams」を実施し、リーダー育成に注

力しています。さらには、マネジャーが知っておくべきことに焦点を当てた

月刊チャンネル「Manager Quests newsletter」の発信を開始しました。

■エンタテインメント・テクノロジー&サービス
ソニー株式会社では、企業価値の向上をめざし、安定収益と成長加速

を両立する2軸経営を推進する中で、社員が多様であることを最大の価

値とし、一人ひとりの社員が能力を最高度に発揮できるよう人材育成の取

り組みを強化しています。

次世代経営人材候補者から20代後半の若手キー人材まで各階層の育

成プログラムを継続する中で異見を育むリーダーの継続的な育成を推進

するとともに、Open & Transparent、異見の尊重、失敗を恐れず思い切っ

て挑戦する風土といった企業文化の醸成に向けた対話の積み重ねとチャ

レンジ支援策に注力しています。女性管理職の計画的な育成・登用を促

進する取り組みにおいては、女性管理職候補を網羅的に把握・可視化し、

個別の育成について徹底議論するとともに、選抜されたリーダークラスの

女性社員を対象にシニアマネジメントとの1on1面談の実施やリーダー

シップ・プログラムを実施しました。また、専門技術、特にAI/クラウドスキ

ル領域においては、対象スキルを強化する施策や関連の資格取得支援を

積極的に推進し、変革をリードできる人材、未来のソニーを牽引する人材

の育成を推進しています。

■イメージング&センシング・ソリューション
イメージング&センシング・ソリューション領域ではソニーセミコンダクタ

ソリューションズ (SSS) グループとしての一体運営強化に向けて、人材育

成体系の再構築を行い、人材育成の6つの重点テーマを設定しました。タ

レントマネジメントにおいても2023年度よりSSSのタレントマネジメントス

トラクチャーをソニーセミコンダクタマニュファクチャリング (SCK) にも横

展開し、SSSグループ共通のタレントマネジメントプラットフォームを構築

しました。さらにミドルマネジメントに対して、2022年度に導入した3つの
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組織活性化・社内コミュニケーション
コミュニケーションに対する考え方

ソニーでは、社員との透明で双方向のコミュニケーションを大切にして

います。職場内、職場を越えて多様な意見を自由に交わし、創業期から受

け継ぐ自由闊達な風土のもと、新たな価値創造につなげています。

トップマネジメントとの対話
ソニーは、CEOをはじめとするトップマネジメントと社員のコミュニケー

ションを活発に行っています。グローバルで約11万名のグループ全社員

を対象とする会同を四半期に一度開催し、トップマネジメントが直接経営

の方向性やメッセージを伝える場を設けています。あわせて、社内ウェブ

サイトによる定期的な情報発信や、電子メールを活用した相互コミュニ

ケーションにとどまらず、トップマネジメントと社員が直接対話する機会を

多く設けています。例えば、社員との交流会やタウンホールミーティング

を定期的に開催し、技術や経営など多岐にわたるテーマについて、双方向

に意見交換することによって、経営層をより身近に感じてもらうだけでな

く、社員の声を経営に生かすことを目的としています。

社員の成長を支援するさまざまな人事施策は、最終的には社員エン

ゲージメントにその結果が集約されると考えています。個性豊かな社員一

人ひとりが価値創造に挑戦し続けられるように、制度・環境・カルチャーな

ど多岐にわたる取り組みを通じ、インクルーシブで働きやすい職場環境づ

くりを支援しています。

個性を最大限発揮できる
環境づくり

社員意識調査
社員一人ひとりのエンゲージメントを高め組織の活性化を図る起点と

して、グローバル共通で社員意識調査を実施しています。就業環境の変化

や個人の価値観の多様化が進むなか、ソニーグループの一員であること

を実感できているか、働きがいがあるかをより把握できるようにエンゲー

ジメント指標の見直しを行いました。引き続き、多様な視点で社員の声を

収集・分析し、さらなる向上を目指した重点領域の特定とアクションにつ

なげています。

ソニーグループで働く中でありのままな自分でいられると感じる人が多

く、また、成果を出すための環境が整っていると感じる人が増加し、エン

ゲージメント指標としても昨年に引き続き良好な状態を維持していること

を示す結果となりました。この調査結果に基づき、組織ごとに詳細を分析

し、シニアマネジメントを中心に改善のための行動についての議論につな

げています。また、その内容を、各社の社内ウェブサイトや全体会同などで

社員とも共有し、定期的に振り返ることで進捗を確認しています。

各組織のマネジメント自身も、自社や自組織の調査結果とメンバーから

寄せられたコメントを踏まえて、各組織の課題と向き合い、メンバーとの対

話を通じて改善していくことを推進しました。このように、社員意識調査を

通じて現状を把握し、その結果を各組織レイヤーそれぞれでの対話とアク

ションの実行にいち早くつなげることを重視しています。

※ 社員エンゲージメント設問4問において、非好意的以外の回答をしている社員の割合

※  2023年にエンゲージメント指標に用いる設問4問の一部を入れ替えたため、2022年

の指標も同じ設問群で記載

2022年 2023年

参加率 93% 93%

エンゲージメント指標 90% 90%

社員意識調査の結果

社員同士のコミュニケーション
自由で風通しの良い企業文化のもと、職場内、そして職場を越えての社

員同士のコミュニケーションも活発です。コミュニケーションの活性化の

ために、映画事業、エンタテインメント・テクノロジー&サービス事業の北

米、欧州、アジアパシフィックでは、優れた活動を行った社員を社員同士が

相互に認知・褒賞する仕組みを導入しています。

また、社員同士が事業や組織の枠を越えてさまざまなコミュニティを作

り、情報交換、勉強会や新規アイディア創出など、企画から運営まで自主

的に行っています。ソニー株式会社では、企業文化の醸成を目的としたボ

トムアップ活動「We Project」を通じて、企業文化に関する意識調査や社

内SNSでのコミュニティ構築などを行っています。

ソニーでは、それらの活動する場所を提供するだけなく経営層や、マネ

ジメントもさまざまな活動に参画するなど、積極的に支援しています。

労働組合
ソニーの労働組合員数は全社員数の約8% (連結ベース) であり、労使

関係は良好です。

 

ワーク・ライフ・バランス 

ソニーでは、「高収益のサステナビリティを支えるのは社員一人ひとりの

サステナビリティである」という考えのもと、イノベーションを創出しなが

ら持続的に高収益を上げられる企業となるためには、社員の健康維持と、

仕事とプライベート双方の充実が欠かせないと捉えています。この考えに

基づき、各国・地域の慣習や法律を踏まえた上で、「ワーク・ライフ・バラン

ス」の実現に向け、柔軟な勤務制度・環境を整備しています。

持続的な会社の成長のためには、社員一人ひとりの活躍が欠かせませ

ん。そのためにDE&Iという観点からも、誰もが働きやすい職場環境を作

り、育児、介護、治療などのライフイベントと仕事を両立して能力を最大限

に発揮できる働き方を広げることが重要になります。社員の健康と仕事の

やりがいを維持するためにも、メリハリのある多様な働き方を一層推進す

る必要があると考えています。

こうした考えのもと、ソニーでは、1990年代初めより「フレックスタイム

制」「裁量労働制」をいち早く導入し、柔軟な勤務を可能としています。ま

た、国内ソニーグループ各社では、2017年より、働き方改革推進プロジェ

クトを実行し、ノー残業デーの実施や年次有給休暇の取得促進といった既
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存制度の周知・徹底に努めることで、社員が心身ともにリフレッシュし仕

事で良いパフォーマンスを発揮できる職場環境の整備に注力しています。

加えて、コロナ禍でテレワークがさらに定着したことで、個人作業の効率

化やオンラインツールの活用などが進んだ結果、ソニーグループ株式会社

の2023年度の月平均残業時間は24.1時間となり、3年連続で減少してい

ます。また、年次有給休暇も高い取得率となり、一般企業平均の12.0日に

対し、ソニーグループ株式会社で15.8日、国内グループ会社の平均で14.6

日でした。

ライフスタイルに応じた柔軟な働き方の提供
国内ソニーグループでは、社員それぞれのライフスタイルに応じて能力

を最大限に発揮するために各種人事制度を導入しています。

ソニーグループ株式会社などでは、2015年に配偶者の海外赴任や留学

に際してもソニーでのキャリア継続を可能とし、また知見や語学・コミュニ

ケーション能力の向上により、復帰後のキャリア展開を豊かにすることを

目的とした休職 (最長5年) や、専門性を深化・拡大させるための私費就

学のための休職 (最長2年) を可能にする「フレキシブルキャリア休職」制

度を導入しました。

2018年には、従来のテレワーク制度を全社員に拡大、また利用可能日

数も拡充し、「フレキシブルワーク制度」として刷新しました。コロナ禍の

特別対応として、フレキシブルワーク制度では終日利用の上限回数を撤廃

し、2020年6月からフレックスタイム制度のコアタイムを廃止することで、

社員の健康と安全を最優先に、感染リスクを回避するとともに、より柔軟

で効率的な働き方を実施できる環境整備を行いました。2022年10月に

はこれらの特別対応を制度化し、これまで同様、組織の業務効率向上、ア

イディアが創発される組織風土の醸成、社員個人の生産性・アウトプット

向上を狙い、多くの社員がより柔軟で効率的に働ける制度拡充を進めて

います。

育児・介護・治療と仕事の両立支援制度
国内ソニーグループでは、育児・介護・治療の3つを軸にしたサポートを

行う、「Symphony Plan」を推進しています。「Symphony Plan」とは、社

員のライフイベントに応じて、さまざまなキャリアステージでライフイベント

と仕事を調和させ、仕事を継続しながら力を発揮できる環境を整えるた

めのソニーの両立支援制度です。「育児休職」「出生時育児休職」との併用

も可能な育児休暇制度 (20日間の有給休暇) 、安心して休職を取得する

ための「育児・介護休職支援金」、育児・不妊治療・介護・がん治療などの

目的で取得できる「ライフ休暇」や「積立休暇」などの休暇制度を社員が広

く活用しています。

また、勤務面においても子育てや不妊治療、介護、がん治療にあたる社

員を対象に、「短時間勤務」の選択を可能としています。

2017年度からは、休職期間中の在宅勤務、語学研修などの費用を提供

する「休職キャリアプラス」制度を導入しました。育休期間などの休職期間

を育児だけでなく、キャリア形成のために有効活用してもらい、社員のキャ

リア形成のフレキシビリティをさらに高める環境整備に取り組んでいます。

主な両立支援制度 (ソニーグループ株式会社) 

• 全社員を対象とした在宅・サテライトオフィス・モバイル勤務

• 全社員を対象とした年次有給休暇の時間単位使用

• ライフ休暇 (通院などに必要な時間の休暇) 

• 積立休暇

• 育児 / 介護 / フレキシブルキャリア (配偶者同行) 休職中の社員の継

続的なキャリア形成を支援 (休職中の在宅勤務や研修費用の補助)

育児
• 育児休職 (子の満1歳到達後の4月15日まで)

• 出生時育児休職 (子が生後8週間に達する日までに通算4週間)

• 育児休職支援金 (育児休職期間中に月額5万円を支給)

• 育児短時間勤務 (小学校6年生3月末まで)

• 育児休暇 (20日間の有給休暇を付与)

• ベビーシッター費用補助 (小学校3年生3月末まで)

介護
• 介護休職 (同一親族について1年)

• 介護休職支援金 (月額20万円を上限に、標準報酬月額の50%を休職

期間中に毎月支給)

• 介護短時間勤務 (同一家族、同一事由について事由が消滅するまで)

治療
• 不妊治療関連制度 (最長1年間の休職、短時間勤務、費用補助)

• 特定治療 (がん治療) 関連制度 (短時間勤務)

両立支援の促進
国内ソニーグループでは、両立支援制度の拡充に加え、育児や介護など

をしている社員が自分らしいキャリアを構築できる職場風土醸成を推進

しています。育児休職に入る社員だけではなく、そのパートナーや職場の

上司、周囲のメンバーも含め、子育てに対するこれまでの概念を再考し、

それぞれの視点で「仕事と育児の両立」について考える場として「イマドキ

子育て世代の両立戦略セミナー」を開催しています。また、男性社員の育

児休職取得支援として、外部講師による妊婦の身体変化の疑似体験や新

生児の動きを模したロボットを使用した育児体験ができる「子育て体験

塾」の開催、男性社員の育休経験談をケース別にインタビューをした「ちち

おや育休のススメー動画シリーズー」の配信や男性社員が有志で参加す

るネットワーク「パパコミュニティ」を発足しました。2023年度末時点での

ソニーグループ株式会社の男性育児休職取得率は76%で、男性自身の意

識向上はもちろん、その上司や職場における理解も進んでいます。今後も

男性の育児休職取得に加え継続的な育児参画を支援し、男女ともに中長

期的にキャリアを築くことができるよう支援をしていきます。

ソニーの両立支援制度 Symphony Plan

ダイバーシティのあゆみ (認定・受賞履歴)
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2018年から保育所に入園できないことにより復職が難しかった社員の

支援として、保育事業者と提携を行っています。社員は保育事業者が全

国に設置する企業主導型保育施設 (保育所) ※を利用できるようになり、

選択肢が広がりました。介護については、介護に直面した人が迷わないよ

うに、ポイントごとに対応することが分かるフローチャートを準備するとと

もに、どのように仕事と両立しながら能力を発揮できる環境を整えられる

かというテーマでセミナーや講演会を開催しています。本人のみならず上

司や同僚の理解を促進する研修プログラムも用意するなど、介護の基礎

知識やキャリアとの両立についての情報提供を行っています。また、「仕事

とケアの両立」の社会課題に取り組む業界横断型研究会「Excellent Care 

Company Club」に参画し、超高齢社会の課題を解決するための施策を

参加各社と議論しています。育児・介護ともに両立しながらキャリアを構

築できるようにさまざまな施策を用意し、一人ひとりのニーズに合わせた

サポートを行っています。

※  企業主導型保育施設 (保育所) とは、内閣府が、待機児童解消と仕事と子育ての両立

を目的として、2016年4月施行の「子育て支援法の一部改正」により実現した、企業主

導による保育所を設置、運営する保育事業

ソニーグループ各社の各国・地域におけるワーク・ライフ・バラ
ンス推進の主な取り組み

■日本
国内の両立支援制度「Symphony Plan」や育児に関するセミナーや交

流イベントの開催、男性の育休取得者インタビュー記事を社内配信、保育

事業者との提携や介護をテーマとしたセミナー・研修の実施や有志社員

ソニーシティエントランスホール

妊婦の身体変化の疑似体験ができる「子育て体験塾」の様子

による定期的なコミュニティ運営、フィナンシャルプランナーによる相談窓

口の設置など、社員のライフイベントに寄り添い、キャリアを構築できる職

場風土醸成に取り組んでいます。また、部下や同僚などの育児・介護・治

療はもちろん、ワーク・ライフ・バランスに配慮し理解を持つためのプログ

ラムとして、広くマネジメント向けの研修開催や新任マネジメント向けの

内容を盛り込むなど、グループ各社に合わせた施策を展開しています。

■米国
Sony Corporation of Americaでは、年1回の健康フェアおよび教育

フォーラム、ワーク・ライフ・バランスやストレスマネジメントに関する研修

を実施しました。Sony Music Entertainmentでは、各種医療プランの

拡充や長期ケア保険を追加することで支援を強化し、Sony Pictures 

Entertainment (SPE) では、ベビーシッター・ペットシッター・家庭教師・

ハウスキーパーなどの紹介や学習障がいのある子どもを持つ社員を支援

するプログラムを行うなど、社員個人だけではなく家族のサポートも含め

てワーク・ライフ・バランスを推進しています。SPEの介護に関する社員活

動では、遺産相続計画・メンタルヘルス・介護者のサポートなどをテーマに

したバーチャルイベントを実施しています。

■欧州
欧州では、Sony Music Publishingが、社員が家計をより健全に管理

し、将来の経済的な安定を実現するための情報提供を行うウェビナーや

フィナンシャルアドバイザーによる相談会の実施に加え、ストレス管理の専

門家を招いたワークショップを開催しています。また、健康のために使え

る年間健康手当としてジムの会員費や習い事にかかわる費用などを幅広

くサポートをしています。

魅力的なワークプレイスの創造
ソニーは、「ソニーらしい企業文化の醸成」「多様な働き方の確立」「アク

ティビティ・ベースド・ワーキングの導入」「働きやすいオフィス環境の構築」

「新しいチャレンジの支援」を目的とした、魅力的なワークプレイスの創造

に取り組むことで社員のエンゲージメントの向上につなげています。

ソニーらしい企業文化の醸成
未来を育む企業文化の醸成の場として、魅力的なワークプレイスの創造

に取り組んでいます。ソニーグループ本社があるソニーシティでは、事業

を越えたコラボレーションも含めたイベントなど、さまざまな「ソニー体験」

を通じて、ソニーらしい企業文化の活性化につなげています。また、1階エ

ントランスホールには、ソニーの歴史や創業者のメッセージを体験できる

ヒストリーウォールやラウンジがあり、ソニーの理念や企業文化を伝えるこ

とに役立てています。また、ソニーグループ各社においても、それぞれの個

性が表れたワークプレイス作りを推進しています。

多様性を活かした成長の場「PORT」
ソニーでは、多様な個を受け入れる器となり、ソニーグループの多様な

事業とその事業を動かす社員がともに学び成長し続けるカルチャーを育

み新たな価値を創出することが重要であると考えています。「PORT」は、

一人ひとりの未来への志を刺激し、多彩な化学反応と成長の連鎖で、ソ

ニーの未来を創造することを目指しています。多岐にわたるバックグラウ

ンドや多様な価値観を持つ社員が事業や地域を越えて有機的につながる

ことができる場です。

このコンセプトのもと、「PORT」では社員が自発的に企画した講演会・

勉強会・ワークショップ・ブレインストーミングなどが数多く実施されてい

ます。2023年度は、オンラインイベントを中心に、年間で1,600回以上開

催され、延べ52,000名以上が参加しました。その内訳は、ソニーの多様
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社員の自発的な学びの活動を支援する「PORT」

アクティビティ・ベースド・ワーキングの導入
ソニーのオフィスは、多様な社員の創造性、コラボレーションと生産性を

高められるように設計された、オープンフロアプランデザインを推進して

います。また、多様な社員が、ワーク・ライフ・バランスを保ちフレキシブル

に働けるように、仕事の目的や状況に応じて最適な働き方や環境を選べ

るアクティビティ・ベースド・ワーキングのコンセプトに基づいた、機能的な

ワークプレイスを構築しています。

働きやすいオフィス環境の構築
コロナ禍でテレワークがさらに定着し、出社と在宅勤務を組み合わせた

「ハイブリッドワーク」が浸透しています。オフィスに求められる機能の変

化に合わせてフリーアドレス化の促進やオンラインミーティング用ブース

の導入を行っています。

また、多様な働き方に合わせた働く場を提供することにともない、社員

のコミュニケーション促進、社員の利便性向上を目的としたシステムを構

築しました。このシステムを活用していくことで、社員同士の出社状況の

共有や出社時の座席利用登録など、利便性の向上につながっています。

共創しやすい環境を設けたソニーシティみなとみらいのオフィス

ソニーシティ大崎「BRIDGE TERMINAL」

新しいチャレンジの支援の場
ソニーでは、創造と挑戦の理念のもと、社員の新しいチャレンジを支援

しており、その場 創りも推 進しています。ソニーシティの「Creative 

Lounge」、ソニーシティ大崎の「BRIDGE TERMINAL」、厚木テクノロジー

センターの「コミチカ」と共創空間があり、オープンなコミュニケーションと

創発の場として、社員の新しいチャレンジを支援しています。

多様な働き方の確立
これまで働き方のフレキシビリティを高める施策を可能な限り導入し、

仕事と生活の調和を取りながら社員が働きやすい職場環境の提供を行っ

てきました。その施策の一環として、ソニーグループの事業領域を越えた

社 員が、自 宅・通 常 勤 務 地 以 外に利 用できるサテライトオフィス

「STATIONS」をソニーシティみなとみらいに構築し、新たな働く場の選択

肢として提供しています。

Photo：©Nacása & Partners

な事業を深く知るための社員による講演会、個人のキャリアを考えるため

の講演会、グループ事業に共通して必要となる技術関連のワークショップ

など多岐にわたります。これに加えて、受講生同士の定期的な勉強会、講

演会と連動した読書会・実践的な講座など、さらなる成長の連鎖が起きる

場を提供しています。

社員が自発的に成長の機会を持つための支援も積極的に行っていま

す。学び合うためのコミュニティづくりのため社員の横のつながりやノウハ

ウを共有する場を設け、業務と個人活動の両面から社員を支援する

「PORT」には50を超えるコミュニティが集い活動しています。

また、活動を支える場である「PORT 品川」「PORT みなとみらい」には、

リアルに社員同士が交流する場を設けるとともに、オンラインでの活動を

支援する環境も整備しています。社員は、ソニーの映像機器を活用し、専

属スタッフの支援を受けながら研修や学びの活動の収録・配信、コンテン

ツ制作も行うことができます。
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家族を大切にする取り組み
社員のみならずそのご家族やパートナーの方々にも、ソニーやそのビジ

ネスに関心や理解を深めてもらうことが大切だと考えています。国内の主

なグループ会社では、家族が一緒に参加できるイベントを通して、会社と

家族がつながる機会を作っています。

ファミリーデー
社員とその家族を対象に「ファミリーデー」を開催しています。このイベ

ントは家族の「職場参観日」として、日頃から社員を支えてくださるご家族

に社員が実際に働いている場所を見ていただき、職場の上司や同僚と接

することで、家族と職場双方の理解を深めることを目的としています。こ

のファミリーデーの他にも、社員と家族や社員同士が楽しみながらソニー

のビジネスやテクノロジーを体験できるイベントを複数開催しています。

ランドセル贈呈式
小学校に入学する社員のお子さんを対象にランドセル (または文具セッ

ト) を贈るイベントがあります。創業者の1人である井深大の発案により

1959年に始まったこのイベントは、社員を大切にするとともに、次の世代

を育てることを含めてソニーが社会にとって意義のある存在でありたいと

いう姿勢の現れです。贈呈式では、社員の子どもたちの成長を家族と一緒

に祝うとともに、夢を持って挑戦し続けることの大切さを子どもたちに直

接伝え、一人ひとりにランドセルの手渡しを行っています。

安部執行役専務が新小学1年生へランドセルを贈呈している様子

サステナビリティ関連情報

コーポレート・ガバナンス

倫理・コンプライアンス

テクノロジーの活用

環境

コミュニティ・エンゲージメント

責任あるサプライチェーン

品質・カスタマーサービス

アクセシビリティ

責任あるAIの取り組み

人権の尊重

安全衛生

概要

ダイバーシティ、エクイティ＆インクルージョン

多様な人材の獲得と登用

社員の挑戦と成長

個性を最大限発揮できる環境づくり

健康管理・健康づくり

人材

マテリアリティ

ソニーのサステナビリティ

編集方針・事業概要

At a Glance 2023

Sonyʼs Sustainability Vision

ソニーのサステナビリティに

関する基本方針

ソニーグループ行動規範

Sonyʼs Purpose & Values

Sustainability Report 2024

043



健康管理・健康づくり

健康経営への取り組み
社員一人ひとりが最大限にパフォーマンスを発揮し、イノベーションを

創発するには、心身ともに健康であることが必要不可欠です。ソニーでは、

心と体を大切にする風土づくりを通して、組織と個人のウェルビーイング

(健康度・幸福度) を高め、社員と会社の持続的成長につなげることを目

指しています。社員一人ひとりに寄り添う丁寧な支援、マネジメントに対

する教育研修、情報発信や啓発活動などにより、不調の未然防止と早期

発見、ヘルスリテラシーの向上、職場環境の改善に力を入れています。

働き方が変化する中、健康診断やストレスチェックなどのデータも活用

しながら、メンタルヘルス、治療と仕事の両立、生活習慣病といった社員

の健康課題と向き合い、その解決のためにさまざまな取り組みを行ってい

ます。

メンタルヘルス
不調の予防と社員・組織の活性化を図る取り組みを中心に、総合的な

メンタルヘルス支援を推進しています。

健康管理についてグループ46社・国内の約40,000名を対象に実施し

たサーベイの結果からは、疲労感や不安感などのストレス反応が少ないほ

ど、社員のエンゲージメントは高くなる傾向がうかがえました。組織活性

化の鍵は、社員個人への支援と組織の支援の両輪にあると考えています。

個人の支援としては、ストレスに対する一人ひとりのセルフコントロール

力を高めることが大切と考え、マインドフルネスワークショップなどを開催

しています。社員向けの体験会の開催に加えて、広く家族も一緒に体験で

きる機会の提供も企画・実施しています。さらに、セルフケアや部下のケ

アに関するヒント集の提供などを通じて、不安感や孤立感を低減するため

のセルフコントロール力の強化や職場コミュニケーションの活性化に取り

組んでいます。組織への支援としては、職場のミドルマネジメントへの支

援が大切と考え、職場の上司・部下、同僚同士のつながり、チーム力の向

上なども視野に入れた研修・ワークショップを実施しています。

また、在宅勤務・出社と働き方が多様化する中、社員が孤立することの

ないよう、相談しやすい体制づくり、安心して働ける職場づくりを推進して

います。さらには、社員やマネジメントと臨床心理士との交流会を開催し、

働き方の変化に適応するためのリテラシー向上支援にも取り組んでい

ます。

ストレスチェックの回答率は93％、職場環境改善を目的とする集団分

析は100％実施しています。仕事の負担感などの「心理的な負担の原因」、

上司・同僚からの支援などの「緩衝要因」、疲労感・不安感などの「心身の

自覚症状」に加えて、ワーク・エンゲージメントや職場の一体感、仕事の意

義など、組織と個人の活性化にかかわる要因も広く測定し、マネジメント

にフィードバックしています。産業医・保健師・臨床心理士などの医療職

チームを交えた検討会を行うなど、より働きやすいいきいきとした職場づ

くりに生かしています。さらに、必要時、職場ごとの集計だけでなく、役職

別や年代別などの属性別、また、出社日数など職場の働き方の特徴に応

じて、必要な分析を加え、適宜、管轄人事や職場管理職、医療職チームで

話し合い、課題や対策の検討を行っています。また、同じような特徴を持

つ職場の好事例があれば、医療職チームから職場の管理職に共有、展開

するなどの取り組みも行っています。

マインドフルネスワークショップ

相談しやすい体制づくりにも力を入れています。臨床心理士や産業医、

保健師が対面やオンラインで面談を実施するなど、「個」に寄り添ったサ

ポートを行っています。社員からの申し込みや希望による面接に加えて、

医療職からも積極的に社員に声をかけることや、社員への情報発信をす

ることなどにより、早期支援につながる取り組みを行っています。また、不

調により休養していた社員が仕事に復帰する際には、社外の専門機関と

も連携を図りながら、EAP (従業員支援プログラム)を活用した職場復帰プ

ログラムを作成し、職場への適応を支援しています。災害などの発生時に

は、心の支援プログラムを用意し、社員の心のケアを行っています。

長時間勤務者の健康管理
過度な長時間勤務は、心身の不調だけではなく働きがいの低下や組織

の健康リスクをもたらすという観点から、より良い職場環境づくりに積極

的に取り組んでいます。マネジメントと人事部門、産業保健部門が話し合

いながら、特定の社員だけに負担が偏らない職場体制づくり、部下が上司

に相談しやすい雰囲気づくりなど、社員の働く環境を充実させることに力

を入れています。

長時間勤務が健康に与える影響についてマネジメントには教育研修を

実施し、部下の勤務管理・健康管理に対する理解やスキルの向上を促して

います。また、長時間勤務者には、産業医や保健師が面談を行い、健康確

保と健康障がい防止の徹底を図っています。面談の対象者数は、3年連続

で減少しています。

治療と仕事の両立支援
がんの治療と仕事を両立しながら、社員が生きがいやモチベーションを

持って働けるよう、積極的なサポートを展開しています。2020年度には、

両立支援制度「Symphony Plan」が導入され、がん治療を続けながら働く

社員へ、産業医の他、両立支援コーディネーターを担う保健師が面談を行

うなど、多様で柔軟な働き方を社員自身が選択できるよう、専門的見地か

ら支援しています。

また、がんの予防・早期発見・早期治療を啓発するセミナーや、がん教
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生活習慣病対策
企業で働く社員にとって、睡眠不足や偏った食事、運動不足といった不

規則な生活習慣により発症する生活習慣病の予防は、大きな課題のひと

つです。健康診断や人間ドックの受診を徹底し、産業医や保健師が保健

禁煙推進と受動喫煙防止
禁煙推進と受動喫煙防止にも積極的に取り組んでいます。「望まない受

動喫煙」をなくすため、働く環境の中からタバコや喫煙場所をなくす施策

を進め、国内では2022年4月から原則建物内は禁煙としています。また

喫煙者が自らの健康リスクと受動喫煙による周囲の健康リスクを正しく理

解し、主体的に禁煙を選択するきっかけが得られるよう、産業医や保健師

が、喫煙習慣のある社員一人ひとりと向き合い、寄り添った指導・支援を

展開。その結果、喫煙率は年々着実に下がってきています。一方、在宅勤

務の浸透にともなう家庭内での喫煙や受動喫煙、加熱式など新型タバコの

課題があり、2022年度からは、受動喫煙防止と禁煙推進のためのe-ラー

ニングや、加熱式タバコのリスク啓発のためのオンデマンド講習を開催し

ています。

海外勤務者の健康管理
現在ソニーグループでは、社員と帯同家族が海外約30カ国に赴任して

います。海外赴任者および家族が、海外にいても安全で健康に暮らし、働

けるよう、健康管理の仕組みを構築しています。赴任前には、健康教育や

健康診断、予防接種、各国の医療衛生状況や医療機関情報を提供し、赴

任中も、オンラインによる保健指導や健康相談、定期的な健康情報発信な

どを行っています。

また、ストレスチェックの実施やマネジメントへの研修を通して、職場環

境改善や赴任者のメンタルヘルス支援にも力を入れています。さらには、

産業医が海外事業所・医療機関を実際に訪問し状況把握を行い安心して

医療にアクセスできるようサポートするなど、疾病の予防とリスク対策に取

り組んでいます。

感染症対策
グローバルに活躍する社員を感染症の脅威から守るため、海外赴任者

とその帯同家族や海外出張者に必要なワクチン接種の費用負担を行って

いる他、海外赴任者全員に対し、赴任前に感染症に関する健康教育を実

施しています。また、各国の感染症情報を提供して注意を喚起し、状況に

より出張制限などの安全対策を実施しています。

国内においても、新型コロナウイルス感染症、新型インフルエンザ、結

核、風疹、麻疹 (はしか) などの発生時には、行政とも連携を図り、BCPを

見据えた対応を行っています。その他にも、医療機関へ立ち入りを行う社

員に対して感染症に関する教育と予防接種の推奨を行うなど特定の業務

を行う社員の感染症予防にも取り組んでいます。過去に公的な風疹予防

接種が行われていない年代の男性を対象に、定期健康診断などで風疹抗

体検査を受けることができる機会を提供しています。

指導や医療機関受診支援を確実に行うことはもちろん、メタボリック症候

群対策の特定保健指導にも力を入れています。また、健診結果の組織集

計とその分析結果から分かった社員の健康課題も踏まえ、生活習慣改善

に向けた環境整備とヘルスリテラシー向上に取り組んでいます。特に

2021年度からは、在宅勤務の浸透にともなって課題となりつつある運動

不足対策に注力しています。運動習慣形成を目的としたセミナーや継続

するためのコミュニティづくりなど社員向け施策のみならず、ウォーキング

や体組成測定など家族も参加可能なイベントの機会を提供しています。

体組成測定イベント　

女性の健康
女性がいきいきと活躍できる環境づくりとして、女性特有の健康課題へ

の取り組みが重要と考えています。女性が自らの心身を整え、さらに能力

を発揮できるよう、女性の健康に関するヘルスリテラシーの向上を支援し

ています。専門家を招いてオンラインセミナーを開催するなど、女性のラ

イフステージ別の健康課題について男女を問わず多くの社員に正しく理

解してもらえるよう、学びの機会、情報を提供しています。また、専用の相

談窓口を開設し、女性社員の抱えるさまざまな健康課題に産業医や保健

師、助産師が丁寧に耳を傾け、一人ひとりに寄り添ったサポートを行って

います。

育にも力を入れています。2021年度には子宮頸がん検診を35歳未満の

女性社員に導入した他、健診/人間ドック結果有所見者に対する精密検査

受診勧奨を強化しています。

女性の健康週間イベント
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安全衛生

基本的な考え方
ソニーは、労働安全衛生法が施行された1972年以前、ソニー創立当初

から安全衛生活動を推進し、1990年代後半にはグローバル統一のソニー

グループ安全衛生基本方針を掲げました。各事業所にて安全衛生活動を

推進していましたが、2000年代初頭には、日本国内事業所における安全

衛生マネジメントシステムを統合し、2010年代にはグローバルで安全衛

生マネジメントシステムを統合しました。

ゼロ災害・ゼロ疾病という究極の目標達成に向け、安全衛生中期目標

を3年ごとに設定し、グローバル全体で活動を推進しています。

体制
ソニーは、「ソニーグループ安全衛生ビジョン」の実現、安全衛生中期目

標の達成、法規制やグループとして定めた規則類の遵守を徹底するため

に、グローバルに統一した安全衛生マネジメントシステムを構築し、継続

的に改善しています。

また、グループの本社安全衛生機能として個別の活動領域を担当する

専門機能を設置し、最高責任者としてソニーグループ株式会社の執行役

がこれらの安全衛生専門機能を統括しています。

今後に向けて
2024年度から2026年度までの安全衛生中期目標に基づいて、ゼロ災

害、ゼロ疾病の実現を目指し、ソニーで働く人が安全で健康的に働くこと

のできる職場環境の整備を引き続き進めていきます。

概要

■ これまでの取り組み

1974年 ソニー株式会社　安全衛生管理綱領制定

1998年 グループ統一のソニーグループ安全衛生基本方針制定

1999年 全世界の製造事業所でOHSAS18001　認証取得を開始

2003年 日本における全事業所の安全衛生マネジメントシステムを統合

2010年 グローバル安全衛生体制を構築

2013年 安全衛生ビジョン「Vision Zero」の制定
グループ統一の安全衛生マネジメントシステムを制定

2019年 グローバル安全衛生中期目標制定

OHSAS18001認証取得事業所におけるISO45001認証への切り替え
開始

2021年 全世界の製造・物流・R&D系事業所におけるISO45001グループ統合
認証取得を開始

2024年 2024年度-2026年度　グローバル安全衛中期目標策定

多様なビジネスを展開しているソニーグループとしての安全衛生にか

かわる課題は多岐にわたるため、各ビジネス領域との連携を強化し、より

活発でサステナブルな安全衛生活動に取り組んでいきます。

活動の主軸となる、ISO45001のグループ統合認証は、合計54拠点が

取得済となりますが、今後、60拠点まで拡張予定です。
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安全衛生 安全衛生中期目標
ソニーでは、「Vision Zero」を達成するために、グローバル共通の中期

指標である「安全衛生中期目標」を設定の上、活動を行っています。

現在、2024年度から2026年度における「安全衛生中期目標」達成に向

けて活動を行っています。

労働安全衛生マネジメントシステム (OHSMS) 活動の推進と
ISO45001グループ統合認証維持

ソニーでは、世界中のソニーグループで働く全ての人を対象に、国際標

準規格ISO45001に基づく安全衛生マネジメントシステムを運用していま

す。さらに、世界中の製造・物流・R&D事業所を中心に、ISO45001のグ

ループ統合認証取得を推進しています。対象となる本社機能組織・製造・

物流・R&D事業所の計60拠点のうち、2023年度は前年度より4拠点増と

なる計54拠点 (本社安全衛生部門1拠点、日本・東アジア地域27拠点、

中国地域11拠点、パンアジア地域7拠点、北米地域2拠点、欧州地域5拠

点および映画事業1拠点) においてグループ統合認証を取得しています 

(2024年6月時点)。

グローバルな安全衛生活動

ソニーグループ安全衛生基本方針およびビジョン
ソニーでは、世界中のソニーグループの会社を対象に、「安全と心身の

健康の確保を最も重要な課題のひとつと位置づけ、ゼロ災害、ゼロ疾病

の実現を目指し、すべての事業活動において、安全で働きやすい職場環境

を確保する」という理念を掲げたソニーグループ安全衛生基本方針を制定

し、ソニーで働く人が安全で健康的に働くことのできる職場環境の整備に

努めています。また、ゼロ災害・ゼロ疾病を究極の目標とするソニーグルー

プ安全衛生ビジョン「Vision Zero」を掲げて活動しています。

ソニーグループ安全衛生基本方針
理念

ソニーグループは、
安全と心身の健康の確保を

最も重要な課題のひとつと位置づけ、
ゼロ災害、ゼロ疾病の実現を目指し、

すべての事業活動において
安全で働きやすい職場環境を確保する。

ソニーグループ安全衛生ビジョン「Vision Zero」
一切の労働災害を許さず、

ゼロ災害、ゼロ疾病を究極の目標とする

ソニーグループ安全衛生基本方針
理念

ソニーグループは、
安全と心身の健康の確保を

最も重要な課題のひとつと位置づけ、
ゼロ災害、ゼロ疾病の実現を目指し、

すべての事業活動において
安全で働きやすい職場環境を確保する。

ソニーグループ安全衛生ビジョン「Vision Zero」
一切の労働災害を許さず、

ゼロ災害、ゼロ疾病を究極の目標とする

ISO45001認証書

フォーカスポイント 目標 対象事業所

グループシナジーの
推進によるサステナ
ブルなOHS活動

OHSMS活動の推進と 
ISO45001グループ統合認証維持

全事業所

衛生活動の推進

「パフォーマンス評
価」による確実な 

「改善」

「改善の機会」を特定し改善アクション
の実施

全事業所

転倒・転落災害の低減

化学物質起因・機械設備起因の災害
低減
(RBAプロセスケミカル9物質の管理
含む)

製造・物流・
R&D事業所

新たなリスクへの 
取り組み 「変更の管理」への確実な対応 全事業所

ソニーグループ安全衛生中期目標 (2024年度-2026年度)

人の不安全行動に起因する災害低減活動
グローバルでの災害発生は件数・休業日数ともに年々減少傾向ですが、

さらなるリスク低減活動により継続的な改善を目指しています。全地域の

災害を分析した結果、特に人の不安全行動による衝突や転倒災害発生件

数が引き続き多いため、グローバルな共通課題と認識しています。このよ

うな状況を踏まえて、2024年度-2026年度安全衛生中期目標において

も、転倒・転落災害のさらなる低減に向けた取り組みをグローバル全体で

推進していきます。

化学物質起因・機械設備起因の災害低減活動
ソニーのR&D・製造事業所では、多様な化学物質や機械設備を使用し

ており、そのリスク低減が安全衛生上の重要な要件と認識しています。化

学物質、機械設備、作業態様の3つの観点からハザードのみならず、該当

する法的要求事項を特定するリスクアセスメントシステムを実施していま

す。特に日本においては、「化学物質の自律的管理」に向けた労働安全衛

生法改正にともなう化学物質管理対応を強化しています。

また、ソニーでは化学物質を使用する事業所の管理状況を事業所にお

ける内部監査、本社や地域セーフティオフィスが行うコーポレート監査を

通じて把握しています。さらに、化学物質起因の災害低減の取り組みのひ

とつである化学物質管理において、管理する化学物質にIndustry Focus 

Process Chemical List※において有害なプロセスケミカルとして特定さ

れた物質も含めることで、より確実なリスクアセスメントの実施を推進し

ています。

※  Industry Focus Process Chemical List：責任あるサプライチェーン (調達・生産) の

実現を目指すアライアンスであるResponsible Business Alliance (ソニーもメンバー

企業) により、リスク管理が必要とされたプロセスケミカルのリスト
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グローバル安全衛生体制
ソニーでは、グループ全社がひとつのマネジメント体制で活動できるよ

う、経営層をトップとしたグローバルにおける安全衛生活動体制として、9

つの「セーフティオフィス」 (日本・東アジア地域、中国地域、パンアジア地

域、中南米地域、北米地域、欧州地域、音楽事業、映画事業、ゲーム事業) 

を設置し、「地域セーフティオフィサー」を任命し、地域横断的な活動を展

開しています。経営層のスタッフ部門として、本社安全衛生部門を設置し、

ソニーグループの安全衛生に関する本社機能として、安全衛生に関する法

令の遵守、ソニーグループの目標の設定と達成のために必要な実務を担っ

ています。

〈経営層〉
●  ソニーグループ安全衛生基本方針、目標の確立
●  安全衛生マネジメントシステムを推進する組織の構築、監督
●  ソニーグループセーフティオフィサーおよび地域セーフティオフィサーの

選解任および指揮命令

〈本社安全衛生部門〉
●  ソニーグループの安全衛生に関する本社機能
●  法令の遵守、ソニーグループの目標の設定と達成のために必要な実務

を担当

〈地域セーフティオフィサー〉
●  地域の目標および計画を確立し実行する
●  地域セーフティオフィスを構築し、指揮する
●  安全衛生に関する法令およびソニーグループ規則の遵守を指示し、違

反があった場合に是正命令を発する

〈地域セーフティオフィス〉
●  地域セーフティオフィサーのスタッフ部門
●  担当地域において、ソニーグループ各社が安全衛生に関する法令など

を遵守し、ソニーグループの目標を達成するために必要な実務を行う

ISO45001の統合認証を世界合計54拠点で取得

経営層

本社安全衛生部門

日本・
東アジア
※1

パン
アジア
※3

音楽
事業
※5

映画
事業
※6

ゲーム
事業
※7

各地域セーフティオフィサー・オフィス

中国
※2

欧州
※4

中南米 北米

※1 日本、韓国、台湾地区

※2 中国大陸、香港地区  

※3  モンゴルおよび上記を除くアジア、中近東、オセアニア、アフリカ、アゼルバイジャン、

タジキスタン、トルクメニスタン、ウズベキスタン、ウクライナ、ジョージア

※4  欧州各国、トルコ、イスラエル、旧ソビエト連邦の国々 (アゼルバイジャン、タジキス

タン、トルクメニスタン、ウズベキスタン、ウクライナ、ジョージアを除く)

※5 音楽事業会社 (Sony Music Entertainment) 傘下の事業所

※6 映画事業会社 (Sony Pictures Entertainment) 傘下の事業所

※7 ゲーム事業会社 (Sony Interactive Entertainment) 傘下の事業所

本社安全衛生部門の取り組み
モニタリング

本社安全衛生部門は、「Vision Zero」の達成を目指し、グループ各社・

各事業所内で発生した労働災害・疾病状況や安全衛生活動の情報を定期

的に収集しています。情報収集は、各地域セーフティオフィサーと定期的

に会議を設け、地域内の活動好事例や起きている事象の共有を行い、課

題解決につなげています。各地域では、セーフティオフィサーが主催し、地

域内の事業所が参加する会議体を設け、事業所からの意見の収集、課題

共有などを行っています。また、本社安全衛生部門で収集した活動好事例

は社内広報誌にて定期的に共有するとともに、重大事故・災害情報は発

生の都度、本社安全衛生部門より再発防止を指示しています。

グローバル監査体制
ソニーでは、事業所の安全衛生マネジメントシステムの有効性を検証す

る仕組みとして内部監査、コーポレート監査、外部監査の体制を構築して

います。「内部監査」では、事業所における安全衛生マネジメントシステム

の継続的な改善、および労働災害の未然防止などの確認を目的として、

事業所が自らの安全衛生マネジメントシステムの有効性を確認します。

「コーポレート監査」では、本社安全衛生部門や地域セーフティオフィスが

コーポレートルールの遵守状況を確認します。「外部監査」では、外部の認

証機関による安全衛生マネジメントシステムの有効性を確認します。これ

ら3種類の監査を組み合わせ、グループ全体の安全衛生マネジメントシス

テムの有効性を検証しています。

本社安全衛生部門は、コーポレート監査員の育成や地域で実施する監

査の有効性を検証する役割を担っています。社内監査員制度を定め、監

査員資格要件を定義した上で監査スキルの向上を目的とした定期監査ト

レーニングを実施しています。

マネジメントレビュー
本社安全衛生部門は、各地域における安全衛生活動ならびに災害・疾

病発生状況、活動目標に対する達成度、法令遵守状況などのレビュー報

告をもとに、毎年経営層 (人事、総務担当役員) に対してマネジメントレ

ビューを実施しています。なお、2023年度においては、法令違反がなかっ

たことを確認しています。

マネジメントレビューにおける経営層のコメントは、確実に「安全衛生中

期目標」へ反映され、各地域セーフティオフィス、地域内事業所にフィード

バックしています。
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各地域・事業における安全衛生活動

日本・東アジアでの安全衛生活動
2023年度においても、人の不安全行動に起因する災害、特に「転倒・転

落」が休業災害20件のうち13件と6割以上を占めています。特に、50歳

代以上の場合は、休業日数が長期化する傾向にあり、継続した課題となっ

ています。転倒災害への注意喚起、再発防止策や災害防止好事例の横展

開などの取り組みの他、請負会社への継続した安全活動への協力要請の

実施などを通じて、労働災害のさらなる低減を図ります。

化学物質の自律的管理に向けた法改正を受けて、安全衛生広報誌を活

用して、改正に関するポイント解説を行った他、法改正の背景や狙いを外

部講師や産業医に講演いただき、事業所の化学物質管理に関する内容の

理解・周知を進めました。

緊急事態への取り組みとして、コロナ禍に工夫して行っていたオンライ

ン訓練の良さを生かしながら、実地訓練も取り入れ、緊急事態への対応

力強化を進めています。

中国での安全衛生活動
中国地域では、2020年度にISO45001認証への移行を完了し、2021

年度は安全衛生管理体制の範囲をさらに拡大し、製造事業所・非製造事

業所をカバーする地域全体の安全衛生管理を実現しています。ソニーの

Vision Zeroに向けて、災害低減から新しいリスク対応まで、社員の健康・

安全を守り続けています。

その一環として、ゼロ災害達成のため、2015年度よりヒヤリハット啓発

活動、電動バイク安全活動、安全ビデオ撮影など多様な参加型安全活動

を展開し、社員の安全意識とリスク対応能力を向上しています。

夏季安全キャンペーン
2023年度、中国地域では夏季安全キャンペーンとして、「Vision Zero」

の広報活動、なぜなぜ分析教育、熱中症対策、交通安全コンテスト実施な

どの多様な活動を実施しました。地域内の14社と連携して社員への参加

を呼びかけ、参加率は98%に達しました。

特に力を入れた活動であるなぜなぜ分析教育については、オンラインお

よび現場によるハイブリッド形式で行い、社員になぜなぜ分析を学び、職

場でのリスクおよび過去災害の原因分析へ運用してもらうことで、災害の

再発防止へつなげました。

これら一連の活動の結果として、2023年度の中国地域の災害件数は

直近3か年で65%減と大幅削減を達成しました。

交通安全コンテストポスター

地域 研修名 対象者 受講者数 
(名)

本社 Global Auditors 
Training

各地域セーフティオフィサー
および担当者 21

日本・
東アジア

安全衛生担当者
基礎講習

各事業所新任安全衛生
担当者 38

レーザ安全管理講習 各事業所設備取り扱い
責任者 159

機械設備取り扱い・
リスクアセスメント教育

各事業所設備取り扱い
責任者 46

内部監査員養成講習 各事業所安全衛生担当者 255

北米 内部監査員ISO45001
講習 各事業所安全衛生担当者 4

中国 なぜなぜ分析教育 各事業所安全衛生責任者・
担当者 100

欧州

応急救護講習 各事業所従業員 104

安全衛生リフレッシュ
講習 各事業所従業員 331

2023年度の安全衛生教育実績

安全衛生教育
ソニーでは、各国の事業内容に応じた教育を各地域で実施しています。

また、各地域における内部監査員の監査スキル向上を目的とした内部監

査員教育を、本社安全衛生部門主催で実施しています。

日本・東アジア地域では、日本・東アジア地域セーフティオフィスが主催

する集合教育も実施し、各事業所の安全衛生担当者や、社員が業務で必

要なスキルの確保を行っています。

なぜなぜ分析レクチャー
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中南米での安全衛生活動
中南米地域におけるソニーの事業内容は、コーポレートオフィス機能、

営業、マーケティングです。各事業所が事業内容と規模に応じて、安全、

健康、健康増進、緊急事態対策についてバランスの取れた取り組みを行っ

ています。中南米地域のソニーの各事業所では、事業所で発生する可能

性がある緊急事態に備え、それぞれに合った危機対応計画を作成してい

ます。

緊急事態に備えた研修・訓練
各事業所では、心肺蘇生法、AEDの使用法、基本的な応急処置につい

ての研修を行い、避難訓練と救急隊訓練を毎年実施しています。

「Active Breaks」の実施
一部の事業所では「アクティブ・ブレイク」を取り入れています。これは、

軽く運動したり短い休憩を取ったりすることで社員が身体的にも精神的

にもリフレッシュし、パフォーマンスが上がるようにするための取り組み

です。

緊急事態対策ウェブサイト (SEL)

北米での安全衛生活動
北米地域では、多様なビジネスを展開しています。コーポレートオフィ

ス機能、営業・マーケティング、倉庫・物流、ゲームおよびネットワークサー

ビス、音楽・映画、バイオテクノロジーの研究開発の他、限定的ではありま

すが製造業も事業内容に含まれます。事業所の規模は1,000名を超える

ものから10名未満のものまでさまざまです。各事業所では、「ソニーグルー

プ安全衛生基本方針」に基づき活動しています。各事業所が事業内容と

規模に合わせ、安全、健康および健康増進活動をバランスよく組み合わせ

たプログラムに取り組んでいます。物流施設であるソニーDADCテレホー

ト事業所では、2023年5月にISO45001の外部認証を取得した他、2024

年の再認証に向けて内部監査員を4名に増員しています。

安全と健康の増進
「Advancing Safety, Health and Well-Being」 (安全と健康の増進) 

というキャッチフレーズが「Vision Zero」の目標達成と職場安全の呼びか

けに使われています。これら取り組みの指針となるのが「ソニーグループ

安全衛生基本方針」です。各事業所では事業内容と規模に合わせ、安全、

健康および健康増進活動をバランスよく組み合わせたプログラムに取り組

んでいます。

ソニーDADCテレホート事業所では「Vision Zero」と安全衛生基本方針の

理念とを組み合わせて、「機械・設備におけるゼロ災害」を目指しています。

安全衛生活動および研修
北米のソニー事業所では、社員の安全確保と、研修を通じた怪我・事故

のリスク低減に努めています。2023年には職場の安全文化を促進するた

め、一連の安全に関する研修とイベントが各社で計画されました。米国

Sony Electronics (SEL) とSony Corporation of America (SCA) では従

業員感謝デーに、米国心臓協会 (AHA) の協力のもと心臓マッサージによ

る心肺蘇生法の講習会が開かれ、社員130名以上が参加しました。他に

も、パンデミック後における働き方や労働環境の変化がもたらす健康上の

リスクを認識し、リスク低減につなげるため、メンタルヘルスに対する意識

向上、高ストレス状況でのスタッフ管理、エクササイズ入門、プライベート

と仕事の区別、ストレス対策ツール、職場におけるインクルージョンなど、

ソニーが提供しているさまざまな福利厚生やテーマを取り上げ、年間を通

じてオンラインセミナーを開催しています。またSCAは今年も1カ月間に

わたるSafe@Sonyキャンペーンを対面とオンライン実施し、個人の安全、

火災、生命の安全、緊急事態への備えに関する研修、情報、アドバイス、

教育セッションを社員に提供しました。

緊急事態への準備
SELのコーポレートセキュリティ部門では、引き続き緊急事態対策を推

進し、社員が受けられる研修や利用できるリソースを紹介しています。社

内ウェブサイトに緊急事態対策関連の情報やリソース、短時間で終えられ

るトレーニングセッションを月替わりで掲載して積極的に取り組めるよう

にしている他、米国・カナダの参加者を対象とした緊急事態対応オンライ

ンイベントを年に2回継続的に開催しています。また、安全とセキュリティ

を題材としたニュースレターも年4回発行しています。2023年12月には、

米国海洋大気庁National Oceanic and Atmospheric Administration 

(NOAA) と共同で、National Weather Serviceから悪天候の予報と警報

が出たというシナリオに基づく、緊急事態対応オンラインイベントを開催

しました。また2023年中に北米全域で調査を実施し、小規模事業所にお

ける生命安全の確保と緊急事態対策について、その有効性と取り組みを

確認しています。
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地域社会と協力して取り組む安全に関するCSR活動 (STT、タイ)

Sony DADC Europe GmbH
Sony DADC Europe GmbHでは、毎年実施している安全衛生研修に

加え、「スプリング・フィットネスデー」を開催しました。タルガウ工場で、2

日間にわたって安全衛生に関するさまざまな研修を実施し、情報ステー

ションも設置。全社員を対象に、痛みを和らげる治療やリラクゼーション

セラピーの他、心理カウンセリングや栄養カウンセリングなどを提供しまし

た。社員は他にも、電気刺激による筋力アップ体験、フィットネスチェック、

体組成チェックなど、健康に関するさまざまな体験をしました。

Sony Europe B.V., Sony UK Technology Centre
Sony Europe B.V., Sony UK Technology Centreでは、安全衛生に関

するさまざまな研修コースを対面やオンラインプラットフォーム「セーフ

ティ・ハブ」を通じて提供し、安全文化を推進しています。コースの内容は、

ioshなど外部団体による安全研修から、職場の安全や化学物質の流出の

予防・対処に関するオンライン研修まで多岐にわたります。また、社内に

は救急救命士47名、防火監督者45名、化学物質漏洩・流出等の事故対

応者20名を擁しています。

Sony Deutschland GmbH, Stuttgart Technology Center
Sony Deutschland GmbH, Stuttgart Technology Centerでは冬季

を通して、健康と安全をサポートするためのオンラインセミナーを開催し

ました。ホームオフィスで採用できる人間工学から健康的な睡眠習慣、栄

養に関する通説まで、ウェルビーイング関連の重要なトピックを題材としま

した。また、丸一日にわたる「ヘルスデー」を設けて、健康とウェルビーイン

グに関するさまざまな講義の他、事業所の全社員が利用できる各種健康

チェックを実施しました。

事業所名 表彰名

上海索广映像有限公司 上海市企業医療能力向上Aランク企業

ソニー・デバイス・テク
ノロジー (SDT) (タイラ
ンド)

1． タイの「National Occupational Safety and 
Health Award 2022」  
(プラチナ賞、14年連続受賞)

2．「ゼロ・アクシデント・アワード2023」  
(金賞、2年連続受賞)

ソニー・テクノロジー・
タイランド (STT) 、
チョンブリ

1． 2023年度労働安全衛生優良事業

2．「ゼロ・アクシデント・アワード2023」  
(プラチナ賞)

ソニー・テクノロジー・
タイランド (STT) 、
バンカディ

「ゼロ・アクシデント・アワード2023」
(銀賞、3年連続受賞)

労働安全衛生活動に対する外部表彰 (2023年度)パンアジアでの安全衛生活動
パンアジア地域では、タイとマレーシアの全製造事業所でISO45001統

合認証取得を維持していきます。また、近いうちにインドの非製造事業所

に統合認証を拡大する予定です。パンアジア地域の各事業所は今後も、

安全衛生マネジメントシステムと関係業務のさらなる継続的改善を通じ

て、災害低減と「Vision Zero」の達成を目指します。

安全衛生活動の取り組みを継続的に実施
ISO45001認証を取得した全事業所で、転倒・転落、機械、化学物質に

よる災害の低減に重点を置き、継続的に災害低減・予防活動を実施・改善

していくことが検討されました。パンアジア地域では、災害の発生件数、

度数率、強度率の低減目標も定めています。

マレーシアでは、社員が前向きな気持ちになって自分自身とつながるこ

と、またメンタルヘルスと身体的疲労の回復、心の充電に焦点を当てた健

康増進プログラムを実施しました。マレーシア国立労働安全衛生研究所 

(NIOSH) のフィジカルリスク評価の他、メンタルヘルス研修やワークショッ

プ、自然とのふれあい活動がプログラムの実施内容です。

パンアジア地域の事業所では、社員の保護だけを考慮しているわけで

はありません。地域社会の人々、特に子どもたちの安全に関する知識と保

護についても考えています。タイでは、地元の行政機関や学校との協力の

もと、「エコ&セーフティ」スクールモデルを導入し、安全についての知識を

子どもたちに授けています。目指しているのは、学んだ知識を日常生活に

生かすことで、子どもたちが事故を防げるようになることです。子どもの

頃から安全に関する情報を重視することで、大人になったときに安全意識

が高まることを期待しています。

欧州での安全衛生活動
今年欧州地域では、健康と安全に対する全体的なアプローチを重視し、

従来のポリシーや研修にとどまらず、栄養面や睡眠習慣、心理カウンセリ

ングなど、より広範な側面への取り組みを拡大しました。この包括的な取

り組みは、通常の労働安全衛生マネジメントに重点を置くだけでなく、社

員の心身の健康を増進することを目的としています。ソニー・ヨーロッパ

では、労働安全衛生リスクを低減し、労働災害を最小限に抑え、社員の健

康と活力を促進することを目指しています。
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2023年度　主要な災害要因
1. 転倒・転落　26件 (前年比+–0件)
2. 人・モノとの衝突　10件 (前年比–6件)
3. 切れ・こすれ　7件 (前年比–4件)

2023年度においても、「人の不安全行動」に起因する災害要因が主要

な要因となっていて、上位3位によるものだけで全体の約70％以上を占

めています。ソニーではこのうち、「転倒・転落・衝突」を起因とする災害低

減を中期目標に掲げて、グローバル全体での改善を図っています。

労働災害統計
グローバルな労働災害統計データ収集システムを構築し、地域ならびに

国ごとのデータを四半期ごとに収集しています。この統計をもとに、地域

別、災害の型別ごとにソニーの活動状況を把握し、リスク分析や再発防止

のための資料としています。

2023年度 対象事業所数：181事業所 (製造・物流事業所、販売会社を含む非製造系事

業所) (定義)

度数率：休業1日以上の労働災害の発生件数 ÷ 延べ実労働時間数 × 1,000,000

強度率：休業日数 ÷ 延べ実労働時間数 × 1,000

※1   請負社員も含む総計。( ) 内は請負社員の災害データ

※2   追加報告をうけたことにより、修正。

※3   未確定だった休業日数の確定により、修正。

年度 2019 2020 2021 2022 2023

休業災害件数
(請負社員) 

74
(11)

73※2

(19)※2
75
(6)

57
(10)

66
(12)

休業日数
(請負社員)

1,526
(137)

1,373※2

(618)※2
1,210
(191)

1,458※3

(638)※3
1,439
(224)

休業災害度数率 0.34 0.35※2 0.39 0.27※3 0.31

休業災害強度率 0.0058 0.0054※2 0.0052 0.0057※3 0.0056

死亡者数 0 0 0 0 0

ソニーグループ　グローバル災害データ※1
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人権の尊重

ソニーグループ行動規範（ 2024年4月1日改定） [PDF：2.78MB]

ソニーグループ人権方針 (2024年3月29日策定) [PDF:150KB]

ソニーグループAI倫理ガイドライン [PDF：103KB]

現代奴隷に関するステートメント

基本的な考え方
ソニーはそのグローバルな事業活動において、人権への潜在的な影響

があることを認識しています。社員や取引先をはじめとした事業活動に

かかわる全てのステークホルダーの人権を尊重し、誠実な事業活動を通

じて、ソニーの事業活動との関係が直接的・間接的であるかにかかわら

ず、潜在的なものも含めて人権への負の影響に対処する責任があると考

えています。ソニーは、「ソニーグループ行動規範」において人権の尊重に

関する基本的な方針を定めています。2023年度には、ソニーにおける人

権尊重の取り組みをより一層推進するため、ソニーグループ人権方針を新

たに策定しました。

体制
サステナビリティ担当上級役員が管轄する本社サステナビリティ推進部

において、人事や調達などの本社関連部署および各事業における関係部

署と連携しながら、ソニーグループ全体の事業活動およびバリューチェー

ンにおける人権リスクのインパクト評価を実施し、潜在的な人権への負の

影響の防止と軽減のための取り組みを推進しています。また、2023年度

においても、本社サステナビリティ推進部、法務担当部署およびコンプライ

アンス担当部署からなるワーキンググループにおいて、人権リスクのイン

パクト評価結果や規制動向を踏まえた議論を継続しています。

人権啓発・多様性推進については、人事・総務担当上級役員を議長とし

た本社関連部署によるダイバーシティ推進会議により、グループ全体の取

り組みを支援しています。

■ これまでの取り組み

1987年 人権擁護室を設置

1991年 社員向けの人権講演会などで社員教育を開始

1995年 ソニーグループ人権委員会を設置

1998年 人権・機会均等に関する社員相談窓口を設置

2000年 「人権尊重理念」および「人権基本姿勢」を策定

2003年 「ソニーグループ行動規範」を策定

2011年 ダイバーシティ推進委員会を設置 (人権委員会から改称)

2012年 人権リスクのインパクト評価

2018年 「ソニーグループ行動規範」を改定
「ソニーグループAI倫理ガイドライン」を策定
人権リスクのインパクト評価アップデート

2019年 ソニーグループAI倫理委員会を設置

2020年 人権リスクのインパクト評価アップデート

2021年 人権デュー・ディリジェンスを推進するためのワーキンググループを設置

2023年 

2024年
人権リスクのインパクト評価アップデート
ソニーグループ人権方針を策定

概要 今後に向けて
ソニーグループ人権方針の下で、人権デュー・ディリジェンスを継続して

実施し、特定した人権への負の影響の防止と軽減への取り組みの推進、

その進捗状況のモニタリング、評価に努めます。
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人権デュー・ディリジェンス

ソニーでは、人権の尊重に関する基本的な方針を定めた「ソニーグルー

プ行動規範」のもと、人権にかかわる特定の領域について、個別の方針な

どを策定し、運用しています。2024年3月には、新たにソニーグループ人

権方針を策定しました。また、国連人権理事会によって発行された「ビジネ

スと人権に関する指導原則」 (UNGP) およびOECD多国籍企業行動指針

に定められた枠組みに沿って人権リスクのインパクト評価を実施し、潜在

的な人権への負の影響の防止と軽減に取り組んでいます。具体的には、

以下の５つの主要な取り組みにより、人権対応を推進しています。①人権

リスクインパクト評価の実施、②当該評価を踏まえたソニーの事業活動と

の関連性が高い人権リスク (以下、重点領域) の特定、③重点領域におけ

る取り組みの検討および実施、④苦情処理メカニズム (通報・相談窓口) 

の運用、⑤ステークホルダーとの対話。

人権リスクインパクト評価の実施
ソニーは関連する人権リスクを特定し、そのリスク軽減に取り組むため、

BSR※と協力し、2012年からグループ全体に関わる人権リスクのインパク

ト評価を実施しています。世界人権宣言、ILO国際労働基準、OECD多国

籍企業行動指針などの国際基準から人権課題のリストを作成した上で、

人権の専門家、人権擁護者、学者、政府、NGOやその他の専門家の資料

を参照し、潜在的な人権リスクを特定します。この情報をソニーの事業活

動領域と照らし合わせ、ソニーの事業活動との関連性が高い人権リスクを

特定しています。2023年には、BSRの支援のもと、複数の外部ステークホ

ルダーとのエンゲージメント結果も踏まえて、前回特定したソニーの事業

活動との関連性が高い3つの人権リスクの領域に変化がないことを確認

しました。

※  公正で持続可能な世界の構築に向けて活動するグローバルな非営利団体

重点領域の特定
2020年および2023年に実施した人権リスクのインパクト評価により、

以下の領域をソニーの事業活動との関連性が高い潜在的な人権リスク領

域としています。
●  エレクトロニクス製品の原材料調達を含むサプライチェーンにおける労

働者への人権配慮
●  AIなどの新しい技術に関する潜在的な人権リスク
●  ソニーと直接的もしくは間接的に取引関係にある顧客による人権侵害

の潜在的リスク

上記の評価を踏まえ、責任あるサプライチェーン、多様性の尊重、責任

あるテクノロジーの開発および使用の３つの領域を、ソニーグループ全体

で優先的に取り組みを進める重点領域として特定しています。

重点領域における取り組みの検討 
および実施

責任あるサプライチェーン
RBA※の設立メンバーとして参画、2020年以降は、RBAの取締役会メ

ンバーの一員として活動を継続しています。業界のベストプラクティスと

なっているRBA行動規範の策定にかかわるとともに、同行動規範を「ソ

ニーサプライチェーン行動規範」として適用し、自社製造事業所およびエレ

クトロニクス関連サプライヤーに対し、「ソニーサプライチェーン行動規範」

の遵守要請を実施しています。

サプライヤー等のリスクアセスメントの実施および「ソニーサプライ

チェーン行動規範」の遵守について継続的なモニタリングを行い、モニタリ

ング結果を踏まえ必要な改善措置を講じています。

※  エレクトロニクス業界のサプライチェーンにおける人権への配慮、労働環境、安全衛生

や環境保全を含めた責任ある調達を実現するためのアライアンス

責任あるサプライチェーン

多様性の尊重
ソニーは、雇用の機会均等を旨とし、誰もが個性を発揮し活躍できる場

であること、さらにはインクルーシブな社会の実現に貢献することを目指

し、人権が尊重される職場づくりを進めています。各国や地域においてそ

れぞれの法令や規範を遵守し、人権課題に取り組んでいます。

人材

ダイバーシティステートメント

Global Social Justice Fund (社会正義と人権保護の取り組みを支援す

るグローバル基金) を通じた社会正義および人権保護に取り組んでいる

団体への支援や社内外でのダイバーシティ、エクイティ＆インクルージョン

(DE&I) の推進を継続しました。

2つのグローバル基金

アクセシビリティ
ソニーは、インクルーシブな未来に向けて、誰もが自分らしく、そして、

感動を分かち合える世界を目指し、製品、サービス、体験のアクセシビリ

ティを高めています。一人でも多くのお客様にソニーの製品・サービスを

楽しんでいただくため、アクセシビリティ、インクルーシブデザインの取り

組みを全社で推進しています。また、障がいのある方も多く参加される

CSUN Assistive Technology Conferenceへ出展し、多様なニーズをお

持ちのお客様に製品やサービスを実際に体験いただき、対話する場を設

けています。

アクセシビリティ 

ソニーグループ ポータルサイト｜アクセシビリティ

広告・表現およびコンテンツサービス
ソニーは、多様な事業を多くの国や地域において展開していることを踏

まえ、ある文化や地域において社会的に、また職務上許容される行為が、

他の文化や地域においては異なった受け止め方をされうることに十分に

配慮して業務を遂行することとしています。国内ソニーグループにおいて

は、広告・表現にかかわる担当者で構成する人権・表現問題情報交換会

を設置し、定期的に情報交換および勉強会を開催しています。

ソニー・インタラクティブエンタテインメント (SIE) は、プレイステーショ

ンのゲームソフトにおいて、日米欧各地域の業界団体 (CERO/ESRB/
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責任あるテクノロジーの開発および使用
ソニーは、テクノロジーを通じて、事業の成長と社会・環境課題の解決

を両立させることについて、ステークホルダーからソニーに対する期待が

あるものと認識しています。ソニーの開発する技術や製品により、事業収

益の増加のみならず、社会および環境にポジティブな影響をもたらすこと

でサステナビリティ課題の解決をリードし貢献することは、ソニーにとって

重要な使命であると考えています。

ソニーは、AIテクノロジーを、人々の生活をより豊かにし社会を発展さ

せるために活用することを目指して、ステークホルダーと積極的に対話を

進めながらアカウンタビリティと透明性を追求していきます。ステークホル

ダーからの信頼に応える製品・サービスを提供しつづけるため、「ソニーグ

ループAI倫理ガイドライン」に基づき、Responsible AI (責任あるAI) を推

進していきます。

責任あるAIの取り組み

ソニーグループ ポータルサイト｜Responsible AI

苦情処理メカニズム (通報・相談窓口) 
の運用

ソニーは、法令や「ソニーグループ行動規範」「ソニーサプライチェーン行

動規範」、その他の社内規則の違反のおそれがある場合に、社員やステー

クホルダーの皆様が報告し、相談できる以下の窓口を設置しています。ま

た、規則や法令違反に該当しない場合でも、機会均等や多様な働き方に

ついて相談できる窓口も設置しています。プライバシーに十分配慮した迅

速かつ適切な対応を行い、守秘義務の徹底や相談者に不利益な取り扱い

をすることを禁止しています。

ソニー・エシックス&コンプライアンス・ホットライン
法令や「ソニーグループ行動規範」、その他の社内規則の違反のおそれ

がある場合に、ソニーグループの全ての社員が報告し、相談できるソニー・

エシックス&コンプライアンス・ホットラインを設置しています。

ソニー・エシックス&コンプライアンス・ホットライン

サプライヤー・ホットライン
ソニーは、ソニーグループ各社の役員・従業員による、法令・規則、「ソニー

グループ行動規範」「ソニーサプライチェーン行動規範」に対する違反行為、

およびサプライヤーとの契約に違反する行為について、サプライヤーから

の通報窓口を設置しています。

サプライヤー・ホットライン

ソニーグループ エレクトロニクスサプライチェーンに
おける苦情受付窓口

ソニーは、エレクトロニクスサプライチェーンにおける、部品、原材料、製

造装置などの製造者や供給者およびその従業員その他の関係者などのス

テークホルダーの皆様向けに「ソニーグループ エレクトロニクスサプライ

チェーンにおける苦情受付窓口」を設置しています。

ソニーグループ エレクトロニクスサプライチェーンにおける苦情受付窓口

EEO (Equal Employee Opportunity) 相談窓口
国内のソニーグループは機会均等に関する相談窓口を設置しています。

国内ソニーグループ全社員を対象としたハラスメントや多様な働き方な

ど、幅広く機会均等について、相談できる窓口が利用可能となっています。

また、ハラスメントの相談に特化し、専門性を持った第三者が相談を受け

る相談窓口も設置し、社内では伝えにくい内容などの相談も受け付けて

います。

ステークホルダーとの対話
本レポートやサステナビリティ説明会を通じてソニーの取り組みを伝え

るとともに、グローバル/ローカル双方でNGOなどのパートナー団体や投

資家との対話を行っています。ステークホルダーとの対話を通じて企業へ

の期待に関する理解を深め、人権対応の深化につなげます。

教育研修・啓発
人権に関する企業の課題が複雑で多様化する中で、ソニーでは、多様

性を尊重するためにはそのベースとなる人権への意識を高めることが要

と考えています。

社員の教育研修
ソニーでは、人権の尊重や職場におけるハラスメント防止を含む「ソニー

グループ行動規範」の研修を雇用時に実施しています。また、再研修を少

なくとも4年に一度実施しています。国内においては、全社員向けに国内

の課題にフォーカスした内容や新任管理職向けにより実践的な内容を用

いるなど、役割に応じたプログラムを定期的に実施しています。またソニー

グループ株式会社をはじめとした多くのグループ会社を対象に人権啓発

を中心としたe-ラーニング研修を実施しています。2023年度は対象とな

る社員のうち95%の社員がe-ラーニング研修を受講しました。

社員の意識啓発
国内ソニーグループ各社

国内ソニーグループ各社においては、ダイバーシティ推進責任者・担当者

を配置し、人権や多様性に関する取り組みを実施しています。各社の取り

PEGI) の年齢別レーティング制度を導入しています。

ソニー・ピクチャーズ エンタテインメント（SPE）のスタジオ制作コンテン

ツやソーシャルインパクトに関する戦略を含む事業活動において、真実に

基づくストーリーテリングは重要な要素となります。映画上や作品の制作

に関わるクリエイターの、ポジティブな表現を増やすために、SPEは、

「Geena Davis Institute on Gender in Media」、「Easterseals Disability 

Film Challenge」、「Social Justice Now Film Festival」、「Respect Ability 

and the Gay & Lesbian Alliance Against Defamation」、「Gay & 

Lesbian Alliance Against Defamation」など、さまざまな領域で活動す

るグローバル団体と協働しています。
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組みを集約し、ベストプラクティスの共有や最新の情報を学ぶダイバーシ

ティ連絡会において、横の連携も図っています。ハラスメントに関する重要

な案件や表現に関する課題についても、全体の体制の中で議論や対応につ

いて考えていくことにしています。また、国内においては、東京人権啓発企

業連絡会と連携し人権問題に関する情報収集や人権リテラシーの向上を

図っています。毎年12月の「人権週間」に合わせ、ソニーグループ各社の社

員から募ったダイバーシティメッセージ (人権啓発標語) の優秀作品を表彰

するとともに、人権に関連するテーマについて学ぶフォーラムを開催してい

ます。その他の海外ソニーグループ各社においても、職場における人権の尊

重を推進するためのプログラムを展開しています。

ソニー・インタラクティブエンタテインメント (SIE)
SIEは、安全衛生、雇用の機会均等、職場でのハラスメント予防などのト

ピックに関連する社内ポリシーについての研修を実施しています。加えて、

DE＆I＆Social Justiceチームは、社員のインクルーシブな行動への意識

および理解度の向上を図るため、インクルーシブな表現に関するガイドや

ウェルビーイングのためのツールキット、その他ガイダンス資料などの関連

情報を提供しています。このような取り組みが、SIEにおける人権の尊重

を促進するためのインクルーシブな職場と企業文化の形成に役立つと考

えています。

ソニーミュージックグループ (SMG)
SMGは職場におけるエクイティ＆インクルージョンを推進するための研

修、ポリシー、教育、ファシリテーションを提供・支援しています。SMGは、

反ハラスメントやインクルーシブな文化の醸成に向けた研修、ジェンダー・

トランジション（性別移行）に関する支援、反人種差別とアクセシビリティ

教育の提供により、職場の安全性を確保しています。これらの取り組みは、

SMGのMILES※フレームワークにおける、「エクイティ」と「安全性」の柱をサ

ポートし、人権の尊重を促進しています。

※  MILESは、SMGにおけるDE&Iの取り組みに特化した戦略的なフレームワークです。

SMGではこのフレームワークをDE&Iにかかるイニシアチブ、ポリシー、経験、プログラ

ムの開発と実施のためのSMG全体の指針として位置付けています。

ソニー・ピクチャーズ エンタテインメント (SPE)
SPEは職場でのハラスメント防止に関する研修を社員向けに実施して

います。SPEのDE＆Iオフィスは、さまざまなライブセッションをグローバル

で開催しているほか、e-ラーニングのプラットフォームを立ち上げ、SPEに

おける人権の尊重を促進するDE&Iのコンセプトに焦点をあてた記事、動

画、リソースを社員が利用できるようにしています。
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責任あるAIの
取り組み

基本的な考え方
ソニーは、AI (人工知能) を活用することにより、平和で持続可能な社会

の発展に貢献し、人々に感動を提供することを目指しています。同時に、

ソニーは、AIが社会に与える影響は多面的なものであり、意図しない結果

をもたらす可能性があることを認識しています。ソニーは、エレクトロニク

スを礎に事業領域を拡大し、半導体事業、また音楽、映画、ゲームなどの

エンタテインメント事業や、金融事業を手掛ける、多様性を持ったグロー

バル企業となりました。「クリエイティビティとテクノロジーの力で、世界を

感動で満たす」という共通のPurposeを踏まえてこれらの事業を運営して

いくために、ソニーグループAI倫理ガイドラインを定め、多様なステークホ

ルダーとの対話を進めるとともに、ソニーにおけるAIの活用や研究開発を

促進しています。

概要

体制
2019年12月の「ソニーグループAI倫理委員会」の設置に加えて、ソニー

グループの全ての事業に対し、AI倫理に関する専門知識を提供するため

の中心的な役割を果たす組織としてAI倫理室を2021年に設置するなど、

AI倫理に関する活動および体制の強化を進めています。

■ これまでの取り組み

2018年 ソニーグループAI倫理ガイドライン策定

2019年 ソニーグループAI倫理委員会を設置

2021年 ソニーグループ株式会社内にAI倫理室を設置

2023年 ソニーグループ株式会社として、生成AIツールの利用にかかる社内ガイ
ドラインを策定

ソニーグループAI倫理ガイドライン［PDF：103KB］

ソニーグループのResponsible AIへの取り組み
ソニーグループAI倫理ガイドライン

「ソニーグループAI倫理ガイドライン」 (2018年9月制定、直近では

2021年4月改定) は以下の項目で構成され、ソニーにおけるAIの活用や

研究開発を促進していくソニーの全ての役員および社員が、社会と調和し

たAIの活用や研究開発を行う際の指針を定めています。

1. 豊かな生活とより良い社会の実現

2. ステークホルダーとの対話

3. 安心して使える商品・サービスの提供

4. プライバシーの保護

5. 公平性の尊重

6. 透明性の追求

7. AIの発展と人材の育成
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責任あるAIの推進

AI倫理リスクへの対応
2019年に「ソニーグループAI倫理委員会」を設置し、ソニーにおけるAI

活用や研究開発が、ソニーグループAI倫理ガイドラインに沿って社会的・

倫理的な妥当性をもって行われているかを確認し、さまざまな視点から審

査しています。

さらに、ソニーグループの全ての事業に対し、AI倫理に関する専門知識

を提供するための中心的な役割を果たす組織としてAI倫理室を2021年

に設置するなど、AI倫理に関する活動および体制の強化を進めています。

具体的にはソニーグループ各ビジネスユニットにおけるAIを利用した製

品・サービスあるいは社内業務に関して、連絡体制を構築しAI倫理リスク

の情報共有を行ってきました。

2021年3月にはエレクトロニクス製品やサービスの商品化プロセスに

おいて、「ソニーグループAI倫理ガイドライン」に基づいて遵守すべき要求

事項を定めた社内文書を整備し、2021年7月に製品開発ライフサイクル

におけるAI倫理アセスメントを開始し、100件以上の評価を実施しました。

社員へAI倫理に関する理解を促す啓発活動では、e-ラーニングを活用し

た教育を実施するとともに、社外から講師を招いた講演会やシンポジウム

を開催し議論を行っています。

また、ソニーでは生成AIについても対応すべき喫緊の課題として認識し

ており、2023年度においては、ソニーグループ株式会社として、生成AIツー

ルの利用にかかる社内ガイドラインを策定しました。

ステークホルダーとの対話と外部協業
ソニーは、AIの利用による倫理的な課題に関して、お客様やクリエイター

の方々をはじめ多様なステークホルダーの関心に配慮し、関連する企業、

団体および学術コミュニティなどと積極的に対話を進めています。

パートナーシップ・オン・AI (PAI)

2017年5月、AI技術の啓発と倫理面を含む人間社会の課題解決に共

同で取り組み、人間社会に貢献することを目的として設立された非営利

団体であるPAIに日本企業として初めて参画しました。AI倫理の観点では、

「Fairness, Transparency, Accountability」 (公平性、透明性、アカウンタ

ビリティ) が代表的なイシューであり、「FTA」と総称されます。ソニーはAI

やロボティクスにかかる研究開発や事業活動を通じて得られた知見を生

かし、このようなイシューに関する複数のワーキンググループで貢献してき

ました。現在はPAIのポリシーステアリングコミッティ、およびData 

Enrichment Workstreamのメンバーとして活動しています。

日本の経済団体、関係府省との連携
日本においては、2019年3月に公表された内閣府「人間中心のAI社会

原則」や、2023年10月に公表された日本経済団体連合会「AI活用戦略

Ⅱ」など、AIをより良い形で社会実装していくための原則や指針づくりに

も参画しています。また、AIの社会実装のさらなる促進などを目指して国

家戦略の検討を主導する内閣府「AI戦略会議」や、社会全体におけるAI

ネットワーク化の推進に向けた社会的・経済的・倫理的・法的課題を総合

的に検討することを目的として開催されている、総務省「AIネットワーク社

会推進会議」に構成員として参画しており、日本におけるAIガバナンスの

統一的な指針を示す、2024年4月に公表された「AI事業者ガイドライン」

の策定にも貢献しています。

海外との連携
さらに、ソニーは、2020年6月に設立された、人間中心の考えに基づく

責任あるAIの開発と使用に取り組むイニシアティブである「AIに関するグ

ローバルパートナーシップ (Global Partnership on AI) 」にも参加し、新

型コロナウイルス感染症をはじめとする感染症の流行に対して責任ある

AIのソリューション開発を支援するためのワーキンググループである、「AI 

and Pandemic Response」の構成員も務めています。また、CTOの北野

は、国連事務総長が招集するAIに関する諮問機関であり、AIのリスクと可

能性、および国際的なガバナンスに関し、有識者による専門的な分析と提

言を行う国連「High-level Advisory Body on Artificial Intelligence」の

メンバーを2023年10月の設立時から務めています。

加えて、米国のシンクタンクThe Center for Strategic and International 

Studies (CSIS：戦略国際問題研究所) のAI Councilからの依頼に基づき、

ソニーはCouncil Memberとして、2023年G7広島サミットにおけるAI倫

理関連アジェンダの形成、およびAIの責任ある開発と使用に関する共通

のグローバル規範の合意に向けた活動に参画しました。また、CTOの北野

は、2023年11月の英国AI Safety Summitで発表された、先進的なAI

システムの安 全 性に関する最 新の科 学 的 理 解を推 進するための

「International Scientific Report on the Safety of Advanced AI」を編

纂するExpert Advisory Panelに参画しています。

信頼されるAIの研究開発
ソニーは、テクノロジーに裏打ちされた信頼されるAIの研究開発を進め

ており、AI倫理への技術的なアプローチを強化しています。公平性、説明

可能性、透明性を兼ねた責任あるAI技術を通じて、持続可能な社会のた

めのAI開発を目指しています。説明可能なAI、データバイアスの軽減、生

成AIのコントロール、プライバシーに配慮するための技術などの研究開発

に注力しています。

また、ソニーはAI製品やサービスの開発過程で直面する課題 (倫理的な

データ収集およびアルゴリズムの公平性など) に関しても2021年に、ソ

ニーAI内において、AI倫理フラッグシッププロジェクトを立ち上げ、最先端

の研究を行っています。幅広い事業を展開するソニーの特性を生かし、グ

ローバルかつ多様性のある視点から、公平で透明性のあるAIの実践に取

り組んでいきます。

ソニーグループのResponsible AIへの取り組み
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アクセシビリティ

基本的な考え方
ソニーでは、「クリエイティビティとテクノロジーの力で、世界を感動で満

たす」というPurposeのもと、全ての人が感動を分かち合える未来を実現

するためにアクセシビリティを高める活動をグループ全体で推進していま

す。世界の6人に1人にあたる13億人以上の人が何らかの障がいがある

と言われています。私たちは多様なユーザーのニーズを理解し、年齢や障

がいなど個人の特性や能力、環境にかかわらず、我々の製品、サービス、

エンタテインメントを楽しんでいただけるよう、ソニーグループの多様な事

業を通じてインクルーシブな社会に貢献することを目指しています。また、

障がい者がビジネス、社会、経済にもたらす潜在的な価値を発揮できるよ

うな活躍推進に取り組む国際イニシアティブ「The Valuable 500」にも加

盟し、署名企業500社から推進役として国や地域、業界をリードする

Iconic Partnerのうちの1社として選定されています。

体制
ソニーは、アクセシビリティをサステナビリティの一環として捉え、グルー

プ全体で推進しています。ソニーでは、サステナビリティ担当上級役員の

もと、アクセシビリティ、インクルーシブデザイン※1をグループ横断で推進

するチームが中心となってグループ各社のアクセシビリティを推進する責

任者と連携しています。グローバルで統一した達成基準と体制を定め、そ

れらに基づき持続的にアクセシビリティの向上に取り組んでいます。

※1  多様なユーザーを包含・理解することで新たな気づきを得て、一緒にデザインする

手法

概要 今後に向けて
「人に近づく」ことを経営の方向性として掲げている企業として、アクセ

シビリティを高め、より多くの人が感動を分かち合えるよう、今後も多様な

事業を通じて貢献していきます。

アクセシビリティに配慮した 
製品・サービス

ソニーでは、より多くのお客様にお使いいただくために、アクセシビリ

ティに配慮した製品・サービスの開発に取り組んでいます。テクノロジーの

力で見やすく、聞きやすく、操作しやすくすることを目指したソニーのアク

セシビリティの具体的な取り組みについては、ソニーグループポータルサイ

トで紹介しています。
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より多くのお客様に
楽しんでいただくために

インクルーシブデザイン
多様なユーザーのニーズを理解し生かすため、アクセシビリティを必要

とする方々とともに商品・サービスを検討し、その声を反映するインクルー

シブデザインを推進しています。例えば、ET&S分野のカメラ領域では、視

覚に障がいがある方との対話や検証を重ねながら、画面上のメニューや

メッセージを音声で読み上げて操作をアシストする『音声読み上げ 

(Screen Reader) 』機能を開発し、デジタルカメラの一部モデルで搭載し

ています。モバイル領域では、ソニー・太陽株式会社の障がいがある社員

とともにフィールドワークや対話をしながら、フォト撮影機能を使って撮影

する際に、撮影画面の水平の計測情報を音で撮影者に知らせる機能を開

発しています。また、ゲーム領域では、PS5®用Access™コントローラーは、

障がいのある社員やユーザーとともに商品・サービスを検討しその声を製

品・サービスに反映することで生まれました。

また、こうした取り組みを一部の製品・サービスだけでなくソニーグルー

プ共通で実施するために、商品化プロセスにインクルーシブデザインを取

り入れています。さらに、インクルーシブデザインを実施するための社内サ

ポート体制も整えています。さまざまな障がいのある社員も登録する社内

モニター制度があり、開発段階にある製品・サービスに対してフィードバッ

クを提供しています。

社内啓発
ソニーでは、アクセシビリティについて社員の理解を深めるため、専門

家による講演会や研修講座を定期的に実施しています。アクセシビリティ

への理解を深めるため、ソニーグループの主要各社を対象としたe-ラーニ

ング研修を実施し、2023年度末までに約75,000名の社員が受講しまし

た。また、インクルーシブデザインを実践するための人材育成も行ってい

ます。障がい当事者とチームを組んでフィールドワークや課題・アイディア

出しを行うインクルーシブデザインのワークショップを実施、1,800名以上
※1が参加しました。

毎年Global Accessibility Awareness Day (GAAD) ※2には、ソニーグ

ループ各社で、アクセシビリティへの理解を深める講演会やイベントを開

催しています。例えば、ソニーミュージックグループでは、GAADを記念し

て、視覚に障がいのある演奏家、作曲家、プロデューサーのブリトニー・デ

イビス氏を招待し、社内イベントを行いました。セッションの中で、アイマ

スクを着用し、演奏を聴くことで、デイビス氏と同じように音楽を体験し、

音楽業界で障がいのあるアーティストとして活動する経験について学びま

した。

※1  日本国内の社員の参加者数

※2  アクセシビリティと、アクセシビリティを必要とする人たちについて、語り、考え、学ぶ

日のこと

社員による主体的な取り組み
アクセシビリティの向上を目指して活動する社員グループ (Employees 

Resources Group) があり、社員が主体的に活動しています。Sony North 

AmericaやSony Interactive Entertainment (SIE) では、社員ネットワー

クが主体となり、障がいのある社員へのサポートや、社内のアクセシビリ

ティに対する意識向上のために定期的な情報発信を行っています。例え

ば、言語ガイドは、欧米SIEの社員グループが中心となって、より多くの視

点を入れながら開発しました。相互の誤解を解消し、コミュニケーション

を改善し、意識を高めるために役立てており、社外にも公開しています。

Sony Europeでは、視覚や移動などの感覚が制限される疑似体験会を各

職場で実施し、障がいへの理解を深める活動に取り組んでいます。

言語ガイド［PDF：389KB］

多様なお客様の声を聞く
お客様の声を聞き、製品・サービスの改善に役立てるため、アクセシビリ

ティに関する国内外のイベントに継続的に出展しています。アクセシビリ

ティ有識者向けカンファレンス「TechShare Pro」、視覚障がい者向けの国

内総合イベント「サイトワールド」、そして世界最大級のアクセシビリティに

関する国際会議である「CSUN Assistive Technology Conference (CSUN)」 

に出展し、テレビ ブラビア®、PlayStation®5用Access™ コントローラー、

完全ワイヤレス型 ヘッドホンLinkBuds、デジタル一眼カメラ・α™  

(Alpha™) 、Xperia™などアクセシビリティに配慮したソニーの製品紹介

を行いました。また、IT技術とエレクトロニクスの国際展示会「CEATEC 

2023」では、アクセシビリティに配慮した製品やインクルーシブデザイン社

会に貢献する技術開発の展示を行いました。会期中は、車いすで来場さ

れる方にとっても往来しやすい充分なスペースの確保や、サポートが必要

な方向けに手話通訳者などのスタッフが常駐するなど、展示だけではなく

ブースもアクセシビリティに配慮して設計しました。

多様なお客様からのお問い合わせにも対応するため、Sony Europe

およびSony North Americaでは視覚に障がいのあるお客様にビデオ通

話を通じたオペレーターへのお問い合わせを可能にするBe My Eyesを利

PlayStation®5用 Access™ コントローラー
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用したサービスを導入しました。Sony Europeでは現在、7言語に対応し

ています。また、AIを活用したBe My AIアプリのベータテストにも参画し

ています。

ほかにも、製品・サービスのさらなる使いやすさを目指し、障がい者団

体と定期的に対話する機会を設けています。

現する機会を提供し、優れた作品には賞を授与しています。GAADが開催

された前週、米国カリフォルニア州カルバーシティのSPEのスタジオにて授

賞式を開催しました。今年は、ソニー株式会社が、最優秀作品賞など7部

門の受賞者に副賞としてCinema LineカメラFX30を授与しました。

また、2024年、業界初の障がいのある俳優たちで構成されたループグ

ループ※を立ち上げました。SPEは、ループグループのメンバーに向けた声

優育成のためのワークショップを開催し、Sony Pictures Animationのエ

グゼクティブらがコーチングを行っています。『スパイダーマン：アクロス・

ザ・スパイダーバース』のレゴ・スパイダーマンや車いすに乗ったサン・スパ

イダーの声優はこのグループから誕生しています。

※  ポストプロダクションにおいて、さまざまなキャラクターの声や背景音を担当する声優

のグループ

音楽
CEATEC 2023で展示したウルトラライトサックスに続き、誰でも一緒に

演奏できる打楽器ハグドラムの開発に取り組んでいます。みんなでどこで

もすぐに合奏できる楽しい音楽の世界をプロデュースする「世界ゆる

ミュージック協会」と協業し、聴覚障がいのあるリードユーザーとともに、

el tempoのシシド・カフカ氏らプロのミュージシャンの協力も得て作り上

げたものです。ゆるミュージックに賛同した日本、インド、中国をはじめと

したソニーグループ社員が各地でハッカソンを開催し、次なる楽器を開発

しようと取り組んでいます。

金融
ソニー生命保険やソニー損害保険では、聴覚や発話に障がいのあるお客

様もスムーズにお問い合わせいただけるように、手話・筆談サービスを提供

しています。ソニー銀行では、スマートフォン向け「ソニー銀行 アプリ」にお

いて、OSに搭載された画面読み上げ機能をご利用いただくための最適化

を行っています。ソニー・ライフケアグループでは、クリエイティブセンターと

Sony Interactive Entertainmentやソニーセミコンダクタソリューションズ

が連携し、楽しくリハビリを行うことを目指す「リハビリゲーム」の開発に対

し、運営する介護付有料老人ホームでのトライアル導入を行い、高齢者の

アクセシビリティに関するフィードバックを提供する協業を行っています。

ウェブサイトにおけるアクセシビリティ
ソニーでは、グループ会社のウェブサイトのアクセシビリティの基準と遵

守事項を定めた「ソニーグループウェブアクセシビリティポリシー」を制定

しています。ウェブサイトやその他のデジタルプラットフォームの利用が増

え続けている現況において、グループ会社のウェブサイトが障がいのある

方や高齢者を含む全ての人にとって、アクセシブルである (アクセスでき

る、しやすい) ことを目指しています。ソニーグループのウェブアクセシビ

リティの適用基準は、World Wide Web Consortium (W3C) 勧告の

Web Content Accessibility Guidelines (WCAG) と協調しています。

ソニーは、グループ各社と協力してウェブアクセシビリティポリシーを導

入し、ウェブサイトのコンプライアンスを確認するためのチェックを行って

います。また、キャプション、トランスクリプト、音声解説などを含む、より

多くのアクセシブルな動画コンテンツの提供にも積極的に取り組んでいま

す。これらの取り組みを推進するために、ソニーは組織内の役割や立場に

応じたさまざまなウェブアクセシビリティの研修を定期的に行っており、今

後も継続して実施します。

各事業における取り組み

ゲーム＆ネットワークサービス
PlayStationは、コンソール、ゲームタイトル、周辺機器などを進化さ

せ、誰もが 楽しめるゲーム体験の実現を目指しています。例えば、

PlayStation®5用Access™ コントローラーは、アクセシビリティを推進す

る団体や専門家との対話を通して改良が重ねられ2023年に販売開始し

ました。多様なニーズに合わせて幅広いカスタマイズに対応することで、

障がいのあるプレイヤーがより長く快適にゲームを楽しむことができます。

映画
ソニー・ピクチャーズ エンタテインメント (SPE) は、約6年にわたり、

Easterseals Disability Film Challengeをスポンサーしており、クリエイ

ターたちに、ショートフィルムの脚本や監督などを通して障がいについて表

アクセシビリティ向上のための標準化
活動

ソニーでは、製品・サービスのアクセシビリティ品質向上のために、業界

標準をベースとした独自のアクセシビリティ達成基準を組織横断で策定し

運用しています。ブラビア®、Xperia™などの製品を中心に、本基準を用

いて製品評価を定期的に実施し、その結果を製品・サービス改善に生かす

というサイクルを繰り返すことで持続的な品質向上に取り組んでいます。

また、業界全体のアクセシビリティ向上をけん引するため、標準化活動※

にも積極的に取り組んでいます。

※  IEC 62731 Text-to-speech for television・IEC 62944 Digital Television 

Accessibility・IEC TC 100/TA 16 (AAL (自立生活支援) 、アクセシビリティおよび

ユーザーインターフェース)

CSUN ソニーグループブースの様子
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手話・筆談を使ったお問い合わせの流れ

エンタテインメント・テクノロジー＆サービス
完全ワイヤレス型ヘッドホンLinkBudsは、株式会社コンピュータサイエ

ンス研究所の視覚障がい者歩行支援アプリ「Eye Navi」と連携し、顔の向

きに応じた直感的な音声案内機能を提供しています。ロービジョン者※の

“見えづらい”を“見える”に変える「With My Eyes」プロジェクトにおいて

は、ソニーは主要賛同企業として参画し、株式会社QDレーザのレーザ網

膜投影技術を応用したビューファインダーRETISSA NEOVIEWERと、サイ

バーショットDSC-HX99を組み合わせた、網膜投影カメラキットDSC-

HX99 RNV kitにより、従来のビューファインダーや画面では撮影したい映

像が見えづらい方も動画や静止画を撮影していただける取り組みを行っ

ています。また、WSオーディオロジー社とのパートナーシップのもと、米

国市場においてOTC (Over the Counter) 補聴器事業に参入し、軽中等

度の難聴者向けに、ご自身の聴力に合わせて調整できる製品の販売を

行っています。

※  ロービジョンとは、何らかの原因により視覚に障がいがあり、メガネやコンタクトレンズ

を装着しても「見えにくい」「まぶしい」「見える範囲が狭くて歩きにくい」など日常生活

での視覚に障がいのある状態を指します。その人口は世界に2億5千万人、日本国内

では145万人と推定されています
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倫理・コンプライアンス

テクノロジーの活用

環境

コミュニティ・エンゲージメント

責任あるサプライチェーン
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品質・
カスタマーサービス

基本的な考え方
近年、製品の安全性やセキュリティ、アクセシビリティの確保といった消

費者の権利保護などに対して、お客様をはじめとしたステークホルダーの

関心が高まっています。ソニーは、製品の品質とカスタマーサービスの理

念・基本方針として、お客様に「満足感」「信頼感」「安心感」を提供できるよ

う、お客様の視点から、品質とカスタマーサービスのさらなる向上を目指

しています。特に、製品の安全性とセキュリティの追及や、使いやすさとア

クセシビリティの向上に努めることでお客様の期待に応え、「お客様から最

も信頼されるパートナー」であり続けることは、ソニーにとって最大の目標

であり使命です。

理念・基本方針
ソニーは創業以来、お客様の視点に立った高い品質の製品・サービスの

提供を最優先事項としてきました。その理念は、設立趣意書 (1946年、ソ

ニーの創業者のひとり、井深大、起草) にも記されています。

「ソニーグループ行動規範」では、ソニーは、人の心を豊かにする商品・

サービス・エンタテイメントを提供することを定めています。また、それらの

品質、安全性、セキュリティ、アクセシビリティ確保に関して、法令で定めら

れた基準を満たす、もしくは、それを上回るようにすることとともに、お客

様に、正確で、見やすく、分かりやすい情報を提供することを定めています。

ソニーが製品をお届けしている全ての国や地域のお客様に、期待を超

える品質の製品とカスタマーサービスをお届けすることを社員一人ひとり

に徹底するため、ソニーの製品およびカスタマーサービスの品質に関する

基本的な考え方を示す「ソニー品質憲章」を定めています。

今後に向けて
今後も製品の安全性やセキュリティ、アクセシビリティを確保することを

基本とし、お客様の視点に立って考え、期待を超える品質とカスタマーサー

ビスを提供し続けていきます。そのためにも、世界中に展開されているネッ

トワークを活用し、収集した情報を分析し、新たな製品・カスタマーサービ

スに取り入れるサイクルを継続していきます。

■ これまでの取り組み

2001年 「ソニーCS憲章」を制定

2004年 顧客視点でのコーポレート品質基準を新たに制定

2006年 製品安全・品質担当の専任役員の新設、製品事故情報の経営層への
迅速報告ルールの強化

2007年 「ソニー品質憲章」制定 (2012年改定) 、エレクトロニクス関連会社お
よび地域ごとに品質オフィサーを設置

2009年 製品セキュリティ体制強化、「品質信頼性ラボ」発足

2014年 ソニーの製品、ネットワークサービス、ウェブサイトのセキュリティ問題
報告窓口「Secure@Sony」の設置

2017年 ソニーPSIRT (製品セキュリティインシデントレスポンスチーム) の運用
と対外活動の強化

2019年 アクセシビリティ推進責任者体制の運用

2020年 人間中心設計 (HCD) のスキルを持つ人材の採用・育成強化
エレクトロニクスビジネス領域における商品化プロセスへのAI倫理に
関する要求事項の組み込み

2021年 HCDの専門家を認定する制度を開始

概要
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品質マネジメント担当執行役員の役割
品質マネジメント担当執行役員は、製品品質・カスタマーサービス品質

の向上や問題発生時の適切な対応を統括しています。

お客様の安全に影響を及ぼす、またその可能性のある製品事故の発生

および製品やネットワークサービスのセキュリティ問題やその可能性につ

いてソニーに情報が入った場合、迅速に品質マネジメント担当執行役員に

報告が入るよう、全世界でルールを強化しています。品質マネジメント担

当執行役員は、受領した報告に基づいて、必要な検証と対応を関連部署

に指示し、お客様への適切な対応の実行を徹底しています。

品質オフィサーとCSオフィサーの役割
ビジネスユニットごとに品質向上活動の推進責任者 (品質オフィサー) 

を任命し、品質マネジメント担当執行役員および事業責任者の指揮・監督

のもと、それぞれの事業分野における製品やサービスの品質向上への取

り組みを推進しています。また、品質オフィサー会議を定期的に開催し、

品質事業計画の進捗確認と目標達成に向けた活動の促進、品質問題の共

有および共通課題に対する具体的な活動・対応などを協議しています。さ

らに、製品をお届けしている世界各地域にカスタマーサービス品質向上活

動の推進責任者 (CSオフィサー) を任命し、品質マネジメント担当執行役

員および地域本部責任者の指揮・監督のもと、グローバルレベルでカスタ

マーサービスの品質を向上させていくネットワークを構築し取り組みを推

進しています。ビジネスユニットの品質オフィサーと世界各地域のCSオ

フィサーによる品質・CSオフィサー会議を開催し、品質とカスタマーサービ

スの事業計画の進捗確認と目標達成に向けた活動の促進、ならびに世界

各地域における製品品質とカスタマーサービス品質向上の施策、共通課

題や取り組みを共有し、全世界で品質とカスタマーサービスの改善活動を

推進しています。

その他にも、ソニー製品に適用される法令や規制要求への適合を保証

するため、ビジネスユニットおよび地域ごとに組織を構築し、活動を推進

しています。

品質マネジメント活動
ソニーは、「ソニー品質憲章」を実現するため、ソニー製品の品質とカス

タマーサービスの取り組みに関する中期指針や年度の目標および事業計

画の指針を策定しています。この品質とカスタマーサービスの目標や事業

計画の指針を受けて、各ビジネスユニットと地域本部は、品質とカスタマー

サービスの年度の目標や事業計画を策定し、品質向上活動を推進してい

ます。エレクトロニクスビジネス領域のトップマネジメントによる会議では、

製品の品質とカスタマーサービスに関する重要施策などを確認・決定して

います。

また、ソニーの品質基準として、製品の安全性と性能、表示、カスタマー

サービス、使いやすさ、アクセシビリティなど、エレクトロニクス製品やその

カスタマーサービスが満たすべき品質要求事項を定めています。他にも、

技術の進歩、法規制や社会の変化に合わせて継続的な見直しの実施をは

じめ、期待を超える品質とカスタマーサービスをお届けするために必要な、

さまざまな社内の自主基準を制定・運用しています。

なお、エレクトロニクス製品を製造している事業所においては、ISO9001 

の認証を取得しています。

ソニーは、「ソニー品質憲章」で掲げている「社員一人一人がお客様の視

点に立って考え、期待を超える品質とカスタマーサービスをお届けする」た

めに、品質最優先を徹底し、製品品質のさらなる向上と品質マネジメント

体制の強化に継続的に取り組んでいます。

品質マネジメント体制
ソニーは、製品の企画・開発・設計・製造から販売・カスタマーサービス

までのプロセス全体で、品質マネジメント体制の枠組みの定義、製品やカ

スタマーサービスの品質に対する役割・責任・権限の定義、品質に関して

必要な社内ルールの整備などを行い、品質マネジメント体制を構築し維

持・向上しています。

この品質マネジメント体制に基づき、次のような仕組みや活動を通じて、

製品品質・カスタマーサービス品質の改善に継続的に取り組んでいます。

製品品質・
品質マネジメント ソニー

品質マネジメント担当上級役員

品質マネジメント担当執行役員

本社品質マネジメント担当組織の長

ビジネスユニット

事業所 販売会社

事業責任者

品質オフィサー

地域本部

地域本部責任者

CSオフィサー

品質マネジメント体制図

サステナビリティ関連情報

コーポレート・ガバナンス

倫理・コンプライアンス
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お客様の声の社内フィードバック
ソニーでは、お客様の声を積極的に製品やカスタマーサービスの改善に

生かす取り組みを行っています。製品をお使いいただいたお客様や、カス

タマーサービスをご利用いただいたお客様から寄せられるご意見や不具

合情報、使い方のご相談・ご質問などを、ご相談窓口でいち早く正確に把

握し、データベースに集約した上でご意見を分析し、商品企画や設計部門

などが製品・サービス品質関連部門と連携して、随時経営層にも報告しな

がら早期に品質改善・商品力向上に結びつける活動を展開しています。ま

た、お客様やセキュリティ研究者より製品やネットワークサービスにおける

セキュリティ脆弱性情報の報告を受け付ける公開窓口「Secure@Sony」

も設置し、適切なセキュリティ脆弱性対応を行っています。

お客様が利用するコミュニケーションツールは多様化しているため、よ

り広くお客様の期待にお応えするために、SNS上のお客様の声の分析にも

取り組んでいます。

市場品質監視
ソニーでは、事業領域ごとに品質保証の組織を持ち、管轄する製品の市

場品質の改善に取り組んでいます。また、本社には、市場で発生している

品質問題を国内、海外のさまざまな情報源から幅広くかつ迅速に収集し、

週次で本社の品質マネジメントおよび技術専門家に対して報告、共有する

機能を備えています。ここで報告された情報を元に市場対応が適切に実

施されているかどうかを確認し、その対応を徹底するとともに、品質問題

に対する再発防止策および未然防止策の確実な導入実施を推進すること

で、ソニーの品質改善を加速しています。

品質問題とその対応
ソニーは、品質こそお客様にソニー製品を満足・信頼・安心してお使い

いただくための最重要事項であると認識し、前述のような体制や取り組み

を通じ品質問題の再発防止・未然防止に努めています。

品質問題発生の際には事実調査や不具合への対応を、グローバルな視

点で関係組織が連携し迅速に実行しています。品質問題が発生した場合

のお客様対応に関しては、品質問題を認識して以降、さまざまな検討を行

い、お客様に対する告知、市場対応の判断とその実行までを、全てのソ

ニー製品の共通プロセスとして策定し運用しています。

まず、発生した品質問題に関して、世界各地域のカスタマーサービスの

拠点から品質情報を収集・確認し、現地と連携して問題の内容を正しく把

握します。それに基づき、問題の原因と対策、その効果を迅速に検証し、

問題をお客様の視点で捉え直し、問題に対する対応を決定します。その上

で、各地域の全てのお客様に同じカスタマーサービスが提供できるよう地

域のCSオフィサーと協力して対応方法を決定しています。

また、品質問題を伝える告知の方法は、お客様に対して問題の内容に応

じて最適となる情報伝達方法を検討し、ウェブサイト、電子メール、アプリ

を通じた通知などの媒体を利用しています。

重要なお知らせ

社内の品質情報窓口
品質問題は早期発見が重要です。ソニーは、品質に関する問題、情報、

意見などをグループ社員から幅広く収集するための品質情報窓口

(Quality Hot Line) を設置しています。

グループ社員は、職場での解決や判断が難しい製品やサービスの品質

問題、またお客様の立場でソニー製品やカスタマーサービスを利用して気

づいた点などについて、品質情報窓口の社内専用ウェブサイトから投稿す

ることができます。提供された情報は、全て事実確認が行われ、それぞれ

の製品やサービスの品質改善や品質問題の再発防止・未然防止策の立

案・導入に活用されています。

お客様 経営層ご相談窓口 製品・サービス品質関連部門

共通課題抽出・
品質改善の取り組み

商品企画・設計部門など

調査・解析

改善施策の実施

製品とサービスへ反映
品質問題 改善提案

買い物ご相談

使い方ご相談

修理ご相談

ご不満

ご意見

より良い製品とサービス

データベース

お客様の声分析

お客様の声の社内フィードバックの流れ

サステナビリティ関連情報

コーポレート・ガバナンス

倫理・コンプライアンス

テクノロジーの活用
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製品の品質・安全性・
長期信頼性

製品の品質向上
ソニーは、設計、製造、部品のそれぞれの業務領域で、以下のような製品

品質向上の取り組みを行っています。

設計品質
ビジネスユニットの責任者は、設計開始時には新規技術/新規部品や

ユーザー視点での使い方などを、また設計完了時には、予定されていた品

質レベルとその信頼性の実現状況を確認しています。加えて、ソニーを信

頼し製品を購入したお客様にご迷惑をかけない製品を提供するために、

OEM/ODM※を含めたソニー全体の品質基準を設け、設計完了時に遵守

確認を行っています。これらの取り組みにより、新規技術/新規部品から

の品質問題の発生を防止し、かつユーザーの利便性を考えた設計が行わ

れるようにしています。

※  OEM/ODM：製造を委託したメーカー (OEM) 、および設計・製造を委託したメーカー

(ODM) のこと

製造品質
全ての製造事業所において、不良品を「入れない」「つくらない」「出さな

い」管理に注力して、お客様に安心してお使いいただけるものづくりを

行っています。取り組みの事例としては、製造事業所ごとに品質に対し重

要な目標を設定して、PDCAの活動サイクルを回すことで目標を達成させ

て、製造品質の維持・改善を進めています。OEM/ODMでの製造に対して

も、ソニーの製造事業所と同じ製造品質を確保すべくソニーとしての製造

品質管理に関する標準ルールを設けて品質確保を行っています。

部品品質
製品に組み込まれる部品においては、長期使用を前提とし信頼性が求

められる重要な部品を製品カテゴリーごとに見極め、関係組織が協力し

て、新規の信頼性評価技術を開発するなど、部品信頼性向上の取り組み

を進めています。

製品の安全性向上
お客様に安全に安心してお使いいただける製品を提供することは、ソ

ニーにとって最重要事項のひとつです。ソニーは、全ての製品・サービスに

おいて、企画、開発、設計、製造、販売、アフターサービスなど、事業活動の

どの段階においても、製品の安全性を保つため、法令に定める基準を満

たす、またはそれを上回るための手だてを継続的に追求し、実施していま

す。その一環として、医学的な観点から安全性を検討するチームを組織し、

新しい技術を用いた製品の開発やイベントでの利用においては、お客様

の健康に影響を及ぼすことがないよう、社外の専門家による医学的な観

点からの助言も得ながら、技術の検証および製品の開発・設計に取り組ん

でいます。専門家の助言を踏まえ必要と判断した場合には、専門機関の

協力も得ながら、安全性を検証する評価試験を実施しています。

また、ソニーの製品に関して、安全に関する問題などが報告された場合

は、ソニーは、速やかに事実調査を行い、適切な処置を実施します。

製品の長期信頼性向上
ソニーでは「品質信頼性ラボ」を設置し、お客様に安心して長くお使い

いただける製品の提供を目指しています。

「品質信頼性ラボ」では、信頼性技術の向上に専任で取り組む技術者を

配し、長期信頼性の向上に向け材料や部品の経時劣化や腐食などにかか

わる要素技術、新規技術や新規製品に求められる機能に即した新たな信

頼性技術や評価・解析技術の研究開発に取り組んでいます。開発した技

術と得られた知見などを設計や部品選定に生かすことで、製品の信頼性

を高めています。さらに、一部の評価手法については、ソニー内の共有に

とどめることなく学会や工業会でも公開し、情報共有も行っています。

製品セキュリティ
製品のネットワーク化が進み個人情報などの漏えいやデータの改ざんま

たは破壊、および製品への乗っ取りなどが生じる危険性が増しており、製

品・ネットワークサービスのセキュリティ強化が重要視されています。

ソニーは、外部専門機関や研究者、個人などから広くセキュリティ情報

を収集することに加え、製品セキュリティに関する責任者を配し、対応組

織を設けるとともに、各ビジネスユニットと連携し対応していく体制を構

築しています。入手した情報をもとに責任者が中心となり該当製品の調

査を行うとともに、製品セキュリティの観点からお客様に与える影響に応

じた適切な対策を講じています。

また、お客様に安心してお使いいただける製品をお届けできるよう、セ

キュリティ設計・対応の仕組みを導入しています。2012年には「ソニーセ

キュリティ開発ライフサイクル」として製品開発やネットワークサービスに

おける企画から廃棄に至るまでの各フェーズにおいて、セキュリティ品質

を向上させるための施策とルールをまとめました。この中で製品・ネット

ワークサービスのリスクアセスメントやセキュリティ脆弱性検出ツールによ

る出荷前検査の実施も規定しています。全ての製品・ネットワークサービ

スではこれらの施策・ルールが遵守されており、その遵守状況について定

期的な点検・監査も実施しています。さらに、これら製品セキュリティ確保

に関する社内ルールの定期的な改定と継続的な社内教育を実施すること

で、製品セキュリティ対応を一層強化しています。

一方、IoT (Internet of Things、モノのインターネット) のセキュリティ問

題に関する関心の高まりを受け、各国および地域において新たなIoTセ

キュリティの法規制の整備が進む中、IoTセキュリティ法規制への対応も

「ソニーセキュリティ開発ライフサイクル」に規定しています。法規制情報

の収集・対応の体制を整えるとともに、各国および地域の法規制を遵守す

る運用を構築し、確実な対応を進めています。

製品開発
フェーズ

セキュリティ
施策

セキュリティ
適用体制

セキュリティ
設計 安全な実装 セキュリティ

テスト
セキュリティ
品質対応

安全な
運用・保守 情報の消去

トレーニング

商品企画 設計 実装 検証 製造 運用保守 廃棄

ソニーセキュリティ開発ライフサイクル
(製品やネットワークサービスのセキュリティ品質向上を主眼とした製品開発に
おける開発プロセス)

サステナビリティ関連情報
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倫理・コンプライアンス
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カスタマーサービス

ソニーは、製品品質のさらなる向上に取り組むとともに、「ソニー品質憲

章」で掲げている「社員一人一人がお客様の視点に立って考え、期待を超

える品質とカスタマーサービス」をお届けし続けるために、お客様応対に

おいては、時代の変化とともに変わるお客様のニーズに対応し、修理サー

ビスにおいては、より良い修理品質を提供できるサービス体制の構築など

さまざまな活動を行い、お客様満足の向上に努めています。

体制
ソニーは、製品をお届けしている世界各地域にCSオフィサーを任命し、

品質マネジメント担当執行役員および地域本部責任者の指揮・監督のも

と、ソニーの全世界共通のKPIを掲げ、グローバルレベルでカスタマーサー

ビスの品質を向上させていくネットワークを構築し、それぞれの地域のお

客様のご要望に添ったカスタマーサービスを提供できるよう取り組みを推

進しています。

お客様対応サービススタッフの育成
ソニーは、グローバルに質の高いカスタマーサービスの提供に取り組ん

でいます。そのため、お客様応対業務に携わる社員、およびパートナーの

スタッフを対象に、特にお客様がお困りの問題に迅速に対応できるよう、

新技術の習得や解決策を共有するとともに、カスタマーサービスのシステ

ムの改善や新たなツールを導入しています。また、ソニー製品をお客様が

より快適にお楽しみいただけるよう、継続的な研修・教育の実施を徹底し

ています。

ご相談窓口、カスタマーサービス向上
ソニーは、ソニー製品やカスタマーサポートに関するお客様からのお問

い合わせに対応するための窓口として、1963年に「お客様ご相談セン

ター」を国内に開設しました。以来、その機能を全世界に展開するととも

に、お客様重視の応対とさらなるお客様応対業務の品質向上に努めてい

ます。現在、グローバルにおいて29拠点のコンタクトセンターを構え、127 

カ国のカスタマーサービスに対応しています。

既存の電話や電子メールによるサポートに加え、地域によっては、お客

様がリアルタイムでオペレーターとチャットできるサポート、SNSやメッセ

ンジャーアプリを利用したサポート、フォーラムの開設によるお客様同士に

よる相互解決の場の提供など、それぞれの地域ごとに多様化するお客様

のニーズに合わせたサポートを提供しています。

さらにお問い合わせ窓口に対する満足度調査を行い、改善を実施する

ことにより、常にお客様満足度の向上に努めています。

使い方説明の利便性向上と
地球環境保全の両立

製品の使い方説明に関して、知りたいことがすぐに見つかるなど、検索

性、利便性を高めるため、ウェブサイト版取扱説明書の提供、サポートウェ

ブサイトのさらなる充実化を進めています。

ウェブサイトにおいては、製品そのものに加え、ソフトウェアやネットワー

クサービスのアップデートなどに追従したサポート情報を充実させること

により、ソニー製品、ソフトウェア、サービスへのお客様の理解を深めてい

ただくとともに、トラブルを迅速に解決できるよう努めています。また、お

客様の利用環境に合わせ、モバイル端末にも対応したサポート情報を提

供しており、利便性の向上を図っています。ウェブサイトでは40言語に対

応したサービスを提供しています。

紙の取扱説明書に関しては、「スタートガイド」と位置づけて、製品の接

続や設定などの準備から基本的な機能を使っていただくまでの情報に注

力して提供しています。

また、ビジュアル表現を充実させて文章を最少化することで、複数言語

で書かれていた世界共通製品の取扱説明書の集約を可能にし、さらに紙

の使用量そのものの削減による地球環境の保全にも貢献しています。

修理サービス
ソニーは、全世界に3,286カ所の修理サービス拠点を擁しています。お

客様の満足度向上に向け、受付窓口での故障診断、修理品質の向上、修

理日数の短縮などお客様のご要望にお応えできるよう取り組んでいます。

また、製品の特性に応じて各地域で適切な修理対応ができるよう、継続的

な修理環境の整備を進めています。さらに、修理情報を製品品質にフィー

ドバックする体制を強化することで、製品品質改善を促進しています。

地域 修理サービス拠点

日本 405

米国、カナダ 608

欧州 726

中国大陸・香港地区 567

アジア・太平洋地域※1 531

その他地域※2 449

※1 東南アジア、オセアニア、インド、韓国、台湾地区

※2 中近東、中南米、アフリカ

コンスーマーAV関連製品の修理サービス拠点数 (2023年度)
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顧客体験の向上

私たちソニーは、「顧客体験」を品質の一要素として捉え、日々デザイン・

開発に取り組んでいます。

多様化するお客様のニーズを的確に捉えた顧客体験を実現する取り組

みの一環として、人間中心設計 (Human-Centered Design：HCD) のプ

ロセスを取り入れ、お客様の視点に立った活動を推進しています。

体制
ソニーでは、品質マネジメント担当執行役員のもと、グループ横断で活

動を推進するチームを中心に、ビジネス部門などの関連部署と連携して、

HCDに取り組んでいます。横断的な協力体制のもと、技術の進歩による製

品の多機能化やUI (ユーザーインターフェース) の進化に応じて、できるだ

け使いやすく、快適に利用できる製品やサービスの提供を目指しています。

人間中心設計 (HCD) に基づいた 
製品やサービスの開発

お客様の本質的なニーズを捉えた体験の実現と使いやすさ (ユーザビ

リティ) の向上に取り組んでいます。国内外でインタビューや家庭訪問など

によるユーザーリサーチの実施や、設計の上流段階からプロトタイピング

やユーザビリティテストによる課題発見と改善を繰り返し行っています。

製品の発売前だけでなく、発売後においても、お客様へのインタビューを

含む長期的な利用状況調査を実施しています。また、お客様がサービスを

利用する際にどのように行動し、どのような感情を抱くのかを分析し、関

係者でお客様視点を共有しながら顧客体験の向上に取り組んでいます。

完全ワイヤレスヘッドホン『WF-1000XM4』では、このHCDの取り組み

を通じて、コンパクトでシンプルなパッケージデザインと、お客様の円滑な

セットアップ体験を両立しました。製品を取り出す過程において、お客様が

自然な流れで必要な情報に気づき、使い始められるという顧客体験が、

パッケージの小型化によって損なわれることのないよう、HCDの専門家と

企画担当者、設計担当者、デザイン担当者が連携して検証と改善を繰り返

しました。その結果、前モデルからの大幅な小型化とともに、自然な形で

お客様を必要な操作へと導くパッケージデザインを実現しました。

新宿の東急歌舞伎町タワー内にあるミッション攻略型のアトラクション

施設「THE TOKYO MATRIX」では、企画段階からユーザー視点を重視し、

究極の攻略体験を追求し続けています。オープン前、施設内のどこで待機

時間ができてしまうのか、ゲームの難易度が適正か、ユーザー視点で検証と

改善を繰り返し、待機時間の短縮とゲーム難易度の適正化を実現しました。

WF-1000XM4

THE TOKYO MATRIX

ユーザーリサーチ/テストを
実施するための仕組み

国内外の拠点との連携や、オンライン方式の活用などユーザーリサーチ

/テストを迅速かつ効率的に実施できる体制と環境を整えています。社員

や社員のご家族がアンケート調査やインタビュー、ユーザビリティテストに

協力する「社内モニター制度」を設けています。この制度には、障がいのあ

る社員も参画しており、より多様なユーザーの声を集めることができます。

これらの体制や制度により、優れた顧客体験と使いやすさの実現を支えて

います。

社内基準の策定とノウハウ継承
ソニーグループの製品やサービスの設計代表者が集まり、画面上の言

葉やアイコンの使い方、操作作法などのガイドラインを定めています。そ

の一部は、製品・サービスが遵守すべき品質要求事項としてソニーグルー

プの品質基準にも盛り込まれており、品質マネジメント体制のもと、継続

的な管理、運用を行っています。また、インクルーシブデザイン導入に向け

て、HCDを取り入れた商品化プロセス規定を制定しました。さらに、ユー

ザーリサーチ/テストで得た知見や開発現場で蓄積されたノウハウ、UX 

(ユーザーエクスペリエンス) デザイン手法の活用事例などを、組織を超え

て共有しています。

商品化プロセスを含むガイドラインやノウハウは社内ポータルサイトで

も公開し、ソニーグループの誰もが参照できるようにしています。製品や

サービスの開発現場では、これらを活用しながら、お客様にとっての使い

やすさを追求し続けています。

人間中心設計 (HCD) の人材育成と
社内啓発活動

HCDについての理解を深めるため、有識者による講演会や、HCDを学

ぶe-ラーニング研修を全社員に向けて実施しています。

また、HCDのスキルを持つ人材の採用や育成にも取り組んでいます。お

客様のニーズを捉えた体験を実現するための手法を学ぶ研修や、約半年

をかけてHCDのプロセスや手法を体系的に学び、お客様視点の活動を

リードできる人材を育成するプログラムを継続的に実施しています。これ

らを通じて、さまざまな立場で製品・サービスにかかわる社員がHCDの知

識習得やスキル向上に努めています。

さらに、2021年には、現場をリードする高い専門性と実績を持つ社員

をHCD専門家として認定する制度を開始しました。2023年には新たに

3名が認定され、全16名のHCD専門家が国内外の開発現場における

HCDのさらなる定着に取り組んでいます。

ユーザビリティテストの様子

サステナビリティ関連情報

コーポレート・ガバナンス

倫理・コンプライアンス

テクノロジーの活用

環境

コミュニティ・エンゲージメント
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責任ある
サプライチェーン

基本的な考え方
近年、製品のサプライチェーンに対する企業の社会的責任に関するス

テークホルダーの関心が高まっています。ソニーでは、こうした関心に配

慮し、自社のみならずサプライヤーや製造委託先を含む生産現場、鉱物採

掘現場などサプライチェーンにおける人権、労働環境、安全衛生や環境な

どの課題に、サプライヤーとともに取り組むことが求められていると考え

ます。

ソニーの全ての役員、および従業員は、「ソニーグループ行動規範」を遵

守し、倫理的な事業活動を行うことを基本としています。その上で、「サプ

ライチェーンマネジメント」「責任ある鉱物調達」に注力し、サプライヤーや

製造委託先とともに、「ソニーサプライチェーン行動規範」や「ソニーグルー

プ責任ある鉱物サプライチェーン方針」の遵守活動を通じて「責任あるサ

プライチェーン」を推進し、関連業界団体などのステークホルダーと協働し

た活動を展開します。

体制
サステナビリティ担当上級役員のもと、本社のサステナビリティ部門が

中心となり、事業の調達部門や関連部署、各製造事業所の管理部門など

と協力し、責任あるサプライチェーンの実現に向けた活動を推進してい

ます。

今後に向けて
責任あるサプライチェーンの実現を目指し、一次サプライヤーを通じて

二次以降のサプライヤーにも「ソニーサプライチェーン行動規範」の遵守を

要請するなど、自社およびサプライヤーへのアセスメントをより徹底して

いきます。さらに、社員への研修に加えて、サプライヤーに対しての意識や

対応能力を向上させるため、サプライヤーとのコミュニケーションを通じ

て啓発活動を実施します。また、高リスク鉱物の調達についてもさまざま

なステークホルダーと協働しながら引き続き対応を強化していきます。

■ これまでの取り組み

2004年 EICCに設立メンバーとして加盟

(現：Responsible Business Alliance)

2005年 「ソニーサプライヤー行動規範」制定

2006年 エレクトロニクス事業所においてEICCセルフアセスメント実施開始

2012年 「ソニーサプライヤー行動規範」第2版へ改定

2014年 「ソニーグループ紛争鉱物方針」制定、紛争鉱物の使用状況調査を
開始

2016年 「ソニーサプライチェーン行動規範」制定、コバルトサプライチェーンの
アセスメントを開始

2017年 「ソニーグループ責任ある鉱物サプライチェーン方針」の策定

2021年 「ソニー・ピクチャーズ エンタテインメントサプライヤー行動規範」制定

2022年 「ソニー・ミュージックサプライヤー行動規範」制定

2023年 「Sony Interactive ビジネスプリンシプル」制定

2024年 「ソニーサプライチェーン行動規範」第4.0版へ改定

概要

ソニーサプライチェーン行動規範［PDF：485KB］

ソニーグループ責任ある鉱物サプライチェーン方針［PDF：282KB］

「ソニーグループ エレクトロニクスサプライチェーンにおける苦情受付
窓口」の設置について
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サプライチェーン
マネジメント

ソニーでは、自社エレクトロニクス製造事業所およびサプライヤーや製

造委託先の生産現場も含めたサプライチェーンマネジメントに取り組んで

います。

ソニーのサプライチェーン
ソニーは、さまざまな種類の電子機器やデバイスなどの開発、設計、製

造、販売を行っており、ソニーのサプライチェーンは、全世界に広がってい

ます。自社エレクトロニクス製造事業所は、2024年8月時点で、日本、中

国、韓国、タイ、マレーシア、英国に12拠点あります。また、世界中のサプ

ライヤーからソニーの電子製品の材料と部品を調達しています。

2023年度の原材料・部品サプライヤーおよび製造委託先 (OEM/ODM

サプライヤー) との取引金額ベースの地域別比率は、中国大陸・香港地区

53.5%、日本11.1%、アジア・太平洋地域26.4%、欧州3.4%、その他地域

5.5%でした。

所在地 事業所名

日本

ソニーグローバルマニュファクチャリング&オペレーションズ(株)
ソニーセミコンダクタマニュファクチャリング(株)
ソニーストレージメディアマニュファクチャリング(株)
ソニー・太陽(株)

中国
Sony Precision Devices (Huizhou) Co., Ltd.
Shanghai Suoguang Visual Products Co., Ltd.
Sony Digital Products (Wuxi) Co., Ltd.

韓国 Sony Electronics of Korea Corp.

タイ
Sony Technology (Thailand) Co., Ltd.
Sony Device Technology (Thailand) Co., Ltd.

マレーシア Sony EMCS (Malaysia) Sdn. Bhd.

英国 Sony Europe B.V. UK Technology Centre

自社エレクトロニクス製造事業所 (2024年8月時点)

中国大陸・香港地区
53.5%

日本 11.1%

アジア・太平洋地域
26.4%

欧州  3.4%

その他地域  5.5%

注) 各区分の属する主な国または地域
• アジア・太平洋地域：東南アジア、インド、オセアニア、台湾地区、韓国 
• その他地域：中近東、中南米、アフリカ、米国、カナダ
金額は取引サプライヤーの登記簿上の立地に基づき算出

原材料・部品およびOEM/ODMサプライヤー地域別比率

(2023年度取引金額ベース)
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「ソニーサプライチェーン行動規範」 
制定と推進体制

ソニーは、グローバル企業が社会の一員として、自社の生産現場のみな

らず部品調達先や製造委託先の生産現場も含めたサプライチェーンに対

して、果たすべき責任の重要性が高まっていることを認識しています。ソ

ニーはサプライヤーとともに、サプライチェーンにおける人権、労働環境、

安全衛生、環境などに関する課題に取り組み、責任あるサプライチェーン

の実現を目指しています。

「ソニーサプライチェーン行動規範」の制定
ソニーは業界のベストプラクティスとなっている「RBA行動規範」の策定

にかかわるとともに、同行動規範を「ソニーサプライチェーン行動規範」と

して適用し、自社製造事業所、自社製造事業所にサービスを提供するサプ

ライヤー、製造委託先および原材料・部品サプライヤーに対し遵守のため

の取り組みを積極的に進めています。「RBA行動規範」は、英語、中国語、

日本語、タイ語、マレーシア語など28言語に翻訳されています。

「ソニーサプライチェーン行動規範」の遵守はサプライヤーと取引を開始

する際に締結する契約書に盛り込まれています。製造委託先、および原材

料・部品サプライヤーに対しては、「ソニーサプライチェーン行動規範」にお

ける顧客要件として、「グリーンパートナー環境品質認定制度」および「ソ

ニーグループ責任ある鉱物サプライチェーン方針」に定める要請事項を遵

守すること、自身のサプライチェーンに対する「ソニーサプライチェーン行

動規範」の配布および遵守を要請しています。

また、ソニーはRBAの設立メンバーとして、業界全体の取り組みのもと、

サプライヤーのアセスメントや継続的なモニタリングを行うなどの取り組

みを強化しています。

ソニーのサステナビリティ (パートナーシップとフレームワークへの参画)

Responsible Business Alliance (責任ある企業同盟、RBA) との協業

ソニーサプライチェーン行動規範［PDF：485KB］

Responsible Business Alliance 

鉱物の採掘・
原材料の採取など

原材料・部品、
サービスの調達 ソニー

製造
(デバイス・製品)

販売

製造委託先

製造

サービス /
小売店

サプライチェーンのイメージ図

A.労働 B.安全衛生 C.環境 D.倫理 E.マネジメントシステム

1) 強制労働の禁止
2) 若年労働者
3) 労働時間
4) 賃金および福利厚生
5)  差別の排除 / ハラスメント

の禁止 / 人道的待遇
6)  結社の自由および団体交渉

1) 労働安全衛生
2) 緊急時への備え
3) 労働災害および疾病
4) 産業衛生
5) 身体に負荷のかかる作業
6) 機械の安全対策
7) 衛生設備、食事、および住居
8) 安全衛生に関する連絡

1) 環境許可と報告
2) 汚染防止と省資源
3) 有害物質
4) 固形廃棄物
5) 大気への排出
6) 資材の制限
7) 水の管理
8)  エネルギー消費および温室

効果ガスの排出

1) ビジネスインテグリティ
2) 不適切な利益の排除
3) 情報の開示
4) 知的財産
5)  公正なビジネス、広告、およ

び競争
6) 身元の保護と報復の禁止
7) 責任ある鉱物調達
8) プライバシー

 1) 企業のコミットメント
 2) 経営者の説明責任と責任
 3) 法的要件および顧客の要件
 4) リスク評価とリスク管理
 5) 改善目標
 6) トレーニング
 7) コミュニケーション
 8)  労働者 / ステークホルダー

の関与と救済へのアクセス
 9) 監査および評価
10) 是正措置プロセス
11) 文書化と記録
12) サプライヤーの責任

「ソニーサプライチェーン行動規範」項目
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推進体制
ソニーでは、本社のサステナビリティ部門が中心となり、事業の調達部

門や関連部署、各製造事業所の管理部門などと協力し、責任あるサプラ

イチェーンに向けた活動を推進しています。

サステナビリティ担当上級役員の指示のもと、サステナビリティ部門が

外部動向の把握やステークホルダーとのコミュニケーションをもとに全社

的な基本方針を定めています。

サステナビリティ担当上級役員が任命した各事業の運用責任者が担当

事業領域において、「ソニーサプライチェーン行動規範」の遵守要請、リス

クアセスメントおよび継続的なモニタリング、改善措置にわたる全般的な

運用責任を担っています。

アセスメント実施の結果や外部からの指摘により、「ソニーサプライ

チェーン行動規範」の違反のおそれがあることを認識した場合や、法令に

関する重大な違反が判明した場合、または、調査や監査の実施に対してサ

プライヤーから十分な協力が得られないなどの場合は、本社のコンプライ

アンス部門およびサステナビリティ部門と連携の上、運用責任者により事

実確認を踏まえた必要な措置がとられ、本社サステナビリティ担当上級役

員に報告される体制としています。

自社エレクトロニクス製造事業所に対
する取り組み

継続的なアセスメントの実施
自社の生産現場における「ソニーサプライチェーン行動規範」の遵守状

況を把握する取り組みの一環として、RBAの標準ツールを活用し、遵守

チェックや改善実施などのアセスメントおよび継続的なモニタリング活動

に取り組んでいます。

具体的には、全エレクトロニクス製造事業所を対象に、RBAの調査票に

よるセルフアセスメント調査を年に一度実施し、「ソニーサプライチェーン

行動規範」において規定される「労働、安全衛生、環境、倫理、マネジメン

トシステム」に関するチェックを行っています。調査の結果、遵守状況に課

題があり、当該課題に対する改善が必要と判断された製造事業所につい

ては、改善策の検討・実施を行っています。

2023年度は、日本、中国、韓国、タイ、マレーシア、英国の製造事業所

12拠点を対象にセルフアセスメント調査を実施し、全製造事業所でリスク

は低いという結果が得られました。

また、一部の製造事業所においてはRBA監査または同等の監査を定期

的に実施しています。

外国人労働者の雇用および労務状況
近年、エレクトロニクス製品や部品の製造工場で働く外国人労働者や移

民労働者に対する強制労働が国際的な問題となっています。日本国内に

おいても、重要な社会課題のひとつとして認知が高まっています。

こうした状況を受け、ソニーでは、RBAの調査票を活用した外国人労働

者の雇用状況のセルフアセスメントを実施しています。アセスメントには、

対象の製造事業所における外国人労働者 (直接雇用および間接雇用を含

む) の有無や、外国人労働者がいる場合の雇用プロセスや労務状況の確

認が含まれます。さらに、2020年から継続している活動として、技能実習

生を雇用する国内の構内製造委託先事業者数社を対象に、日本および技

能実習生の採用国における技能実習生の雇用プロセスや労務状況に関す

る書面でのアセスメントを実施しています。その結果、一部の構内製造委

託先事業者で雇用の自由選択や雇用手数料に関する方針が新たに設定

サステナビリティ担当上級役員

本社サステナビリティ部門

サービス
サプライヤー

構内製造委託・
派遣会社

原材料・部品
サプライヤー

製造委託先

各事業運用責任者

各製造事業所

運用担当者

「ソニーサプライチェーン行動規範」運用体制

されるなどの改善が実施されたことを確認するとともに、全体として「ソ

ニーサプライチェーン行動規範」における労働基準遵守への取り組みが継

続されていることを確認しました。また、技能実習生が雇用手数料を負担

することを防止するため、技能実習生を雇用する構内製造委託先に対し

て、改めて「ソニーサプライチェーン行動規範」の遵守要請を行い、遵守承

諾書を入手しました。
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新規サプライヤー
新規に取引を開始する全てのOEM/ODMサプライヤー、原材料・部品

サプライヤーとその製造工場に対して、サプライヤーのリスクレベルに応じ

たアセスメントを実施しています。まず、直接取引を行う全てのサプライ

ヤーとその製造工場に対して、「ソニーサプライチェーン行動規範」の遵守

を要請します。さらに、当該サプライヤーとその製造工場の所在地域・国

や規模、業態・業容などの要素に基づきリスクレベルを区分し、対象先に

対してRBAの調査票またはRBA行動規範に基づいた労働、安全衛生、環

境、倫理に関する調査票を利用したアセスメントを実施します。

アセスメントでは、近年、国際的な問題となっている外国人労働者、移

民労働者や移住労働者に対する強制労働問題も含めた「ソニーサプライ

チェーン行動規範」の各項目が遵守されているかを評価します。サプライ

ヤーから回収された調査票に基づき、潜在リスクを分析・特定し、製造工

場ごとに評価します。

さらに、第三者のスクリーニングツールを用い、対象サプライヤーの人

権侵害リスク (人身売買、児童労働、強制労働を含む) の確認を実施して

います。

既存サプライヤー
取引規模の大きい主要なOEM/ODMサプライヤーについては、取引開

始以降、継続して年に一度RBAの調査票を利用したアセスメントを実施し

ており、アセスメントの結果、リスクが高いと判断されたOEM/ODMサプ

ライヤーについては、第三者監査の実施を含む現場監査を実施します。

さらに、エレクトロニクス産業全体のサプライチェーンにおける強制労働

問題についてステークホルダーの関心が高まっていることを踏まえ、既存

原材料・部品サプライヤーに対する「ソニーサプライチェーン行動規範」遵

守状況の定期的な評価活動を2020年より強化しました。新規サプライ

ヤーと同様に、サプライヤーとその製造工場の所在地域・国や規模、業態・

業容などの要素に基づきリスクレベルを区分し、アセスメント対象となる

サプライヤーを特定します。アセスメント対象となるサプライヤーに対し

て、RBAの調査票またはRBA行動規範に基づいた労働、安全衛生、環境、

倫理に関する調査票によるアセスメントを行います。サプライヤーから回

収された調査票に基づき、潜在リスクを分析・特定し、製造工場ごとに評

価します。

ソニー 製造会社

製造会社

製造会社

製造
委託先

製造
委託先商社

評価結果提出

評価依頼

評価結果提出

評価依頼

評価結果提出

評価依頼

評価結果提出

評価依頼

評価結果提出

評価依頼

評価結果提出

評価依頼

サプライヤーアセスメントの対象

リスク

高

低

訪問
評価

調査票による
アセスメント

(SAQ)

「ソニーサプライチェーン行動規範」
遵守要請

(「RBA行動規範」)

リスクに応じたサプライヤーアセスメント

サプライヤーに対する取り組み

「ソニーサプライチェーン行動規範」の遵守要請と 
遵守状況の把握
遵守要請
「ソニーサプライチェーン行動規範」の遵守は、原材料・部品サプライ

ヤーと取引を開始する際に締結する契約書に盛り込まれています。また、

「ソニーサプライチェーン行動規範」は全てのサプライヤーとの新規契約時

に配布され、改定時に再配布・周知されます。さらに、定期的な周知およ

び遵守承諾書の取得を行っています。

新規取引開始時においては、取引先となる製造会社およびソニーに原

材料・部品を供給する工場に対して、「ソニーサプライチェーン行動規範」

の遵守を要請しています。また、一次サプライヤーが商社の場合は、商社

を通して供給部品の製造会社およびその工場から遵守承諾書を入手し、

遵守要請を確実に実施しています。

また、二次以降のサプライチェーンに対しても一次サプライヤーを通じ、

自身のサプライチェーンに対する「ソニーサプライチェーン行動規範」の配

布および遵守要請などを行っています。

サプライヤーアセスメント
「ソニーサプライチェーン行動規範」への遵守状況を把握するため、全て

の原材料・部品サプライヤーとその製造工場に対して、サプライヤーのリ

スクレベルに応じたアセスメントを実施しています。ソニーと製造工場の

間に直接の取引関係がない場合は、一次サプライヤーの商社や製造会社

を通じてアセスメントを行っています。

「ソニーサプライチェーン行動規範」の遵守に疑義がある製造工場に対

しては、リスクに応じて改善指導や第三者監査を含む訪問評価を行い、現

場の管理状況について従業員またはマネジメントにヒアリングを実施しま

す。監査はRBA監査基準と同様の考え方のもと、契約、労働時間、方針と

手順などの文書、および安全衛生の検証が含まれます。指摘事項がある

場合は改善指導を行い、改善結果を検証し継続して評価します。「ソニー

サプライチェーン行動規範」に対する重大な違反 (強制労働、児童労働、

非人道的な処遇、不当差別、緊急災害時への対応計画不備、労働者の生

命を脅かす重大な人身事故を即座に引き起こす危険性の存在、深刻な環

境汚染など) が確認された場合や、調査や監査の実施に際して十分な協

力が得られない場合は、当該サプライヤーとの取引関係を見直すことを

基本方針としています。
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訪問評価時の指摘事項における改善指導事例
■ 労働時間
(事例) サプライヤーにおける、超過労働時間 (週60時間超)

(改善指導) 労働時間の計画改善要請、改善完了まで継続モニタリング

■ 授乳中の母親に対する合理的な配慮
(事例) 授乳中の母親に対する搾乳スペースが提供されていない

(改善指導) 搾乳スペースを提供するよう要請し、改善結果を確認

■ 適切な個人用保護具の使用
(事例) 揮発性有機化合物を使用する作業エリアで労働者が適切な防護マ

スクを使用していない

(改善指導) 適切な防護マスクを使用するよう要請し、改善結果を確認

■ 避難非常口へのアクセス
（事例） 避難非常口の施錠

（改善指導） 避難時に障害となる施錠解除を要請し、改善結果を確認

「ソニーサプライチェーン行動規範」の遵守を要請する

リスクレベルを区分する

リスクのあるサプライヤーに対して、書類評価を実施する

回収した書類評価結果を分析し、リスクを特定する

訪問評価を実施する

訪問評価で発見した問題点に対して、
改善を要求する

改善結果を行動規範に合わせて
精査する

改善を指導する

調達総括責任者による最終判定

行動規範遵守に
重大な違反あり

行動規範遵守に
重大違反のおそれあり

軽微な違反 違反なし

行動規範遵守を
確認できない

行動規範遵守を
確認できた

取引しない

調達総括責任者による最終判定

取引開始

サプライヤーとの新規取引開始時アセスメントフロー図

2023年度アセスメント実施結果

新規サプライヤー
2023年度に56工場に対し調査票によるアセスメントを行いました。軽

微な違反を特定したサプライヤー 5工場に対して書面での改善指導を行

いました。違反の疑義があると判断されたサプライヤー 8工場に対して第

三者監査会社による訪問評価を実施し、指摘および改善指導を行いまし

た。いずれの場合も改善計画の立案を要請し、計画の進捗の管理とエビ

デンスを元に改善結果の確認を行っています。

既存サプライヤー
2023年度に179工場に対し調査票によるアセスメントを行いました。

軽微な違反を特定したサプライヤー 4工場に対して書面での改善指導を

行いました。違反の疑義があると判断されたサプライヤー 4工場に対して

第三者監査会社によるリモートもしくは訪問評価を実施し指摘および改

善指導を行いました。改善計画の立案を要請し、計画の進捗管理とエビ

デンスをもとに改善結果の確認を行っています。

※  調査票によるアセスメント総数に対して訪問評価を行い、確認された各違反の割合。

訪問評価では、同一サプライヤーで複数の違反が特定される場合も含む。

週労働時間 60 時間超 4.3%

7 日ごとに 1 日以上の休暇未取得 3.0%

控除または社会保険料の不備 2.6%

妊婦/授乳中の母親に対するリスク低減策、合理的な配慮不足 2.1%

避難非常口へのアクセスに関する不適合 2.1%

行動規範運用のため管理プロセス不備 2.1%

2023年度アセスメントのうち、訪問評価で特定した違反項目（上位5位）

実施内容 2021年度 2022年度 2023年度

調査票によるアセスメント 796 406 235

書面での改善指導 94 75 9

リモート/訪問評価 39 64 12

(工場数)新規および既存サプライヤーアセスメント実施結果
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サプライヤーとのコミュニケーション
ソニーはサプライヤーとのコミュニケーションを重視しており、さまざま

な取り組みを行っています。

原材料・部品サプライヤーへの動画配信および教育
ソニーの責任あるサプライチェーンを含めたサステナビリティに対する

取り組み方針をより理解していただくため、教育・啓発活動を継続してい

ます。2021年度にはサプライヤー向け配信システムなどを通じ、取引が

ある全てのサプライヤーに動画配信を行いました。動画は日本語・英語・

中国語に対応しており、「ソニーグループ行動規範」および「ソニーサプライ

チェーン行動規範」で求められる内容の共有に加え、サプライチェーン上

流への「ソニーサプライチェーン行動規範」遵守に関する管理体制の構築

要請を行いました。2022年度にサプライヤー向け「温室効果ガス排出削

減」の教育動画を配信し、サプライヤーの温室効果ガス排出削減活動を支

援しました。2023年度には一定金額以上の取引があるサプライヤーに対

し、ソニーのサステナビリティ方針およびサステナブル調達方針を説明す

る動画を配信しました。この動画を通して、「ソニーサプライチェーン行動

規範」の内容、「ソニーグループ責任ある鉱物サプライチェーン方針」、およ

びサプライチェーンにおける気候変動対策について説明し、各項目につい

てサプライヤーへの協力を要請しました。

サプライヤーのサステナビリティ活動の可視化
サプライヤーを選定する際の重要な判断材料として、人権・倫理・環境・

安全衛生への取り組みを含む「ソニーサプライチェーン行動規範」の遵守

を確認しています。また、サプライヤーのサステナビリティ活動がより重要

となることを踏まえ、2021年度にサプライヤーのサステナビリティ活動 

(「ソニーサプライチェーン行動規範」遵守、環境負荷低減の取り組みなど) 

を可視化し、一元管理するシステムを構築し、2022年度より運用を開始し

ました。サプライヤーに対しては、上記取り組みの意義や社会的な重要性

の伝達を含めた直接的な改善指導やコミュニケーションを行うことで、サプ

ライヤーのサステナビリティ活動へのモチベーションを醸成し、「ソニーサプ

ライチェーン行動規範」の遵守が持続的なものとなるよう努めています。

調達担当者の能力開発

社内調達関係者の研修・意識向上
ソニーは調達に携わる社員に対して、調達に関する社会的責任および

「ソニーサプライチェーン行動規範」の研修を実施しています。

2022年度は、全ての原材料・部品調達担当者に対して、ソニーグルー

プの責任あるサプライチェーン実現に向けた活動をより理解するための研

修を実施しました。研修内容は、「ソニーサプライチェーン行動規範」の要

求事項の解説や、ソニーグループの環境目標と調達領域における取り組

み内容などです。また、今後の調達領域におけるサステナビリティ活動の

あるべき姿について調達担当者間でコミュニケーションおよびディスカッ

ションを行う場を設けた研修を実施するなど、調達担当者一人ひとりの意

識啓発を強化しました。

2023年度には原材料・部品調達に携わる部門の管理職に対して、サス

テナビリティ推進部門の管理職からサプライチェーンにおける人権課題や

気候変動対策の必要性について説明し、さらに理解を深めるために議論

を行う研修を実施しました。

また、全ての原材料・部品調達担当者に対して、ソニーのサステナブル

調達方針とその取り組み, および気候変動対策の基本知識ならびにソニー

が目指すサプライチェーンにおける温室効果ガス排出削減対策について

説明する研修を行いました。加えて、サプライヤーとの窓口となる実務担

当者向けに、サプライヤーアセスメントにおいて確認している人権侵害リ

スクについて説明し、リスクが発見された場合の改善プロセスや、必要な

措置について改めて確認する研修を行いました。

購買行動
サプライヤーへ調達計画や見通しを提示することは、雇用や労働環境

へのネガティブな影響を緩和するための一助になると認識しています。事

前に余裕を持ってキャパシティの確保ができるよう、通常、一次サプライ

ヤーには6カ月分の調達計画を共有しています。また量産開始後は基本

的に週次で見直されます。サプライヤーと合意されたリードタイムはシス

テムに登録され、リードタイムに沿って注文書が発行されます。注文に大き

な変更が生じる場合は、サプライヤーと協議をします。

「サプライヤー・ホットライン」および苦情受付窓口の設置
ソニーはサプライチェ－ンに関する２つの窓口を設置しています。一定

金額以上の取引があるサプライヤーに対して2023年度に配信した動画

で、これらの窓口について改めて説明し、サプライヤーの従業員および上

流サプライヤーへの周知を要請しました。

サプライヤーからの通報窓口「サプライヤー・ホットライン」
ソニーは、ソニーグループ各社の役員・従業員による、法令・規則、「ソ

ニーグループ行動規範」「ソニーサプライチェーン行動規範」に対する違反

行為、およびサプライヤーとの契約に違反する行為について、サプライヤー

からの通報を受け付ける窓口「サプライヤー・ホットライン」を設置し、具

体的な情報が寄せられる仕組みを構築しています。

サプライヤー様との関係

幅広いステークホルダーからの通報窓口「ソニーグループ エレ
クトロニクスサプライチェーンにおける苦情受付窓口」

ソニーは、エレクトロニクスサプライチェーンにおける、部品、原材料、製

造装置などの製造者や供給者およびその従業員その他の関係者などのス

テークホルダー向けに「ソニーグループ エレクトロニクスサプライチェーンに

おける苦情受付窓口」を設置しています。この窓口はソニーグループのエレ

クトロニクスサプライチェーンにおける「ソニーサプライチェーン行動規範」

および「ソニーグループ責任ある鉱物サプライチェーン方針」に反する行為、

またはそのおそれがある行為を申し出ることができる窓口です。調査の結

果、是正措置が必要な場合は、適切な手段を用いて是正に取り組みます。

「ソニーグループ エレクトロニクスサプライチェーンにおける苦情受付
窓口」の設置について
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外部からの指摘への対応
「ソニーサプライチェーン行動規範」に対する違反のおそれがNGOレポー

トやメディア報道などの外部より指摘された場合には、第三者監査人によ

るRBA監査の実施を含め、当該指摘を受けた製造現場での事実確認を

行っています。

その結果、自社エレクトロニクス製造事業所において指摘されたような

事実が認識された場合には、速やかに是正措置をとることとしています。

サプライヤーの製造現場において事実が認識された場合についても、速

やかに改善計画の立案を求めます。改善計画の進捗についての報告を求

め、必要に応じてフォローアップ監査の実施による改善内容の確認を行っ

ています。指摘の対象が二次以降のサプライヤーを含む場合には、一次サ

プライヤーと協力して、改善を促すように努めています。そして、「ソニーサ

プライチェーン行動規範」に対する重大な違反が確認された場合や、調査

や監査の実施に際して十分な協力が得られない場合は、当該サプライ

ヤーとの取引関係を見直すことを基本方針としています。

Responsible Business Alliance  
(責任ある企業同盟、RBA) との協業

エレクトロニクス業界においては、複数の最終製品メーカーが、同じ生

産委託先や部品などのサプライヤーと取引を行うことが多くなっていま

す。そのため、それぞれのメーカーが、独自の基準を導入することで、サプラ

イチェーンに大きな混乱と過剰な負荷がかかることが懸念されています。

そこで、エレクトロニクス業界のサプライチェーンの状況を改善すること

を目的としてソニーを含む企業複数社によって2004年にRBA (旧名EICC) 

が発足し、業界のベスト・プラクティスに基づくRBAの行動規範が策定さ

れました。

RBAは、行動規範の策定と管理に必要なツール、ウェブシステムやサプ

ライヤーの能力開発プログラムを共同で開発しています。RBAの会員企

業は、ソニーを含む欧州、米州、アジア、日本の230社以上 (2024年6月

時点) で、メーカー、生産受託企業などから構成されています。RBAでは

活動状況に応じた会員カテゴリーが設定されており、現在ソニーは最上位

である「フルメンバー」のステータスを取得しています。またソニーは、 

2020年よりRBA取締役会メンバーの一員として活動しています。

また、RBAは、鉱 物 調 達にかか わる問 題に取り組 むResponsible 

Minerals Initiative (責任ある鉱物イニシアティブ、RMI) や、強制労働を

はじめとする人権問題に取り組むResponsible Labor Initiative (責任あ

る労働イニシアティブ、RLI) などを通じて、サプライチェーンにおけるCSR 

マネジメントを推進しています。

ソニーのサステナビリティ (パートナーシップとフレームワークへの参画) 

Responsible Business Alliance

RBA Board of Directors

エンタテインメント事業における 
サプライヤー行動規範の制定

ソニーではエンタテインメント事業においても、人権、倫理的商慣行、安

全および環境の基準に関連するサプライヤープログラムの強化に取り組ん

でいます。

Sony Pictures Entertainmentは、2021年3月に「ソニー・ピクチャー

ズ エンタテインメントサプライヤー行動規範」を制定しました。

また、Sony Music Entertainmentは、2022年3月に「ソニー・ミュージッ

クサプライヤー行動規範」を制定しました。

これらの行動規範は「ソニーサプライチェーン行動規範」と同様の原則

に基づくものであり、それぞれ周知を促進しています。

Sony Interactive Entertainment (SIE) では、適用される全ての法律お

よび規制を遵守し、誠実、倫理的かつ責任ある方法で事業を行うことに尽

力しています。また SIE はビジネスパートナーにも同様の対応を期待して

います。

SIEは2024年3月、「ソニーサプライチェーン行動規範」の適用対象外と

なるビジネスパートナーにグローバルに適用される「Sony Interactive ビ

ジネスプリンシプル」を発表しました。このビジネスプリンシプルは SIE の

ウェブサイトで公開され、「ソニーサプライチェーン行動規範」の適用対象

外のビジネスパートナーと取引を開始する時の契約書に含まれています。

Sony Pictures Entertainment Supplier Code of Conduct (英語のみ)

Sony Music Supplier Code of Conduct (英語のみ)

Sony Interactive ビジネスプリンシプル

サステナビリティ関連情報
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近年、エレクトロニクス製品の製造に欠かせない資源である鉱物を調達

する過程における労働者への人権侵害や、環境への配慮に対するステー

クホルダーの関心が高まっています。ソニーはサプライヤーとともに、鉱物

の調達過程における人権、労働環境、安全衛生、環境保護に関する問題

に取り組んでいます。

「ソニーグループ責任ある鉱物サプラ
イチェーン方針」の制定

ソニーの製品に含まれるさまざまな鉱物の中には、その採掘過程におい

て人権や環境に関するリスクが懸念されるものがあります。

ソニーは「ソニーグループ行動規範」において、あらゆる形態の強制労

働、特に児童労働の禁止を含む基本方針を定めています。さらに、「ソニー

サプライチェーン行動規範」を制定し、エレクトロニクス製品のサプライ

チェーンを通じて規範遵守を要請しています。

以上に加え、責任ある鉱物サプライチェーンの実現を目指す取り組みの

一環として、2014年に制定された「ソニーグループ紛争鉱物方針」を置き

換える形で、2017年10月に「ソニーグループ責任ある鉱物サプライチェー

ン方針」を制定しました。

基本方針
調達活動を通して紛争や人権侵害を助長することのないよう、紛争地

域または高リスク地域を原産国とし、企業の社会的責任の観点からソニー

にとってリスクの高い鉱物を「高リスク鉱物」として特定し、流通過程にお

いて紛争への加担や深刻な人権侵害が行われていることを認識しなが

ら、高リスク鉱物を使用する製品、部品および材料の調達を行わないこと

を基本方針としています。

高リスク鉱物
ソニーは、ソニーの製品に含まれている可能性のある鉱物を対象とした

リスクアセスメントを実施し、高リスク鉱物を特定しています。リスクアセ

スメントは、法規制による要請、事業活動上の重要性、ステークホルダー

からの要請、および社会や環境への影響などの企業の社会的責任（児童

労働、強制労働、先住民族の権利、紛争をはじめとする複数の領域）の４

つの観点から評価しています。リスクアセスメントは定期的に実施してお

り、結果に応じて都度、高リスク鉱物の変更について検討しています。

2023年のリスクアセスメントの結果、タンタル、スズ、金、タングステン

およびコバルトを高リスク鉱物として特定しています。

サプライヤーへの要請
高リスク鉱物については、Responsible Minerals Initiative (RMI) によ

り確立されたResponsible Minerals Assurance Process (RMAP) ※に

準拠した製錬所、または、その他の信頼のおけるトレーサビリティプロジェ

クトにおいて紛争に加担していない、または深刻な人権侵害が行われて

いないと認定された製錬所から調達するようサプライヤーに対して要請し

ます。

※  Responsible Minerals Assurance Process (RMAP)：製錬所が扱う鉱物が紛争や

人権侵害に加担していない調達源であることを第三者が認定するプログラム

OECDガイダンスに従った取り組み
「OECD紛争地域および高リスク地域からの鉱物の責任あるサプライ

チェーンのためのデュー・ディリジェンス・ガイダンス (OECDガイダンス) 」

またはその他国際的に認知されたフレームワークに従い、サプライチェー

ン上の高リスク鉱物の原産国および流通過程に関するデュー・ディリジェ

ンスを実行します。

ソニーグループ責任ある鉱物サプライチェーン方針［PDF：282KB］

Responsible Business Alliance (責任ある企業同盟、RBA) との協業

紛争鉱物への対応
米国紛争鉱物条項への対応

中央アフリカのコンゴ民主共和国およびその隣接国 (DRC諸国) におい

て、当該地域で採掘される鉱物の一部が武装集団の資金源となり、武装

集団による人権侵害や紛争を助長している可能性があることが懸念され

ています。タンタル、スズ、金、タングステンの4鉱物 (以下、4鉱物) は宝

石類から電子機器、航空機部品まで幅広く、多くの製品に使用されていま

す。2013年1月に施行された米国金融改革法第1502条においては、

DRC諸国で紛争に加担しているとみなされる4鉱物は「紛争鉱物」と定義

されています。同法ではこうした「紛争鉱物」の課題改善に向け、米国で上

場している対象企業に対し、当該地域で採掘されたこれらの4鉱物の使

用状況について、2014年より毎年開示することを義務付けています。ソ

ニーも本法の対象企業として、2023年を対象とした報告書を2024年5

月28日に米国証券取引委員会 (SEC) に提出しました。

ソニーのSEC提出報告書 (英語のみ)  
(Form SD & Conflict Minerals Report)[PDF:599KB]

4鉱物の使用状況調査と結果
4鉱物は、さまざまな国や地域からグローバルなサプライチェーンに流

通しています。これらの鉱物の調達源を特定するためにはサプライチェー

ン上のさまざまなアクター間の協力が不可欠です。ソニーは、サプライヤー

と協力しながらサプライチェーンの透明性向上とリスク低減を継続的に

行っていきます。

4鉱物の使用状況に関するソニーグループ全体の調査は以下の工程で

実施しています。

1.  ソニーグループ各事業における4鉱物の使用可能性について調査対

象年ごとに精査

2.  特定された事業において、調査対象年に製造または製造委託した製

品に関し4鉱物の含有を精査し、調査対象製品を特定

3.  調査対象製品のサプライヤーに対し、 4鉱物の原産国および製錬所

の調査を要請 (業界標準であるRMIの紛争鉱物回答テンプレート 

(CMRT) を活用)
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4.  サプライヤーより回収した製錬所情報とRMIの製錬所リストを突き合

わせにより精査

2024年SEC報告のために2023年に実施した調査の結果、製品に含ま

れる4鉱物の原産国について全ては確認できなかったものの、サプライ

ヤーからの報告で原産国が明確なものについては、紛争に加担している

とみなされるようなDRC諸国からの4鉱物は確認されませんでした。なお、

2023年調査で特定された345カ所の製錬所のうち、237カ所がRMAP

準拠※1、London Bullion Market AssociationのGood Delivery Listに

掲載、またはResponsible Jewellery Council認証であることが確認され

ています。このうち、131カ所の製錬所がDRC諸国からの調達を行ってい

ます※2。

※1 RMAPアセスメント進行中の製錬所も含む

※2  ソニーの調査プログラムで確認された製錬所を含むリストは、SEC提出報告書内の

製錬所リストをご参照ください

4鉱物を使用するサプライヤーへの対応
ソニーは、4鉱物が製品の製造に使用されていると判断された場合に

は、関係するサプライヤーに対して「ソニーグループ責任ある鉱物サプライ

チェーン方針」を遵守すること、4鉱物の原産国に関するソニーのデュー・

ディリジェンスに対応することを要請しています。また、当該サプライヤー

はソニーに納入するあらゆる製品、部品および材料に紛争鉱物が含まれ

ていないことを保証するため、OECDガイダンスに基づく方針、デュー・ディ

リジェンス・フレームワーク、マネジメント体制を持つことが期待されてい

ます。その活動のひとつとして、ソニーは鉱物サプライチェーン方針を持た

ないサプライヤーへ働きかけを行いました。その結果、一部のサプライ

ヤーで鉱物サプライチェーン方針の策定や、マネジメント体制の強化が実

施されたことを確認しました。

サプライチェーンのリスク低減
ソニーは、ソニーの製品、部品、および原材料のいずれかに紛争鉱物が

含まれているおそれがあると認識した場合、関係サプライヤーと協力の

上、当該製品、部品および原材料のサプライチェーンから当該鉱物を排除

するために必要な措置を講じるとともに、当該製品、部品および原材料の

サプライヤーの調達活動に対して必要な改善要求を行っています。

具体的には、サプライヤーに対して、紛争鉱物方針の制定、紛争鉱物調

査への回答精度の向上、RMAPに準拠した製錬所、または、その他の信頼

のおける鉱物のトレーサビリティプロジェクトにおいて紛争への加担また

は深刻な人権侵害が行われていないと認定された製錬所からの調達を要

請しています。さらに、サプライヤーがデュー・ディリジェンスに対して十分

な協力を行っていない、ソニーの改善要求に従わない、または本方針に反

する行為を行っていると認識した場合、新規発注の停止による段階的な

取引終了など、必要な措置をとります。またソニーは、製錬所に対して

RMAPへの準拠を促す取り組みへの貢献の一環として、自社の調査で特

定した製錬所のうちRMAPに準拠しない製錬所に対して認証取得に向け

た働きかけを行っています。

2023年には、サプライチェーン上にRMAPに準拠しない製錬所、または

準拠予定のない製錬所、ならびにその他の信頼のおけるトレーサビリティ

プロジェクトにおいて認定を受けていない製錬所が存在するとCMRTで回

答のあったサプライヤー 69社に対し、改善要求を行いました。その結果、

22社から、精査の結果、該当する製錬所はサプライチェーン上には存在し

なかったとの回答を得られました。残り47社へは引き続き改善対策を要

請しています。

さらに、ソニーは、エレクトロニクスサプライチェーンにおける、部品、原

材料、製造装置などの製造者や供給者およびその従業員その他の関係者

などのステークホルダー向けに「ソニーグループ エレクトロニクスサプライ

チェーンにおける苦情受付窓口」を設置しています。この窓口はソニーグ

ループのエレクトロニクスサプライチェーンにおける「ソニーサプライチェー

ン行動規範」および「ソニーグループ責任ある鉱物サプライチェーン方針」

に反する行為、またはそのおそれがある行為を申し出ることができる窓口

です。そのような行為には、紛争地域や高リスク地域における鉱物の採掘、

取引、取扱および輸出をめぐる環境に関する事案を含みます。調査の結

果、是正措置が必要な場合は、適切な手段を用いて是正に取り組みます。

サプライヤー・ホットラインおよび苦情受付窓口の設置

「ソニーグループ エレクトロニクスサプライチェーンにおける苦情受付
窓口」の設置について

コバルトサプライチェーンの管理
コバルトは、電気自動車やスマートフォンなど幅広い製品のリチウムイ

オンバッテリーに使用される重要な鉱物です。世界最大のコバルト埋蔵国

として知られるコンゴ民主共和国の採掘現場では、以前から児童労働や

劣悪な労働環境についての懸念が指摘されています。

2016年にソニーが調達するリチウムイオンバッテリーの部品にコンゴ民

主共和国を産出国とするコバルトが含まれていたとサプライヤーより報告

があったことを踏まえて、ソニーは2017年10月に「ソニーグループ責任あ

る鉱物サプライチェーン方針」を制定しました。同方針は、4鉱物を対象と

していた「ソニーグループ紛争鉱物方針」を改定したもので、4鉱物に加え

てコバルトを「高リスク鉱物」と特定し、責任あるサプライチェーンの実現

に向けた取り組みを進めることとしています。

その後、RMIによる拡張鉱物報告テンプレート (EMRT) の開発や、

RMAPにおけるコバルト精製所の第三者監査の進展など、業界標準ツー

ルの運用状況を踏まえたコバルトサプライチェーンの管理を継続してい

ます。

2022年度は、リチウムイオンバッテリーサプライヤー 9社に対し、EMRT 

を用いた調査を実施し、サプライチェーン上に22社のコバルト製錬所があ

ることを特定しました。特定した製錬所は全てRMAP準拠もしくはRMAP 

に基づく第三者監査が進行中または準備中であることを確認しました。

2023年度は、リチウムイオンバッテリーのサプライヤー 9社に対し、

EMRT を用いた調査を実施し、サプライチェーン上に23社のコバルト精製

所があることを特定しました。特定した精製所は全てRMAP準拠の製錬

所であることを確認しました (2024年3月時点) 。
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寄付
ソニーはRMIやNGOが取り組む以下のファンドなどに対して寄付を行っ

ています。

• The Audit Fund for RMAP Participating Smelters and Refiners：

製錬所がRMAPに基づく第三者監査を受けるための費用補助ファ 

ンド (2016 ～ 2019年度、2021年度、2023年度寄付)

• RMI-Pact partnership for supporting Alternative Livelihoods 

through a Vocational training program：

コンゴ民主共和国のコバルト採掘地域の若者に職業支援を行う

NGO団体Pactとの協働プログラム (2020年度寄付)

• Better Miningプロジェクト：

コンゴ民主共和国のコバルトをはじめとする小規模採掘鉱山で、

安全衛生や人権などのリスク改善に取り組むRCS Global Group

によるプロジェクト (2020年度、2022年度、2023年度寄付)

RMI Member Funding

Better Mining Impact Report (英語のみ)

マルチステークホルダーとの協働
ソニーは、高リスク地域の鉱物採掘における人権への悪影響を特定し、

低減するためには、マルチステークホルダーとの協働が必要だと考えま

す。具体的には、デュー・ディリジェンス・プロセスの策定に参加し、サプラ

イチェーンにおける人権リスクを低減するため、RMIをはじめとするマル

チステークホルダーとの協働に継続的に取り組んできました。

業界団体の取り組みや企業アライアンスへの
参加を通じた支援

ソニーは、高リスク地域における鉱物の採掘にともなう悪影響を特定

し、その防止または軽減に向けた取り組みを行う業界団体やアライアンス

に対して積極的な協力および支援を行っています。

RMI
RBAは2011年に業界を主導する取り組みである紛争フリー製錬所プ

ログラム (CFSP、現RMAP) を開始し、さらにエレクトロニクス以外の業界

やさまざまなステークホルダーとの連携を深めるため、2013年にRMI (旧

名CFSI) を立ち上げました。ソニーはこのような業界団体やアライアンス

が開発したフレームワークを活用し、特定の鉱物に対する責任ある原材料

調達に取り組んでいます。また、RMIはサプライチェーン上の紛争鉱物課

題への取り組みにおいて、NGOや社会的責任投資団体、各国の政府関係

者などのステークホルダーと意見交換を行っており、ソニーもこうした場

に参加しています。

Responsible Minerals Initiative

JEITA (一般社団法人電子情報技術産業協会)
JEITAはRBA/RMIと紛争鉱物問題の対処に関して協力関係を結んでお

り、ソニーはJEITAの責任ある鉱物調達検討会に参画しています。
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コミュニティ・ 
エンゲージメント

社会貢献活動

ソニーの社会貢献活動のあゆみ

基本的な考え方
ソニーがPurposeに基づいて持続的に社会価値を創出していくために

は、私たちが安心して暮らせる社会や健全な地球環境があることが前提

です。社会貢献活動を通じて、さまざまな社会課題を認識し、社会が抱え

る課題の解決に向けた社会的インパクト (社会への利益) を生み出すこと

に加えて、社会/コミュニティ/ステークホルダーとの信頼関係の構築、社

員エンゲージメントの向上、イノベーション創出など、ソニーの企業価値向

上に貢献する活動を目指します。ソニーは、「For the Next Generation」

をスローガンに掲げ、世界の各地域において、さまざまな社会貢献活動を

展開しています。

創業者の理念
ソニーの創業者のひとりである井深大は、設立趣意書で「国民科学知識

の実際的啓蒙活動」をソニー創業の目的のひとつに位置づけ、社会に対し

て価値ある存在の会社になることを目指しました。戦後間もない日本に

おいて、科学技術の振興こそが社会を立て直すためには次世代を担う子

どもたちの理科教育に注力することが重要と考え、会社設立から13年後

の1959年に、理科教育において優れた教育を目指している小学校を支

援する「ソニー小学校理科教育振興資金」を設立しました。現在も、創業

者の思いを引き継ぎ、ソニーは社会貢献活動を続けています。

体制
ソニーグループ株式会社主導のグローバルプロジェクトの他、世界各国

のソニーグループ各社と公益財団法人、科学ミュージアムにおいて、国際

機関やNGOなどとの連携のもと、地域ニーズに応じた活動を各地で行っ

ています。また、社員によるボランティア活動や募金活動を積極的に推進

し、社会貢献活動の効果向上と社員意識の向上を図っています。

今後に向けて
グローバル課題やさまざまなコミュニティのニーズに対して、ソニーの製

品・コンテンツ、テクノロジーと社員の力、さらにはステークホルダーとの

パートナーシップを活用し、取り組んでいきます。

■ これまでの取り組み

1959年 「ソニー小学校理科教育振興資金」を開始

1972年 「財団法人ソニー教育振興財団」設立 (現、公益財団法人ソニー教育
財団)

1984年 「財団法人ソニー音楽芸術振興会」設立 (現、公益財団法人ソニー音楽
財団)

2018年 「感動体験プログラム」開始

2020年 「新型コロナウイルス・ソニーグローバル支援基金」設立
「CurioStep with Sony (キュリオステップ) 」開始
「Global Social Justice Fund」設立

2021年 セーブ・ザ・チルドレン・ジャパンとのレジリエントなコミュニティづくり
のパートナーシップ開始

WWFとのコーポレート・パートナーシップ開始

2023年 「新型コロナウイルス・ソニーグローバル支援基金」でのUNICEF、

UNHCRおよびセーブ・ザ・チルドレンとのパートナーシップ開始
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重点領域・活動実績

重点領域
「For the Next Generation」をスローガンに掲げ、世界の各国・各地域

において、ソニーの製品・コンテンツ、テクノロジー、さらには社員の力の3

つのリソースを活用し、パートナーと連携して、次世代育成支援 (教育) 、

災害・人道支援、グローバル課題への対応の3つの重点領域に対してさま

ざまな社会貢献活動を展開しています。

次世代育成支援 (教育) においては、創業当時からの思いを引き継ぎ、

ソニーの強みを生かして、STEAM※の領域において活動を展開していま

す。世界各地で大規模な災害や緊急事態が起きた際に、ソニーは人道的

観点から、事象の緊急性や地域との関係性を鑑み、支援活動を行ってい

ます。また、社会正義や人権、難民、森林保全などグローバル課題に対し

ては、さまざまなパートナーシップを活用し、取り組んでいます。

※  STEAM：Science (科学) 、Technology (技術) 、Engineering (工学) 、Arts (芸術・

リベラルアーツ) 、Mathematics (数学) の頭文字をとったもの

For the Next Generation
ソニーは、「For the Next Generation」の精神のもと、社会が抱える課題の解決に向けた
社会的インパクトを生み出すことに貢献していきます。

リソース パートナー 重点領域

次世代育成支援
(教育)

災害・人道支援

グローバル課題への対応

製品・コンテンツ

テクノロジー

社員の力

NGO/NPO、

各種関連団体

国際機関

行政・自治体

社会貢献活動実績
2023年度のソニーグループ全体の社会貢献活動の支出※は、総額で約

47億円となりました。分野別では、教育支援が3割以上を占め、次いで、

芸術/文化振興が多くなっています。セグメント別では、本社/その他での

活動金額が全体の29%を占め、映画が20%、エンタテインメント・テクノロ

ジー&サービスが17%と続きます。

※  この金額には寄付金、協賛金、自主プログラム経費 (施設運用費など) の他、寄贈した

製品の市場価格が含まれています。また、「新型コロナウイルス・ソニーグローバル支

援基金」と「Global Social Justice Fund」の支出を含みません。これらの2つの基金の

支出については「2つのグローバル基金」をご参照ください

教育支援  32%

芸術/文化振興  18%
福祉/医療  11%

災害・人道支援  14%

地域貢献  13%

その他  4%

スポーツ振興  3%

環境保全  5%

社会貢献活動 支出の分野別内訳 (2023年度)

本社/その他  29%

映画  20%
エンタテインメント・
テクノロジー&サービス
17%

ゲーム&
ネットワークサービス
15%

金融  8%

音楽  10%

イメージング&センシング・ソリューション  1%

社会貢献活動 支出のセグメント別内訳 (2023年度)
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教育支援

ソニーグループの教育プログラム
「CurioStep with Sony」

ソニーグループは、あらゆる子どもたちの好奇心を広げ、創造性や問題

解決力、多様性を受け入れる力の向上をサポートすることを目的とした、

教育プログラム「CurioStep with Sony (キュリオステップ) 」をグローバル

で展開しています。北京での科学館の運営、シンガポールや台湾で毎年

開催されるおもちゃコンテスト「Sony Creative Science Award」の実施

の他、日本では2021年、2022年に引き続き、夏休みの期間に合わせ

「CurioStepサマーチャレンジ2023」を開催。プログラミングや科学工作

のワークショップ、アニメをテーマとしたトークイベント、プログラミング的

思考のコンテストなど、ソニーらしい多種多様なコンテンツをソニーグルー

プ全体で提供。子どもたちの興味や関心に合わせて選べる計14種のイベ

ントを行い、約3,500名の子どもたちが参加しました。

り行っている約半年間の児童向けプログラムに加えて、拠点の質的向上を

目的とした職員向けの研修をセットにした「長期プログラム」を2拠点で実

施しました。社会的インパクト評価では、プログラムの回数を重ねるごと

に児童の非認知能力を測るコンピテンシー指標の増加が確認され、意図

したプログラム効果が発揮されていることが確認されました。

CurioStep with Sony (キュリオステップ) 

感動体験プログラム

また、日本国内では、子どもの教育格差という社会課題解決への貢献

を目的とした「感動体験プログラム」を実施しています。NPOなどの外部

団体と協働し、主に小学生を対象とした多様なワークショップを提供して

います。ソニーは教育格差是正を目指し、社会全体での検討につなげるこ

とを目的として、2020年度より第三者組織と連携し、社会的インパクト評

価を継続的に実施し、公開しています。また、2023年度は、2021年度よ

SMEによる「Beyond the Instrument 2024」
ソニーミュージックグループは世界各地の団体と協力して「Beyond the 

Instrument」という取り組みを推進しています。この取り組みは、若手音

楽家が必要なものを手にすることのできる環境をつくり、音楽界の次世代

のリーダーを育成することを目指しています。2023年にはNotes for Notes

と共同でWatts-Willowbrook Boys & Girls Clubにレコーディングスタジ

オを開設しました。このスタジオは、学生たちが年間を通じてオリジナル

作品を披露し、音楽の才能を磨くための場となっています。第66回グラ

ミー賞では、授賞式の前にSMG所属アーティストが学生たちと交流し、

ジャンルの垣根を越えてアイディアを共有しました。

2024年には、ソニー・ミュージック (UK) が楽器や機材など音楽教育に

必要なものをWalker Riverside Academyに寄贈し、この取り組みをさら

に推進しています。イングランド北部出身のDJでありプロデューサーとし

ても活 躍するSchakが2月7日にアカデミーを訪 問し、「Restore the 

Music」を通じた機材の寄贈を申し出ました。学生たちは寄贈された機材

を活用してDJや楽曲制作、音楽エンジニアのスキルを磨いています。SMG

はここまでの4年間で音楽教育と楽器の寄贈に50万ドルを超える額を投

じてきました。5年間で全世界1万名の学生を支援することを目指してい

ます。こうした音楽教育のための持続可能な取り組みは、才能を育て、地

域社会を活気づけることに対するSMGの姿勢の表れです。

SMEによる取り組み「Beyond the Instrument」 (英語のみ)

Sony Dream Classroomが夢を持つ次世代の若者
を後押し

ソニー・チャイナが2013年に立ち上げた社会貢献活動「Sony Dream 

Classroom」は、ソニーが掲げるスローガン「For the Next Generation」

と連動しながら、SDGsのゴール4「質の高い教育をみんなに」に貢献する

ことを目指しています。Sony Dream Classroomでは、中国国内のさまざ

まなソニー事業所と連携して、「One Sony」として団結している強みを生

かして、多様性に富んだソニーのビジネスがもたらすメリットを最大限に

活用しています。ソニーの革新的なテクノロジー製品や魅力的な科学実

験、音楽・映画・アニメーションの豊富なコンテンツを通じて、科学的探求

やクリエイティブなエンタテインメントに関するソニーの専門知識に広く触

れることで、次世代の若者たちに夢を与え、より多様性に富んだ学び方や

STEAM教育コンセプトを実現し、目を見張るような体験と感動を届けて

います。

2024年3月の時点で、中国国内143都市で290の「Dream Classroom」

を実施、3,500名以上の大学生と70,000名以上の小中高生が体験の機

会を得ています。ソニー・チャイナはこの取り組みを通じて、中国国内で夢

を追い求める人々と協力して感動を呼び起こし、インスピレーションを与

えて情熱に火をともすことを目指しています。社会のあらゆる層の注目を

集め、持続可能な開発を推進し、質の高い教育を推進するため、ソニー・

チャイナは一丸となって取り組んでいます。

2023年9月、雲南省で開催されたSony 
Dream Classroomの様子

CurioStepサマーチャレンジ2023のキービジュアル

スタジオでギターを抱えて微笑む子どもたち 
― 取り組みではNotes for NotesとSMEが連携

「Sony Dream Classroom」 (中国語のみ)
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災害・人道支援

世界各地で大規模な災害や緊急事態が起きた際に、ソニーグループは

人道的観点から、事象の緊急性や地域との関係性に鑑み、支援活動を

行っています。

ソニーグループの災害・人道支援
ソニーグループは、2023年度、以下の災害・人道危機に寄付などの支

援を行いました。

セーブ・ザ・チルドレンとの
パートナーシップ

セーブ・ザ・チルドレンとソニーは、自然災害や人道危機の発生直後か

ら中長期での復興期にかけて、次世代を担う子どもたちを支援する「子ど

ものための災害時緊急・復興ファンド」を2016年に設立しました。このファ

ンドの特徴は、一定額以上の資金を常に準備することで、災害発生直後に 

迅速な支援を開始できること、また、日本国内だけでなく世界各地の災害 

も支援対象としていることがあげられます。このファンドからの拠出金は、

セーブ・ザ・チルドレンの支援活動で活用され、生活用品や衛生用品キッ

トなどの緊急支援物資の提供、子どもが安心・安全に過ごすことができる

空間「こどもひろば」の開設・運営、緊急事態における子どものこころの

ケア「子どものための心理的応急処置 (Psychological First Aid for 

Children：子どものためのPFA) 」の研修の実施などに生かされています。

2024年3月末時点で「子どものための災害時緊急・復興ファンド」を通じ、

国内外の災害に累計約2億円を拠出し、セーブ・ザ・チルドレンの支援活

動で活用されました。

また、これまでの緊急・復興支援に加え、災害への備えも含めた仕組み

づくりを行う重要性を認識し、セーブ・ザ・チルドレンとソニーは、2021年

3月に災害に強いレジリエントなコミュニティづくりを共同で推進していく

ことを発表しました。この新たなパートナーシップの一環として、ソニーは、

セーブ・ザ・チルドレンが世界40カ国以上で展開している、子どもたちを

学校内外におけるさまざまな危険から保護するための包括的な取り組み

である「Safe Schools」プログラムを支援しています。

子どものための災害時緊急・復興ファンド

発生年月
支援対象

寄付先
金額

2024年1月
令和6年能登半島地震 日本赤十字社、

セーブ・ザ・チルドレン、他約1億3千万円

2023年10月
アフガニスタン地震

セーブ・ザ・チルドレン
500万円

2023年10月

イスラエルおよびガザ
地区における人道支援
活動

日本赤十字社、
国連児童基金 (UNICEF) 、
セーブ・ザ・チルドレン、
国境なき医師団 (MSF)約3億1,900万円

2023年8月

米国ハワイ州マウイ島
の山火事 Hawaii Community 

Foundationʼs Maui Strong 
Fund、 American Red Cross20万米ドル 

2023年5月

ミャンマーのサイクロン
「モカ」 セーブ・ザ・チルドレン

約2万米ドル

イスラエルおよびガザ地区における
人道支援活動に対する支援

ソニーグループ株式会社は、イスラエルおよびガザ地区で続く衝突によ

り影響を受けている方々への人道的支援のため、日本赤十字社および国

連児童基金 (UNICEF) へ合計2百万米ドル (約3億円※) の寄付を実施、加

えて、ソニーグループ各社で、マッチングプログラムなどを通じ社員から支

援団体への寄付も行いました。

これらの活動によって、ソニー全体としての支援額は累計約3億1,900

万円となりました。

※  2023年10月17日の換算レートによるもの (1米ドル=149.50円)

令和6年能登半島地震における
被災地・被災者支援

2024年1月1日に発生した令和6年能登半島地震の発生に際し、ソニー

グループは、被災地への緊急支援として、日本赤十字社、セーブ・ザ・チル

ドレン・ジャパン、およびその他の団体に対し、合計約1.3億円の寄付を行

いました。

この中にはソニーグループ各社からの寄付合計約4,700万円に加え、

国内外のソニーグループ各社で行われた社員募金約4,100万円とそれに

対する会社からのマッチング拠出約4,100万円が含まれます。

また、ソニーグループ各社では寄付の他に、各社のサービスの提供によ

る支援を行いました。

2024年能登半島地震緊急子ども支援の様子。避難所でおもちゃや衛生用品が詰まった「緊急子ど
も用キット」を配布
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2つのグローバル基金
ソニーグループは、新型コロナウイルス感染症により世界各国で影響を

受けている人々を支援するため、2020年4月に、総額1億米ドルの支援

ファンド「新型コロナウイルス・ソニーグローバル支援基金」を設立しまし

た。また、2020年6月には、「Global Social Justice Fund」を総額1億米

ドルで設立し、社会正義および人権保護に取り組んでいる団体への支援

や社内外でのダイバーシティ、エクイティ&インクルージョン (以下、DE&I) 

の推進を世界各地で行っています。

2つのグローバル基金を活用した各種支援は、ソニーグループの多様な

社員のアイディアや強い想いによって推進されています。

森林再生活動への Synecoculture™ 
活用を目指したパイロット事業の開始

公益財団法人世界自然保護基金ジャパン (WWFジャパン) 、WWFイン

ドネシア、ソニーグループ株式会社 (SGC) 、株式会社SynecOは、人の手

による植栽の管理が難しいインドネシア・スマトラ島の森林再生地に、生

態系が持つ自己組織化機能を活用する農法であるSynecoculture™ (シ

ネコカルチャー) を導入し、森林再生活動への有効性を検証するパイロッ

ト事業を開始しました。

WWFジャパンとSGCは2021年4月から、気候変動および森林保全を通

じた生物多様性保全の領域における、3年間のWWFコーポレート・パート

ナーシップ契約を締結し、健全な地球環境の実現に向けた協働を促進し

ています。今後、さらなる連携を進め、生物多様性およびネイチャーポジ

ティブに向けてWWFインドネシアが森林保全プロジェクトを進めている極

めて重要な森林地域に、SynecOが普及に取り組んでいるSynecoculture

を導入する予定です。地元コミュニティとも協働しながら、2024年末まで

の約1年間でSynecocultureによる生態系への効果を測定し、活動を通じ

て長期的に森林周辺のコミュニティに貢献するとともに、多世代にわたっ

て活用されうる森林の存続と、生物多様性の保全の両立を目指します。

※  Synecocultureはソニーグループ株式会社の商標です。

スマトラ島における森林再生活動へのSynecoculture™の活用を目指
したパイロット事業を開始

Global Social Justice Fund

ソニーは基金を通じ、社会正義および人権保護に取り組んでいる団体

への支援、社内外のDE&I推進を支援するため、市民の社会参加、刑事司

法改革、多様性、教育に取り組む、7つの地域と70カ国における500を超

える団体を支援しました。本基金の使途は全て確定しており、2023年度

までの累計支出額は約98億円 (7,880万米ドル) となりました。

本基金の支援対象分野に関しては、今後も支援金を追加し、活動を継

続していく予定です。

Global Social Justice Fund

グローバル課題への 
対応

インドネシア・スマトラ島における森林再生活動地の調査の様子

新型コロナウイルス・ソニーグローバル支援基金
ソニーグループは「新型コロナウイルス・ソニーグローバル支援基金」を

通じ、「医療」「教育」「クリエイティブコミュニティ」の各領域において、さま

ざまな支援を継続して実施しました。基金設立からの4年間で、総額1億

米ドルの使途は全て確定し、合計5,600を超える団体に支援を行いました。

2023年9月には、基金の残額相当の約1,500万米ドルのパートナーシッ

プをUNICEF (国際連合児童基金) 、UNHCR (国連難民高等弁務官事務

所) 、セーブ・ザ・チルドレンと締結し、2025年までの今後3年間で支援を

実施することを決定しました。これらのパートナーシップを通じ、新型コロ

ナウイルス感染症の発生以降に深刻化あるいは顕在化し、現在も継続し

ている社会課題への取り組みを支援します。以上の活動をもって、同基金

は終了しますが、今後もグローバルな社会課題に向けた活動をさまざまな

パートナーとの連携により継続していきます。

パートナーシップ支援内容

UNICEF：
誰もがデジタル教育を平等に享受できる環境の整備や、心の健康を支援

するためのアドボカシー活動を通じた予防やケアの推進・強化、保健や教

育などの分野における支援制度の統合・拡大などによる、世界各地の子ど

もや若者への教育支援や就業スキルの習得、メンタルヘルス向上に向け

た取り組み

UNHCR：
新型コロナウイルス感染症の影響を受けた、バングラデシュおよび南部ア

フリカ地域における難民・避難民とその受け入れコミュニティの復興支援

ならびに、今後の感染症対策のための保健・衛生活動支援

セーブ・ザ・チルドレン：
日本国内で経済的に困難な状況にある家庭への「子ども給付金」の支給

を通じた子どもの貧困問題解決や、バングラデシュおよびモザンビークに

おける子どもや青少年の保護・レジリエンス向上などの支援活動

新型コロナウイルス・ソニーグローバル支援基金
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コミュニティ支援

太陽光発電設備「そらべあ発電所」の
寄贈

ソニー損害保険 (以下、ソニー損保) では、2009年から約15年にわたっ

て、「幼稚園にソーラー発電所を☆プログラム」を運営しています。これは

顧客が、ソニー損保の自動車保険を契約する時に年間走行距離を確認す

る仕組みを活用したプログラムです。実際の走行距離が契約時の予想よ

り短かった場合、その分、車の運転によるCO2排出量が減り環境保全に貢

献したことになり、このご契約者の環境への貢献をさらに大きくできるよ

う、走らなかった距離の総計をもとに定めた額を、再生可能エネルギーの

普及活動や環境教育を行うNPO法人「そらべあ基金」に寄付しています。

そらべあ基金では、活動に賛同する企業・個人からの寄付をもとに太陽光

発電設備「そらべあ発電所」を全国の幼稚園や保育園などに寄贈する「そ

らべあスマイルプロジェクト」を展開しており、ソニー損保が同プロジェクト

を通じて寄贈した「そらべあ発電所」は、2023年度に宮城県、群馬県、熊

本県の3園に寄贈が決まった3基を含め、累計37基となりました。

※  ソニー生命保険でも、「ご契約のしおり・約款」について、冊子版に加えてCD-ROM版 

(2020年廃止) やWeb版を導入、これらを希望された顧客の数に応じてそらべあ基

金へ寄付、「そらべあスマイルプロジェクト」を通じて「そらべあ発電所」を寄贈してい

ます。

幼稚園にソーラー発電所を☆プログラム

そらべあ発電所寄贈記念式典
(群馬県にしのもりこども園にて)

『Horizon Forbidden West』 - アーロイの森

アーロイの森プロジェクト
ソニー・インタラクティブエンタテインメント (SIE) は、「アーロイの森プロ

ジェクト」を通じて、生物多様性を守る取り組みを続けています。Guerrilla

の『Horizon Forbidden West』が発売されて以来、SIEとGuerrillaは世界

各地で森林再生プロジェクトを支援してきました。この取り組みは、ゲーム

業界とともに100万本の植樹を行うという目標を掲げた「UN Playing for 

the Planet Alliance」に対するSIEのコミットメントの一環です。2023年

には、PlayStationコミュニティおよび複数のパートナーと協力して取り組

み、世界各地に60万本以上の木が植えられました。これまでに推定1,800

エーカー (約7平方キロメートル) の原生地と野生生物の生息地の再生に

貢献しました。

財団の取り組み
ソニー教育財団は、次世代を担う子どもたちと教育・保育の現場を支援

しています。2023年度、「教育助成論文」には小・中学校、幼稚園・保育所

などから230件以上の応募があり、助成金やソニー製品などを贈呈。また、

教育改革に取り組むリーダー育成を目的とした教員対象の「ミライ ティー

チャーズアカデミー」トップリーダーコースを新たに開講。保育者・教員の

ための会員組織「“科学する心”ネットワーク」の登録者数も1,000名を超

えました。子どもの科学への興味を深める「ソニーものづくり教室」は全国

で50回以上開催し、1,200名以上の児童・生徒が参加しました。

公益財団法人ソニー音楽財団は、子どもたちへの良質な音楽の提供、

誰もが気軽にクラシックを楽しめる環境づくり、若いアーティストの育成・

支援、子どもへの音楽を通した教育活動に対する助成、の4つを軸とした

活動を行っています。2023年度は、若いアーティストの支援事業として5

年ぶりとなる「第13回 国際オーボエコンクール」を開催、28の国と地域か

ら過去最多となる応募者が腕を競いました。その他「日赤チャリティ・コン

サート」「Thatʼsクラシック!」「Concert for KIDS」などのコンサートや助成・

顕彰など、クラシック音楽を通じた社会貢献活動を行いました。

Sony Foundation Australia (SFA) はオーストラリア国内のソニーグ

ループ各社が一体となって、社会的インパクトの創出を目指した活動を

行っています。取り組みのひとつである「You Can」は、若者のがん医療改

善を目指しています。2023年度の「You Can Stay」プログラムでは、地方

に住む若年層のがん患者153名とその家族が都市でのがん治療に臨む際

に無料で宿泊できるよう、8,477泊分にあたる約140万豪ドルを寄付。また、

「SFA Childrenʼs Holiday Camp Program」に約48万豪ドルを寄付し、

障がいのある子どもたち560名の保護者が休息をとれるよう、無料の預

かりサービスを提供。全土に30カ所あるキャンプのひとつでは、障がいの

ある子どもたちのケアができるよう、学生のボランティア1,070名が延べ

2万5,680時間を超える研修を受けています。これにより、DE&Iの実現に

向けた強力な基盤が築かれました。

公益財団法人 ソニー教育財団 (日本)

公益財団法人 ソニー音楽財団 (日本)

Sony Foundation Australia (オーストラリア) (英語のみ)

2024年、SIEはArbor Day Foundationと世界自然保護基金 (WWF) 

と協力し、戦略的な森林再生および生息地保全プロジェクトを後援するこ

とによる「アーロイの森」のさらなる拡大を発表しました。Arbor Day 

Foundationとのパートナーシップでは、ルワンダとマダガスカルで最も必

要とされている森林生態系を再生するため、合計5万本の植樹を支援し

ます。また、WWFでは、SIEの寄付がインドネシア・スマトラ島の平地林を

管理する取り組みと、アフリカの国境地帯ウンガニシャ (Unganisha) 地

域での保全活動に役立てられます。

PlayStationコミュニティーとともに自然と生物多様性を守る取り組み

Playing for the Planet Alliance

サステナビリティ関連情報
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倫理・コンプライアンス

テクノロジーの活用

環境
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社員の参画

社会貢献活動への社員の参画
ソニーでは、社会貢献活動を推進していく上で社員がさまざまな形でか

かわっていけるよう、 (1) 知る、 (2) 参加する、 (3) 専門性を生かした貢献

の3つのアプローチで機会を提供しています。

それぞれのアプローチに対するプログラムとして、(1)知るではe-ラーニ

ング、社員参加型の勉強会・講演会、社内ニュースレターを提供していま

す。(2)参加するでは、募金活動などへの協力や活動への参加として、緊

急災害・人道支援募金、ボランティア、地域清掃活動・植林活動への参加

機会を提供しています。(3)専門性を生かした貢献では、教育プログラムに

おいて、ワークショップでの講師やスタッフ、キャリア教育授業での講師の

機会を提供しています。また、ソニーのテクノロジーを活用した社会課題

の解決への貢献などに取り組んでいます。

ボランティア休暇や休職制度
ソニーグループ株式会社では、社員のボランティア活動を支援するため、

積立休暇 (ボランティア活動) 、ボランティア休職などの制度があります。

教育支援や災害支援活動に社員がボランティアとして参加しています。

ボランティアの取り組み
ソニーでは、2023年度に、日本フィランソロピー協会と協働で、ボラン

ティアマッチングサイト「ソニーグループ専用ボランティアウェブ」の運営を

開始しました。社員は、専用ウェブサイトから、全国の主要都市で実施さ

れるさまざまな分野のボランティアプログラムを選び、直接申し込みがで

きるしくみとなっています。2023年度は年間で274件の参加申し込みが

ありました。今後も社員のボランティア参画を推進しています。

社員募金の取り組み
緊急の災害・人道支援時の社員募金に関して、社員からの寄付金に会

社から同額を加えて寄付をするマッチングギフトプログラムを実施してい

ます。2023年度では、2023年11月にイスラエルおよびガザ地区で影響

を受けている方々への人道的支援のため、また2024年1月に令和6年能

登半島地震における被災地・被災者支援のため、国内ソニーグループ各

社において社員募金を実施、会社からマッチング拠出も行いました。

SCA、SMG、SPE、SIE、SEL では、年間を通じて寄付プラットフォームを

提供しています。各社員はいつでも寄付を行うことができ、各社で設定す

る条件に基づき会社からのマッチング拠出が行われます。

社会課題体験型視察プログラム
ソニーグループは、セーブ・ザ・チルドレン・ジャパンおよびソニー・イン

ディアと連携のもと、ソニーグループ社員の社会課題への理解促進を目的

とした「社会課題体験型視察プログラム」を2023年4月に6日間、インドの

デリー、パトナで行いました。本プログラムには、国内のソニーグループ各

社を対象に参加者を募集し、多様な事業、職種、バックグラウンドを有す8

名の社員が参加しました。現地では、セーブ・ザ・チルドレンやソニー・イ

ンディアがCSR活動の一環として取り組みを行う事業地の訪問や関係者

との議論を通じて、社会課題の構造的な要因を分析し、社会課題への理

解を深めました。参加者はプログラムを通じて得られた知見をもとに、プ

ログラム終了後も有志で活動を続け、ソニーのテクノロジーを活用した社

会課題解決に向けて継続的に取り組みを行っています。

(1) 知る e-ラーニング、社員参加型の勉強会・
講演会、社内ニュースレターなど

(2) 参加する ボランティア活動、社員募金など

(3)専門性を
生かした貢献

業務や専門性を生かした活動の実
施 (ワークショップ講師、テクノロ
ジーを活用した社会課題解決への
貢献など)

社員参画のアプローチと取組み事例

デリーの小学校で子どもと教員から、災害対策のプレゼンテーションを受けている様子
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環 境

基本的な考え方
ソニーは、1970年代から環境活動を推進し、1990年代初頭には環境

活動方針と行動計画を掲げました。2010年4月には、自らの事業活動お

よび製品のライフサイクルを通して、2050年に環境負荷をゼロにすること

を目指す環境計画「Road to Zero」を策定しました。その後、2022年5月

には、気候変動領域における環境負荷ゼロの達成年を2040年に前倒しし

ました。

環境負荷ゼロに向け、5年ごとに設定している環境中期目標では、気候

変動、資源、化学物質、生物多様性の4つの重要な視点に対し、商品のラ

イフサイクルのステージごとに具体的な目標を定めています。

体制
ソニーは、「ソニーグループ環境ビジョン」の実現、環境中期目標の達成、

法規制やグループとして定めた規則類の遵守を徹底するために、グローバル

に統一した環境マネジメントシステムを構築し、継続的に改善しています。

また、グループの本社環境機能として個別の活動領域を担当する専門

機能を設置し、最高責任者としてソニーグループ株式会社の執行役がこ

れらの環境専門機能を統括しています。

今後に向けて
2021年度から2025年度までの環境中期目標「Green Management 

2025」に基づいて、ソニーは自社の環境活動にとどまらず、ビジネスパー

トナーや消費者などのステークホルダーにも行動を働きかけ、持続可能な

社会の共創に継続的に取り組んでいます。また、 2030年には、自社事業

所で使用する電力を100%再生可能エネルギー (以下、再エネ) 化すると

ともに、自社オペレーションにおける直接・間接排出 (スコープ1、2) をネッ

トゼロとします。そして2035年にはスコープ3の製品使用時における温室

効果ガス (GHG) 排出量を45%削減 (2018年度比) 、2040年にはスコー

プ1、2、3の全てにおいてネットゼロを目指します。今後も「環境負荷ゼロ」

に向けて、さらなる取り組み強化を行っていきます。

■ これまでの取り組み

1976年 全社的な環境会議を設立

1993年 「ソニー環境基本方針」、環境行動計画を策定

1995年 日本の製造事業所でISO14001認証取得を開始

2002年 「グリーンパートナー環境品質認定制度」を導入

2006年 全事業所の環境マネジメントシステムを統合

2009年 欧州地域の全事業所の電力を100%再エネ化

2010年 環境計画「Road to Zero」を発表

2015年 Science Based Targetsに認定

2018年 国際的イニシアティブ「RE100」に加盟

2022年 環境計画「Road to Zero」気候変動領域の達成年、「RE100」達成目標
の前倒しを発表

Science Based Targets ネットゼロ目標に認定

概要

環境データ

ソニーの環境計画「Road to Zero｣

Green Management 2025

ソニーグループ ポータルサイト「環境」

サステナビリティ関連情報

コーポレート・ガバナンス

倫理・コンプライアンス

テクノロジーの活用

概要

環境方針と目標

環境問題解決への貢献

製品・サービス

サプライチェーン

事業所

物流

製品リサイクル

環境コミュニケーション
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ソニーグループ環境ビジョン
ソニーは、グループ全体のグローバルな環境方針として、「理念」と「基

本方針」からなる「ソニーグループ環境ビジョン」を制定し、持続可能な社

会の実現を目指しています。ソニーは1993年に「環境ビジョン」の前身と

なる「ソニー環境基本方針」と、環境行動計画を制定し、活動を続けてきま

した。2010年には環境計画「Road to Zero」の策定に合わせ、「環境ビジョ

ン」の内容を改定しました。

理念
ソニーは、あらゆる生命の生存基盤である地球環境が保全され、現在

だけでなく将来にわたり、健全で心豊かな持続可能な社会を実現するた

めに、自らの事業活動および製品のライフサイクルを通して、環境負荷を

ゼロにすることを目指します。

環境方針と目標 基本方針
ソニーは、環境法規制を遵守し、グローバルな環境マネジメントシステ

ムを継続的に改善しながら、自らの事業活動および製品のライフサイクル

全体を通して環境負荷を確実に減らすとともに、汚染の防止に努めます。

特に、重要な環境の4つの視点については、以下のゴールを設定し、実現

に向けて積極的に行動します。

気候変動
事業活動ならびに商品・サービスのライフサイクルに起因するエネル

ギーの使用を削減し、GHG※の排出ゼロを目指します。

※  GHGは、地表面から反射する太陽光の赤外線を吸収することで、地表の温度を上昇

させる効果があるガスです。代表的なものとして、二酸化炭素 (CO2) 、メタン、亜酸化

窒素、ハイドロフルオロカーボン (HFC) 類、パーフルオロカーボン (PFC) 類、六フッ化

硫黄 (SF6) 、三フッ化窒素 (NF3) の7つのガスがあります

資源
事業活動における新規の資源投入量を最小化するために、重視する資

源を特定し、その新規材料の利用量ゼロを目指します。また、水の適正な

利用に努め、事業所における廃棄物を最小化するとともに、市場からの製

品の回収・リサイクルに最大限の努力をします。

化学物質
使用する化学物質が人々の健康と地球環境にもたらす著しい悪影響の

リスクを最小化します。使用する化学物質の確実な管理を行うとともに、

予防的措置の観点に立ち、科学的確証が十分に得られていない場合も考

慮しつつ、環境に著しい影響を与える可能性のある物質の継続的な削減・

代替に努め、可能となりしだい、その使用を中止します。

生物多様性
事業活動や地域貢献活動を通して、生物多様性の維持・回復を積極的

に推進し、生態系サービスの保全と持続的な利用に努めます。

ソニーは、この環境ビジョンの実現に向けて、目標・計画を作成し、行動

します。また、社内外のさまざまなステークホルダーとのパートナーシップ

やコミュニケーションを通して、より良い社会の実現に貢献します。

環境計画

環境計画「Road to Zero」
ソニーは、「ソニーグループ環境ビジョン」において「自らの事業活動およ

び製品のライフサイクルを通して、環境負荷をゼロにすることを目指しま

す」と宣言しています。この究極の目標を達成するために策定されたもの

が、ソニーの環境計画「Road to Zero」です。この計画では、「環境負荷ゼ

ロ」の達成年を2050年とし、そこに向けて段階的に環境中期目標を設定

しながら、行動していきます。なお、2022年5月、気候変動領域における

環境負荷ゼロの達成年を2050年から2040年に前倒ししました。

ソニーの環境計画「Road to Zero」

ソニーが取り組む環境の4つの視点

化学物質
生物多様性

資源
気候変動
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ニティへの影響などの観点から「重視する資源※」を特定し、それらの資源

については、バージン資源由来の部材をゼロにすることを目指します。

一方、排出側については、自社オペレーションから発生する廃棄物の再

資源化を推進し、埋め立て量をゼロにすることを目指します。また、製品

においても、リサイクル容易性設計を推進し、地域社会のニーズに適応し

た使用済み製品の回収・リサイクルを継続的に実行するとともに、リサイク

ラーとの協業を通じてより高度な再資源化に取り組みます。

※  重視する資源とは、資源の枯渇性、遍在性、採掘時の環境負荷、採掘による生物多様

性の損失や地域コミュニティへの影響などの観点から、ソニーが重要なものとして特

定する資源を指します

水使用に関するアクション
水は地球全体を循環していますが、利用可能な量が少ない上に、人口

増加などの要因により、持続可能な利用が重要視される資源です。一方

で、異常気象により発生する洪水など、事業に大きな影響を与えるリスク

も存在しています。ソニーは、事業所の水使用状況や、立地する地域の水

リスクに応じて、水源の選定や保全、水使用量削減・再利用の推進、排水

時の周辺環境への影響の最小化などを実施していきます。

紙資源に関するアクション
ソニーは、紙資源が有限であることを認識し、継続的に紙使用量の削減

に取り組みます。また、紙を使用する場合には、紙・印刷物の購入方針に

沿って、森林認証紙や再生紙などの環境に配慮した紙の優先的な購入を

進めます。

紙・印刷物の購入方針［PDF：417KB］

化学物質に対するアクション
ソニーは、使用する化学物質が人の健康と地球環境にもたらす著しい

悪影響のリスクを最小化します。製品に使用する化学物質については、各

国の規制、有害性や環境影響、用途や部品・製品中の含有量などの情報

をもとに適切に管理します。予防的措置の観点に基づき、科学的確証が

十分に得られていない場合でも、リスクが特に懸念される物質については

代替可能な用途を特定し全廃に努めていくことで、環境負荷低減を進め

ます。また、事業所で使用している化学物質についても、種類と用途を特

定し、リスクが高いと判断される物質についてそれぞれ管理基準を定めて

使用の禁止や排出・移動量の削減を推進します。さらに、ライフサイクルで

の環境負荷を鑑み、国際的な枠組みで制限された物質のうちソニーが指

定する物質をサプライチェーンの製造プロセスにおいて使用禁止にするこ

とを求めます。

生物多様性に対するアクション
ソニーは、人類の生活の基盤である自然資本、およびそこから供給され

る生態系サービスの重要性を認識し、自らの事業活動と地域貢献活動の

両面から、生物多様性の維持、回復を積極的に推進します。推進する上で、

TNFD提言に沿った形でのシナリオ分析※を行い、自然資本・生物多様性

関連のリスク・機会の分析と把握、対応策の検討などを実施しています。

ソニーの事業活動は製品ライフサイクルの各ステージにおいて、自然資

本や生物多様性に依存または関係しており、特に依存度や関係性が大き

いステージにおいては目標を定めて取り組みます。例えば、原材料・部品

調達では、重視する資源についてバージン資源由来の部材をゼロにする

ことを目指し、採掘による生物多様性の損失を防ぎます。また、生物多様

性との関係性が深い紙資源については、使用量の削減に継続的に取り組

むとともに、紙を使用する場合には環境に配慮した紙の優先購入を徹底

します。

一方、生物多様性の損失・劣化の要因のひとつとして土地利用の変化

が挙げられますが、ソニーは事業所の土地利用として、構内の緑地や周辺

地域の生態系において、地域のニーズに応じた自然回復活動や生物多様

性の保全活動を推進します。さらに、世界中で深刻化しているプラスチッ

クごみによる海洋汚染問題への対応として、製品や事業所におけるプラス

チック使用量削減や事業所によるプラスチックごみの回収・清掃活動を推

進します。

また、ソニーは社員を含む全ての人が生きていくために欠かせない食材

が、土壌汚染や森林破壊、食品ロスや地球温暖化など多くの環境問題と

関係があることを認識し、社員に対してそれらの問題を伝え、環境に配慮

した食生活の実行を促します。

※  TNFD提言に沿った形でのシナリオ分析について詳細は以下をご覧ください

TCFDおよびTNFD提言に沿った気候関連・自然資本の情報開示

「環境負荷ゼロ」へ向けた4つの視点でのアクション
ソニーは、「環境負荷ゼロ」を達成するために、気候変動、資源、化学物

質、生物多様性の4つの重要な視点に対して、以下のアクションを進めて

います。

気候変動に対するアクション
ソニーは、事業活動ならびに商品・サービスのライフサイクル全体で

GHG排出量ゼロを目指します。排出量削減を目指す上で、TCFD提言に

沿った形でのシナリオ分析※を行い、気候関連リスク・機会の分析と把握、

対応策の検討などを実施しています。GHG排出量ゼロに向けた対応策と

しては、使用するエネルギーについて、徹底した省エネルギー (以下、省エ

ネ) 化と可能な限りの再エネの導入を進めています。

具体的には事業所における使用電力量の削減と太陽光発電設備など

の設置推進、および製品・サービスにおけるエネルギー利用効率の最大化

とともに、製造委託先や原材料・部品サプライヤーなどのサプライチェーン

に対しても同様の取り組みを働きかけ、直接的・間接的なGHGの排出量

削減に努めます。なお、最終的に排出抑制が不可能なGHGについては、

炭素除去など排出量を相殺する方法も検討していきます。

※ TCFD提言に沿った形でのシナリオ分析について詳細は以下をご覧ください

TCFDおよびTNFD提言に沿った気候関連・自然資本の情報開示

資源に対するアクション
ソニーは、国際的にも求められている資源が循環する経済 (サーキュ

ラーエコノミー) の推進の考えのもと、事業活動および商品・サービスのラ

イフサイクルを通して資源を有効利用するために、投入資源の最小化、再

資源化の最大化を実行します。

投入側については、製品の軽量化や包装材利用の最小化、自社オペ

レーションの資源効率向上などを通じ、投入資源の最小化を行います。同

時に、品質や耐久性の向上などに取り組んで製品の長寿命化を図るとと

もに、修理容易性設計などの環境配慮設計にも取り組み、投入資源を間

接的に抑制します。加えて、世界中で深刻化するプラスチックごみによる

海洋汚染問題への対応策のひとつとして、使い捨てプラスチックである製

品のプラスチック包装材使用量の削減も進めます。また、資源の枯渇性・

偏在性・採掘時の環境負荷、採掘による生物多様性の損失や地域コミュ サステナビリティ関連情報
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環境中期目標
ソニーは、環境中期目標を5年ごとに設定しながら、「環境負荷ゼロ」を

目指しています。環境中期目標の設定に際しては、達成年からバックキャ

スト (逆算) し、その時点で環境負荷がどのレベルになっているべきかを

考え、各年度の目標内容に反映しています。これにより、「環境負荷ゼロ」

に向けて、活動の進捗から修正を加えながら、着実に行動することができ

ます。2011年には第1ステップとなる2011年度から2015年度までの環

境中期目標「Green Management 2015」、2016年には第2ステップと

なる2016年度から2020年度までの環境中期目標「Green Management 

2020」を設定し、活動しました。現在は2021年度から2025年度までの

環境中期目標「Green Management 2025」の達成に向けて、活動を進

めています。

Green Management 2025

2025年までに、ソニーはさらにゼロに近づく
ソニーは、2021年4月より、2025年度までの環境中期目標「Green 

Management 2025」 (GM2025) を設定し、活動しています。ソニーはさ

らに「環境負荷ゼロ」に近づくために環境活動を加速させていきます。

社会的背景
喫緊の環境問題である気候変動において、2018年にIPCC※総会で承

認された「1.5℃特別報告書」によると、世界の平均気温上昇を産業革命前

と比べ1.5℃以下に保つためには2050年までにGHGの排出を実質ゼロ

にする必要があります。実質ゼロの脱炭素社会にするため、企業には省エ

ネ製品の追求や再エネの導入、サプライチェーン全体でのGHG排出量の

削減が求められています。一方、資源においても持続可能な資源利用に

向けて、経済成長と環境負荷低減の両立、サーキュラーエコノミーへの転

換、近年の海洋プラスチック汚染問題への対応などが要求されています。

※  IPCC：Intergovernmental Panel on Climate Change (気候変動に関する政府間パ

ネル)

策定に際して
ソニーは自社の環境活動にとどまらず、ビジネスパートナーや消費者な

どのステークホルダーにも行動を働きかけ、持続可能な社会を共創してい

くことが重要だと考えています。そこで、これまでの環境活動を自己評価

しつつ、自社およびステークホルダーや一般社会にとって何が重要なのか

という視点から全社的にマテリアリティ分析を実施しました。その結果や

社会的背景を踏まえて、ソニーが以前から取り組んでいる4つの視点であ

る、気候変動、資源、化学物質、生物多様性が重要であることを再確認し、

GM2025の策定を行いました。特に次の3つを重点項目としています。

重点項目1：製品の省エネ化・省資源化
ソニーは、製品のライフサイクルにおけるGHG排出量の大半を占める

製品使用時の省エネ化を追求していきます。さらに、製品への投入資源を

最小化するとともに、近年深刻化している海洋プラスチック汚染問題など

に対応するため、製品および包装材にかかわるプラスチック使用量の削減

を積極的に進めます。

重点項目2：さらなる再エネの導入
ソニーは「RE100」に加盟し、2030年※までにグループ全体の使用電力

の100%再エネ化を目指しており、2025年時点での全世界の事業所にお

ける総電力使用量のうち再エネ由来電力の使用率を35%※以上に引き上

げるなど、さらに活動を加速させます。

※ 2022年5月に改定

「RE100」への加盟

重点項目3：サプライチェーンとの環境負荷低減での
協力を強化

ソニーは、以前より原材料・部品サプライヤーおよび製造委託先に協力

を求めることで、サプライチェーンの環境負荷低減に取り組んできました

が、さらにGHG排出量削減目標や水使用量削減目標の設定を働きかけ、

その進捗を管理するなど、エンゲージメントを強化していきます。

さらに、ソニーはこれまでも、全世界20億名以上に対して、エンタテイン

メント分野のコンテンツを活用し、環境を含む「持続可能な開発目標 

(SDGs) 」に関する啓発活動を実施してきました。GM2025においても、こ

うした啓発活動を継続するとともに、250万名以上に環境活動への参画

を促すことを目指します。

「Green Management 2025」の具体的な目標
GM2025の目標一覧については、以下のウェブサイトをご覧ください。
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「Green Management 2025」の各目標と進捗状況
ソニーは、2021年度から2025年度までの環境中期目標「Green Management 2025」 (GM2025) において、製品のライフサイクルのステージごとに目標を設定し、活動しています。各ステージの目標と2023年度の進捗を報告します。

商品 / サービスの企画および設計
ソニーは、全ての事業領域で環境負荷の少ない商品・サービスを提供しています。エレクトロニクス製品では、

製品のライフサイクルを通じて環境負荷が低くなるような設計を推進し、製品への再生プラスチックの導入やプ

ラスチック包装材の削減などを推進しています。また、エンタテインメント事業を中心に、コンテンツを活用した

環境活動を企画し、参画を促しています。

オペレーション
ソニーは、グループ内の事業所において、再エネの導入をはじめとした環境負荷の低減に取り組んでいます。

2021年度より再エネの導入を加速させ、2022年5月には自社事業所で使用する電力を100%再エネ化する目

標を2040年から2030年に前倒ししました。GM2025の目標も2025年度時点での再エネ由来の電力使用率を

15%から35%に引き上げました。

※1 個装パッケージの範囲は、個装カートン、個装カートン上および中の包装材です

※2 コーティングや接着で用いる材料は除きます

※3  環境管理物質は、部品・デバイスなどに含有される物質のうち、地球環境と人体に著しい環境影響 (側面) を持つとソニーグループ

が判断した物質を指します

項目 目標内容 (基準年2018年度) 2023年度の進捗状況

全体
エンタテインメント事業を中心に、グループ全体
で20億人以上に持続可能性の課題について啓発
し、250万人以上に参画を促す

エンタテインメントコンテンツを活用し、グループ
全体で累計5.4億人以上に啓発し、イベントや
ソーシャルメディアを通じて累計4,900万人以上
に参画を促進

気候変動 製品1台あたり年間消費電力量5%削減 約0.7%減少

資源

製品 (包装材を除く) 1台あたり石油由来バージ
ンプラスチック使用量10%削減 約16.1%削減

製品1台あたりプラスチック包装材使用量10%
削減 約25.1%削減

新たに設計する小型製品のプラスチック包装材
全廃

2023年 発 売 の ヘッドホンWF-1000XM5やス
マートフォンXperia™ 1 V、Xperia 5 V、デジタル
カメラVLOGCAM™ ZV-1 IIなどで、個装パッケー
ジ※1のプラスチック使用量ゼロ※2を実現

化学物質 懸念の高い環境管理物質※3について、リスクの高
い用途において代替する

ソニー独自の化学物質管理基準に基づき代替を
推進
ポリ塩化ビニル、臭素系難燃剤の代替の詳細に
ついては、以下をご覧ください。

ポリ塩化ビニル (PVC) の代替化

臭素系難燃剤 (BFR) の代替化

※1 GHG (Greenhouse Gas) は、温室効果ガスの略称です

※2 2022年5月に15%から35%に引き上げています

※3 VOC (Volatile Organic Compounds) は、揮発性有機化合物の略称です

※4 生物多様性のデータはISO14001認証サイト以外も含みます

項目 目標内容 (基準年2020年度) 2023年度の進捗状況

気候変動
事業所からのGHG※1排出量を総量で5%削減 約3.2%減少 

再エネ由来電力35%※2以上使用 (再エネ電力率) 約35.3%

資源

廃棄物発生量を原単位で5%改善 約50.9%悪化 

埋め立て率1%以下 (ソニーがコントロール不可
能なものを除く)

約0.9%

- 水使用量の多いサイト： 水使用量原単位5%
改善

- 水リスク地域立地サイト： リスク低減活動を実施

約11.6%悪化

排水汚染リスク低減などの実施

認証紙・再生紙の使用を推進 紙・印刷物の購入方針に基づき再生紙や認証紙
の使用を推進

化学物質

別途定める化学物質について、 管理基準 (クラ
ス1 ～ 4) に従い対応
クラス1物質：使用禁止
クラス2物質：使用禁止 (除外用途あり) 
クラス3物質：  VOC※3の大気中への総排出量

2010年度以下

クラス1物質：使用禁止物質の使用なし
クラス2物質：使用禁止物質の使用なし
クラス3物質：  VOCの大気中への排出量：約53.0%

削減

生物多様性※4

地域のニーズに応じた生物多様性保全活動 (サイ
ト内保全活動含む) の継続的実施

29事業所で地域のニーズに応じた生物多様性の
保全活動を実施

社員食堂における環境に配慮された食材使用の
推進

40事業所の社員食堂での環境配慮食材を使用し
たメニューの提供、47事業所でワークショップ開
催などの社員啓発活動を実施

海洋プラスチック汚染問題への取り組みの実施
41事業所での使い捨てプラスチック削減、社員
へのマイボトル利用の推進などを実施
45事業所にて清掃活動を実施
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サプライチェーン
ソニーは、ライフサイクル全体を通した目標を達成するために、原材料・部品サプライヤーならびに製造委託先

に対し、環境負荷低減の働きを強め、削減目標設定と進捗管理、低減活動の実施を求めています。

物流
ソニーは、製品の小型・軽量化による輸送重量の削減に取り組むとともに、輸送効率の最適化や環境負荷が

低い輸送手段への切り替え (モーダルシフトなど) を進め、製品物流に関するCO2排出量の削減に取り組んでい

ます。

回収・リサイクル
ソニーは、製品のリサイクル配慮設計を進めるとともに、使用済み製品の回収・リサイクル処理を推進していま

す。さらに、現時点で再資源化できていないもののリサイクルを目指し、リサイクラーと協業し実現へ向けた活動

をしています。

項目 目標内容 2023年度の進捗状況

気候変動
原材料・部品サプライヤー、製造委託先に対し、
GHG排出量の把握と、排出削減に関する長期・
中期目標の設定と進捗管理を求める

該当するサプライヤーに対し、実績把握と長期・
中期削減目標の設定および削減施策の実施を求
め、実績調査を実施。有効回答率約80% (取引
額ベース)

資源
原材料・部品サプライヤー、製造委託先に対し、
立地する地域の水枯渇リスクを考慮した水使用
量削減目標の設定と進捗管理を求める

該当するサプライヤーに対し、実績把握と水リス
クの把握、削減目標設定および削減施策の実施
を求め、実績調査を実施。有効回答率約80% (取
引額ベース)

化学物質

ソニーグループに納入される原材料・部品・製品、
製造委託先から納入される製品・半製品に関し
て、ソニーグループが制定した基準に基づいた対
応を求め管理する

ソニー独自の化学物質管理基準に基づいた対応
を要求

原材料・部品サプライヤー、製造委託先に対し、ソ
ニーグループが別途指定する物質について、製造
プロセスでの使用禁止、および適正管理を求める

ソニーが指定した物質の製造プロセスでの使用
禁止を要請し、使用状況の調査を実施

生物多様性 原材料・部品サプライヤー、製造委託先に対し、
生物多様性への配慮と取り組みを求める

該当するサプライヤーに対し、生物多様性への配
慮を求め、活動状況の調査を実施

項目 目標内容 (基準年2018年度) 2023年度の進捗状況

気候変動 国際間・域内における物流CO2排出量を総量で
10%削減 約25%削減

項目 目標内容 2023年度の進捗状況

資源

地域社会のニーズに適応したリサイクルスキーム
の構築・維持

回収・リサイクルの法規制が整備されている全地
域において、確実に各法規制要求に対応。法規制
が未整備の地域において、自主的な回収・リサイ
クル活動を実施

重視する鉱物資源 (タンタル) の再資源化におい
て回収効率1.5倍 (基準年2020年度)

日本の特定のリサイクルプラントで、使用済み製
品からタンタルを含む部品を回収するプロセスに
おいて2021年度から2022年度の期間に選別装
置の調整などを実施し、設備導入当初の2020年
度と比較して回収効率を約44倍に改善
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世界的な環境問題への取り組み

「Science Based Targets」の1.5℃目標の認定を取得
環境中期目標「Green Management 2025」の策定に際し、さらに長

期的な視野から検討し、達成を2035年度とした気候変動目標は、

「Science Based Targets (SBT) ※」において科学的な根拠に基づいた

「1.5℃目標」として認定されています。目標として認定された内容は以下

となります。なお、2022年5月に達成年を2040年に前倒しした、スコープ

1から3までを含むバリューチェーン全体でのネットゼロ目標は、2022年8

月、SBTのネットゼロ目標として認定されました。

※  SBTは、気候変動による世界の平均気温の上昇を、産業革命前と比べ1.5℃に抑える

という目標に向けて、科学的知見と整合した削減目標を企業が設定することを推進す

る国際イニシアティブです

●  2025年度までにサプライチェーンにおけるGHGの10%相当の原材料・

部品サプライヤーおよび製造委託先がSBT相当の目標を設定
●  2035年度までにグローバルでのソニーの事業所におけるGHG排出量

を72%削減 (2018年度比)

●  2035年度までにスコープ3の製品使用時におけるGHG排出量を45%

削減 (2018年度比)

「RE100」への加盟
ソニーは、2018年より「RE100※」に加盟し、2040年までに自社の事業

活動で使用する電力を100%再エネにすることを目指していましたが、

2022年5月、達成目標年を2030年に前倒ししました。この目標達成に向

けて、ソニーはすでに事業所の電力を100%再エネ化した欧州、中国に続

き、パンアジア、北米、日本地域の事業所においても太陽光発電設備の設

置を推進するなど再エネの導入を拡大しています。また、パンアジア地域

の全ての製造事業所で100%再エネ化を達成しています。特に、電力を多

く使用する日本では主な事業所への太陽光発電設備の設置を進める他、

日本初の取り組みとしてFIP (フィードインプレミアム) 制度を活用したバー

チャルPPA (電力購入契約) の運用や、グループ敷地外の太陽光発電設備

で発電した電力をソニーグループの他事業所に供給する自己託送も実施

しています。

※ 「RE100」は、全世界での事業活動で使用する電力を100%再エネにすることを目指す

企業が参加しており、国際NPOであるThe Climate GroupがCDPとのパートナーシッ

プのもとで主導する国際的なイニシアティブです

再エネの導入

日本で初めて、FIP制度を活用したバーチャルPPAを開始

「One Blue Ocean Project」では、以下の4つの取り組み内容をもとに、

製品および事業所において活動を推進しています。2023年度の主な実績

を紹介します。

製品におけるプラスチック使用量の削減・再生材の積極利用
幅広い製品において、プラスチック部品の小型軽量化とプラスチック包

装の削減を進めるとともに、再生プラスチックの使用を拡大します。

2023年度の実績は、以下をご覧ください。

製品本体でのバージンプラスチック使用量の削減

包装材でのプラスチック使用量の削減

生産活動にともなうプラスチック使用量の削減
各事業所の生産活動で使用するプラスチックの削減をさらに推進します。

2023年度は2022年度に比べて、プラスチックの廃棄物発生量が566ト

ン増加しました。2018年度からは、1,516トンの削減となります。

会議室・売店などの使い捨てプラスチックの使用削減と中止
会議室や応接室における、ペットボトルやストロー、カップなどの使い

捨てプラスチックの使用廃止を目指します。また、社内の売店やカフェなど

で提供するレジ袋の配布を原則中止し、ストロー、カップなどの使い捨て

プラスチックの使用削減と中止を順次進めます。同時に社員へのエコバッ

グ・マイカップの使用推奨の周知・啓発を実施します。

2023年度は、41事業所において会議室でのペットボトルなどの使い捨

てプラスチックの提供を中止しました。また、22事業所で売店やコンビニ

エンスストアでのレジ袋の配布を中止し、21事業所で社内にあるカフェで

のストローの配布を中止しました。

海洋プラスチック汚染問題への対策として
「One Blue Ocean Project」を実施

ソニーは、世界中で深刻化しているプラスチックごみによる海洋汚染問

題を重く受け止め、2019年より、製品や事業所におけるプラスチック使用量

削減や事業所によるプラスチックごみの回収・清掃活動をさらに推進する海

洋プラごみ対策アクション「One Blue Ocean Project」を実施しています。
Science Based Targetsのロゴ

「RE100」のロゴ

「One Blue Ocean Project」のロゴ
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河川や海岸、地域での清掃活動の拡大
これまで世界各地の事業所やグループ会社で行ってきた河川や海岸、

地域での清掃活動を、他の事業所でも実施するよう順次拡大するととも

に、海洋プラスチック汚染問題の対策について社員への周知・啓発を行っ

ています。

2023年度は、45事業所で延べ286回の清掃活動を実施し、合計9,272

名のソニーグループの社員とその家族が清掃活動に参加し、45リットルご

み袋532個分のごみ、および約8トンのごみを回収しました。

One Blue Ocean Project

環境マネジメント体制
ソニーは、「ソニーグループ環境ビジョン」の実現、環境中期目標の達成、

法規制やグループとして定めた規則類の遵守を徹底するために、グロー

バルに統一した環境マネジメントシステムを構築し、継続的に改善してい

ます。

グローバルな環境マネジメントシステム
ソニーは、1990年代初頭より環境マネジメントシステムの国際規格で

あるISO14001の認証取得を全世界の各事業所※1で進め、2000年代初

めに完了しました。その後これを発展させ、それまでの各事業所でのマネ

ジメントシステムを生かしつつ、本社と各事業部門、各事業所が一体と

なった、グループとしてグローバルに統一した環境マネジメントシステムを

構築し、ISO14001の統合認証を2005年度に取得しました。2024年3月

31日時点で、全世界合計86拠点の事業部門・事業所が統合認証を取得

しています※2。

※1 事業所とは、ソニーグループ全体の製造および非製造事業所を指します

※2  ISO認証取得事業所の対象範囲は、全ての製造事業所、人員数100名以上の物流拠

点および1,000名以上の非製造事業所です

環境専門機能の設置
ソニーでは、環境に配慮した製品の製造、販売や製品リサイクルの実施、

事業所における環境配慮など、多岐にわたる施策を推進するため、グルー

プ全体の環境マネジメントを統括する本社環境機能が、「ソニーグループ

環境ビジョン」に基づいた目標・規則の制定やパフォーマンスのモニタリン

グを行っています。さらに、本社環境機能の中に事業所や製品のエネル

ギー、資源・リサイクル、化学物質管理、生物多様性、資材調達、コミュ

ニケーションといった領域ごとに専門機能を設置しており、各専門機能は

品質やカスタマーサービス、労働安全衛生や防災などの関連分野・組織と

それぞれ融合・連携し、より実効性の高いマネジメント体制を構築してい

ます。

本社環境機能はトップマネジメントであるソニーの経営陣が統括してお

り、その最高責任者はソニーグループ株式会社の執行役です。社長を含む

経営陣は定例会議において、環境に関する社内の重要課題を共有してい

ます。また、グローバルに環境マネジメントを展開するため、地域内の法

規制などの把握や、地域内の事業部門・事業所に対する本社規則類の伝

達や監査の実行など、地域横断的な活動を推進する機能として6つの地域

環境オフィス (北米地域環境オフィス、中南米地域環境オフィス、欧州地域

環境オフィス※1、日本・東アジア地域環境オフィス※2、中国地域環境オフィ

ス※3、パンアジア地域環境オフィス※4) を設置しています。

※1  欧州地域環境オフィスは、欧州各国、イスラエル、トルコ、旧ソビエト連邦の国々 (ア

ゼルバイジャン、タジキスタン、トルクメニスタン、ウズベキスタンを除く) の事業部門・

事業所を管轄しています

※2  日本・東アジア地域環境オフィスは、日本、韓国、台湾地区の事業部門・事業所を管

轄しています

※3  中国地域環境オフィスは、中国大陸および香港地区の事業部門・事業所を管轄して

います

※4  パンアジア地域環境オフィスは、モンゴルおよびその他アジア (欧州地域環境オフィ

ス、日本・東アジア地域環境オフィス、中国地域環境オフィスが管轄する事業部門・

事業所を除く) 、アフリカ、中近東、オセアニア、アゼルバイジャン、タジキスタン、トル

クメニスタン、ウズベキスタンの事業部門・事業所を管轄しています

事業部門・事業所：環境マネジメントの実行、内部監査の実行

北米 中南米 欧州 日本・東アジア 中国 パンアジア

地域環境オフィス：地域内の法規制などの把握、コーポレート監査実行など

経営陣

本社環境機能

本社

グループ全体の環境マネジメントの統括

5拠点 該当なし 5拠点 56拠点 13拠点 7拠点

ISO14001の統合認証を世界合計86拠点で取得

ソニーグループ グローバル環境マネジメントシステム (2024年3月31日時点)
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PDCAサイクルによる継続的改善
PDCAサイクルを基礎としたISO14001の規格に基づき、本社において、

ソニーグループ全体にかかわる環境影響評価を毎年行い、リスクや機会

を特定の上、環境中期施策や年度計画に反映しています。本社レベルの

計画を受けて各事業部門・事業所は、それぞれの環境影響評価とともに

本社指針の要素を盛り込んだ年度事業計画を立案し、実施しています。

事業計画の実施状況は本社環境オフィサーを議長とした会議体で定期的

にレビューされ、継続的改善につなげています。

なお、これらの環境活動の実施状況を把握するため、製品の消費電力

や重量、事業所のエネルギー使用量や廃棄物量などの環境パフォーマンス

データを定期的に集計するオンラインデータシステムをグローバルに構築

しています。このようなPDCAサイクルを回すため、ISO14001の環境要求

事項に基づいた文書体系を構築しています。内容は事業部門・事業所に

おける環境マネジメント手順、社内環境コミュニケーション、製品の環境

配慮、内部監査など、環境管理全般をカバーしています。また、環境活動

を推進するための仕組みとして、職場での社員の役割の中で有効な環境

活動が推進できるよう、目的や職務内容に応じたさまざまな環境教育を実

施しています。

環境活動と報酬のリンク
ソニーグループの各事業 (金融など一部の事業を除く) における環境活

動の成果は、年1回実施される事業業績評価の基準のひとつとなってお

り、ここでの評価結果は主な事業部門の社員の賞与に反映されます。ま

た、ビジネスユニットを担当する上級役員および執行役員の業績連動報酬

の評価においては、環境に関する事項が考慮されています。なお、特に優

秀な活動については、グローバルレベルで表彰制度を設け、社内での認知

向上や活動の横展開を図っています。

上級役員の報酬について

環境監査
ソニーでは、グループの環境マネジメントシステムの継続的な改善、お

よび事業所における環境事故・災害などの未然防止、開示する環境データ

の信頼性向上を目的に、各事業部門と事業所が自らの環境マネジメント

システムの有効性を確認する「内部監査」、本社や地域の環境オフィスが

コーポレートルールの遵守状況を確認する「コーポレート監査」、外部の認

証機関がソニーグループ全体の環境マネジメントシステムの有効性を確

認する「外部監査」の3種類の監査を組み合わせ、グループで統合した環

境監査体制を構築しています。

ソニーにかかわる環境負荷の全体像

バリューチェーン全体のGHG排出量の把握
GHGについては、近年の気候変動問題の深刻化にともない、企業に対

してバリューチェーン※1全体における排出量を把握・管理することが求め

られています。ソニーでは、主要な原材料・部品サプライヤーおよび製造

委託先でのGHG排出量を把握するとともに、バリューチェーン全体におけ

るGHG排出量を算出しています※2。2023年度のソニーのバリューチェー

ン全体におけるGHG排出量は約2,111.1万トンでした。排出量が最も多

かったのは「製品使用時のエネルギー」に起因するもので約1,233.7万ト

ン、次に多かったのは材料や部品などの「購入した製品・サービス」で約

478.7万トンでした。今後も、ソニーではバリューチェーン全体のGHG排

出量の把握と管理に努めます。

※1  バリューチェーンとは、製品の素材調達、製造、使用、廃棄までの一連のプロセスの

こと。製品製造の上流と下流を含みます

※2  GHG排出量は、GHGプロトコル「スコープ3基準」、環境省ガイドラインなどを参照し

て算出しています

環境データ

ソニーグループ環境マネジメントシステムのPDCAサイクル

Plan

Do

Check

Act

「ソニーグループ環境ビジョン」、環境中期目標、
グループ全体の環境関連規則および年度事業計画の作成

年度事業計画に基づいた環境マネジメントの実行

監査、年度事業計画および環境中期目標のレビュー、
業績評価、表彰

トップマネジメントによる見直し、継続的改善

各事業部門・事業所

内部監査

本社・地域オフィス 外部認証機関

事業部門・事業所が実行
部門の視点でそれぞれの
環境マネジメント体制を
確認。

本社や地域の環境オフィ
スが事業部門や事業所に
対して実施。コーポレート
ルールの遵守状況を確認。

コーポレート監査 外部監査

外部の認証機関がソニー
グループ全体の環境マネ
ジメントシステムの有効
性を確認。

ソニーグループ環境監査体系

その他
45.7万トン

事業所 (スコープ1)

24.1万トン

事業所 (スコープ2)

82.6万トン

スコープ3

2,004.4万トン

輸送、配送 (上流) [カテゴリー 4]

14.2万トン

資本財 [カテゴリー2]

232.1万トン

購入した製品・サービス 
[カテゴリー1]

478.7万トン

販売した製品の使用 
[カテゴリー11]

1,233.7万トン

バリューチェーンにおけるGHG排出量
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環境負荷の全体像
以下の図は、全世界のソニーの事業活動におけるエネルギーや資源の使用量、販売した製品がお客様のもとで消費するエネルギー量、使用後にどの程度リサイクル・廃棄されるかなど、環境に対する負荷をライフサイクルの流れで捉え

たものです。この図は、ソニーが直接的に把握かつ管理可能な項目に関する2023年度の主要な環境負荷を示しています。

環境データ集計の方法および考え方

※1 製品などへリユース・リサイクル材などを使用した量　※2 主に日本・欧州・北米のエレクトロニクス分野のソニーグループ各社が対象　 ※3 クラス1～4物質の取扱量　 ※4 日本のPRTR (Pollutant Release and Transfer Register：化学物質排出移動量届出制度) 対象物質
注) 上記の図以外にも、購入資材の生産時、製品のリサイクル時などで、別途環境負荷が発生しています

廃棄物発生量　6.5万トン

リサイクル量　5.5万トン

埋め立て　1.0万トン

回収量　5.4万トン

リサイクル量　0.64万トン

製品輸送エネルギー使用量
0.21万TJ

社員出張エネルギー使用量※2　0.08万TJ
化学物質取扱量※3　43万トン

社員出張CO2排出量
5.8万トン-CO2

排水量　1,967万m3

化学物質排出・移動量※4　33.3万トン

製品使用時エネルギー使用量　32.0万TJ

廃 

棄
(日本のみ)

温室効果ガス 資源 水 化学物質

水質汚濁物質

大気汚染物質 NOx 70トン　SOx 3トン

物流 お客様

材料使用量
42.1万トン

製品出荷量　36.6万トン

資
源
採
取

廃 

棄

製品輸送CO2排出量
14.2万トン-CO2

製品使用時CO2排出量　1,234万トン-CO2

ソニー

• ジェット燃料　0.08万TJ

• 日本・東アジア　0.9万トン
• 欧州 2.0万トン
• その他 2.6万トン

• 井水 565万m3

• 上水 267万m3

• 工水 1,254万m3

• 雨水 4万m3

• 社外リサイクル水 173万m3

取水量　2,263万m3

水資源保全涵養量 (水涵養)
357万m3

• ジェット燃料　0.10万TJ
• その他 0.11万TJ

• 国際間　10.8万トン-CO2

• 域内 3.3万トン-CO2

• テレビ 10.5万TJ
• ゲーム 20.6万TJ
• オーディオ・ビデオ　0.6万TJ
• その他 0.3万TJ

• テレビ 500万トン-CO2

• ゲーム 696万トン-CO2

• オーディオ・ビデオ　26.7万トン-CO2

• その他 10.7万トン-CO2

• 鉄 0.27万トン
• ガラス 0.06万トン
• 銅 0.01万トン
• その他　0.30万トン

• テレビ 15.4万トン
• オーディオ・ビデオ 4.9万トン
• ゲーム 12.2万トン
• その他 4.1万トン

• 紙くず 0.5万トン
• 廃プラスチック　0.7万トン
• 金属くず 0.2万トン
• 木くず 0.1万トン
• その他 4.1万トン

循環材使用量※1　6.4万トン

• 廃棄物としての移動量 3.5万トン
• 大気への排出量 28.6万トン
• 公共用水域への排出量 1.0万トン
• 下水道への移動量 0.3万トン

• 廃プラスチック　0.7万トン
• 紙くず 0.5万トン
• 木くず 0.1万トン
• その他 5.3万トン

• 製品 (本体＋付属品)　28.3万トン
• 包装材 8.3万トン

事業所エネルギー使用量　2.9万TJ

• 電気 2.7万TJ
• ガス 0.1万TJ
• 再エネ 0.1万TJ
• その他 0.06万TJ

証書・クレジットによる
再エネ導入量　0.9万TJ

• 河川 876万m3

• 下水 1,091万m3• 紙 5.6万トン
• プラスチック　0.8万トン

事業所温室効果ガス排出量
106.7万トン-CO2

• エネルギー起因 93.2万トン-CO2

• SF6 1.4万トン-CO2

• PFC類 6.9万トン-CO2

• その他 5.2万トン-CO2

BOD  419トン　COD　86トン

サプライヤー

市場

ソニーにかかわる環境負荷の全体像
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TCFDおよびTNFD提言に沿った
気候関連・自然資本の情報開示

ソニーグループ株式会社 (以下、当社) は、自社の事業が健全な地球環

境により成り立っているとの認識のもと、事業活動および製品ライフサイ

クルを通した環境負荷ゼロを目指しています。その達成に向けた環境中

期目標では、重要な視点として気候変動および自然資本・生物多様性へ

の対応が含まれています。

当社の事業活動は、製品ライフサイクルの各ステージにおいて、水資源

や鉱物・エネルギー資源などの自然資本に依存し影響しています。また、

気候変動による影響の顕在化と、脱炭素社会に向けた移行は重要課題で

す。当社は、自然資本と気候変動は、互いに関連するテーマであると捉え

ており、TCFD提言 (以下、TCFD) やTNFDフレームワーク (以下、TNFD) に

沿った対応を進めています。

気候変動と自然資本・生物多様性に関する方針
気候変動

事業活動ならびに商品・サービスのライフサイクルに起因するエネル

ギーの使用を削減し、GHGの排出ゼロを目指します。

具体的には、環境中期目標として、以下の取り組みを定め、直接的・間

接的なGHGの排出量削減に努めています。

事業所
• 省エネの推進

• GHG排出の少ないエネルギーへの転換

• 再エネの利用の促進

• 非エネルギー起因のGHGの排出削減

事業所以外
• エネルギー効率に優れた環境配慮製品・サービスの開発・提供

• 製造の委託先や部品・原材料の調達先への関与

自然資本・生物多様性
当社は、事業活動や地域貢献活動を通して、自然や生物多様性の維持・

回復を積極的に推進し、生態系サービスの保全と持続的な利用に努めま

す。特に、製品ライフサイクル上で自然資本・生物多様性への依存や影響

が大きいステージにおいては、目標を定めて取り組みます。原材料・部品

調達の環境配慮や、製品・包装材の省資源化を通じて、自然や生物多様

性の維持、回復を積極的に推進します。

ソニーグループ環境ビジョン

環境計画

環境中期目標

ガバナンス
当社は、会社法上の「指名委員会等設置会社」を現時点において最も適

切な経営の機関設計として採用しており、そのもとで、取締役会は、グルー

プ経営に関する基本方針その他重要事項について決定するとともに、CEO

および執行役を含む上級役員に対して、それぞれの責任範囲を明確にした

上で業務執行に関する決定権限を大幅に委譲することにより、迅速な意思

決定を可能にしています。

取締役会は、中期経営計画および年度事業計画を定期的に審議・決定

をしており、気候変動および自然資本・生物多様性を含むさまざまなリス

ク・機会を踏まえてかかる審議・決定を行っています。その上で、上級役員

が、経営計画、事業計画に沿った戦略の遂行、業務の執行を行い、適宜、そ

の状況について報告を受け、議論する体制となっています。

かかる取締役会からの権限委譲を受けて取締役会の一員でもある当社

のCEOは、ソニーグループ全体に対して適用される、地球環境に関する当

社の理念や気候変動および自然資本・生物多様性に関する事項を含む基

本方針を定めた「ソニーグループ環境ビジョン」および中長期の環境目標 

(Green Management 20XX) を決定する責任と権限を有しています。ま

た、取締役会により選任された環境を含むサステナビリティに関する事項

を担当する執行役は、ソニーグループのグローバル環境マネジメントの基

本的な枠組みを定めた社内規則である「ソニーグループ環境マネジメント

ストラクチャー」を制定し、環境担当部署を通じて、各ビジネスユニット・事

業所による「ソニーグループ環境ビジョン」の実現に向けた諸活動や、「ソ

ニーグループ環境マネジメントストラクチャー」の遵守・運用などを監督し

ています。さらに、TCFDおよびTNFDに対応するため、環境担当部署が中

心となり、シナリオ分析などを通じた気候関連および自然関連リスク・機会

の分析と把握、対応策の検討などを実施しています (詳細は、「気候関連の

戦略」および「自然資本・生物多様性の戦略」をご参照ください) 。これらの

執行側での活動状況については、定期的に取締役会に報告し、そのレ

ビューを受けています。なお、報酬委員会は、CEOを含む取締役、執行役お

よびその他の役員の報酬方針を決定し、これら役員の個人別報酬額の内

容を決定もしくは監督する権限を有しています。上級役員の業績連動報酬

の評価においては、環境を含むサステナビリティに関する事項が考慮され

ています。また、各事業が重視しているサステナビリティ課題への取り組み

についてKPIを設定し、事業の業績評価の一部に組み込んでいます。

ソニーグループ環境ビジョン

環境マネジメント体制

気候関連の戦略

自然資本・生物多様性の戦略

リスク管理
当社の各ビジネスユニット、子会社、関連会社、社内部署は、それぞれ

の担当領域において定期的にリスクを検討・評価し、損失のリスク管理の

ための必要な体制 (リスクの発見・情報伝達・評価・対応の仕組みなど) の

整備・運用に取り組んでいます。また、上級役員は、自己の担当領域にお

いて、当社に損失を与えうるリスクを管理するために必要な体制の構築・

維持を行う権限と責任を持ち、かかるリスク管理体制の整備・運用を推進

しています。さらに、グループリスク管理を担当する執行役は、上記各担

当における体制の構築・維持を総合的に推進し、管理しています。また、

かかる体制およびその運用状況については、定期的に取締役会が報告を

受け、その妥当性について確認しています。

気候変動や自然資本・生物多様性に関連するリスクについても、かかる

体制のもと、各ビジネスユニット、子会社、関連会社、社内部署が、事業戦

略・事業計画を策定する際に、必要に応じて評価・分析を行っています。
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後のデータ処理量を低減することができ、消費電力削減に貢献できると考

えています。

※1  COP21 (Conference of the Parties 21) とは、気候変動枠組条約第21回締約国

会議のことです

※2  パリ協定とは、フランス・パリで開催されたCOP21において採択された、気候変動に

関する2020年以降の国際的枠組みのことです

シナリオ分析
分析の手法・前提

当社は、TCFD提言の要請に基づき、外部専門家の助言を踏まえながら、

シナリオ分析を実施しました。

まず、ソニーグループにおける気候変動の影響を評価するため、グルー

プの個々の事業 (金融分野を除く) が、産業として気候変動による影響を

どの程度受けるかを、投資家・ESG評価機関・投資家イニシアティブなど

のガイドラインや評価手法における気候変動影響の言及頻度に基づき、

「特大」「大」「中」「小」の4段階で評価しました。その結果、イメージング&

センシング・ソリューション (I&SS)、 エンタテインメント・テクノロジー&

サービス (ET&S) およびゲーム&ネットワークサービス (G&NS) の影響度は

「中」、音楽および映画の影響度は「小」となりました。

その上で、影響度が「中」であった3分野のうち、最もGHG排出量の多

いI&SS分野および同じく影響度が「中」であったET&S分野について、シナ

リオ分析を実施しました※1。

さらに、TCFD提言の重点セクターである金融分野についても、金融グ

ループ全体への影響を評価するため、ソニー生命保険株式会社、ソニー損

害保険株式会社、ソニー銀行株式会社を対象として、各事業の特性や保

有資産のエクスポージャーを踏まえて、シナリオ分析を実施しました※1。

なお、前提シナリオとしては、1.5℃シナリオ、2℃シナリオ、4℃シナリオ

を使用しました。※2

※1  分析時点での事業内容は2030年度まで大きな変更なしと仮定

※2  主に使用したシナリオ：World Energy Outlook (IEA発行) 、水リスク評価ツール

AqueductおよびResource Watch (WRI発行) 、治水経済調査マニュアル (国土交

通省発行)

分析の結果・対応策
前記の前提に基づく分析の結果、I&SS分野、ET&S分野、金融分野にお

いて固有のリスクと機会として認識した内容と、その対応策は、次ページ

の表の通りです。

前記シナリオ分析の結果を踏まえ、ソニーグループ全体では「RE100※」

達成に向け、2030年までに自社事業所における操業を再エネ由来電力

100%とする計画を推進しています。具体的には、電力会社などからの再

エネ電力の直接購入や、再エネ電力証書の購入を検討しています。

あわせて、ソニーグループでは、各事業において、事業継続上の各種リ

スクを特定・分析・評価し、サプライチェーン全体にわたるリスクマネジメ

ント強化の視点から危機管理・事業継続計画の策定・強化に取り組んで

います。近年は気候変動の影響などから水害が増加傾向にあるため、国

内の事業所の洪水リスク調査をあらためて実施し、被害軽減および早期

復旧のための事前対策を講じています。今後も、関連する会社、組織など

で連携を図り、リスクが発現した場合を想定した実践的な訓練を実施す

るなど、事業継続および早期復旧の強化につながる取り組みを行ってい

きます。

上記の分析結果や取り組みも踏まえ、今後もソニーグループは気候変

動に対するレジリエンス強化に努めていきます。

※  事業運営に使用する電力を100%再エネで調達することを目標に掲げる企業が参加

するグローバルなイニシアティブ。国際的NGOのThe Climate GroupがCDPとのパー

トナーシップのもとで運営しています

TCFD提言に沿った気候関連情報の
開示

当社は、金融安定理事会により設置された「気候関連財務情報開示タス

クフォース (以下、TCFD) 」が公表した最終報告書 (以下、TCFD提言) へ

の賛同を2019年5月に表明するとともに、TCFD提言に賛同する企業や

金融機関などが一体となって取り組みを推進・議論する場として設立され

た「TCFDコンソーシアム」にも参加しています。当社は、今後も、TCFD提

言に沿って気候関連情報の開示を進めていきます。

気候関連の戦略
事業リスクの把握と対応

環境問題に取り組むことは、持続可能な社会の実現を目指すソニーグ

ループの信念であると同時に、事業の継続性の観点からも重要です。ソ

ニーグループは、炭素税の導入や排出量取引制度の対象地域の拡大、製

品に課せられる省エネ基準のさらなる厳格化などの法規制の強化や消費

者の認識の変化がもたらす市場の変動などの移行リスク、さらに、気候変

動による異常気象や海面上昇などの物理リスクなど、環境に関連するさま

ざまなリスクの把握に努めるとともに、想定されるリスクへの対応を進め

ています。

事業機会の創出と拡大
環境問題に取り組むことは、ソニーグループにとっての事業機会の創出

にもつながりうるとも考えています。例えば、気候変動問題に関して、

2015年12月に開催されたCOP21※1で「パリ協定」※2が採択されました。

これにともない、気候変動問題への社会的関心がますます高まっており、

今後、製品の省エネ性能は一層重要な消費者ニーズになると考えられま

す。ソニーグループでは以前より、幅広い製品で省エネ化を進めています

が、このような社会的時流の中で、省エネ製品への需要はさらに増してい

く可能性があると考えています。その一例として、ソニーのイメージセン

サーのロジックチップにAI処理機能を搭載したインテリジェントビジョンセ

ンサー IMX500の開発があります。IoT領域での活用が見込まれ、エッジ

であるセンサー上で情報処理を行うことで、メタデータ (意味情報) のみ

を送信することができます。それにより、クラウドへの送信データ量と送信 サステナビリティ関連情報
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注) 上記のシナリオ分析は、国際エネルギー機関が想定する1.5℃・2℃・4℃シナリオおよび複数の仮定を前提として分析を行った結果であり、実際に発生する事象と異なる場合があります

想定シナリオ 認識したリスクと機会 対応策

2℃
シナリオ

• 脱炭素政策による各国規制の厳格化およびそれにともなう炭素価格付けの導入、炭素価格の上昇により、原油や化
石燃料由来電力の値上がりにつながる。その結果、製造に多くの電力を要する半導体の製造コストが増大

• 各国の炭素排出目標/政策が強化され、目標達成のために自社設備の高効率化、再エネ電力証書購入などの対応コ
ストが増加

• 海外製造事業所：2021年度に再エネ由来電力100%を実現

• 国内製造事業所：太陽光パネルの設置、事業所敷地外における再エネ発電設備からの環境価値の調達、再エネ電力
証書の購入など、中長期的に再エネ由来電力100%の実現を推進

2℃・4℃
シナリオ

• IoT領域でのAI活用が見込まれ、クラウドやデータセンター、ネットワークにかかる消費電力削減に貢献する製品・サー
ビスの需要・売上が増加

• 温度上昇に合わせて異常気象の激甚化・頻発化が進み、自社工場や調達先の被害、サプライチェーンの乱れによる需
要減少が発生

• クラウドへの送信データ量と送信後のデータ処理量を低減することで消費電力削減に貢献できるIMX500などの開発

• IMX500などを活用したエッジAI処理 (による消費電力削減) を可能にするIoTセンシングのプラットフォーム 
(AITRIOS) の構築と提供

• 製造事業所では定期的に本社組織から現地調査を受けることで、課題抽出・改善計画立案などのPDCAサイクルを
確立し、リスク低減を実現

I&SS分野

想定シナリオ 認識したリスクと機会 対応策

1.5℃・2℃
シナリオ • リサイクル不可能なプラスチックが課税対象となり、プラスチックを使用する製品の製造コストが増加

• 本体の軽量化、パッケージの小型・軽量化、パッケージのプラスチック代替化によるプラスチック使用量削減 (自社開
発の紙素材オリジナルブレンドマテリアルを含め) 

• 本体への再生可能プラスチックの使用 (自社開発の再生プラスチックSORPLAS™を含め)

• 使用済み製品の再資源化促進

1.5℃・2℃・4℃
シナリオ

• 脱炭素政策による各国規制の厳格化およびそれにともなう炭素価格付けの導入、炭素価格の上昇により、原油や化
石燃料由来電力の値上がりにつながる。自社の排出にかかる炭素税のみならず、炭素価格が物流および仕入れ価格
に転嫁され、コストが増加

• 温度上昇に合わせて異常気象の激甚化・頻発化が進み、自社工場や調達先の被害、サプライチェーンの乱れによる需
要減少が発生

• 省エネなどの環境面に配慮した商品設計がされていない場合、製品の競争力が低下し、売上が減少する

• 平均気温上昇にともなう干ばつの影響を受け、製造に必要となる水が不足することで生産量減少につながる。また、
高品質な純水が不足することで調達する製品の品質が悪化する。

• 自社事業所における省エネの推進、エネルギー利用効率の向上および太陽光発電設備の設置推進

• 輸送効率最適化やモーダルシフトによる低炭素輸送手段への切り替え

• 洪水などの自然災害が自社生産活動に及ぼすリスクアセスメントを定期的に実施

• 品質や耐久性の向上などによる製品の長寿命化

• 自動センシング機能など、製品使用時の消費電力削減に貢献する機能の開発

• 水使用量の削減施策の推進およびサプライヤーに水枯渇リスクを考慮した水使用量削減目標などの管理を要求

ET&S分野

想定シナリオ 認識したリスクと機会 対応策

1.5℃・2℃
シナリオ

• 低炭素社会への移行に貢献する低炭素車・低炭素住宅などの購入のためのローンへのニーズが増加することにより、
自社の収益機会が増加

• 低炭素対応が不十分な企業が発行する有価証券の価値低下、低炭素社会への移行に貢献する企業への投資機会の
増加

• 気候変動を考慮した商品・サービスの開発や資金調達の実施

• ソニーフィナンシャルグループ各社において、ソニーフィナンシャルグループ株式会社のESG投資方針に基づいた
ESG投資にかかわる態勢の整備

4℃
シナリオ

• 台風・洪水などの気候変動関連災害や、平均気温の上昇による感染症・熱中症の増加にともなう保険金・給付金支払
額の増加

• 気候変動関連災害の影響を受け、住宅ローンに付与される担保不動産の価値が棄損することによる与信費用の増加

• 自社のオフィス、人材などが気候変動関連災害の影響を受けることによるオペレーションへの影響、対応費用の増加

• 気候変動関連災害 (同災害が担保価値に与える影響含む) や感染症・熱中症についての情報収集

• 気候変動関連災害の影響を考慮したリスクの細分化や適切な保険料率設定について検討継続

• 再保険の活用を継続

• 気候変動関連災害による担保不動産の影響度評価の検討

• 災害時のBCP高度化について検討継続

金融分野

気候関連に関するリスク・機会と対応策・指標
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指標・目標
気候関連に関する指標と目標

当社は、「環境負荷ゼロ」を実現するための環境計画「Road to Zero」を

2010年に策定し、推進しています。また当社は、2022年5月に、気候変

動領域におけるグループ全体でのネットゼロの達成年にかかる目標を

2050年から2040年に前倒ししました。気候変動に対するアクションとし

て、事業所での生産活動だけでなく、製品のライフサイクル全般でGHGの

排出量を削減するため、環境配慮製品やサービスを開発・提供するととも

に、事業所の省エネ化や再エネの導入を推進しています。また、製造委託

先や部品サプライヤーにもGHG排出量の削減を働きかけることとしてい

ます。

2020年9月 に、2025年 度 ま で の 環 境 中 期 目 標 で あ る「Green 

Management 2025」 (GM2025) を発表し、2021年4月から目標達成

に向けて活動を進めています。GM2025では、製品のライフサイクル全般

を5つのステージ (商品 / サービスの企画および設計、オペレーション、サ

プライチェーン、物流、回収・リサイクル) に分類し、それぞれのステージご

とに4つの視点 (気候変動、資源、化学物質、生物多様性) からの具体的な

目標を設定し、活動を推進しています。気候変動の視点では、製品1台あ

たりの年間消費電力量5%削減 (2018年度比) などの目標を設定してい

ます。上記の気候変動領域の達成年にかかる目標の前倒しにともない、

当社の事業所における再エネ由来電力の使用量にかかる目標値を15%

以上から35%以上に変更しました。

さらに、科学的な根拠に基づいた気候変動目標として、2035年までの

「1.5℃目標」および2040年までの「ネットゼロ目標」が、いずれもScience 

Based Targets (SBT) ※に認定されています。

金融分野では、ESGに関連する案件への投資 (グリーンボンド、ソーシャ

ルボンド、サステナビリティボンド) を実施しています。2022年4月に金融

グループとして「ソニーフィナンシャルグループESG投資方針」を策定し、

金融グループ各社はこの方針に則したESG投資にかかる態勢整備を進め

ています。また、2024年3月に中長期の金融グループとしてのESG投融

資累計額の目標を設定しました。

※  気候変動による世界の平均気温の上昇を、産業革命前と比べ1.5℃に抑えるという目

標に向けて、科学的知見と整合した削減目標を企業が設定することを推進する国際

イニシアティブ

Green Management 2025

「Green Management 2025」の各目標と進捗状況

ソニーフィナンシャルグループ ESG投資方針
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TNFD提言に沿った自然資本関連情報
の開示

自然資本・生物多様性の戦略
TNFD提言に沿った自然資本・生物多様性の開示

当社は、人類の生活の基盤である自然資本、およびそこから供給される

生態系サービスの重要性を認識しており、従来からソニーグループ環境ビ

ジョンに沿った長期目線での活動を進めてきました。自然関連財務情報

開示フレームワークであるTNFDが2023年9月に公表されたことにともな

い、当該フレームワークに沿った開示を宣言する「TNFD Adopters」にも登

録し、改めてビジネス全体と自然とのかかわりについて評価を行いました。

TNFD提言の要請に基づき、主要事業のバリューチェーンを対象とした

自然資本への依存・影響の度合いによるスクリーニングと、その結果を踏

まえ、I&SS分野、ET&S分野、G&NS分野の直接操業およびバリューチェー

ン 上 流 の 鉱 物 資 源 の 採 掘 を対 象としてLEAPアプローチ (Locate、

Evaluate、Assess、Prepare) に沿った自然関連課題の分析を行った結果

を以下に開示します。

分析の対象範囲のスクリーニング (ENCOREによるマッピング) 
まず、ソニーグループの事業全体と自然との関係性を可視化するために

TNFDが推奨する分析ツールであるENCOREとBiodiversity Risk Filterを

活用して当社の主要事業に対する自然資本への依存・影響を定量化しま

した。その結果、当社の事業分野のうち、I&SS分野、ET&S分野、G&NS分

野における自然への依存・影響が相対的に高いことを認識し、初年度の

TNFD対応としてこれら3つの分野をLEAPアプローチに沿った分析の対

象範囲に設定しました。

また、当社が製造するエレクトロニクス製品には、さまざまな鉱物資源

が含まれており、近年、環境配慮の側面からもステークホルダーの関心が

高まっています。このような背景を踏まえて、バリューチェーンにおける分

析対象には、自社の製造拠点の「直接操業」プロセスに加え、サプライ

チェーン上流における製造委託先の拠点、および「鉱物資源の採掘」プロ

セスも対象範囲としました。

自然資本に対する依存と影響の特定と評価 (Evaluate)
次に、I&SS分野、ET&S分野、G&NS分野を対象に自然への依存・影響

の特定と評価を行いました。その結果分かった各分野における主要な自

然資本への依存・影響は下記の通りです。

• I&SS分野：半導体の製造工程 (洗浄や加工など) で純水を使用するた

めに、水資源に大きく依存している。また、半導体工場は水資源が豊

富な地域に建設しており、工程で生じた化学物質は適切処理している

ものの、潜在的には過剰な取水による地下水の減少や化学物質によ

る水質汚染といった影響が懸念される。

• ET&S分野とG&NS分野：I&SS分野ほどではないが水の使用や、製造

工程からの排水、廃棄物、汚染物質、GHGの排出といった一般的な電

子機器の製造工場に共通する影響が懸念される。

• バリューチェーン上流の鉱物資源の採掘：上記3分野に共通して、多

種の鉱物資源 (レアメタル含む) が製品に使用されており、鉱物資源

への直接的な依存がある。また、その採掘のための開発行為を通じた

生態系への影響が懸念される。

上記結果から、いずれの事業分野においてもリスク・機会につながりう

る重要な依存と影響があることを認識しました。つまり、Locate分析にお

いて特定された影響を受けやすい地域は、同時に重要な依存・影響とリス

ク・機会の存在する「優先地域」であると言えます。

優先地域の特定 (Locate) 
I&SS分野、ET&S分野、G&NS分野の全ての自社製造事業所と主要な

製造委託先の拠点、およびサプライチェーン上流の鉱物資源の採掘に関

連する鉱山 (898拠点※1) を対象に、TNFDが「優先地域」の位置要件とし

て定義している「影響を受けやすい地域 (sensitive location)」に該当する

拠点の特定を行いました。TNFDで紹介されている分析ツールやデータ

ベース※2を組み合わせて分析を実施し、「生物多様性にとって重要な地域」

「生態系の完全性が高い地域」「生態系の完全性が急速に低下している地

域」「物理的な水リスクが高い地域」「先住民、地域コミュニティ、ステーク

ホルダーへの便益を含む生態系サービスが重要な地域」の5つの各判断

基準について、該当している拠点の有無や各スコアを確認し、影響を受け

やすい地域に位置している拠点を特定しました。例えば、製造事業所の

58%、鉱山の32%が生物多様性の重要な地域 (WDPA (World Database 

on Protected Area) の保護地域の半径5km圏内に近接する地域) で操

業していることや、製造事業所の23%、鉱山の41%が水リスクの高い地

域で操業していることを特定しました。

※1  鉱山の拠点情報について、当社製品に含まれる可能性の高い鉱物資源の採掘場所

を一般情報から入手できる範囲で推定しました

※2  IBAT (World Database on Protected Area/WDPA、Key Biodiversity Area/

KBA、Species Threat Abatement and Restoration/STAR) 、Biodiversity 

Intactness Index、Ecoregion Intactness Index、WRI Aqueduct、Critical 

Natural Asset Layers

サステナビリティ関連情報

コーポレート・ガバナンス

倫理・コンプライアンス

テクノロジーの活用

概要

環境方針と目標

環境問題解決への貢献

製品・サービス

サプライチェーン

事業所

物流

製品リサイクル

環境コミュニケーション

環境

コミュニティ・エンゲージメント

責任あるサプライチェーン

品質・カスタマーサービス

アクセシビリティ

責任あるAIの取り組み

人権の尊重

安全衛生

人材

マテリアリティ

ソニーのサステナビリティ

編集方針・事業概要

At a Glance 2023

Sonyʼs Sustainability Vision

ソニーのサステナビリティに

関する基本方針

ソニーグループ行動規範

Sonyʼs Purpose & Values

Sustainability Report 2024

101



リスクと機会の特定 (シナリオ分析) (Assess)
Evaluateフェーズで特定したI&SS分野、ET&S分野、G&NS分野と鉱物

資源の採掘における自然への依存と影響をもとに、TNFD提言の提示す

る類型を参照して自然関連リスクと機会のロング・リストを作成しました。

その上で、シナリオ分析を実施し、ロング・リストに挙がっているリスクの

重要性評価を行いました。

シナリオ分析では、2030年時点を想定し、TNFD提言が提唱している

「生態系サービスの劣化」と「市場と市場以外の力の整合」の2軸で描かれ

る4つのシナリオのうち、リスクの高さと起こりうる可能性の観点から、下

記2つの世界観を想定しました。

• シナリオ#2：自然の劣化による物理的リスクと、ネイチャーポジティブ

に向けた政策・法規制などによる移行リスクの双方が高くなるという

世界を想定しており、当社にとっての自然関連リスクが最も高くなる

と考えられます。

• シナリオ#3：自然の劣化による物理的リスクは高いものの、各国政府

や消費者などのステークホルダーの自然資本への関心は低いため移

行リスクは低いという世界を想定しています。ネイチャーポジティブな

経済への移行は始まったばかりであることから、現段階では、このシ

ナリオに将来的に移行していく可能性も想定しておくべきであると考

えました。

この2つのシナリオの世界観を前提条件とし、各リスクの重要性評価を

実施しました。重要性評価では、各リスクを財務影響の強度と発生可能性

の2つの観点から評価し、重要性の高いリスクを特定しました。機会につ

いては、リスクの低減が機会につながるとの考えから、重要性評価により

特定された重要性の高いリスクへの対応策についてAR3Tフレームワーク 

(回避、削減、回復・再生、変革) を用いて整理し、自然関連の機会として

認識しています。

前記のプロセスに基づいた分析の結果、I&SS分野、ET&S分野、G&NS

分野、鉱物資源の採掘において固有のリスクと機会として認識した内容

と、それらへの対応策は、次ページの表の通りです。

重要性評価の傾向として、シナリオ#2では、物理的リスクと移行リスク

の両方が重大と評価されました。物理的リスクには、水不足や水質汚染に

よる生産現場の運営コスト増加や土地改変などにともなう生態系の劣化

による建物への直接的被害や復旧コストの増加が含まれます。移行リスク

には、自然関連法規制の強化にともなう対応コストの増加や周辺の自然

環境への負荷の影響にともなう評判悪化といったリスクが高く評価されま

した。一方で、シナリオ#3では、物理的リスクの重要性はシナリオ#2と大

きな差はありませんでしたが、ステークホルダーの自然課題への関心は高

くないと想定されることから、移行リスクの重要性はシナリオ#2よりも低

く評価される傾向にありました。

また、I&SS分野、ET&S分野、G&NS分野はいずれも直接操業の製造工

程を想定していることから同様の自然関連リスクと機会が特定されてい

ますが、分野間での主な違いとして、I&SS分野の半導体製造工程ではより

多くの水消費が想定されるため、ET&S分野、G&NS分野よりも水資源関

連リスクの強度は大きくなると評価しています。

TNFDによる例示的なシナリオと活用したシナリオ

#3 噛み合わない現状

·  環境資産は急速に劣化しているが、政治と金融はあまりに騒々
しく、歩みが遅く、複雑なため、広範で体系的な行動を起こすこ
とができない

·  組織は、最も深刻で切迫した事業の中断のその場しのぎをし、
可能な限りコストとマイナスの影響を除外する方向へと向かう
インセンティブが働いている

·  短期的に環境資産をさらに使用する方向へと向かう逆のインセ
ンティブが存在

·  環境資産からの利益に関する先進国と発展途上国の経済格差
は拡大

#2 スピード勝負

·  緊急かつマテリアルなビジネスリスクが広がっている自然危機
の環境では、より迅速に体系的な行動を後押しする閾値のイン
パクトが存在

·  一般の人々の関心と政策の焦点は、炭素と気候を含む主要な
問題として自然へと移行

·  マクロ経済の混乱が自然に対して行動する時間をさらに圧迫し、
ネイチャーポジティブとなる成果をもたらす技術への投資が急増

深刻
破壊的なコスト

閾値のインパクト

生態系サービスの劣化
(物理的リスク)

#4 リストの優先順位が低い

·  自然の優先順位は低下

·  炭素削減は自然に関する課題の進展において比較的取り組み
やすく、間接的だが、ある程度効果的な方法のため、炭素削減
が有意義な形で進展すれば、金融、ハイテク、企業の行動を引き
寄せるさらに強い磁力になる

·  組織は環境資産に対する短期的な害を減らす戦略に向かう。長
期的な有効策がないため、長期的な計画からは遠ざかっている

低
相反する
方向性

#1 一歩先行する

·  炭素と気候に関するよい進展は、ネイチャーポジティブとなる成
果をもたらす政策やマクロ・プルーデンス環境への転換を加速

·  実際の自然の劣化による損失は軽微

·  組織にはそれを牽引する機会があるが、インパクトやリスクに関
する実証が不十分なこと、カーボンニュートラルな成長には目に
見える機会がないことなどから、自然に対する過剰な取り組み
に対する懐疑的な見方も増加

高
共有される

方向性

市
場
と
市
場
以
外
の
力
の
整
合 (

移
行
リ
ス
ク)

中程度
限界費用

漸増するインパクト

生態系サービスの劣化
(物理的リスク)

出典：TNFD 2023 – The TNFDʼs default nature – risk scenarios
リスクと機会の特定に活用したシナリオ
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リスク・カテゴリー 認識したリスクと機会 主な依存 主な影響 対応策

物理的リスク

• 過剰な取水や塩水化、気候変動による水資源不足や化学物質による
水質汚染にともなう、生産現場の生産プロセス・タイミングの見直しな
どの運営コスト増加や操業停滞による収益悪化 (特にI&SS分野はリス
クが高い) 

水の供給 水使用、 
水質汚染

• 水使用量の多いサイトにおける水使用量原単位5%の改善と水リスク地域に立地するサイトにおけるリスク低減活動の実施
• 半導体や電子機器製造における国内外の事業所での、排水リサイクルの推進や水使用量の削減。ソニーセミコンダクタマ

ニュファクチャリング株式会社熊本テクノロジーセンター (熊本テック) では、地下水涵養も実施し、2023年度は熊本テック
の取水量を上回る約357万m3を涵養

• 工場建設などの土地改変や排水による生態系の劣化と自然災害防止
機能の弱まりにともなう、建物への直接的被害と復旧コストの増加

暴風・洪水の 
緩和

陸域・淡水生態
系利用

• 洪水などの自然災害が自社生産活動に及ぼすリスクアセスメントの定期的な実施
• 事業所構内の緑地や周辺地域の生態系において、地域のニーズに応じた自然回復活動や生物多様性の保全活動を推進

• 気候変動による豪雨増加などによって生じる土砂災害を要因とした工
場の操業停止や道路の寸断にともなう、生産性の低下や復旧コストの
増加

気候調整、土壌・
土砂の保持

温室効果ガス排
出、陸域生態系
利用

• 洪水などの自然災害が自社生産活動に及ぼすリスクアセスメントの定期的な実施
• 気候変動への適応、緩和に関する施策は、気候変動の対応策を参照

気候関連の戦略

移行リスク

• 自然資本関連法規制 (水源保全、海洋汚染、土壌汚染、生態系保護な
ど) の強化にともなう、対応コストの増加 －

水使用、水質・
土壌汚染、生態
系利用

• グローバルに統一した環境マネジメントシステムの構築と継続的な改善
• 事業所の水使用状況や立地する地域の水リスクに応じた水源の選定や保全 (水使用量削減・再利用の推進、排水時の周辺

環境への影響の最小化) の実施
• 事業所構内の緑地や周辺地域の生態系において、地域のニーズに応じた自然回復活動や生物多様性の保全活動を推進

• 水の使用や製造工程からの排水、廃棄物、汚染物質、GHGの排出によ
る水質汚染や土壌汚染など周辺の自然環境の悪化による周辺コミュ
ニティ、ステークホルダーからの評判悪化にともなう、企業価値の低
下や収益悪化、訴訟問題による対応コスト増加

－
水使用、水質・
土壌・大気汚染、 
固形廃棄物

• 懸念の高い化学物質の使用量削減と代替
• 水質法規制などの遵守と規制レベル以上の排水管理の実施
• 事業所の水使用状況や立地する地域の水リスクに応じた水源の選定や保全 (水使用量削減・再利用の推進、排水時の周辺

環境への影響の最小化) の実施
• 事業所構内の緑地や周辺地域の生態系において、地域のニーズに応じた自然回復活動や生物多様性の保全活動を推進

I&SS分野、G&NS分野、ET&S分野 (製造委託先含む製造事業所)

リスク・カテゴリー 認識したリスクと機会 主な依存 主な影響 対応策

物理的リスク

• 鉱物資源の大量採取による利用可能な鉱物資源量の減少や資源競争
の激化にともなう、原材料としての鉱物資源価格の調達コスト増加

鉱物資源の 
供給

鉱物資源の 
利用

• 資源の枯渇性・偏在性・採掘時の環境負荷や採掘による生物多様性の損失、地域コミュニティへの影響などの観点から「重
視する資源」を特定し、再資源化とバージン資源由来の部材使用をゼロとすることを推進

• 重視する鉱物資源 (タンタル) の再資源化において回収効率改善を推進
• 高リスク地域における鉱物の採掘にともなう悪影響の特定とその防止または軽減に向けた取り組みを行う業界団体やアラ

イアンス (Responsible Business Alliance (RBA) のResponsible Minerals Initiative (RMI) 、JEITA (一般社団法人電子
情報技術産業協会) など) に対する積極的な協力および支援の実施

• 気候変動への適応、緩和に関する施策は、気候変動の対応策を参照
気候関連の戦略

• 気候変動による干ばつの影響による水資源の枯渇や採掘活動による
水質悪化、地盤の不安定化などにより鉱山の事業活動が停滞し鉱物
資源量が減少することにともなう、鉱物資源供給の停滞や停止と製
品売上の減少や調達コストの増加

気候調整、水の
供給、土壌の保
持

陸域・淡水生態
系利用、水使用

• 気候変動による豪雨増加などを要因とした採掘現場などの土砂災害
によるサプライチェーンの寸断や採掘活動の停止にともなう、鉱物資
源供給の停滞・停止と製品売上の減少や調達コストの増加

気候調整、土壌
の保持

温室効果ガス排
出、陸域生態系
利用

• 気候変動への適応、緩和に関する施策は、気候変動の対応策を参照
気候関連の戦略

移行リスク

• 鉱山運営サプライヤーに対する環境法規制の強化にともなう、責任あ
る調達などのデュー・ディリジェンス対応コストの増加や法規制未対
応サプライヤーの操業停止による原材料調達難による売上の減少

－ 陸域・淡水生態
系利用、水使用 • 高リスク地域における鉱物の採掘にともなう悪影響を特定し、その防止または軽減に向けた取り組みを行う業界団体やアラ

イアンス (RBAのRMI、JEITAなど) に対して積極的な協力および支援を実施
• 責任あるサプライチェーンの実現を目指し、一次サプライヤーを通じて二次以降のサプライヤーにも「ソニーサプライチェーン

行動規範」の遵守を要請するなど、自社およびサプライヤーへのアセスメントを徹底
• 「OECDガイダンス」またはその他国際的に認知されたフレームワークに従いデュー・ディリジェンスを実施

• 採掘活動による陸域・淡水生態系利用や汚染物質の排出など環境負
荷の大きい採掘現場から調達されている鉱物資源の使用にともなう、
ステークホルダーからの評判悪化によるブランド価値の棄損と収益の
減少

－
陸域・淡水生態
系利用、水質・
土壌・大気汚染

鉱物資源の調達 (サプライチェーン上流)

自然資本に関するリスクと機会 (対応策)

サステナビリティ関連情報

コーポレート・ガバナンス

倫理・コンプライアンス

テクノロジーの活用
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指標・目標
自然関連に関する指標と目標 (Prepare) 

当社では、2010年に環境計画「Road to Zero」を策定し、環境中期目

標を5年ごとに設定して活動を進めています。環境中期目標の設定にお

いては、達成年から逆算し、各時点で環境負荷がどのレベルになっている

べきかを考え、年度ごとの目標内容に反映しています。これにより、「環境

負荷ゼロ」に向けて、活動の進捗に修正を加えながら、着実に実行するこ

とができます。

2020年9月には、2025年 度までの 環 境 中 期 目 標 であ る「Green 

Management 2025」 (GM2025) を発表し、製品のライフサイクル全般

を5つのステージ (商品 / サービスの企画および設計、オペレーション、サ

プライチェーン、物流、回収・リサイクル) に分類し、各ステージで4つの視

点 (気候変動、資源、化学物質、生物多様性) からの具体的な目標を設定

し、活動を推進しています。

これら4つの視点からの目標は、自然資本と密接に関係しており、ソニー

グループとして特定した自然関連リスクと機会への対応策とも関係してい

ます。

• 「資源」の視点からは、例えば、水使用量の多いサイトでは水使用量原

単位の5%改善、水リスク地域に立地しているサイトではリスク低減活

動の実施を掲げています。さらに、原材料・部品サプライヤー、製造委

託先に対し、立地する地域の水枯渇リスクを考慮した水使用量削減

目標の設定と進捗管理を求めることも目標としています。これらの目

標は、I&SS分野、ET&S分野、G&NS分野で特定された水資源に関する

リスクに関連しています。サプライチェーン上流の鉱物資源の採掘に

おいても、ソニーグループでは、重要な鉱物資源の使用量削減や再資

源化のため、重視する鉱物資源 (タンタル) の再資源化において回収

効率を1.5倍 (基準年2020年度) にすることや地域社会のニーズに

適応したリサイクルスキームの構築・維持を目標として掲げており、鉱

物の大量採取による資源量の減少や資源獲得競争の激化による鉱物

資源価格の高騰に関するリスクに関連した目標となっています。

• 「化学物質」では、ソニーグループは、懸念の強い環境管理物質につい

て、リスクの高い用途において代替を行うことや特定の物質の使用を

禁止することを目標として掲げています。サプライチェーンにおいて

も、ソニーグループへ納入される原材料・部品・製品や製造委託先か

ら納入される製品・半製品に関して、ソニーグループが制定した基準

に沿った対応を求め、管理すること、ならびに原材料・部品サプライ

ヤーや製造委託先に対しては、ソニーグループが別途指定する物質の

製造プロセスでの使用禁止、および適正管理を求めることを目標に設

定しています。

• 「生物多様性」の視点からも、地域のニーズに応じた生物多様性保全

活動の継続的な実施のほか、原材料・部品サプライヤーと製造委託先

に対し、生物多様性への配慮と取り組みを求めることを目標として掲

げています。これらの目標は、I&SS分野、ET&S分野、G&NS分野の製

造拠点からの汚染物質排出などによる周辺環境への環境負荷増加に

ともなう評判リスクに関連しています。

• 「気候変動」では、I&SS分野、ET&S分野、G&NS分野の重要なリスクと

して特定されている水資源不足や土砂災害については、気候変動が、

その発生の主要な要因として特定されています。そのため、気候変動

の適応や緩和に貢献する対応策は、今回特定された自然関連リスク

の低減にもつながります。「気候変動」の視点で掲げている目標とその

取り組みの推進については、気候変動の指標・目標に記載の通りです。

水使用量や廃棄物発生量などのTNFD の中核開示指標に関連するデー

タについては、環境データをご参照ください。

気候関連に関する指標と目標

Green Management 2025

「Green Management 2025」の各目標と進捗状況

環境データ

サステナビリティ関連情報

コーポレート・ガバナンス

倫理・コンプライアンス

テクノロジーの活用
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環境技術の開発
ソニーは、各事業会社のR&D組織や株式会社ソニーコンピュータサイエ

ンス研究所などの研究開発組織において、サステナブルな社会の実現を

重要なテーマのひとつと捉え、環境課題や社会課題解決に貢献する技術

開発に取り組んでいます。その中で、地球上のあらゆる場所をセンシング

し、環境破壊を未然に防ぐ「ソニーの地球みまもりプラットフォーム」や、新

しい農法によって豊かな生態系を作る「Synecoculture™※」など、次世代

に向けたさまざまな研究開発を推進しています。

また、サステナビリティに貢献する技術を創出する活動の一環として、

それらの技術開発や利用促進を担う部署間において、課題の認知や解決

法の探索・共有を行える場としてサステナビリティ技術創出連絡会を定期

的に開催しています。連絡会では、ソニーグループ内各組織の活動を可視

化したり、各事業のサステナビリティに関する取り組みや課題を共有した

りするなど、活発な情報交換を行っています。

※ Synecocultureはソニーグループ株式会社の商標です

サステナビリティに貢献する技術

環境問題解決への貢献 環境・社会課題解決に貢献する製品・
サービスの提供

ソニーは、幅広い事業領域において、環境・社会課題解決に貢献する製

品・サービス・システムの創出に取り組んでいます。

製品の領域では、グローバルシャッター技術Pregius™を搭載したイ

メージセンサーを、世界各地で資源回収・リサイクル事業を展開する

TOMRA社のペットボトルの自動回収機に供給しています。素材の領域で

は、ソニーが独自に開発した水や空気を浄化する吸着材「トリポーラス™」

のライセンス提供や、最大99%の再生材利用率を可能にする「SORPLAS™」

の外販を行っています。

さらに、サービス・システムの領域では、再エネ由来の電力を備蓄してコ

ミュニティ内で柔軟に融通し合える「オープンエネルギーシステム™」の核

となる電力融通制御ソフトウェアをオープンソース化し、無償提供してい

ます。映像制作の領域では、映画制作・上映時における環境負荷を低減す

る「デジタルシネマシステム」を提供するとともに、時間や場所の制約にと

らわれず、バーチャル背景と実物の被写体が同時に撮影可能な「バーチャ

ルプロダクション」を推進しています。その他にも、ソニーグループの関連

会社のエアロセンス株式会社はドローンを活用し、異常気象によって災害

が発生した際の被害調査や、道路などのインフラ点検をサポートするな

ど、多様な活動を展開しています。

これらの製品・サービスの詳細な内容は、サステナビリティに貢献する

技術で紹介しています。

サステナビリティに貢献する技術

環境・社会課題解決に貢献する製品・サービスの一例：米の籾殻を原料とした新素材トリポーラス
のロゴ (上左) 、難燃性再生プラスチックSORPLASのペレット2種と硫黄系難燃剤 (上右) 、オープン
エネルギーシステムの実証実験の様子 (中左) 、デジタルシネマカメラ「BURANO」 (中右) 、エアロセ
ンス製ドローン (下左) 、バーチャルプロダクションでの撮影風景 (下右)

サステナビリティ関連情報

コーポレート・ガバナンス

倫理・コンプライアンス

テクノロジーの活用
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温室効果ガス排出量の削減
ソニー製品がお客様のもとで使用される際に、電力が消費され、間接的

にCO2が排出されます。ソニーは「2025年度までに製品1台あたり※1の年

間消費電力量を5%削減 (2018年度比) 」という目標を掲げ、製品カテゴ

リーごとに具体的な年度目標を設定し、さまざまな消費電力削減施策に取

り組んでいます。

2023年度のソニー全体での製品1台あたりの年間消費電力量は、

2018年度比で約0.7%減となりました。なお、2023年度に販売されたソ

ニー製品の生涯にわたる使用にともなうCO2排出量は、約1,234万トンと

推計されました※2。製品カテゴリーごとのCO2排出量は、テレビなどで減

少しており、ゲームで増加しましたが製品全体としては2022年度比で微

減となりました。

※1  対象製品は、主機能が商用電源からのエネルギー入力で動作する機器 (AC機器) 

です

※2  2023年度に生じた使用時CO2排出量を算出するためには、過去に販売されて2023

年度も引き続きお客様のもとで使用されているソニー製品の全電力使用量から計

算すべきですが、お客様のもとにどの程度残存しているかを過去の販売製品全てに

ついて把握するのは困難です。そこでソニーでは、2023年度に販売した製品が廃棄

されるまでの生涯で使用する電力量を製品使用時CO2排出量の指標としています

製品・サービス

注) • 2018年度から2020年度のCO2換算係数は各国の2013年係数を使用しています
• 2021年度以降のCO2換算係数、および2020年度のゲームにおけるCO2換算係数は各年度で
異なる係数を使用しています

• 一部数値を再集計しています

(年度)2023202220212018 2020
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製品の使用にともなうCO2排出量 さらに、日本のインターネット接続サービスのNURO 光では、契約者向

けのサービスとして液晶テレビ ブラビア®のリースと再生可能エネルギー

由来電力プラン「NURO でんき CO2フリープラン」を提供しています。この

電力プランは、天然ガスや石炭、石油などの化石燃料を使って発電された

電力に、太陽光や風力など再生可能エネルギーで発電された電力の環境

価値 (非化石証書) を組み合わせたもので、ユーザーはブラビア®の使用

電力を含む、家庭内で使用する電力にともなうCO2排出量の実質ゼロを

実現できます。

さらに、ビデオプロジェクター VPL-XW5000では、省電力設計を追求

し、性能が同等の前モデルVPL-VW775と比べ、光の明るさを表す指標で

あるルーメンあたりの消費電力を30%低減しています。

バーチャルプロダクションによる映像制作などで広く使われている高画

質LEDディスプレイのCrystal LED VERONAでは、高効率で微細なLEDチッ

プの採用とソニー独自の電力制御技術を組み合わせ、従来のLEDと比較

して約32%※6の電力効率の向上を達成しました。

※3  専用アクセサリーであるBRAVIA CAMを取り付けることで、カメラが人の動きを自

動検知します

※4  BRAVIA CAMはモデルによって同梱または別売りとなります

※5  数値はモデルや地域に応じて異なります

※6  最大輝度で算出した単位輝度あたりの電力効率の向上。単位輝度あたりの電力効

率とは光源がある輝度を出すのに必要な電力量を示します。また、Bシリーズ ZRD-

B15Aを従来のLEDとして、VERONA ZRD-VP15EB (キャリブレーション機能オン時) 

と比較しています

ブラビア®の消費電力削減

NURO 光 ブラビア月額オプション×NURO でんき CO2フリープラン

テレビ ブラビア®では、ECOメニューを新設し、省電力関連の機能を

1カ所に集約しています。ECOメニューはホーム画面から簡単にアクセス

でき、ユーザーがより手軽に省電力設定を行えます。また、人の動きを感

知する自動省電力モード※3※4を搭載しており、テレビの前に人がいないと

きは自動で輝度を落とし、消費電力を抑えることができます。自動省電力

モードでは、電力消費量を32%※5削減することが可能です。

4K液晶テレビ X95Lシリーズ
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資源使用量の削減

製品への資源使用量
ソニーは、投入資源を最小化すべく、さまざまな製品カテゴリーにおい

て、製品重量の削減に取り組んでいます。2023年度の製品への資源使用

量※は2018年度比で約28%減の約36.6万トンとなりました。減少要因と

しては、幅広い製品カテゴリーでの製品および包装の小型軽量化への継

続的な取り組みや販売台数の減少などが挙げられます。

また、2023年度のソニーグループ全体の製品への再生プラスチック使

用量は約0.81万トンとなりました。このうち、ソニーグループや他社の製

造工程で発生する端材などを原料にした再生プラスチックは約73%で、使

用済みの製品や容器などを原料にした再生プラスチックは約27%でした。

これまでに、2014年度から2023年度までの累計で約6.7万トンの再生

プラスチックを製品に使用しました。

※  製品への資源使用量とは、製品、アクセサリー、取扱説明書、包装材に用いられる資

源の総重量のことであり、製品の総出荷重量で代用しています

製品本体でのバージンプラスチック使用量の削減
ソニーは「2025年度までに製品 (包装材を除く) 1台あたりの石油由来 

バージンプラスチック使用量を10%削減 (2018年度比) 」という目標を掲

げ、さまざまな製品カテゴリーにおいて、再生プラスチックの使用拡大や

筐体の小型・軽量化に取り組んでいます。2023年度の製品1台あたりの

石油由来バージンプラスチック使用量は2018年度比で約16.1%減となり

ました。減少要因としては主に、テレビをはじめ幅広い製品カテゴリーで

再生プラスチックの導入が進んだことや、製品の小型軽量化が挙げられ

ます。

また、音楽分野においてソニーが開発した紙素材「オリジナルブレンド

マテリアル」などを採用し、石油由来バージンプラスチック使用量を97%

削減※した音楽・映像パッケージ用「環境配慮型ディスクトレイ」を開発す

るなど、グループ全体で削減施策を加速させています。

※  従来のプラスチック製のディスクトレイに比べて

オリジナルブレンドマテリアル

環境配慮型ディスクトレイ

ブラビア®での環境配慮の取り組み

ソニーグループ ポータルサイト「環境」

オーディオ製品での取り組み
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製品への再生プラスチック使用量
再生プラスチック導入の取り組み

ソニーは、バージンプラスチック使用量を削減するため、以前より再生プ

ラスチックの開発に取り組み、品質や製造コストなどを改善しながら、幅

広い製品カテゴリーへの使用拡大を進めています。

テレビ ブラビア®では、2021年より一部のモデルにおいて最も大きなプ

ラスチック部品のひとつである背面カバーにソニーが開発した再生プラス

チックSORPLAS™の導入を開始し、その後も大画面モデルへの技術対応

を進め、2023年には77型モデルの背面カバーへの採用を実現しました。

オーディオ製品カテゴリーにおいても、音質と環境への配慮を両立した

独自の再生プラスチックを開発し、各モデルへの導入を推進しています。

2023年は、サウンドバー HT-S2000においては本体のプラスチックに再

生材を約90%※採用しました。また、ポータブルシアターシステムHT-AX7

においても、本体のプラスチックに再生材を約75%※採用、さらに布部分

に使用済みペットボトルから作られた再生材率が約100%の繊維を使用

しました。

また、Sony Interactive Entertainment LLCは全世界で提供している

PlayStationタイトルのディスクケースに、産業廃棄物からリサイクルされ

た再生ポリプロピレンを使用しています。使用率は、2022年度は14%で

したが、2023年度は21%に増加しました。

※  混合するバージンプラスチックや添加剤なども含むグロス値です。再生プラスチック

は、生産時期によっては使用できない場合があります

ポータブルシアターシステム HT-AX7
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ソニー独自開発の難燃性再生プラスチックSORPLAS™
ソニーは、2011年に難燃性再生プラスチックSORPLAS (Sustainable 

Oriented Recycled Plastic) を実用化しました。SORPLASを実現させた

のは、製法から独自開発した非ハロゲン・非リン系の難燃剤 (プラスチック

を燃えにくくするための添加剤) と、さまざまな廃プラスチック (ポリカー

ボネイト樹脂) を最適にブレンドする配合技術です。一般的な難燃剤は

10%前後の添加量が必要ですが、ソニーが独自開発した難燃剤は、1%未

満という極微量の添加で難燃性を付与することができるため、 SORPLAS

は従来の難燃性プラスチックに比べて、耐久性や耐熱性、リサイクル性に

優れるとともに、最大で99%という高い廃プラスチック使用率を実現する

ことが可能です。同時に、SORPLASを有効活用することで、CO2排出量も

最大で約72%まで削減することができます※。さらに、各種廃プラスチック

や添加剤の配合技術により、さまざまな製品の要求特性に合わせた

SORPLASを作ることができます。

ソニーは、2011年にSORPLASを実用化して以来、さまざまな自社製品

に採用しており、テレビ ブラビア、Xperiaスマートフォン、デジタルカメラ・

ビデオカメラの一部のモデルなどで使用しています。

※  SORPLASの製造から排出されるCO2を、同じ用途の難燃性バージンプラスチックを

製造する場合と比較。ソニーが試算した結果

包装材でのプラスチック使用量の削減
ソニーは、「製品1台あたりのプラスチック包装材使用量を10%削減」「新

たに設計する小型製品のプラスチック包装材を全廃」という目標を掲げ、

さまざまな製品カテゴリーにおいて、使い捨てプラスチックであるプラス

チック包装材使用量の削減を積極的に進めています。

「製品1台あたりのプラスチック包装材使用量を10%削減」においては、

2023年度の製品1台あたりのプラスチック包装材使用量は2018年度比

で約25.1%減となりました。減少要因としては主に、テレビでの発泡スチ

ロールの使用量削減や、オーディオ製品をはじめ幅広い製品カテゴリーで

プラスチック包装材の紙化が進んだことが挙げられます。

「新たに設計する小型製品のプラスチック包装材を全廃」においては、

2023年発売のヘッドホンWF-1000XM5やスマートフォンXperia™ 1 V、

Xperia 5 V、デジタルカメラVLOGCAM™ ZV-1 IIなどで、個装パッケージ※1

のプラスチック使用量ゼロ※2を実現しています。WF-1000XM5やXperia 

1 V、Xperia 5 V、VLOGCAM ZV-1 IIなどの個装カートンには、ソニーが

開発した紙素材「オリジナルブレンドマテリアル」を使用しました。

※1  個装パッケージの範囲は、個装カートン、個装カートン上および中の包装材です

※2  コーティングや接着で用いる材料は除く

ヘッドホン製品におけるプラスチック包装材削減の取り組み

Xperia™スマートフォンにおいて、初めて個装パッケージのプラスチッ
ク使用量ゼロを実現

オリジナルブレンドマテリアル 脱発泡スチロールへの挑戦 －大型製品のプラスチック包装材削減の
取り組み－

ブラビア®の従来のパッケージでは、製品の上下左右に緩衝材が配置さ

れていましたが、シミュレーションの繰り返しなどによって、上下の緩衝材

のみで製品を保護できる形態を導き出し、2023年モデルは2018年モデ

ルに比べてプラスチック緩衝材の使用量を約48%※3削減しました。

空間再現ディスプレイ ELF-SR2のパッケージでは、紙素材である段ボー

ルやパルプモールドを緩衝材に採用し、プラスチック素材である発泡スチ

ロールの使用ゼロ※4を達成しました。さらに、ELF-SR2は既存モデルELF-

SR1の15.6型から27型へと大画面化しているにもかかわらず、梱包材に

おける包装プラスチック使用量を約60%削減しました。

最新モデルのPlayStation®5 (CFI-2000 model group – slim) では、

パッケージ上部についているプラスチック製の持ち手が廃止され、その他

の製品でも従来のプラスチック製ハンガータブ (パッケージ箱外側の吊り

下げ用に穴をあけた部分) の代替素材を検討し、2023年度に新たに発売

されたPlayStationの小型製品で、適用可能な全ての製品※5に紙製ハン

ガータブを使用しました。

※3  2023年モデル (XR-85X95L) と2018年モデル (KD-85X9000F) との比較において

※4  個装パッケージ内に緩衝材として含まれる発泡スチロールを指します

※5  紙製ハンガータブを使用した2023年度発売の小型製品：PlayStation Link™ USB

アダプター、PULSE Elite™ ワイヤレスヘッドセット、PULSE Explore™ ワイヤレスイ

ヤホン、Access™コントローラー、PS5®デジタル・エディション本体用ディスクドライ

ブ、PS5®コンソール用縦置きスタンド

環境に配慮し、竹、さとうきび繊維、リサイクルペーパーを原料としてソニーが開発した紙素材「オリ
ジナルブレンドマテリアル」を使用したパッケージ

紙素材ながら形状を工夫することで、耐衝撃性などの品質を確保したELF-SR2の緩衝材

独自難燃剤

一
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再生プラスチック SORPLAS™の外販

ソニーのものづくりを支えるSORPLAS™
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製品の長寿命化による省資源化
ソニーは、製品の長寿命化を推進することで、間接的に資源の使用量を

削減しています。2022年度以降に発売したXperiaスマートフォンでは、

個々のユーザーの使用状況に合わせて適切な充電量を調整する独自の充

電最適化技術や、充電時のバッテリーへの負荷を軽減する「いたわり充

電」機能によって、3年間※使用しても劣化しにくい長持ちバッテリーを実

現しています。これにより、製品の長期使用とともに、廃棄バッテリーの削

減や機器自体の廃棄量削減につなげています。

※  同タイプバッテリーで充放電を繰り返すシミュレーションに基づく (USB充電の場合) 。

バッテリーの寿命は利用状況に応じて変化します

ペーパーレス化の推進
ソニーは、幅広い事業領域においてペーパーレス化に取り組んでいま

す。エレクトロニクス製品では、取扱説明書についてお客様への分かりや

すさに配慮しながら、さまざまな製品カテゴリーでオンライン化を進め、紙

使用量を大幅に削減しています。

ウォークマン®やヘッドホンなどオーディオ製品の海外モデルでは、過去

においては1製品に複数言語分の取扱説明書を同梱していましたが、世

界中のユーザーが言語を超えて理解できるイラストだけの「テキストレス

QSG (Quick Start Guide) 」取扱説明書を2015年度より導入し、購入直

後の操作に関する取扱説明書の一元化を実現しました。

さらに、2022年発売のヘッドホンLinkBudsでは、購入直後の操作に関

する紙の取扱説明書を廃止し、スマートフォンで製品パッケージ上の2次

元コードを読み取り、ウェブサイト上の電子取扱説明書「ヘルプガイド」に

直接誘導する方法を採用しました。同時に、紙として残さざるを得ない、

注意事項やスペックを記載したマニュアルなどの記載内容も見直すこ

とで、同梱する紙使用量を約85%削減しました※。ソニーは、同様の取

り組みを2023年以降に発売したヘッドホンであるWF-1000XM5、WF-

C700N、WH-CH720N、WH-CH520、INZONE H5、INZONE Budsにも

広げるとともに、サウンドバーHT-S2000、ポータブルシアターシステム

HT-AX7にも導入しました。

また、ソニーフィナンシャルグループ各社では、紙資源の節約、郵送にか

かるCO2排出量を削減するため、デジタル技術の導入などにより各種契約

手続や取引時のペーパーレス化を推進しています。

※ ヘッドホンWF-SP800N比

ソニーフィナンシャルグループのペーパーレス化の取り組み

販売時・修理時における省資源化
ソニーは、製品や包装だけでなく、販売時や製品修理時における資源使

用量の削減に取り組んでいます。

例えば、日本においては2023年度、これまで店舗に配送した後に廃棄

されていた販促物の梱包箱について、廃棄ゼロを目指し、梱包箱を変形さ

せて店頭用の立て看板として使用できる新しい構造を企画・設計し、運用

を開始しました。これにより、梱包箱の廃棄を大幅に減らし、素材である

段ボールの使用量を34%削減しました。また、テレビ ブラビア®の販促物

の梱包箱においても、販促物のサイズの統一化および小型化によって梱包

サイズを縮小し、省資源化を追求しました。テレビの修理に際しては、液

晶画面を包む梱包材の再利用を進めています。近年、テレビ画面の大型

化に合わせて、梱包材も大型化していましたが、この施策によってテレビ

修理時における梱包材の廃棄抑制および新規梱包材の削減につなげてい

ます。

化学物質の管理

ソニー独自の化学物質管理基準を全世界で展開
ソニーが製造・販売するエレクトロニクス製品は、一製品につき数百か

ら数千の部品で構成されており、さまざまな化学物質が含まれています。

製品に含まれる化学物質の中でも、有害性が懸念される物質は、廃棄段

階で適切に処理されないと、環境を汚染する可能性があります。こうした

環境の汚染を未然に防ぐため、各国・地域でさまざまな法規制が設けられ

ています。EUではRoHS指令※1やREACH規則※2などにより特定の化学物

質の製品への含有が禁止されています。また、日本では特定の化学物質

を含有した製品に対するJ-Moss※3マークによる情報開示が義務づけら

れ、中国では電器電子機器有害物質使用制限管理弁法※4による化学物質

含有情報の開示などが求められています。

ソニーでは、製品の市場とサプライチェーンのグローバル化にともない、

全世界の関連法規制を考慮するとともに、ステークホルダーの声を反映し

た、ソニー独自の化学物質管理基準「部品・材料における環境管理物質管

理規定 (SS-00259) 」※5を導入しています。この基準に従い、ソニーでは

製品を構成する部品および材料に対して、全世界で共通した化学物質管

理を行っています。

※1  RoHS指令とは、電気・電子機器に含まれる特定有害物質の使用制限に関する指令

です

※2  REACH規則とは、化学物質の管理体系で、化学物質の登録・認可申請・届出・使用

制限・情報伝達などの義務を事業者に課しています

※3  J-Mossとは、JIS規格「電気・電子機器の特定の化学物質の含有表示方法」の略称

です

※4 「電器電子機器有害物質使用制限管理弁法」とは、中国国内で販売する電器電子機

器に含まれる鉛、水銀などの6物質の使用に関する規制です

※5  部品・材料における環境管理物質管理規定 (SS-00259) とは、サプライヤーに対す

る化学物質についての納入基準です。詳細は「部品・材料における環境管理物質管

理規定」をご覧ください

部品・材料における環境管理物質管理規定 (SS-00259) 一般公開版

製品中の化学物質に対する規制に対応
ソニーは、EUのRoHS指令やREACH規則などに対応するための仕組み

を構築しています。RoHS指令のCEマーキングやREACH規則の「情報

伝達」「届出」などに対応するため、ソニーはIEC 62474※1に準拠した

chemSHERPA※2を採用しています。これにより、サプライヤーから購入し

た部品や材料中に含まれる特定の化学物質含有データを収集し、データ

ベースによる管理を行っています。

※1  IEC 62474は、電気電子業界の製品に含有される化学物質、および構成材料に関す

るサプライチェーンにおける情報伝達に求められる手順や内容、フォーマットなどを

規定した国際規格です

※2  chemSHERPAとは、サプライチェーン全体で利用可能な製品含有化学物質の情報

伝達のための共通スキームのことです
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サプライヤー・OEM先 ソニー

検定 設計 量産・出荷原材料メーカー

お客様

グリーンパートナー監査

部品メーカー

部品・材料における
環境管理物質管理規定

(SS-00259)

chemSHERPAデータ

情報提供

在庫
管理

指定原材料取引先一覧 部品データベース

測定 確認 確認

製品に含まれる化学物質の管理

製品に含まれる化学物質の管理に関する基本3原則
ソニー独自の化学物質管理基準「部品・材料における環境管理物質管

理規定 (SS-00259) 」を遵守するために、ソニーでは基本3原則を定め、

それに基づいたマネジメントを実施しています。

源流管理
ソニーは、2002年に「グリーンパートナー環境品質認定制度」を設けま

した。化学物質管理に必要な「グリーンパートナー基準」を明確化し、それ

に基づき、サプライヤーの監査を実施しています。ソニーは、監査に合格し

て「グリーンパートナー」と認定されたサプライヤーからのみ部品の調達を

行っています。また、製造委託先に関しても同様の仕組みを導入し、管理

の徹底を図っています。さらに、より効率的に化学物質管理を運用するた

め、ソニーと直接取引のあるサプライヤー (一次サプライヤー) に対して、

指定原材料取引先一覧表 (再生プラスチック、被覆線材サプライヤーリス

ト) を電子調達システム上で公開しています。

品質管理への組み込み
新規の部品・材料に対しては検定を行い、通常の品質基準に加え、収集

したchemSHERPAデータなどをもとに、「部品・材料における環境管理物

質管理規定 (SS-00259) 」に準拠しているか否かの確認を行います。ソ

ニーでは、このような管理を全世界で実施し、不適合品を市場に流出させ

ないための管理を徹底しています。

化学分析の活用
禁止物質の不慮の混入を未然に防止するため、サプライヤーに対して、

特定の部品・原材料について、精密分析 (10物質) を要請しています。ま

た、ソニーの内部管理においても、含有リスクの高い特定の物質について

は、必要に応じて分析による含有確認を行い、禁止物質の混入防止に努

めています。

製品の包装材における化学物質管理
製品の包装材についても化学物質管理を行っています。具体的には包

装材の安全性を高め、重金属などの有害な物質が混入しないよう、「包装

と包装廃棄物に関する欧州指令」などの関連法規制を考慮したソニー独

自の全世界共通の化学物質管理基準「部品・材料における環境管理物質

管理規定 (SS-00259) 」に基づいた材料管理をしています。

有機フッ素化合物への対応
ソニーは、有機フッ素化合物であるPFAS (ペル/ポリフルオロアルキル

物質) の中でも特に有害性が高いとされるPFOA (ペルフルオロオクタン

酸) やPFOS (ペルフルオロオクタンスルホン酸) 、PFHxS (ペルフルオロヘ

キサンスルホン酸) などについて、製品への使用を禁止しています。

また、アクセサリーやキャリングケースなどの繊維製品においては、

2024年1月よりPFASの使用を禁止しています。あわせて、繊維製品以外

のエレクトロニクス製品についてもPFASの使用状況調査を実施し、用途

や使用量の把握に努めています。ソニーでは今後も各国の規制を遵守し、

代替を進めていきます。

懸念の高い化学物質の使用量削減と
代替化

ソニーは、法規制の対象になっていない物質を含めて、地球環境と人体

に著しい環境影響 (側面) を持つと判断した物質を「環境管理物質」とし

て定義しています (「部品・材料における環境管理物質管理規定 (SS-

00259) 」を参照) 。これらの環境管理物質は、部品に対し使用禁止となっ

ているか、または、技術的・経済的に利用可能で、品質的な問題が解決さ

れた材料がある場合は、順次代替化を行っています。さらに、化学物質の

有害性と曝露量を考慮したリスクの考え方に基づき、収集した用途情報と

含有情報からリスクの高い用途を特定して、その用途における使用の全

廃を進めています。

部品・材料における環境管理物質管理規定 (SS-00259) 一般公開版
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※ BFR代替対象部位は以下の通りになります (アクセサリー・付属品は除く)

Xperiaスマートフォン：全てのプラスチック部位

Xperiaスマートフォン以外の製品：筺体と主要基板

ポリ塩化ビニル (PVC) ・臭素系難燃剤 (BFR) 代替済み製品例

BFRと同様のリスクが指摘されている塩素系難燃剤のトリス (2-クロロ

エチル) =ホスファート (TCEP) 、トリス (1-クロロ-2-プロピル) =ホスファー

ト (TCPP) 、トリス (1,3-ジクロロ-2-プロピル) ホスファート (TDCPP) 、短

鎖型塩化パラフィン類、および2024年1月からはデクロランプラス™につ

いても納入禁止としています。

臭素系難燃剤 (BFR) 代替済み製品カテゴリー※

Xperia スマートフォン

ポータブルオーディオプレーヤー・ウォークマンメモリータイプ

ICレコーダー/リニアPCMレコーダー/サウンドモニタリングレシーバー

ビデオカメラ・ハンディカム

デジタルスチルカメラ・サイバーショット

デジタル一眼カメラ・α

メモリースティック

SxSメモリーカード

臭素系難燃剤 (BFR) の代替化
臭素系難燃剤 (BFR) の中には、人体への影響が懸念されているもの

や、環境中に残留したり、生体内に蓄積性を持ったりするものがあります。

また、ポリ塩化ビニルと同様に、不適切な焼却で有害な物質が生じるリス

クが指摘されています。ソニーは、BFRのうち、ポリブロモジフェニルエー

テル類、ポリブロモビフェニル類およびヘキサブロモシクロドデカンを使用

した部品・材料を納入禁止しており、さらに、BFRの代替を進めています 

(ただし、品質、技術、および供給上の問題が解決された場合) 。

また、液晶テレビなど一部の製品カテゴリーでは、独自に開発した高難

燃性高耐熱性ポリカーボネイト樹脂用の臭素を含まない環境配慮型難燃

剤の採用を進めています。

2024年7月末現在、後記のうち、新製品や新モデルでBFRを代替して

います。

ポリ塩化ビニル (PVC) の代替化
ポリ塩化ビニル (PVC) は、不適切な処分により有害な物質が生じるリ

スクが指摘されており、例えば、有価物を回収するために小型電子機器が

集められて不適切な焼却・埋め立てをされた場合の環境影響が懸念され

ています。また、PVCの可塑剤、安定剤として使用される物質の一部には、

環境面および人体への影響が懸念されているものがあります。エレクトロ

ニクス製品においてPVCは法規制の対象とはなっていませんが、ソニーは

部品レベルでの削減活動を進めてきました。

製品の包装材 (ただしデバイス、半導体、電池などの一部包装材は除

く) 、電子機器の筐体および筐体を覆う化粧板やスピーカー外装に使用さ

れるシート、ラミネート、非接触型ICカード、製品のバッグ・キャリングケー

ス類 (業務用は除く) といった用途において代替しています。

また、廃棄時に比較的取り外しが困難となる機内部品であり、代替材が

開発されているフレキシブルフラットケーブル、絶縁板、熱収縮チューブ 

(電池用は除く) についても代替しています。さらに、小型電子機器の筐体

および機内配線におけるPVCの代替を進めています (ただし、品質、技術、

および供給上の問題が解決された場合) 。

2024年7月末現在、後記のうち、新製品や新モデルでPVCを代替して

います。

※  PVC代替対象部位は以下の通りになります (アクセサリー・付属品は除く)

Xperiaスマートフォン：全てのプラスチック部位

Xperiaスマートフォン以外の製品：筺体と機内配線

ポリ塩化ビニル (PVC) ・臭素系難燃剤 (BFR) 代替済み製品例

ポリ塩化ビニル (PVC) 代替済み製品カテゴリー※

Xperia スマートフォン

ポータブルオーディオプレーヤー・ウォークマンメモリータイプ

ICレコーダー/サウンドモニタリングレシーバー

ビデオカメラ・ハンディカム

デジタルスチルカメラ・サイバーショット™

デジタル一眼カメラ・α

メモリースティック™

SxS™メモリーカード

Xperiaスマートフォンでの取り組み
スマートフォンカテゴリーにおいては、2002年より業界に先駆けて基

板、筐体、ケーブルに使用される臭素系難燃剤の段階的廃止を開始しま

した。以降、全ての部品中の臭素系難燃剤、塩素系難燃剤、ポリ塩化ビニ

ル、フタル酸エステル類、ベリリウムや、プラスチックおよび樹脂中の三酸

化アンチモンなどを製品中の規制物質に定めています。

ソニーモバイル規制物質の詳細情報［PDF：151KB］ (英語のみ)

環境に配慮した製品づくり

環境配慮設計の推進
ソニーは、製品に関する環境中期目標として、年間消費電力量の削減、

省資源の推進、化学物質管理などを定めています。各事業部門では、環

境中期目標を踏まえた重点項目、および対象となる製品カテゴリーのライ

フサイクルにおける環境負荷の特徴に合わせた部門目標を策定します。

実際の製品設計では、部門目標および前モデルからのフィードバックに

準じて製品ごとの環境目標を設定し、環境配慮設計を実行するとともに、

量産前に製品環境アセスメントを行い、達成状況を確認します。事業部門

はその確認結果のフィードバックを受け、個々の製品の環境目標に対する

進捗レビューを行い、本社環境部門に報告します。

本社環境部門は、各事業部門が設定した目標と進捗状況の評価を行

い、これをとりまとめて環境中期目標に対する進捗状況を総合的にレ

ビューし、その結果をもとに次年度の重点項目の決定を行います。このよ

うに、ソニーは本社環境部門、事業部門、個々の製品設計、それぞれにお

いて環境配慮のプロセスを回し、環境に配慮した製品の創出に努めてい

ます。
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製品における環境配慮の事例
ソニーは、環境配慮設計やリサイクル配慮設計に取り組み、幅広い製品

カテゴリーにおいて、省エネや省資源などの環境性能を向上させていま

す。その代表的な製品を以下のウェブサイトで紹介しています。

ソニー株式会社 | 環境

環境 - Sony Interactive Entertainment Japan

リサイクル配慮設計と修理容易性向上の推進
製品の環境配慮の取り組みのひとつとして、リサイクル配慮設計と修理

容易性の向上を推進しています。例えば、使用済み製品から資源を取りだ

してリサイクルしやすくするためにプラスチック部品の種別表示をするこ

とや、製品の修理を容易にするために製品を分解するために必要なネジ

本数を考慮することなど、具体的な環境配慮項目をまとめ設計へ反映す

ることで各製品のリサイクル性と修理容易性の向上につなげています。

テレビでは「環境設計基準およびガイドライン」や「サービス性基準」を制

定し、新製品の企画・設計におけるガイドラインとして運用、進捗確認を

実施しています。「環境設計基準およびガイドライン」は、国内外の法規制

の動向やソニーの環境中期目標を反映させることに加え、ソニーの関連会

社でリサイクル事業を行っているグリーンサイクル株式会社との定期的な

情報共有や意見交換を通じて最新のリサイクル情報や業界動向を収集・

分析しながら、毎年見直しや改定を実施しています。また、欧州における

サーキュラーエコノミーに関する法規制への対応として、テレビや業務用

モニター製品などに関して、リサイクル事業者向けの解体情報、および一

般の修理業者向けの修理情報をサポートページで公開し、フランス向け

のテレビとスマートフォン製品においては、ディーラーや量販店を通して修

理可能性インデックスの情報を提供しています。

ライフサイクルアセスメント (LCA) の活用
ライフサイクルアセスメントは、製品に使用されている材料や部品の製

造時、製品の製造時および輸送時、お客様の使用時もしくは製品待機時、

製品の最終処分時 (廃棄もしくはリサイクル) などを考慮し、製品のライフ

サイクルでの環境負荷を定量的に把握する手法です。ソニーでは、主要な

製品のライフサイクルアセスメントの結果から、各製品カテゴリーの改善

各国法規制の遵守
• 省エネ規制
• 化学物質規制
• リサイクル規制 など

省エネルギー

• 待機電力ゼロを目指す
• 各モードでの消費電力最小化
• ACアダプタのエネルギー効率化
• 省エネ機能の搭載 など

資源循環

• 解体容易性、修理容易性
• 再生材の利用
• 製品の軽量化
• 長寿命化 など

化学物質の管理 • 環境管理物質
• 技術標準への対応 など

その他 • 梱包重量削減による輸送の効率化

環境配慮設計項目 (抜粋)

ActPlan

CheckDo

製品ごとの
環境目標の設定

環境配慮設計の実行 量産前に
目標達成状況を確認

結果をフィードバック

環境中期目標を
踏まえた重点項目決定

提示 報告

各部門目標レビュー
グループ目標進捗レビュー

本社環境部門

部門目標策定 部門目標進捗レビュー
事業部門

製品設計

製品環境目標管理の流れ

すべき重点課題を明らかにし、製品の環境負荷削減に結び付けています。

以下のグラフ「ソニー製品のライフサイクルにおけるCO2排出量割合」を

見ると、製品カテゴリーによってライフサイクルの中でCO2排出量の多い

ステージが異なることが分かります。例えば、液晶テレビやブルーレイディ

スク™※ / DVDプレーヤー、メディカルプリンターなどでは、使用時の排出

量の割合が大きいことが分かります。そのため、これらの製品では使用時

の消費電力や使用時の消耗品にともなう排出量を下げることがより重要

となります。ヘッドホン、スマートフォンやデジタル一眼カメラ・αでは、使

用時よりも材料や部品の製造時に占める割合が大きく製品の軽量化など

によるCO2排出量削減がより重要となります。ライフサイクルアセスメント

の結果は、環境中期目標に反映され、製品の環境配慮設計につなげてい

ます。

※ ブルーレイディスクはブルーレイディスクアソシエーションの商標です

以下の仮定条件のもとソニーが独自に計算しています。
●販売地：日本
●輸送：国内：トラック輸送、国際間：船舶または航空機による輸送
●使用年数：液晶テレビ ブラビア：10年、ブルーレイディスク / DVDプレーヤー：7年、

メディカルプリンター：5年、ヘッドホン：4年、デジタル一眼カメラ・α：6年、
Xperiaスマートフォン：3年

注) • このグラフは、各ステージでのCO2排出量の割合を示すものであり、
製品の環境負荷の大小を表すものではありません

• 製品により計算条件 (使用条件、輸送距離、輸送手段、製造事業所の条件など) が異なります

液晶テレビ
ブラビア

Xperia
スマートフォン

ヘッドホン

メディカルプリンター

デジタル一眼カメラ・α

ブルーレイディスク /
DVDプレーヤー

材料 / 部品 製造 輸送 使用 廃棄・リサイクル

(%)

0 20 40 60 80 100

材料 / 部品 廃棄・リサイクル製造 輸送 使用

ソニー製品のライフサイクルにおけるCO2排出量割合
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化学物質についても、原材料・部品サプライヤーおよび製造委託先に対

し、ソニーに納入される原材料・部品・製品・半製品について、各国の異な

る化学物質の制限・禁止の法規制およびソニー独自の化学物質管理基準

に基づいた対応を求めています。国際的な枠組みで制限された物質のう

ち、ソニーが別途指定する物質については、製造プロセスでの使用禁止を

求め、使用状況の調査を継続して行っています。

製造プロセスにおける使用禁止および適正管理を求める化学物質リス
ト (原材料・部品サプライヤーおよび製造委託先用)［PDF：429KB］
原材料・部品サプライヤーへの動画配信および教育

省エネ活動のノウハウ提供や再エネの活用提案
ソニーは、2022年度より、世界各地の事業所で取り組んできた省エネル

ギー活動のノウハウをサプライヤーに提供する「パートナーエコチャレンジ

プログラム」を推進しています。このプログラムでは、環境活動や工場のエ

ネルギー管理に精通する担当者がサプライヤーを訪問し、製造現場の改

善点を抽出してソニーのノウハウを提供します。それを起点に、半年間の

プログラム期間の中でサプライヤーの製造現場の社員が主体的に改善活

動を展開し、その効果を検証していきます。期間中、ソニーは定期的な進

捗確認、現地訪問による活動サポートを行う一方、省エネルギーに関する

基礎講習会なども実施し、製造現場全体の改善意識の向上も図っていま

す。さらにこのプログラムでソニーは、サプライヤーの電力使用状況に合

わせた再エネの活用提案や、SBT相当の目標設定および目標の認定取得

に向けた継続的な支援を行っています。

2023年度は、日本国内のサプライヤーに加え、中国に工場を有するサ

プライヤーと協力しプログラムを実施しました。プログラムに参加した全

てのサプライヤーの工場において省エネルギー活動による改善効果が見

られたとともに、サプライヤーからは「社員の省エネ意識向上につなげる

機会を得られた」といった声が寄せられました。

グリーン購入の推進
ソニーは、日本国内のコピー用紙・事務用品・OA機器などの非生産材

購入において、環境に配慮した製品を選択する「グリーン購入」の基準を

定めて運用しています。非生産材の購入にあたっては、その必要性をよく

サプライチェーンにおける
環境負荷低減

原材料・部品サプライヤー、製造委託先への
環境負荷低減の働きかけ

サプライチェーンにおける環境負荷削減の一環として、ソニーは原材

料・部品サプライヤー、製造委託先に対して、「温室効果ガス (GHG) 排出

量の把握と、排出削減に関する長期・中期目標の設定と進捗管理」および

「立地する地域の水枯渇リスクを考慮した水使用量削減目標の設定と進

捗管理」を求めています。あわせて、ソニーに納入される原材料・部品・製

品の製造にかかわるGHG排出量・水使用量などの把握のために環境負

荷低減に関する取り組みの調査も実施しています。

2023年度は、ソニーの総取引額のうち約80%を占める原材料・部品サ

プライヤーならびに総取引額のうち約90%を占める製造委託先から、各

データの回答が得られました。また、製造にかかわるGHG排出量の算出

ができていないサプライヤーに対しては、排出量の算出を支援するための

ツールやガイダンスを提供するとともに、ツールの使用方法に関する解説

動画を配信しました。その結果、調査対象の全サプライヤーが自身のGHG

排出量を算出し、把握しました。

また、Science Based Targets (SBT) 1.5℃目標である「2025年度まで

にサプライチェーンにおけるGHG排出量の10%相当の原材料・部品サプ

ライヤーおよび製造委託先がSBT相当の目標を設定」の達成に向けて、調

査の際に、SBTに関するガイダンスの提供を行うとともに、一部のサプライ

ヤーに対しては、SBT相当の目標設定や認定取得をサポートしています。

なお、ソニーは2023年9月に「主要なサプライヤーの事業所における購入

電力の使用にともなうGHG排出量 (スコープ2) を、2030年までにネット

ゼロにすることを目指す」ことを発表しています。

サプライチェーン 吟味し、使用量、在庫水準を考慮した上で適正な数量を購入することを

原則としています。また、製品の選択にあたっては、資源採取から製造、

流通、使用、廃棄までの全てのライフサイクルにおける多様な環境負荷を

考慮して選定された推奨製品を非生産材の購買システムに掲載し、購買

担当者が優先的に環境配慮型製品を選択する仕組みになっています。

低VOC塗料の開発・導入サポート
ソニーは以前より、製品の塗装工程で発生する揮発性有機化合物

(VOC) を低減するべく、塗料メーカーおよび塗装メーカーに対し、水系塗

料などの低VOC塗料の開発・導入をサポートしています。

水系塗料は従来の塗料に比べて、製品の品位にかかわる塗膜性能や美

しい塗装外観を確保することが技術的に難しい面がありました。そこでソ

ニーは、塗料メーカーと協力し塗料成分の最適化を検討するとともに、社

内の塗装検討ラボにて、塗膜性能や塗装外観の確認および改善検証を繰

り返しました。

その結果、従来の塗料と同等の性能を保ちつつ、塗装工程で発生する

VOC量を約半分以下※1まで低減可能な、環境負荷の低い水系塗料の開

発に成功しました。さらに、塗装メーカーに対しても、その水系塗料に適し

た塗装設備の導入サポートを行いました。

そして、ソニー製品が求める高い品質評価項目を全てクリアした後、水

系塗料を2020年から一部の製品に採用し始めました。その後、採用製品

を年々増やし、2023年にはVLOGCAM™ ZV-E1※2などに使用しています。

※1  部品単体で比較した場合

※2  ブラックモデルの樹脂部品に水系塗料を使用しています。生産時期によって、塗料の

種類が変更になる可能性があります

水系塗料を樹脂部品に使用しているVLOGCAM ZV-E1のブラックモデル
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温室効果ガス総排出量の削減

事業所の温室効果ガス総排出量
ソニーは「2025年度までに事業所の温室効果ガス (GHG) 排出量を総

量で5%削減 (2020年度比) 」という目標を掲げ、エネルギー使用にともな

うCO2およびPFC (パーフルオロカーボン) などのGHG排出量の削減に取

り組んでいます。2023年度の事業所のGHG総排出量は約106.7万トン

で、2020年度比で約3.2%減となりました。半導体製造におけるエネル

ギー使用量は増加しましたが、各地域の事業所における省エネルギー活

動の推進および再エネ※の導入拡大などのGHG排出削減施策を進めた結

果、総排出量は減少しました。

※  再エネとは、太陽光、風力、水力、地熱、バイオマスなど、永続的に利用できるエネル

ギーのことです

事業所 リーンルームの再構築において、より少ない風量で作業エリアを清浄に保

てる省エネ型空調システムを導入し、従来の排出量の約75%に相当する

年間約4,911トンのCO2排出量を削減しています。2024年度より生産ラ

インが稼働し始めた新棟にも同システムを採用しており、省エネルギーを

推進します。

事業所でのエネルギー使用にともなうCO2排出量
2023年度の温室効果ガス (GHG) 総排出量約106.7万トンのうち、事

業所でのエネルギー使用にともなうCO2排出量は約93.2万トンで、2020

年度比で約7.2万トンの減少となりました。前記のエネルギー使用にとも

なうCO2排出量には社有車の車両燃料による排出量も含まれ、2023年度

における車両燃料にともなうCO2排出量は約0.8万トンでした。

ソニーでは今後も、高効率機器の導入やエネルギーの循環利用の推進

などハード面による施策に加え、省エネルギー推進者を育成するプログラ

ムを実施するなどソフト面での施策も強化し、GHGの発生を抑制する施

策を実施していきます。

PFC類などの温室効果ガス排出量について
PFC類などの温室効果ガス (GHG) は、主に半導体などを製造する際

に、クリーニングやエッチングなどの工程で使用される温暖化係数の高い

ガスです。2023年度のPFC類などのCO2換算GHG排出量は約13.5万ト

ンで、2020年度比で約3.7万トンの増加となりました。PFC除害装置の導

入などの削減活動を行っていますが、半導体デバイスの増産により、総排

出量は増加しました。

省エネルギー推進の事例
2025年度までの温室効果ガスの削減目標に向け、ソニーは世界各地の

事業所で省エネルギー活動に取り組んでいます。

工場における高効率エネルギーシステムの導入
ソニーセミコンダクタマニュファクチャリング株式会社 長崎テクノロジー

センターでは、増設棟「Fab 5」の建設に際して、半導体業界最高レベルの

エネルギー高効率工場を目指しました。例えば、半導体製造用クリーン

ルームの温湿度調整に使用する冷凍機やボイラーにおいて、AIを活用し、

冷凍機を最小動力で稼働させる高度な運転制御技術を採用するととも

に、ボイラーの稼働低減化として他の生産装置の廃熱を再利用するシス

テムを導入しました。これにより、クリーンルーム稼働に必要なエネルギー

の消費効率を2015年度比で約30%改善しています。

Sony Device Technology (Thailand) Co., Ltd.でも、半導体製造用ク

Sony Technology (Thailand) Co., Ltd. (STT) では、同地の関西エナ

ジーソリューションズ (タイランド) や、TipTop Engineeringの協力を得な

がら、冷房における温室効果ガス排出量の削減を推進し、独自に高効率

のチラーシステム※を設計・運用管理することで年間約2,500トンのCO2

排出量を削減しています。

※ 冷凍機により作った冷水を工場内に供給するシステム

工場の環境負荷を低減する取り組み

STTの温室効果ガスの排出量削減プロジェクト
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製造現場の社員が考え行動する省エネルギー活動
ソニーは、世界各地の事業所で省エネルギー活動に取り組んでいます。

近年は建物設備の効率化に加え、製造現場の社員たちが主体となった省

エネルギー活動を積極的に実施しています。

この活動は、ソニーの生産業務の中で電力を最も消費する製造現場に

着目し、現場を熟知する製造部門の社員たちが主体となった省エネルギー

施策を考案、実施します。具体的には、まず社員たちが自ら厳しい削減目

標を掲げ、製造工程で使われるエネルギー量の見える化を行います。そこ

から、製造工程での無駄に気づき、改善施策を考え、試行し、確認した結

果を踏まえ継続的改善につなげます。また、改善された優良事例は他の事

業所へ展開しています。

これら社員主体の活動は、2009年にソニーグループ株式会社 仙台テク

ノロジーセンター/ソニーストレージメディアマニュファクチャリング株式会

社 多賀城サイトが実施した「エコ・チャレンジ・プロジェクト」がきっかけと

なり、その実効性の高さから、今では世界各地の製造事業所に広がり、現

場の改善活動に組み込まれるようになりました。

● パワーコンディショナなどから発生する騒音
● 太陽光パネルの反射光による生活環境への影響
● 景観への影響
● 動物・植物・生態系への影響
●  事業所敷地外に設置する場合は、法規制などの確認を行うとともに、地

域とのコミュニケーションを図ること
●  水力発電の場合は、発電容量が25MW以下であること 

(国・地域の調達環境により除外する場合があり)

● 可能な限り、新たな再エネ発電の普及を促す「追加性」を有すること
● サイトが立地する国・地域に存在する再エネ電源を選択すること

再エネの導入

再エネの使用量と再エネ電力率
ソニーは「2025年度まで事業所における電力使用のうち、再エネ由来

の電力を15%以上にする (再エネ電力率) 」という目標を掲げていました

が、2022年5月、再エネ電力率の目標を引き上げ、2025年度までに35%

以上に変更しました。目標達成に向けて、事業所への太陽光発電設備の

導入や電力会社からの再エネ由来電力の購入、証書の利用など、全世界

の事業所において地域に応じた最適な再エネの導入に取り組んでいます。

2023年度の再エネの使用量は967,268MWhで、再エネ電力率は35.3%

となり、2年前倒しで上記の目標を達成しています。

再エネ調達方針
ソニーではこれまでも再エネ導入時に周辺環境への配慮などを行って

きましたが、2022年度には再エネ調達方針において、発電設備導入時や

運転時の環境配慮項目などを追加する改定を行いました。

主な調達方針
発電設備導入時および運転時の環境影響を評価し、環境への悪影響が

発生しないよう配慮されていること。

環境配慮項目の例：
● 土地の安定性 (法面の崩壊などによる土砂や設備の流出)Shanghai Suoguang Visual Products Co., Ltd.で実施された電力マネジメントプロジェクト

例えば、中国のShanghai Suoguang Visual Products Co., Ltd.では、

各部門の社員が現場の状況に即した省エネルギー施策を検討・実施して

います。その中で、製造部門では現場の社員主導で生産計画に合わせて

空調運転、照明管理、休日電力オフなど細かく調整し運用するなど、各部

門の施策を積み重ねた結果、2023年度は1,000トン以上のCO2排出量を

削減でき、消費電力は前年度比で約11%削減しました。また、Sony 

EMCS (Malaysia) Sdn. Bhd.では社員が主体となり、空調制御、照明制

御、圧縮空気漏れ制御、オーブン制御などの省エネルギー活動を実施し、

エネルギー消費量を年間198,085kWh削減しました。

所在地 事業所 パネル容量

日本 ソニー・ミュージックソリューションズ 
JARED大井川センター 1.7MW

日本 ソニー・ミュージックソリューションズ 
大井川プロダクションセンター 0.22MW

日本 ソニーグローバルマニュファクチャリング&
オペレーションズ 幸田サイト 1.2MW

日本 ソニーカスタマーサービス  
東金テクノロジーサイト 0.20MW

日本 ソニーセミコンダクタマニュファクチャリング
熊本テクノロジーセンター 2.9MW

日本 グリーンサイクル 0.28MW

米国 Sony Pictures Entertainment Studio 1.8MW

英国 Sony UK Technology Centre 0.74MW

オーストリア Sony DADC Europe Thalgau Plant 0.84MW

タイ Sony Technology (Thailand)  
Chonburi Plant

5.4MW

タイ Sony Device Technology (Thailand) 4.6MW

マレーシア Sony EMCS (Malaysia) 0.83MW

韓国 Sony Electronics of Korea Corporation 0.20MW

太陽光発電設備を設置している主な事業所
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「RE100」への加盟
ソニーは、自社の目標に加え、2018年に100%再エネ利用を目指す国

際的イニシアティブ「RE100※」に加盟し、2040年までに自社の事業活動

で使用する電力を100%再エネにすることを目指していましたが、2022

年5月、達成目標年を2030年に前倒ししました。

※ 「RE100」は、全世界での事業活動で使用する電力を100%再エネにすることを目指す

企業が参加しており、国際NPO団体であるThe Climate GroupがCDPとのパート

ナーシップのもとで主導する国際的なイニシアティブです

ニュースリリース：ソニー、気候変動領域における環境負荷ゼロの達成
目標を10年前倒し

各地域での取り組み
ソニーでは「RE100」加盟以前より、世界の各地域で再エネ導入を進め

ており、すでに多くの地域における購入電力について100%再エネ由来電

力の利用を達成しています。欧州地域では2008年度にいち早く、事業所

で使用する電力を100%再エネに置き換えました。中国地域では2020年

度に達成し、パンアジア地域では事業所への太陽光発電設備の設置や、

再エネ証書の積極的な活用によって、2022年度に全ての製造事業所にお

いて購入電力の100%再エネを実現しました。2023年9月には、Sony 

Technology (Thailand) Co., Ltd. Chonburi Plantでオンサイト太陽光発

電設備を増設し、消費電力における太陽光発電比率を8% (2023年度上

期) から18% (2023年度下期) に引き上げました。同工場では2024年度

に社員食堂とエネルギー供給棟へのオンサイト太陽光発電設備の増設も

計 画されています。また、Sony Device Technology (Thailand) Co., 

Ltd.においても、新棟へのオンサイト太陽光発電設備の増設が計画されて

います。

北米地域では2030年度での達成を目指し、計画的に再エネの導入量

を増やしています。

日本においても、さまざまな方法を講じて導入を進めています。2022

年度より、日本初の取り組みとして、フィードインプレミアム (FIP) 制度を活

用したバーチャルPPAの運用を開始しました。バーチャルPPAでは発電し

た電力は市場で売却されるため、市場価格の変動リスクを受け、損失が生

じた場合には需要家であるソニーが補填しなければならないという課題

がありました。FIP制度を活用することで国からの交付金 (プレミアム) に

より、価格変動リスクを抑えることができ、経営的に持続可能な再エネの

調達が可能になります。この活動によって、ソニーグループの生産拠点で

あるソニーグローバルマニュファクチャリング&オペレーションズ株式会社 

幸田サイトは年間約240万kWh規模の再エネ由来電力の環境価値を導入

しました。さらに、2023年度にはソニーセミコンダクタマニュファクチャリ

ング株式会社も新たなFIP制度を活用したバーチャルPPAを導入しました。

なお韓国のSony Electronics of Korea Corporationでは2023年度に

オンサイト太陽光発電設備および再エネ証書を導入することで100%再エ

ネを実現しています。

廃棄物発生量の削減

事業所の廃棄物発生量
ソニーは「2025年度までに事業所の廃棄物発生量を原単位で5%改善

(2020年度比) 」という目標を掲げ、廃棄物の削減、資源の有効利用に取

り組んでいます。2023年度の事業所の廃棄物発生量は原単位で2020年

度比約50.9%悪化となりました。なお、廃棄物発生量は約6.5万トンで、

2020年度比で約27.3%増となりました。生産現場の工程などの継続的

な改善によるリデュース促進および、汚泥廃棄物の減量などを進めている

ものの、主に半導体工場の増設および生産量の増加にともない、廃棄物

発生量が増加しました。また、産業廃棄物発生量のうち約0.65万トンはプ

ラスチック類の廃棄物でした。

事業所の廃棄物埋め立て率
2023年度のグループ全体の事業所の廃棄物埋め立て率は約0.9%、日

本国内の廃棄物埋め立て率は約0.2%でした。なお、それぞれの地域の法

律・行政指導などにより、やむを得ず埋め立て処分となる量などを含めた

場合、廃棄物埋め立て率は約15.9%となります。ソニーは、事業所から発

生した廃棄物についてリサイクル利用を進めることで、廃棄物埋め立て率

の低減に取り組んでいます。
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バーチャルPPA (Virtual Power Purchase Agreement) は、需要家 (電力を使用する企業) が直接、発電事業者と長期的に電力購入契約を結ぶ仕組みで、実際の電力ではなく再エネ由来電力に含まれる「環
境価値」を取引します。ソニーは、発電事業者である合同会社OTSと契約を締結し、デジタルグリッド株式会社が提供するプラットフォームを活用しています。

バーチャルPPAのスキーム (出典：自然エネルギー財団資料を参考に作成)
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産業廃棄物の管理
ソニーは、産業廃棄物が不適切に処理されないように厳格な管理を行っ

ています。例えば、日本では廃棄物処理委託先の選定や継続的な現地確

認に関する社内基準を統一したり、現地確認担当者の社内認定制度を設

けたりすることで、廃棄物処理委託に関するリスクの低減に努めています。

さらに、廃棄物処理委託先に対して現地確認を定期的に行い、廃棄物管

理の徹底を求めています。

産業廃棄物の削減
ソニーは、全事業所で廃棄物の削減を進めています。ソニーセミコンダ

クタマニュファクチャリング株式会社 (SCK) では、廃棄物の大部分を占め

る汚泥を削減するため、生産装置の排水処理に凝結・凝集性能が高い植

物由来の高分子凝集剤を採用し、生産拠点である複数のテクノロジーセ

ンターごとに最適化し使用しています。これにより、従来の一次凝集剤 (無

機凝集剤) および無機凝集剤由来の汚泥を削減しつつ、さらに余剰汚泥

を脱水機で絞ることで汚泥を削減しました。その他の施策含めて年間約

1,300トンの廃棄物を削減しています。

SCK鹿児島テクノロジーセンターでは2021年、委託先企業と協力しな

がら、構内廃棄物の汚泥をブロックとしてリサイクルし、構内の花壇を作り

ました。リサイクルブロックについて説明する立て看板も設置し、構内関

係者の意識向上を図りつつ、お客様、地域の方に環境活動を理解してもら

うきっかけとしています。

部品包装の改善
ソニーは、全事業所において購入する部品の包装を全体的に見直し最

適化することにより、事業所で発生する廃棄物の削減に努めています。例

えば、部品を入れる保護袋の削減、部品を入れる箱を工夫し部品の収納

数を増加、使い捨ての箱から繰り返し使用できる通い箱への切り替えな

どにより、部品の包装に使用する材料を減らすことで廃棄物を抑制してい

ます。特に、通い箱については、寸法や材質などの標準化も行うとともに、

利用する部品の拡大を図っています。

製品輸送時のCO2排出量

地域環境に配慮した水の適正管理

事業所の水使用量と水リスク
水は循環かつ偏在資源であり、水に関する問題は地域性が高いと考え

られます。そこでソニーは「水使用量の多いサイトでは水使用量を原単位

で5%改善 (2020年度比) 」および「水リスク地域に立地するサイトではリ

スク低減活動を実施」という目標を掲げ、水使用量の削減などに取り組ん

でいます。2023年度の事業所の水使用量は原単位で2020年度比約

11.6%悪化となりました。なお、水使用量は約2,086万m3で、2020年度

比で約6.3%増となりました。生産現場での水のリサイクルや、こまめな節

水に努めていますが、主に半導体工場の増設および生産量の増加によっ

て、水使用量は増加しました。

また、ソニーは事業所排水の水質にも配慮しています。世界中の事業所

でそれぞれの国と地域の法規制などを遵守するとともに、その規制レベル

以上の排水管理を行っています。例えば、高度水処理施設の導入などによ

り、排水内のBOD、COD※値の削減に努めています。

※  BOD (Biochemical Oxygen Demand：生物化学的酸素要求量) 、COD (Chemical 

Oxygen Demand：化学的酸素要求量) は、水質汚濁の代表的な指標です

環境データ (環境データファイル：水質汚濁物質)

汚泥のリサイクルによるブロックで作られた花壇

ソニーグローバルマニュファクチャリング&オペレーションズ株式会社で使用されている部品輸送用
の通い箱
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水使用量、地域の水リスクに応じた活動内容
●  ソニーにおいて水使用量が最も多い事業所は、半導体製造事業所であ

り、水リスクの低い地域に立地していますが、排水リサイクルの推進な

どを行い水使用量の削減を進めています。
●  ソニーにおいて排水汚染リスクの高い地域に位置する事業所では、環

境汚染物質の排水自主基準値を設け、排水の汚染リスクの低減に努め

ています。
●  ソニーにおいて水の枯渇、渇水リスクの高い地域に位置する事業所は

主に非製造事業所となっており、使用量は少ないもののこまめな水使

用の削減などで節水に努めています。

水リスクの高い地域での活動として、例えば、インドの非製造事業所 (オ

フィスなど) では2022年度から、シャワー水栓の使用、休憩室・食堂への

センサー水栓の設置、意識向上トレーニング、休憩室・食堂の手洗い場へ

水使用量削減の事例
ソニーは、半導体の製造や電子機器の製造、さらに使用済み製品のリサ

イクルにおいても大量の水を必要とします。ソニーの国内外の事業所で

は、地域の水資源への影響を鑑み、排水リサイクルを推進し、水使用量の

削減に取り組んでいます。

半導体製造における生産増強と水使用量抑制の両立
ソニーセミコンダクタマニュファクチャリング株式会社 (SCK) では、半導

体の生産能力を増強しつつ、その生産のために必要な水使用量を削減す

るという課題に取り組んでいます。

SCK長崎テクノロジーセンター (長崎テック) では、半導体の製造工程で

使用したガスを無害化するガス除害装置の排水再利用に取り組み、約

80%の排水を再利用しています。さらに、長崎テックは資源のリサイクル

と有効活用に貢献すべく、下水処理水の再利用に取り組みました。長崎

県、諫早市といった自治体と連携し、地域の下水処理水をさらに浄化処理

する仕組みを確立し、県内で初めて工業用水として下水処理水の再利用

を実現しました。これにより、地域の地下水の採取を抑制しています。

SCK熊本テクノロジーセンター (熊本テック) では、半導体の生産ライン

さまざまな手法による水使用量の削減
家電リサイクル事業を展開するグリーンサイクル株式会社では2014年

度より、雨水の回収利用に取り組んでおり、破砕機などのリサイクル工程

やトイレの洗浄水などに活用しています。第二工場棟の屋根全面 (約

2,500m2) を雨水回収エリアにするなど、設備を整備することで2023年

度の雨水回収量は1,646.9m3となり、工場全体の水使用量の約44.2%を

雨水で賄うまでになりました。

2023年度、ソニーは水使用量の削減活動をパンアジア地域にも継続的

に拡大しました。Sony Technology (Thailand) Co., Ltd. (STT) は、水道

水使用量を削減するべく、排水の再利用に取り組みました。水道水を大量

に使用する空調用冷却塔の補給水に排水を利用するべく、敷地内に排水

処理プラントを設置しました。そのプラントによる再生水を冷却塔に供給

することで、2023年度の水道水使用量を42,031m3削減しました。また、

Sony Device Technology (Thailand) Co., Ltd. (SDT) では、雨水を回収

水資源は、地域によって利用可能な水量や水質が大きく異なります。事

業においては、生産に使用する水の確保やレピュテーションの維持という

観点からも水資源に配慮することが必要です。ソニーでは、WRI (世界資

源研究所) やWWF (世界自然保護基金) が提供する水リスク評価ツール

を用いて、事業所が立地する地域の水リスク評価を行い、地域のステーク

ホルダーと連携し、地域ごとの水リスクに応じた活動を推進することで水

の適正利用に努めています。

ソニーグループ事業所の水リスク分析図

熊本テックの燃焼除害用水の排水回収設備

STTの敷地内に設置された排水処理プラント

の「Save Water」のポスター掲示など、さまざまな水使用量の削減施策を

実施しています。また、Sony Technology (Thailand) Co., Ltd. Chonburi 

Plantでは、工場で使用した水の再利用を進めています。

で使用される燃焼除害用水の削減を目指し、循環利用量を増加させる設

備改善を行い、従来の補給水量の約50%を削減しています。また、熊本

テックは熊本地域の豊かな地下水源を保全するため、作物を育てていな

い期間の田畑に水を張り、浸透させて地下水に還元する「地下水涵養 (か

んよう) 」も長年にわたり行っています。2023年度は熊本テックの取水量

を上回る約357万m3を涵養しました。地下水涵養の継続的な取り組みが

評価され、熊本テックは以前から多数の外部表彰を受けており、2022年

度は第3回くまもと環境大賞特別賞および令和4年度地域環境保全功労

者表彰、2023年度は第37回「肥後の水とみどりの愛護賞」継続賞を受賞

しました。
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VOCの大気中への総排出量削減
ソニーは「VOC (揮発性有機化合物) の大気中への総排出量を2010年

度以下にする」という目標を掲げ、VOCの代替物質への切り替えや製造工

程におけるVOCの使用量削減施策などの対策に取り組んでいます。2023

年度のVOCの大気中への総排出量は約560トンで、2010年度比で約

53%減となりました。これまでVOCの代替物質への切り替えや製造工程

におけるVOCの使用量削減などの対策を積み重ねてきたことにより、総

排出量は減少しました。

クラス1物質：使用禁止

●  人体や環境への影響が非常に高い (発がん性、変異原性、生殖毒性、急性
毒性、生態毒性など) とみなされた物質で、国際条約や各国の法規制などで
製造、使用などが禁止されている物質

● 環境汚染 (土壌汚染など) のリスクが高いと判断された物質

ソニーの事業所のオペレーションにおけるクラス1物質 (使用禁止) リスト
［PDF：164KB］

化学物質の管理
ソニーは、事業所で使用する化学物質について、原則、法律で規制され

ている化学物質、地球規模や比較的広い地域での環境への影響が指摘さ

れる化学物質、ソニーでの使用量が多い化学物質を対象として、グループ

共通で管理を行っています。

化学物質の管理基準を強化
ソニーは、化学物質をクラス1から4に分類し、使用量だけでなく、大気・

水域・土壌への排出量および廃棄物としての移動量も管理し削減を推進

しています。PRTR (環境汚染物質排出・移動登録) の考え方に基づき、法

的な報告義務がない国においても、独自に各事業所で化学物質管理を

行っています。化学物質のクラスについては次のように定めています。

環境に配慮した紙資源の購入
ソニーは、紙資源が有限であることを認識し、より環境に配慮した紙の

使用を推進する、紙・印刷物に関する購入方針を策定しています。紙の使

用量削減に継続的に取り組みつつ、紙の購入においては、漂白や印刷に (年度)2025202320222010 2021

(トン)
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560609
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1,184

VOCの大気中への総排出量

おいて環境に配慮した紙や、古紙を主原料とする紙、または原料の産出地

が適切に管理された森林であることが第三者によって認証されている紙

を積極的に調達しています。ソニーは、森林認証紙の中でも合法性だけで

なく森林の持続可能性なども評価しているFSC認証紙※の使用を進めて

います。

2023年度は会社案内や株主総会招集通知などのコーポレート刊行物、

製品カタログ、カレンダー、名刺、封筒などでFSC認証紙を合計約246トン

使用しました。

※ FSC認証紙とは、国際機関であるFSC (Forest Stewardship Council、森林管理協議

会) の認証を受け、森林保全に配慮した木材で生産した紙製品のことです

紙資源に関するアクション

クラス2物質：使用禁止 (除外用途あり)

●  人体や環境への影響が非常に高い (発がん性、変異原性、生殖毒性、急性
毒性、生態毒性など) とみなされた物質で、そのリスクの高さから、法規制な
どの届出対象物質や、排出・移動量の管理対象物質

●  法規制の動向や社会情勢などを考慮した結果、化学物質管理のリスクが非
常に高いと考えられ、使用全廃が必要と判断される物質

クラス3物質：排出・移動量の削減を推進

● 人体や環境への影響が高く、法規制などの排出・移動量の管理対象物質
●  法規制の動向や社会情勢などを考慮した結果、排出・移動量の削減が必要

と判断される物質
●クラス1、クラス2以外の揮発性有機化合物 (VOC)

クラス4物質：関連法規を遵守するとともに、十分な管理のもと使用

●クラス1、2、3を除いた物質。ただし、水、空気は化学物質として管理しない

利用するプロジェクトを実施し、2023年度の水道水使用量を20,245m3

削減しました。SDTは回収した雨水を食堂やトイレなどの共用エリアで利

用するなど水道供給に活用するとともに、DI給水システムによる濾過処理

を経て、製造エリアへの給水にも使用しました。

ソニー本社ビルでは、熱源の冷却に下水の処理水を利用しています。隣

接する芝浦水再生センターで処理された下水処理水をビル内に引込み、

熱源機器の冷却に使用することで、通常冷却塔で補給水として使用する

上水 (水道水) を年間約30,000m3削減しています。

米国Sony Electronics Inc.のサンディエゴオフィスは2023年度、地下

水を地域の下水処理場に送らずにオフィス敷地内で処理して有効利用す

るプロジェクトに取り組みました。同オフィスでは地下水を処理する設備

を導入・稼働させ、収集した地下水を濾過処理し、冷却塔の補給水として

利用しています。この設備は1日あたり最大約2,500リットルの水処理が

可能で、今後、同オフィスが使用する市水 (水道水) を年間約57万リット

ル削減できる見込みです。

Sony Electronics Inc.のサンディエゴオフィスの敷地内に設置された地下水処理設備
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化学物質使用量の削減事例
ソニーセミコンダクタマニュファクチャリング株式会社 (SCK) は、装置

メーカーと共同で独自のVOC (揮発性有機化合物) 処理装置を開発し、

VOC排出量の削減に継続して取り組んでいます。通常のVOC処理装置は

排気配管の排出口付近に設置され、非常に希薄な有機物まで処理対象と

するため、どうしても大型になり、設置スペースの確保や導入コストなど

の課題がありました。そこでSCKでは有機物の濃度が高い生産設備を処

理対象として、小型固定濃縮式VOC処理装置を装置メーカーとともに開

発しました。これにより、生産設備に近接して設置でき、VOCを効率的に

処理しています。

フェーズ1

過去および現在の化学物質使用履歴、過去および現在の地下埋設タン

ク、地下埋設配管の有無、過去の事故履歴を調査して、敷地内の土壌・地

下水に汚染が残留している可能性の有無の確認、およびその場所の推定

を行う。

フェーズ2

フェーズ1での調査に基づき、汚染の可能性がある場所では土壌汚染

対策法に準じた測定位置で測定を行う。

フェーズ3

測定の結果、汚染が判明した場合は、拡散防止や浄化などの処置を行う。

これらの対応を経て、今までに確認されている事業活動に起因する土

壌・地下水汚染は、以下の事業所であり、定期的な行政への報告および汚

染の除去を継続しています。

事業所における環境リスクマネジメント
ソニーは、事業所における化学物質管理や緊急時対応などに関し、効果

的なリスクマネジメントを遂行するために具体的な対策内容を記載した、

ソニーグループ共通の管理標準や改善事例集を策定しています。これをも

とに、各事業所では化学物質貯蔵タンクおよび配管の地中直埋設の禁止

や、漏洩防護の実施などの事故防止対応を行っています。さらに、ソニーは

各事業所への定期的な監査や事業所間の情報共有などによって継続的改

善に取り組み、環境事故防止の徹底に努めています。また、万一環境事故

が発生した場合には、速やかに当局へ届け出るとともに適切な対策を講じ

られる体制を構築しています。2023年度において、ISO14001の認証範囲

の事業所でこのような環境事故と罰金の発生はありませんでした。

事業活動に起因する土壌・地下水汚染除去の取り組み
ソニーは、事業所での土壌・地下水の自主調査などで汚染が発見され

た場合は、事業所が立地する国・地域の法律などに準じた浄化プロセスで

対応しています。例えば、日本国内のソニーグループ内事業所で発生した

土壌・地下水汚染については、国内の法律などに準拠した環境文書「ソ

ニーグループ土壌・地下水環境調査標準」に従って対応しています。この手

順書では、後記の3段階 (フェーズ) に分けて対応することを定めています。

オゾン層破壊物質について
ソニーは、オゾン層破壊物質であるフロンについて、製造プロセスにお

いて第1世代フロンCFC (クロロフルオロカーボン) の使用を1993年に全

廃し、さらに第2世代フロンHCFC (ハイドロクロロフルオロカーボン) の使

用を2000年度末に禁止しました。現在、ソニーの事業所では、モントリ

オール議定書に規定されているオゾン層破壊物質を使用することを禁止

しています。フロン類は一部のビル空調などの冷凍機用冷媒としてのみ使

用していますが、各国法規制を遵守するとともにメンテナンス時などにお

いて漏洩がないよう厳重に管理しています。

SCKが装置メーカーと共同開発した小型固定濃縮式VOC処理装置

最新の状況については以下をご確認ください。

土壌・地下水汚染除去の状況

サイト名 ソニーグローバルマニュファクチャリング&
オペレーションズ株式会社 稲沢サイト (日本)

ソニーグループ株式会社
厚木テクノロジーセンター (日本)

ソニーグループ株式会社
厚木テクノロジーセンター (日本)

汚染確認時期 2001年6月 (自主調査) 2022年3月 (自主調査) 2023年2月 (土壌汚染対策法に準じた調査)

検出物質 ふっ素 ふっ素およびその化合物
ふっ素およびその化合物
鉛およびその化合物
砒素およびその化合物

原因 排水系統での亀裂による漏洩 排水系統における配管接続部の緩みによる漏洩 過去の事業活動が原因と推測

対策および現状
汚染源施設を廃止、汚染地下水の浄化とモニ
タリングを継続中。
地下水濃度は2023年度分析値0.97mg/ℓ。

行政報告の結果、敷地内の土壌汚染および地下
水汚染は存在しているが、「健康被害が生ずるお
それがない区域」として指定された (2022年6
月) 。漏洩地点における汚染土壌の入れ替えを実
施済み (2022年9月) 。地下水の汚染については
モニタリングを継続。

行政報告の結果、敷地内の土壌汚染は存在し
ているが、「健康被害が生ずるおそれがない
区域」として指定された (2023年3月) 。汚染
土壌の入れ替えを実施中。

土壌・地下水汚染除去の状況 (2024年8月時点)
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生物多様性関連活動の事例

生物多様性保全活動の指針
ソニーは、人類の生活の基盤である自然資本、およびそこから供給され

る生態系サービスの重要性を認識し、自らの事業活動と地域の生物多様

性保全活動の両面から、生物多様性の維持、回復を積極的に推進します。

生物多様性の損失・劣化の要因のひとつは土地利用の変化であることが

指摘されています。そのため、事業所の土地利用においては事業活動が

近隣の生態系に与える影響を考慮するとともに、事業所の緑地や周辺地

域の生態系において地域のニーズに応じた生物多様性の保全・回復活動

を推進します。

保全活動
豊かな生態系を育む「ソニーの森」の保全活動

デジタルスチルカメラなどの製品を生産しているソニーグローバルマ

ニュファクチャリング&オペレーションズ株式会社 幸田サイトは、1972年

の創立当時から敷地内にあった自然林を「ソニーの森」として保全してき

ました。「ソニーの森」は、鳥獣保護区※1 (愛知県幸田北部鳥獣保護区) に

指定されており、近隣の生態系においても重要な場所となっています。幸

田サイトでは、生態系ピラミッドの頂点に位置する動物であるフクロウが

生息する豊かな生態系を築くことを目指し、フクロウが飛翔できる空間や

餌場を整備し、巣箱を取り付けるなどの活動を続けています。その結果、

2016年以降毎年愛知県の準絶滅危惧種に指定されているフクロウの棲

息が確認されています。2023年からは、ソニーのオーディオ事業における

先進的な信号処理技術を用いたAI環境音認識システムによる、フクロウ

のモニタリング調査の実証実験を開始しました。設置したマイクによる録

音データからフクロウの鳴き声の部分を選び出し、モニタリング作業の効

率化を図ることで、持続可能な環境保全活動の確立に取り組んでいます。

また、2011年からは「地域の自然再生で必要とされる、在来種の苗木

を確保・提供する活動」を企業、地域住民、行政などのコラボレーションに

より行っています。

これらの「ソニーの森」活動を積み重ねる中、幸田サイトは2015年に国

連生物多様性の10年日本委員会による認定連携事業第6弾に認定され

長崎県でのサンゴ保全活動
ソニーセミコンダクタマニュファクチャリング株式会社は、長崎県南部の

沖合にある高島の高島海水浴場に自生し、この海域の豊かな生態系を支

えるサンゴの保全活動に取り組んでいます。2019年に地域おこし団体

「やったろうde高島」をはじめ、サンゴ生育棚を開発した東京大学鯉渕幸

生准教授 (当時) ※、エム・エム ブリッジ株式会社、日本防蝕工業株式会社、

シーピーファームとともにサンゴ生育棚を2基製作し、高島海水浴場の海

底に設置して以来、サンゴの成長促進効果のモニタリングを続けていま

す。2023年にはエム・エム ブリッジ株式会社が主導となり、5基の追加設

置が実施されました。これらの育成装置は、サンゴ生育環境、さまざまな

生きものたちの棲家や産卵場所、栄養源として、この海域の生物多様性の

保全に貢献しています。

※ 現在は米国国立標準技術研究所リサーチサイエンティスト、中央大学研究開発機構教授

ました。2023年には「二次的な自然環境」や「希少な動植物の生息・生育

の場」などの生物多様性の価値が認められ、環境省により「民間の取組等

によって生物多様性の保全が図られている区域」として自然共生サイト※2

に認定されました。自然共生サイトに認証されたことにより、ソニーの森は

「OECM (Other Effective Area-based Conservation Measures) 」とし

て国際データベースに登録され、国連生物多様性条約第15回締約国会議 

(COP15) で採択された「昆明・モントリオール生物多様性枠組」における

30by30目標に貢献しています。

※1  鳥獣保護区は、野生に生息する鳥獣 (鳥類と哺乳類) の保護の見地からその鳥獣の

保護のため重要と認める区域を指定するもの

※2  自然共生サイトとは、2030年までに陸と海の30%以上を健全な生態系として効果

的に保全しようとする30by30目標に対して、環境省が民間の取り組みなどによって

生物多様性の保全が図られている区域を認定する仕組み。ソニーは、環境省が進め

る「生物多様性のための30by30アライアンス」に参加しています

「ソニーの森」で誕生したフクロウの雛 大きく成長したサンゴ
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蒲生干潟で数多く確認された優占種のアシハラガニ

回復が進む蒲生干潟のモニタリング調査
ソニーグループ株式会社 仙台テクノロジーセンター (仙台テック) とソ

ニーストレージメディアマニュファクチャリング株式会社 多賀城サイトでは、

事業所から4kmほどの距離にある蒲生干潟 (宮城県仙台市) の生物モニ

タリング調査を行っています。蒲生干潟は、東日本大震災で津波の被害を

受け、周囲の松林やアシ原は消失し、生物にとっても危機的な状況になり

ましたが、もともとはゴカイやハゼ類といった多様な生物が生息し、コアジ

サシやシロチドリの繁殖地、天然記念物のコクガンの越冬地ともなってい

る自然豊かな場所で、国の鳥獣保護区特別保護地区に指定されています。

仙台テックと多賀城サイトでは、環境NGO「蒲生を守る会」と協働で、

2014年より蒲生干潟の回復状況を追跡調査しています。蒲生干潟は、震

災から10年以上が経過して環境の変化が進んでおり、2023年の調査で

は、アシハラガニをはじめ底生生物20種、ササゴイ、ダイサギなどサギ類

をはじめとする鳥類14種、ハマヒルガオやシオクグなどの植物5種、イシ

ガレイ、ボラの魚類2種が確認されました。希少種であるミサゴとシロチド

リ (鳥類) 、ハママツナ (塩生植物) の3種も観察されました。

オーストリアでの生物多様性の保全活動
オーストリアにあるSony DADC Thalgau plantは、ザルツブルグ大都

市圏に位置する自然豊かなタルガウ・フシュルゼー自然保護区の生物多

様性保全活動を積極的に推進しています。近年、気候変動や宅地開発の

影響を受け、この地域の花粉媒介者として生態系で重要な役割を果たす

ハナバチの生息環境が悪化しているため、工場敷地内に約80万匹が生

息できる巣箱を設置するなど、ハナバチの保護活動を実施しています。ま

た、工場敷地内の草地に息づく生態系を守り、また、景観管理の一環とし

中国での生物多様性の保全活動
近隣にマングローブ林公園がある自然豊かな地域に位置するSony 

Precision Devices (Huizhou) Co., Ltd. (SPDH) では、この地域の生物

多様性を保全するため、外来生物除去活動を行っています。マングローブ

林公園は、コウノトリやクロツラヘラサギなどの絶滅危惧種 (中国国家重

点保護野生動物) をはじめ、潮間帯や汽水域に生息する多種多様な動植

物が生息しており、SPDHでは2022年より、マングローブ植樹をはじめ、

2023年までに計450本のマングローブを植林しました。

ハナバチの保護活動の様子

マングローブ林公園植林活動の様子

Synecoculture※による生物多様性の保全拡張活動
ソニーは、事業所内において、Synecocultureを活用した生物多様性の

保全拡張活動を進めています。Synecocultureとは、株式会社ソニーコン

ピュータサイエンス研究所の舩橋真俊研究員が提唱する農法で、多種多

様な植物を混生・密生させ、生態系を作りだし、もともと生態系に備わる

物質循環機能を最大限利用することで有用植物を生産します。「無耕起」

「無施肥」「無農薬」を基本としています。人間活動と自然環境が両立する

持続可能な社会を目指しています。

中国にあるソニーグループ各社では、2020年度にSynecocultureを導

入して以来、社内外の協力を得ながら、Synecocultureを事業所に広く展

開してきました。現在、社内外にて9つのSynecoculture農園が構築され、

過去4年間で約3,000kgの野菜を収穫し、収穫した野菜は食堂で社員に

提供するなどしました。

また、小さな拡張生態系を実際につくりながら、環境とのつながりを感

じて学ぶ「入り口」となる「シネコポータル」を事業所や外部施設に導入し

ました。

そのほか、より多くの社員にSynecocultureの魅力に触れてもらう体験

活動も実施しています。これらSynecocultureの取り組みが高く評価さ

れ、2022-2023年度に中国において、7つの賞を受賞しました。

Synecoculture農園で収穫された野菜

て、土壌に負担を与えるトラクターを使わず、地元農家の羊の放牧による

緑地管理を行っています。

サステナビリティ関連情報

コーポレート・ガバナンス

倫理・コンプライアンス

テクノロジーの活用

概要

環境方針と目標

環境問題解決への貢献

製品・サービス

サプライチェーン

事業所

物流

製品リサイクル

環境コミュニケーション

環境

コミュニティ・エンゲージメント

責任あるサプライチェーン

品質・カスタマーサービス

アクセシビリティ

責任あるAIの取り組み

人権の尊重

安全衛生

人材

マテリアリティ

ソニーのサステナビリティ

編集方針・事業概要

At a Glance 2023

Sonyʼs Sustainability Vision

ソニーのサステナビリティに

関する基本方針

ソニーグループ行動規範

Sonyʼs Purpose & Values

Sustainability Report 2024

122



その他の取り組み事例
英国での自然保護区を守るボランティア活動

大分県国東市での生物多様性の保全活動

「So-netの森」での森林整備活動

絶滅危惧種であるアカウミガメの保護活動

米国ニューヨーク市での環境保護活動

長崎県でのサンゴ保全活動

スマトラ島森林保全プロジェクトへの参加

パナマの生物多様性イベント「Festi Harpia 2019」への参加

Food for the Future Monthに社員食堂で提供された環境配慮食材を使ったメニュー

食材における環境配慮の促進
ソニーは、2021年より「Food for the Future」プロジェクトで食材に関

する環境問題に取り組んでいます。食材の環境配慮ガイドブックを社員に

配布するとともに、世界各地の社員食堂で環境に配慮した食材を使用し

たメニューを提供したり、社内セミナーや啓発イベントを定期的に実施し

たりするなど、社員一人ひとりが日常生活の中で食材の環境配慮を意識

し、行動することを促す活動を行っています。10月を「Food for the 

Future Month」と定め、2023年は各事業所の食堂で環境配慮食材の説

明とともにそれを使用したメニューの提供や、外部講師を招いたセミナー

の開催などの社員啓発活動を展開しました。

また、日本にあるソニー・太陽株式会社が、株式会社SynecO (拡張生

態系とSynecocultureを推進する事業会社) のサポートを受けながら、

2022年度に立ち上げたSynecoculture農園において、これまでに140種

以上の植物が導入されました。植物は順調に成長し、健全な生態系が構

築されるとともに、収穫された一部の野菜を社員食堂で提供しました。さ

らに、2023年度には、ソニーグループ株式会社厚木テクノロジーセンター

がSynecoculture農園の活動を開始しました。

※ Synecocultureはソニーグループ株式会社の商標です

シンガポールで食品ロスの軽減活動を実施
シンガポールでは2023年、Sony Electronics Asia PacificとSony 

Electronics Singaporeが食品廃棄の削減と社員への啓発を目的にした

イベント「Ugly Food Day」を開催しました。イベントでは輸入過多となっ

た果物や「Ugly (見た目が悪い) 」という理由で廃棄予定だった250個以上

の果物を社員に配り、食品廃棄の削減と同国における食品の持続可能性

の問題に対する意識向上を図りました。また、アジア太平洋地域のソニー

社員を対象に2回のオンラインワークショップを開催し、ゲストスピーカー

から食品廃棄物を削減するヒントを共有してもらうとともに、食品におけ

るウォーターフットプリント※についても学びました。このワークショップの

対象はSony Picturesの社員にも拡大されました。

※  食料や製品の生産・加工・流通などのライフサイクルを通じて、直接的・間接的に消費・

汚染された水の量を表す指標

「Ugly Food Day」で、野菜や果物を配布する様子
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その他の取り組み事例
中国各地での海洋プラスチックごみの清掃活動

「わぉ！わぉ！生物多様性プロジェクト」の展開
ソニーは2015年度より、一般参加型の自然体験イベントやフォトコンテ

スト、SNSによる生物多様性の情報提供を行う「わぉ！わぉ！生物多様性

プロジェクト」を公益財団法人日本自然保護協会と協働で推進していま

す。2016年度からは、Sony Chinaも本プロジェクトを導入し、同様の啓

発活動を中国各地で行っています。自然と触れあう中で見つけた生きも

のの写真を対象に毎年開催されるフォトコンテストは日本・中国ともに人

気を集め、作品の応募を通して自然の素晴らしさや生物多様性の重要性

の気づきにつながっています。

中国でのフォトコンテストでは2016年から2023年まで累計で約

11,400点の作品が寄せられ、それらの作品は中国各地の事業所の社員ら

によってSNSで紹介され、2023年は約107万の閲覧数を記録しました。

日本での第9回わぉ！な生きものフォトコンテストでは過去最高となる、

2,166点の応募作品が1,156名から寄せられました。日本・中国ともに入

選作品の写真展を開催するとともに、展示期間中に生物多様性のレク

わぉ！わぉ！生物多様性プロジェクト

中国で開催されたフォトコンテスト優秀作品の写真

世界各地の地域性に応じた清掃活動
ソニーは、世界各地の事業所において、それぞれの地域性に応じた清掃

活動を継続的に実施しています。また、ソニーは清掃活動を通してプラス

チックごみを回収したり、事業所での使い捨てプラスチックを削減したりす

るなど、海洋プラスチック汚染問題への取り組み「One Blue Ocean 

Project」も実施しています。

例えば、Sony Device Technology (Thailand) Co., Ltd.では、マング

ローブ林を保全するため、1999年よりマングローブの植林活動を継続的

に行うとともに、清掃活動もあわせて実施しています。2023年はサムット

プラカーン県にあるバン・プー自然教育センターのマングローブ地域で清

掃活動を行い、廃プラスチックをはじめとする約129kgのごみを回収しま

した。また、Sony Technology (Thailand) Co., Ltd. (STT) では、2010年

からマングローブの植林と清掃活動を行っています。2023年度は、STTの

社員がチョンブリ県で2,000本のマングローブの植樹と清掃活動を行いま

した。Sony Philippines Inc.は2023年度にマングローブの植林とビーチ

クリーン活動を実施し、サンティアゴ島の海岸線に3,125本の植林を行う

とともに、ビーチから465kgのごみを回収しました。Sony Malaysia Sdn. 

Bhd.の社員は、外部団体と協力してマレーシアの国立動物園とポートクラ

ンビーチで清掃活動を行い、300kg以上のごみを回収しました。

米国のSony Electronics Inc.は、2023年度にサンディエゴのミッション

ビーチで開催された地域清掃イベント「I Love a Clean San Diegoʼs Kids 

Ocean Day」に参加しました。汚染防止と海洋保護について学ぶことを目

的としたこのイベントでは、約1,000名の学生参加者をボランティアがサ

ポートしながら、ビーチの清掃活動や人文字アートの作成などを行いまし

た。ソニーの社員も、地上での撮影やドローンAirpeak S1を使った空中撮

影を行い、写真と映像提供に協力しています。

Sony Middle East and Africa FZEの社員とその家族は、Saih Al Salam 

(アル・クドラ砂漠) の清掃活動に参加し、170kg以上のごみを回収しました。

Kids Ocean Dayを支えるソニーボランティア

海洋プラスチック汚染問題への対策として「One Blue Ocean Project」
を実施

チャーやソニー製カメラを使った生きものの撮影体験講座を行うなど、よ

り多くの人々に生物多様性の重要性を考える機会を提供しています。
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製品輸送時のCO2排出量
ソニーは「2025年度までに国際間・域内※における物流CO2排出量を総

量で10%削減 (2018年度比) する」という目標を掲げ、製品や梱包の小

型・軽量化による輸送重量の削減に取り組むとともに、輸送効率の最適化

や、環境への負荷が低い輸送手段への切り替えなどの活動を進めていま

す。2023年度の製品輸送 (国際間・域内) にともなうCO2排出量は、

2018年度比で約25%減の約13.4万トンとなりました。減少要因としては、

輸送量の変化の他、CO2排出量の少ない輸送手段への切り替えや輸送

ルートの見直しによる輸送距離の短縮化、また、製品包装の小型化や部品

包装の改善などを通じて積載効率を向上させる活動などが挙げられます。

※ 域内は、一部の国・地域を除きます

物流

米国内輸送におけるモーダルシフト
米国ではSony Electronics Inc. (SEL) が西海岸地域からの製品輸送に

おいて、航空機やトラックを利用した輸送から鉄道による輸送への変更を

進め、輸送時CO2排出量の削減を実現しています。さらに、国外への空輸

回数を最小限に抑えたり、小口輸送を減らして他の荷主との混載を行って

いる輸送業者と協力するなどして、輸送回数を減らし、積載効率を上げて

います。米国環境保護庁のスマートウェイプログラム参加メンバーとして、

SELは環境負荷の低減に重点を置いた輸送業者指名入札を、物流パート

ナーとともに毎年実施しています。これらの取り組みにより、2023年度の

トンマイルあたりのCO2排出量は、2022年度比で4.99%削減されました。

物流における環境負荷低減の取り組み

モーダルシフトの推進
ソニーは、より環境負荷を軽減する製品輸送方法の一環として、航空機

による輸送から、海上輸送や鉄道輸送の利用を促進する「モーダルシフト」

を積極的に実行しています。

テープメディア輸送におけるモーダルシフト
ソニーストレージメディアソリューションズ株式会社は2020年度より、

テープメディア製品の生産工場がある日本から、米国・シンガポール・チェ

コの各拠点までの輸送を、航空機から船舶による輸送に変更しました。こ

れにより、2023年度は航空機での輸送に比べて約3,000トンのCO2排出

量を削減しました。

日本国内輸送におけるモーダルシフト
日本国内では、従来のトラック輸送から、CO2排出量の少ない鉄道輸送

へのモーダルシフトを推進しています。エレクトロニクスのコンスーマー製

品を中心とした鉄道使用の活動が認められ、ソニー株式会社として2011年

より国土交通省の「エコレールマーク」の企業認定を継続して受けています。

また、船舶を利用した輸送も推進しており、2023年度の日本国内での

モーダルシフトによる効果は、トラックでの輸送に比べて約123トンのCO2

排出量削減となりました。

(年度)202520232018
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製品輸送時 (国際間および域内) のCO2排出量
エコレールマークの企業認定ロゴ
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モーダルシフト
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コンテナ輸送による積載効率の向上
テレビ ブラビア®では、大型TV向けのコンテナ輸送における積載効率

の改善を可能な限りのルートで進めています。従来のコンテナの積載状

況は、10cm以上の厚みがある荷受台の段ボールパレットがかさばるた

め、1段積みしかできず、コンテナ内の上部にスペースが空いていました。

この上部スペースを活用すべく、段ボールパレットから約0.5mmのスリッ

プシートに変更し、積み段数の改善を検討しました。その結果、コンテナ

内部の積み段を増やすことを実現しました。これにより、2023年のテレビ 

ブラビア®の輸送では約62本のコンテナを削減できました。

ミルクランによる輸送の効率化
1台の車両に多くの製品や部品を積み、効率的に輸送を行うことは、環

境負荷の低減につながります。ソニーでは、輸送の効率化の取り組みとし

て、ミルクラン※を行っています。例えば、中国の上海近郊においては、部

品調達や製品出荷の輸送に対し、ミルクランや戻り便の活用を組み合わ

せることで輸送の効率化を実現し、CO2排出量の削減にも貢献しています。

※  ミルクランは、あるトラックが調達先を巡回しながら集荷をする輸送方法で、各々の調

達先から個別に輸送するよりも効率がよくなります

カートンの改善による積載効率の向上
さまざまなメディア製品の保管、包装、返品処理、配送を行うSony 

DADC US Inc.では、従来は規定サイズのカートンを使用しており、輸送物

のサイズやオーダー数によっては、カートン内に無駄な隙間ができること

がありました。さらに、その隙間には輸送物を保護するための緩衝材が必

要になるため、その分の資源も消費していました。こうした状況に対応す

るべく、出荷する製品のサイズや数量に最も適した形状へのデザイン変

更、箱の種類の充実化、小口注文時の封書活用など、荷姿の改良を進め

てきました。これにより、カートン内の無駄な隙間をなくし、輸送物の収納

率とともに、輸送効率を大幅に向上させました。また、緩衝材の使用量削

減にも貢献しています。

製造事業所内、倉庫内における荷崩れ防止バンドの
使用推進

製造事業所内や倉庫内での部品・製品の移動時の荷崩れ防止用の資材

として、繰り返し使用することのできる荷崩れ防止バンドを使用していま

す。これにより、ストレッチフィルムなどの包装資材の使用量と廃棄量の削

減に貢献しています。

複数の発荷主を巡回して製品や部品を集荷するミルクラン

ソニー事業所

部品メーカーA 部品メーカーB

部品メーカーD 部品メーカーC

輸送物に合わせてカートンを最適な形状に変形

荷崩れ防止バンドの使用例

テレビを積載しているコンテナ内の様子
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製品リサイクルに対する方針と実績

製品リサイクルに対するソニーの方針
ソニーは、個別生産者責任 (IPR) の原則を支持し、生産者がライフサイ

クル全体に責任を持つという考え方に則り、製品のリサイクル配慮設計、

使用済み製品の回収・リサイクル、世界各国および地域に合ったリサイク

ルシステムの構築に取り組んでいます。さらに、製造者としての社会的責

任を認識し、世界各国および地域のリサイクル法規制を遵守することに加

え、ソニー独自の回収・リサイクル活動を積極的に推進しています。

製品リサイクルの取り組み
使用済み製品の処理に関しては、日本の家電リサイクル法、EUの廃電

気電子機器 (WEEE) 指令、米国における各州の廃電気電子機器リサイク

ル法、中国の廃棄電器電子製品回収処理管理条例やインドの2022年廃

電気電子機器管理規則 (および改正規則) など、世界各国および地域のリ

サイクル法規制を遵守しています。

製品リサイクルの目標と実績
ソニーは「地域社会のニーズに適応したリサイクルスキームの構築・維

持」という目標を掲げ、全世界で使用済み製品の回収を推進しています。

2023年度のソニーの使用済み製品の回収実績は約5.4万トンとなりまし

た。なお、2023年度の値は2024年7月時点の集計値で、フランス、スイ

スなど一部の国の値を含みません。

また、ソニーは2021年度より「重視する鉱物資源 (タンタル) の再資源

化において回収効率1.5倍 (2020年度比) 」という目標のもと、2021年度

製品リサイクル テレビリサイクル研修会の開催
ソニーは、グリーンサイクル株式会社においてテレビリサイクル研修会

を2006年から定期的に開催しています※。この研修はデザイナーや機構

設計者のほか、幅広い職種の社員が参加し、リサイクル配慮設計の必要

性や重要性を再認識し、その後の製品づくりに生かすことを目的としてい

ます。研修では、テレビ解体ラインなどを見学した後、液晶テレビを自らの

手で解体します。また、グリーンサイクルの現場担当者から現状の課題や

要望がフィードバックされ、意見交換を行います。参加者は研修会で得た、

解体作業の難しさや改善点、分別した資源を再利用することの重要性な

どの知見を全世界で販売される製品の設計に生かしています。

※  2020年～2022年は新型コロナウイルス感染拡大にともない、開催を中止しました

から2022年度にかけて、より高度な再資源化に取り組みました。日本の

特定のリサイクルプラントと協業し、使用済み製品からタンタルを含む部

品を回収している選別装置の調整や作業工程の改善を行い、回収効率の

向上を図りました。これにより、使用済み製品内のタンタルを含む部品に

対し、重量比で約55%の部品を回収できるようになり、タンタルの再資源

化における回収効率は2020年度比で約44倍になりました。

日本 ・東アジア

中南米
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パンアジア
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注) • 2023年度の値は、2024年7月時点の集計値。2021年度と2022年度の値は、過年度報告を修正
• 日本・東アジアは、日本・韓国・台湾地区を指します
• 電池および包装材を含みます。地域により回収・集計している製品が異なる場合があります

使用済み製品の回収実績

グリーンサイクル株式会社における液晶テレビの解体実習の様子

製品のリサイクル性向上の取り組み

グループ内リサイクルプラントとの連携
ソニーは、資源循環の戦略のひとつとして、製品のリサイクル性の向上

に取り組んでいます。さまざまな施策の検討にあたっては、ソニーの関連

会社でリサイクル事業を行うグリーンサイクル株式会社からのフィードバッ

クが活用されています。使用済み製品のリサイクル工程で得られた製品の

解体性や資源の分別容易性などの改善提案や意見から、実効性の高い施

策を立案し、各製品カテゴリーの設計部門に提供しています。また、製品

の最新構造の情報を共有することでグリーンサイクルのリサイクル技術の

向上をサポートしています。
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日本における製品リサイクル
ソニーは、日本におけるリサイクル関連法に基づき、テレビ、パソコンの

リサイクルを行っています。リチウムイオン電池などの小形二次電池や包

装材などについても、法律に基づきリサイクル費用を負担しています。ま

た、ソニーは関連会社において、使用済み家電におけるリサイクル方法の

改善にも取り組んでいます。

テレビのリサイクル
日本では2001年4月に、テレビ・冷蔵庫・洗濯機・エアコンの4品目を

対象にした家電リサイクル法が施行されました。また、2009年4月から新

たに液晶テレビ・プラズマテレビ、衣類乾燥機が、2024年4月から有機EL

テレビが追加されました。このうちソニーでは、テレビ※が対象製品となっ

ています。家電リサイクル法では、対象製品の廃棄時に、排出者が収集・

運搬料金、リサイクル料金の負担を、小売業者が使用済み製品の引き

取り・引き渡しを、製造業者などがリサイクルの実施を義務づけられてい

ます。

ソニーは、同業5社で連携を取りながら日本国内のリサイクル体制を構

築しています。現在、ソニー製テレビのリサイクルを行っている事業所は

全国に15カ所あり、そのうちのひとつが、ソニーの関連会社としてリサイク

ル事業を行うグリーンサイクル株式会社です。

リサイクルを行う事業所では、手解体、各種設備による破砕・選別を行

い、鉄、銅、アルミニウム、プラスチックなど素材別に分別し、原材料を製

造する事業者へ売却し再利用されています。また、一部の古い製品・部品

に含まれる鉛や水銀などの特定の有害物質については、法令に従い適正

な管理のもとで分別、処分されています。

2023年度はブラウン管式テレビ約8.2万台、液晶・プラズマ式テレビ約

38.4万台をリサイクルしました。家電リサイクル法ではテレビの再商品化

率をブラウン管式テレビ55%以上、液晶・プラズマ式テレビ74%以上と義

務づけていますが、ソニーは、2001年度以降、この再商品化率の基準を

上回る実績を上げています。2023年度の再商品化率はブラウン管式テレ

ビ74%、液晶・プラズマ式テレビ86%となりました。

※ ソニー製テレビには、2005年製以前のアイワブランドを含みます

家電リサイクル法への対応

過去のリサイクル実績

また、グリーンサイクル株式会社では使用済み家電プラスチックの高純

度選別プロセスの構築に取り組みました。リサイクル工場で使用済み家電

を解体・破砕処理して回収した混合プラスチックは、材質ごとに選別した

後に再生プラスチック原料として利用されますが、用途が多いポリプロピ

レン (PP) の選別回収後でも複数のプラスチックが混ざっており、PPの比

率が低いために、これまでは半分以上が海外業者へ輸出されていました。

そこでグリーンサイクル株式会社は、選別後のPP比率を98%以上とす

る高純度選別プロセスを構築しました。これにより選別したリサイクル原

料の国内樹脂コンパウンダーへの販売が可能になり、プラスチックの国内

資源循環量を向上させました。

また、選別プロセスで必要となる水は、雨水および脱水工程で生じる水

を循環利用することで、新規に使用する水の投入量をほぼゼロにすること

を実現しています。

パソコンのリサイクル
ソニーは、2014年7月にパソコン事業を譲渡しましたが、「資源の有効

な利用の促進に関する法律」に基づき、引き続き法人ユーザーなどの事業

者や一般家庭から出される使用済みパソコンの回収・リサイクルを行って

います。対象品目は、デスクトップパソコン本体、ノートパソコン、ブラウン

管ディスプレイ、液晶ディスプレイ※です。

ソニーは一般社団法人パソコン3R推進協会に加盟しており、同協会が

運営するパソコン業界共通の回収・リサイクルスキームで使用済みパソコ

ンの回収・リサイクルを実施しています。同協会における使用済みパソコ

ンの回収・リサイクル実績は以下の同協会のウェブサイトで公表されてい

ます。

2023年度に回収・リサイクルしたソニー製パソコンの合計は約1.2万台 

(63.7トン) となり、金属類、プラスチック類、ガラスなど約45.4トンの資源

を再利用しました。

※ 液晶ディスプレイには「ゲーミングモニター」も含まれます

一般社団法人パソコン3R推進協会の使用済パソコンの回収および再
資源化実績

ソニーの使用済みパソコンのリサイクル情報

ソニーグループの「グリーンサイクル株式会社」が2024年愛知環境賞の
優秀賞を受賞

グリーンサイクル株式会社におけるテレビの解体の様子

グリーンサイクル株式会社における高純度選別プロセスでの水浮沈選別工程の装置
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北米における製品リサイクル
米国のSony Electronics Inc.およびSony of Canada ULCは、北米に

おける製品リサイクルの推進に継続的に貢献しています。さまざまなリサ

イクル活動や支援活動により、各州の規制や自主的イニシアティブに対応

したリサイクルを実現しています。

米国：「ソニー・テイクバック・リサイクリング・
プログラム」の推進

Sony Electronics Inc. (SEL) は、使用済み製品の回収にかかわる各州

の法規制に対応した上で、より高いリサイクル回収率を目指す「ソニー・テ

イクバック・リサイクリング・プログラム」を推進しています。本プログラムに

おいて、SELは各州のリサイクル業者と協業し、指定回収センターで全ての

ソニー製品を無料で回収しています。2023年度は約8,027トン (1,770万

ポンド) の使用済み製品を指定回収センター、郵送、法規制運用ルートを

通して回収しました。これは、SELが販売した電子機器1kgに対し、0.33kg

がリサイクルされている計算となります。

さらに、SELは本プログラムの内容やリサイクルの意義をお客様に伝え

るウェブサイトも運用しています。閲覧者が近隣のリサイクルセンターを

検索できる機能も搭載するなど、適切なリサイクルの情報を発信し、使用

済み製品の回収促進に取り組んでいます。

また、SELは二次電池について「Call2Recycleプログラム※」に参加し、

同プログラムの回収スキームに則って無償でリサイクルしています。

※  Call2Recycleプログラムは、米国とカナダにおいて二次電池のリサイクルプログラム

の実行や管理、コンサルティングを行う公益法人です

ソニー・テイクバック・リサイクリング・プログラム (英語のみ)

Call2Recycle (英語のみ)

カナダ：電子機器のリサイクルプログラムを州政府と
共同推進

Sony of Canada ULCは、2004年より州政府と共同で使用済み製品の

リサイクルプログラムに取り組んでいます。2008年から2015年にかけて、

カナダ国内のソニー製品販売店において、お客様から小型のソニー製品

を回収するリサイクルプログラムを導入し、拡大しました。最近では、州政

府との共同プロジェクトにおいて、エレクトロニック・プロダクツ・リサイクリ

ング・アソシエーション (EPRA) を通じて消費者に適切な回収の機会を伝え

るなどの遵守義務を満たしており、10の州と2つの準州のEPRAが管轄す

る地区において、責任あるリサイクルのもと、消費者および企業の使用済

み製品を無料で回収しています。またSony of Canada ULCは、エレクトロ

ニクス・プロダクト・スチュワードシップ (EPSC) を創設し、現在は役員を務

めています。EPSCは使用済み製品のための持続可能なソリューションの

設計、推進および実装に取り組む大手電機メーカーで構成されています。

Recycling your Sony products (英語のみ)

エレクトロニック・プロダクツ・リサイクリング・アソシエーション  
(英語のみ)

リサイクルの責任
SELは、リサイクル業者とその後の工程の処理業者について独

自の監査を実施するとともに、SELと取引を行う全てのリサイク

ル業者はレスポンシブル・リサイクル (R2) またはe-Stewards認

証を取得しなければならないというリサイクルポリシーを設けて

います。R2とe-Stewards認証は、リサイクル業者の認証システ

ムで、業者の環境管理状況や労働環境などが検証されます。SEL

もe-Stewards認証を取得して、責任ある製品リサイクルを支援

しています。

欧州における製品リサイクル
欧州の主要なリサイクル規制としては、廃電気電子機器 (WEEE) ※1、電

池※2、包装材※3に関する3つのEU指令が挙げられます。これらの規制は、

製造業者が使用済み製品の回収・リサイクルの仕組みを構築し、その費用

を負担することを義務づけるものです。

ソニーでは、これらの指令が適用される欧州各国において、法的に要求

される回収義務を遂行しています。特にソニーは欧州において競争原理

が働くリサイクル市場の構築を目指し、2002年に他社と共同で「ヨーロピ

アン・リサイクリング・プラットフォーム (ERP) 」を結成し、生産者として使

用済み製品のより効率的な回収とリサイクルを実行する体制を構築しまし

た。その後もソニーは継続的に最適なリサイクル管理組織、業者と取引す

るよう努めています。

※1 廃電気電子機器 (WEEE) に関する指令 (2012/19/EU)

※2  電池および廃電池に関する指令 (2006/66/EC) (2023年7月に公布された電池お

よび廃電池に関する規則 (EU) 2023/1542で置き換え予定)

※3 包装および包装廃棄物に関する指令 (94/62/EC)

リサイクルにおけるコンプライアンス体制
ソニーは欧州全域で、廃電気電子機器 (WEEE) 、電池および包装材のリ

サイクルにおいて、各国で認可された回収・リサイクル管理組織を活用し

ています。この管理組織は契約したリサイクル業者の全てに定期的な現地

監査を実施し、EU域外への違法な出荷の防止に努めています。また、ソ

ニーは製造者の代わりに回収義務を遂行する認可を受けたリサイクル管

理組織、業者と協力し、EU指令や各国の規則を遵守した方法でリサイク

ルを行っています。

2023年にソニーは欧州において、約19,594トン分※の使用済み製品の

リサイクル費用を負担しました。また、他のメーカーと共同で、欧州で販売

する製品カテゴリーにおけるリサイクル時に注意が必要な部品に関する情

報を、リサイクル業者に公開し、安全なリサイクルの推進にも努めています。

※  2023年の使用済み製品の重量には、フランス、スイスなど一部の国の値を含みません

サステナビリティ関連情報

コーポレート・ガバナンス

倫理・コンプライアンス

テクノロジーの活用

概要

環境方針と目標

環境問題解決への貢献

製品・サービス

サプライチェーン

事業所

物流

製品リサイクル

環境コミュニケーション

環境

コミュニティ・エンゲージメント

責任あるサプライチェーン

品質・カスタマーサービス

アクセシビリティ

責任あるAIの取り組み

人権の尊重

安全衛生

人材

マテリアリティ

ソニーのサステナビリティ

編集方針・事業概要

At a Glance 2023

Sonyʼs Sustainability Vision

ソニーのサステナビリティに

関する基本方針

ソニーグループ行動規範

Sonyʼs Purpose & Values

Sustainability Report 2024

129

https://www.sony.com/electronics/support/articles/00206411
https://www.call2recycle.org/
https://www.sony.com/electronics/support/articles/00206411
https://www.call2recycle.org/
https://www.sony.ca/en/electronics/electronics-recycling-program
https://epra.ca/
https://epra.ca/
https://www.sony.ca/en/electronics/electronics-recycling-program
https://epra.ca/


ストラリア連邦政府から認定されたパートナーとともにナショナル・テレビ

ジョン・アンド・コンピューター・リサイクリング・スキームに参加しています。

このリサイクル制度のもと、Sony Australiaは着実にリサイクル活動に取

り組んでおり、2023年7月から2024年6月までにソニーの割当分として、

本制度の対象の製品約3,292トンをリサイクルしました。

韓国：「ART (Action Really Together) 」キャンペーン
韓国では2003年より、電子機器、電池、梱包材を対象とするリサイクル

法が施行されています。Sony Koreaは関連団体と協力し、政府により割

り当てられる年間回収量を達成してきました。さらに2012年には、社員

や地域住民に対し使用済み製品リサイクルへの参加を促すための教育プ

ログラムとして「廃棄物ゼロ・キャンペーン」を開始し、その活動の幅をソ

ニーのグループ会社、社員の友人や知人、そして他の団体にも広げてきま

した。2016年には、ブランドを問わず「みんなで行動を起こす」ことの重要

性を呼びかけるため、キャンペーン名を「Action Really Together (ART) 」

に改称しました。耐用年数を過ぎた製品を回収してリサイクルするだけ

でなく、リユース可能な使用済み製品を回収し地元のNGOに寄付してい

ます。

中南米における製品リサイクル
ソニーの事業所は、アルゼンチン、エクアドル、コロンビア、チリ、パナマ、

ペルー、ボリビア、メキシコなど中南米各国に立地し、それぞれの事業所

は地域に合ったリサイクルプログラムを実施しています。その代表事例と

して中南米全域にわたる共同プロジェクトなどの活動を紹介します。

ソニー共同プロジェクト「グリーン・サービス・プログラム」
Sony Argentina、Sony Inter-American、Sony Chileおよび Sony 

Boliviaなどの中南米のソニーの販売会社は、2010年より「グリーン・サー

ビス・プログラム」を段階的に開始しています。このプログラムは、各国の

サービスネットワークを通じ、保証期間内の修理によって廃棄される製品

や部品を適切に処理する活動です。また、中南米の販売会社において発

生した使用済み製品は、このプログラムにより適切に処理しています。ソ

ニーはこの活動を通じて、単なる廃棄処分を適切な管理による処理へ移

行することによって、製品の販売後においても環境に対する責任を果た

し、お客様の期待に応えています。2023年度は約26トンの使用済み製品

を回収し、適切に処理しました。ソニーは今後も「グリーン・サービス・プロ

グラム」を推進していきます。

ラテンアメリカにおけるリサイクルプログラム
ソニーはお客様に対し、回収・リサイクルの法規制が存在している国々

における各種リサイクルプログラムのもと、製品をリサイクルすることを促

進しています。

メキシコにおいて、ソニーは生産者責任に基づき、6カ所の回収場所を

通じて個別の廃電気電子機器 (WEEE) 回収・リサイクルスキームを運営

し、リサイクルの法規制を遵守しています。コロンビア、エクアドル、ペルー

においても、ソニーは廃電気電子機器の回収・リサイクルを推進する回収

スキームに参画し、リサイクルの法規制を遵守しています。

この他、コロンビアとチリでは容器・包装の回収プログラムに参加して

います。これらの回収プログラムは、既存の法規制の枠組みの中で容器・

包装リサイクルへつなげることを目指しています。

ARTキャンペーンのロゴ

パンアジアにおける製品リサイクル
パンアジア地域におけるソニーの事業所は、中東からニュージーランド

に及ぶ地域に立地し、それぞれの事業所や製造工場において、現地社会

の求めるリサイクル活動を継続的に推進しています。さらに、各国の廃電

気電子機器リサイクルに関する法規制を遵守し、現地基準を満たすために

地元の事業者と積極的に提携しています。

インド：地元業者との提携による使用済み製品回収と
リサイクル

Sony Indiaは、同国の2022年廃電気電子機器管理規則 (および改正

規則) を遵守するため、大手リサイクル業者と提携しながら、使用済み製

品のリサイクルルートの構築を含め、使用済み製品の回収・リサイクルに

取り組んでいます。2023年度は、社内ネットワークまたは外部パートナー

を通じて、約9,950トンの使用済み製品を回収・リサイクルしました。また、

環境に悪影響を与えない形で使用済み製品をリサイクルするための啓発

活動に力を入れるとともに、使用済み製品の回収拠点のネットワーク拡大

を進めるなど、お客様が使用済みのソニー製品を引き渡しやすい条件を

整えるために尽力しています。

さらに2023年度、Sony Indiaは新聞およびソーシャルメディアを通じて

啓発キャンペーンを行い、リサイクル業者を通じてセミナーを開催しまし

た。キャンペーンを掲載した新聞のインド全土における発行部数は420万

部以上に達し、ソーシャルメディア上の啓発動画の合計再生回数は660万

回以上に及びました。また、セミナーは学校などの施設で23回開催しまし

た。Sony Indiaでは使用済み製品の回収結果を今後の計画に反映してい

ます。

ELECTRONIC WASTE (“E-WASTE”) MANAGEMENT (英語のみ)

オーストラリア：政府認定パートナーとともにナショナ
ル・テレビジョン・アンド・コンピューター・リサイクリン
グ・スキームに参加

Sony Australiaは2012年以降、新しい家電リサイクル法に従い、オー サステナビリティ関連情報
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国内外での環境コミュニケーション
ソニーは、主催するイベントやコンテンツを利用し、社会に向けて環境

意識の向上を呼びかけています。また、環境に関する情報を正確、迅速、

かつ継続的にお客様やステークホルダーに提供しています。

イベントを利用した環境啓発活動
Sony Chinaは、中国におけるソニーグループ各事業の最新情報を紹介

する展示会「Sony Expo 2023」で、ソニーの環境活動などを紹介する「サ

ステナビリティセッション」を実施しました。当日は7,000名以上の観客に

向けて、ソニーの環境ビジョンや中国のソニーグループ各社の環境活動

を伝えるとともに、豊かな生態系を構築・拡張しながら食料を生産する

農 法「Synecoculture™」や 籾 殻から生まれた多 孔 質カーボン 素 材

「Triporous™」、難燃性再生プラスチック「SORPLAS™」などの環境技術※1

も紹介しました。さらに、サステナビリティへの取り組みを推進するソニー

社員と専門家、現地の大学生によるパネルディスカッションや、ソニーの環

境技術の展示、中国にあるSynecocultureの実験農園で収穫した野菜を

配布するイベントなども行いました。

また、Sony Chinaは2023年11月に中国で貿易促進を目的に開催され

た「中国国際輸入博覧会」にもサステナビリティをテーマに出展し、前述の

環境技術の展示や、現地での環境活動の紹介を行いました。政府関係者、

メディアを含む3,000名以上の来場者にソニーの環境への取り組みを紹

介し、反響を得ました。

米国のSony Electronics Inc. (SEL) は、2015年よりPGAツアー※2「ソ

ニーオープン・イン・ハワイ」において、地元の非営利団体とともに環境活

動に取り組んでいます。2024年開催のトーナメントにおいても、エネル

ギーや資源の利用効率を高める取り組みを継続し、イベント全体における

環境コミュニケーション

エンタテインメント事業を通じた環境活動
ソニーは、エンタテインメント事業が持つ影響力を生かした環境活動を

展開しています。

ゲーム技術を活用した取り組み
Sony Interactive Entertainment (SIE) とPlayStation Studioは「Climate 

Station™」を開発しています。「Climate Station™」はVR技術を用い、複

Sony Expoのサステナビリティセッションでソニーの環境活動を紹介する様子

「Climate Station™」をCOP28に出展 

環境負荷の削減に貢献しました。このイベントは2016年よりハワイ州グ

リーンビジネスプログラムの認定を受けています。SELはハワイ自転車リー

グの協力を得て、来場者が環境に配慮した移動手段を選択できるよう、サ

イクルクローク (駐輪サービス) の提供を続けています。今年度はトーナメ

ントの環境負荷を抑えるため、ハワイ固有の樹木を植樹して緑の回廊やハ

ワイ固有種の生息地の復元を目指すハワイアンレガシー森林再生イニシ

アティブを支援しました。

※1  これらの環境技術の詳細は、下記の「サステナビリティに貢献する技術」で紹介して

います

※2 PGAツアーは、米国男子ゴルフツアーです

サステナビリティに貢献する技術

雑な気象データを見て、操作し、理解できるようにして、気候変動に関する

意識向上を図ることを目指したアプリケーションです。内容については、

最先端のゲームテクノロジーを使用し、地球上の数千の地点における過去

120年間の気象データに基づいて、未来を想定したさまざまなシナリオが

地球に及ぼす影響を可視化しました。それを没入型の体験に仕立て、体

験者が暮らす地域の気候がどのような変化を遂げてきたかを知ることが

できます。SIEは第28回国連気候変動会議 (COP28) と第6回国連環境総

会 (UNEA-6) に出展し、NGOや政府関係者、教育関係者に「Climate 

Station™」を紹介しました。

テレビ番組を通じた環境への取り組み
Sony Pictures Networks India (SPNI) は2023年、視聴者の環境への

関心を高めるべく、さまざまな番組を通じた環境施策啓発キャンペーンを

行いました。例えば、クイズ番組では、回答者が答えを間違えるたびに

SPNIが100本の植樹を行い、そして、不正解のたびに、司会者が植樹は

環境に良い影響を与えるとアナウンスしました。SPNIは1シーズンで計

7,000本の植樹を行いました。また、料理ショーでは廃棄物ゼロの料理に

挑戦したほか、ファミリー向けの番組では、健康的なライフスタイルや持続

可能なフードシステム、水やエネルギーの節約をテーマにしたエピソードが

紹介されました。

サステナビリティ関連情報
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音楽業界の運動に参加
ソニーミュージックグループ (SMG) は、音楽業界における環境への取り

組みに積極的に参加しています。Sony Music Entertainment (UK) を代

表し、音楽業界全体で気候変動対策に関する知見を共有し、脱炭素化を

推進するためのグローバルプラットフォーム「Music Climate Pact」に 

2021年より参加しています。2023年には、SMG、ユニバーサル ミュージッ

ク グループ、ワーナー・ミュージック・グループが、気候変動に音楽業界が

どのように関係しているのかなど、さまざまな課題に取り組むための

「Music Industry Climate Collective」を設立しました。このアライアンス

のもと、SMGはメンバー各社と連携して、音楽業界におけるスコープ3の

温室効果ガス排出量を算定するべく、包括的な業界指針の策定に取り組

んでいます。この他にもSMGは、全社的な環境フレームワークを強化し、

ソニーの環境目標や音楽業界で共有しているビジョンの達成に向けて、環

境方針やプログラムを策定しました。

ソニーミュージックグループが「Music Climate Pact」に参加署名

スヌーピーが参加するクリーンイベントの様子

ⓒ 2024 Peanuts Worldwide LLC

キャラクターを活用した取り組み
株式会社ソニー・クリエイティブプロダクツは、日本国内エージェントと

してマーケティング活 動を行ってい る、世 界 的に有 名 なIPである

「PEANUTS」について2023年度の日本での活動テーマを「SNOOPY 

Loves NATURE」とし、一般参加型のクリーンイベントである「SNOOPY 

Loves NATURE “Team up!”」を開催し、全国のごみ拾い活動の支援を実

施しました。

社内における環境意識の啓発
ソニーは、全世界のグループ社員に向けた環境意識の啓発を行ってい

ます。日本のソニーグループ社員に対しては、e-ラーニングなどによる環

境教育を義務づけている一方、海外でも同様の教材を用いた環境教育を

各事業所で展開しています。また、ソニーの環境に関する情報を社内ウェ

ブサイトを通じて随時共有するなど、全世界のグループ社員の環境意識の

啓発に取り組んでいます。

さらに、環境問題やソニーの環境に関する取り組みを紹介する社員向け

イベントなどを世界各地の事業所で展開しています。例えば、日本国内で

は2023年にグリーンウォッシングや食材の環境配慮をテーマにした全社

員向けのオンラインセミナーを開催しました。

化学物質に関するリスクコミュニケーション
ソニーは、化学物質を扱う企業として、化学物質排出量などの情報を公

開し、安全面・環境面についても地域住民や行政の方々と意見交換など

を行うことにより、互いの理解を深める活動を行っています。

例えば、ソニーセミコンダクタマニュファクチャリング株式会社では、自

主的にコミュニケーションイベントを実施するとともに、地域イベントにも

積極的に参加しています。また、事業所見学会も開催し、環境関連施設に

よる水処理などの現状を説明しています。

ステークホルダーエンゲージメント
ソニーは、幅広い領域で事業を営んでおり、ステークホルダーからソニー

に寄せられる期待はさまざまです。ソニーは、健全で心豊かな持続可能な

社会を実現するために、ステークホルダーと高い信頼関係を築き、協働で

活動する「ステークホルダーエンゲージメント」の考えを重視しています。

パートナーシップとフレームワークへの参画

コーポレートサイトを通じた環境コミュニケーション
ソニーは、グループ各社のコーポレートサイトや公式SNSを通じて、環境

情報を継続的に発信しています。さらに、地球環境について考える4月22

日の「アースデイ (地球の日) 」に際しては、グループ本社機能を持つソニー

グループ株式会社のコーポレートサイトにおいて、アースデイに寄せた

CEOメッセージを発表するとともに、トップページをアースデイ仕様に期

間限定で変更し、グループ各社の環境施策をまとめて掲載し、ネットゼロ

とその実現に向けたソニーの取り組みを重点的に紹介しました。さらに同

期間中、グループ各社のウェブサイトやSNSにおいても、環境に配慮した

製品や環境への取り組みについて発信しました。

アースデイ仕様に変更したソニーグループ株式会社のコーポレートサイト

クリーンイベントは全国5カ所で開催し、一般参加者とともにごみ拾い

活動やワークショップを行いました。イベント会場にスヌーピーのコス

チュームを登場させ、幅広い年齢層に楽しみながら環境について考える機

会を提供しました。また、全国のごみ拾い活動の支援として、PEANUTSの

キャラクターを使用した、Tシャツなどのドネーショングッズを販売し、売上

の一部をごみ拾い活動に取り組むNPO法人に寄付しました。

サステナビリティ関連情報
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テクノロジーの
活用

基本的な考え方
ソニーは、「テクノロジーに裏打ちされたクリエイティブエンタテインメン

トカンパニー」として、「クリエイティビティとテクノロジーの力で、世界を感

動で満たす」というPurposeに基づいて研究開発を推進しています。経

営の方向性としての「人に近づく」をテクノロジーの力で実現するために、

ソニーは、クリエイター、ユーザーの 「動機」に近づくことが必要不可欠だ

と考えています。「人」と「テクノロジー」によって進化したソニーグループの

多様な製品、コンテンツ、サービスを通じて、「人」「社会」「地球」が抱える

課題の解決へ貢献することを目指しています。

体制

R&D

ソニーグループでは「Push our civilization forward and make this 

planet sustainable (我々の文明を進歩させ、この惑星を持続可能にす

る) 」を研究開発のミッションに掲げ、「We are here for creators」の方向

性のもと、研究者や起業家など未来の創造に携わる全ての方を広くクリエ

イターと捉え、その創造性を広げる研究開発に取り組んでいます。多様な

分野のクリエイターの創造力を最大限に引き出すテクノロジーや、クリエイ

ターの想いを世界の多様なユーザーに届けるための研究開発を重視し、

その中核として「センシング」「AI」「仮想空間」の3領域の進化と連携に注

力します。これらを加速させる大規模AIモデルの開発にも着手し、ソニー

をAIおよびデータドリブンカンパニーとして変革させていきます。

多様な人々に感動をもたらすテクノロジーを作るため、組織も多様性を

内包していることを重視し、日本・中国・インド・欧米にある複数の拠点で

地域の特徴や強みを生かした研究開発活動を行う他、世界中の優秀な研

究人材の獲得を続けていきます。多様な組織がダイナミックに連携する

R&D Ecosystemとして、ソニーグループの価値創造に貢献すると同時に、

クリエイターとともに未来を作るための連携やアカデミアとの連携もさら

に強化しています。

感動を生む、テクノロジー

概要

ソニーコンピュータサイエンス研究所 (ソニーCSL)

ソニーCSLは、新たな研究領域や研究パラダイム、新技術や新事業を創

出し、人類・社会に貢献することを目的として1988年に設立されました。

現在は惑星規模の課題もスコープに入れ、活動しています。研究者の自

由意思を尊重し、創造性と創意工夫を駆使した研究活動を通じて、より良

い未来を創りだすことに注力しています。

2024年現在、ソニーCSLは、東京・パリ・京都・ローマを活動拠点に、生

態系、都市計画、エネルギーなどの社会課題から人間の能力や創造性の

拡張、そしてAIやデータ解析まで多様なテーマの研究と研究成果の社会

還元・実装に取り組んでいます。

Sony Computer Science Laboratories
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Sony Research

株式会社ソニーリサーチ (Sony Research) は、「Pioneer the future 

of creation (クリエイションの未来を拓く) 」というミッションのもと、2023

年4月に設立されました。Sony Researchは、世界中のクリエイターが創

造性、IPの価値、ファンエンゲージメントを最大化することを目的とした、

革新的技術の研究開発に取り組んでいます。また、クリエイターを可能な

限り広範囲に定義し、テクノロジーによる社会的課題の解決にも貢献する

ことを目指しています。Sony Researchは、2020年に設立したソニーAI

を基に構築した組織であり、当初は、センシング、AI、デジタル仮想空間の

分野に注力し、今後は研究、事業の範囲を拡大して、将来的に新たな研究

分野や課題にも取り組みます。また、AIの強力な影響力を理解し、公平で

透明性があり、責任あるAIの開発で社会に貢献していきます。

Sony Innovation Fund

ソニーは長期にわたり、世界各国で新事業創生のエコシステムに参加

し、ベンチャー企業の事業成長支援に貢献してきました。そして、2016年

に設立した「Sony Innovation Fund」や2019年の「Innovation Growth 

Fund」、2020年に設立した地球環境問題へ取り組む企業を支援する

「Sony Innovation Fund : Environment」に加え、2021年には業界に先

んじて投資先各社のESG取り組み支援プログラムを導入しました。また、

2021年7月に「ソニーベンチャーズ株式会社」を設立し、今後大きな成長

が期待できる産業分野のベンチャー企業を対象とした新規投資ファンド

「Sony Innovation Fund 3 L.P.」の運営を2022年2月に開始し、総額265

億円でファイナルクローズをしました。これにより運営するファンドの総額

は600億円超となります。「Sony Innovation Fund 3 L.P.」は、ESGをよ

り重視して投資およびベンチャー企業の支援を行うことで、社会の進歩発

展および持続可能な社会の実現に貢献することを目指しています。

Sony Innovation Fund

ニュースリリース：ソニーベンチャーズ株式会社投資ファンド
「Sony Innovation Fund 3 L.P.」総額265億円で最終募集を完了

プログラム

Sony Startup Acceleration Program (SSAP)

Sony Startup Acceleration Program (SSAP) は、ソニーのスタート

アップの創出と事業運営を支援するプログラムとして2014年に開始し、

2018年度より社外へのサービスも提供開始しています。ソニーグループ

社内から企業内新規事業、ベンチャー企業や中小企業、NPOや教育機関

などに対して、多様な経験とノウハウを持ったソニーのアクセラレーター 

(加速支援者) が伴走しながら、アイディア創出から事業化まで一貫して支

援しています。これまでに社外向け新規事業サービスの提供実績は600

件以上、24業種、インキュベーションプログラム利用者は400名を突破し、

ゼロから27の新規事業を創出しています。SSAPはあらゆる人の発想を

実現させ、豊かで持続可能な社会を創りだすことを目指し、各社・機関と

のオープンイノベーションに取り組んでいます。

センシング、AI、デジタル仮想空間領域で革新的な研究を推進する
「Sony Research」を設立

Sony Startup Acceleration Program

Sony Research Award Program

Sony Research Award Programは、研究開発活動におけるオープン

イノベーションプログラムです。北米・欧州・インドの大学や研究機関を対

象に研究提案を公募し、アワード受賞者に対して研究を推進するための

資金とソニーの多様な研究開発組織とのコラボレーションの機会を提供

します。2016年に北米の大学を対象にプログラムを開始した後、対象地

域や研究機関を拡大しながら、2023年度までに延べ168の研究プロジェ

クトに対してアワードを授与しました。ソニーの研究開発を発展させると

ともに、グローバルでの先端技術の研究開発やその社会実装の推進に貢

献しています。

SONY RESEARCH AWARD PROGRAM (英語のみ)

Sensing Solution大学連携プログラム (SSUP)

Sensing Solution大学連携プログラム (SSUP, Sensing Solution 

University Collaboration Program) では、「センシング」と「共創」をキー

ワードに、ソニーセミコンダクタソリューションズ株式会社のSensing 

Solution向け機材などを活用した共同研究・研究支援プログラムの実施

や、共創促進・教育支援活動に取り組んでいます。プログラムを通じて、ソ

ニーの低消費電力ボードコンピュータや各種カメラなどのデバイスを使っ

て世の中を「感じ取り」 (＝Sensing) 、社会課題の解決やエンタテインメン

ト創出を行うこと (＝Solution) で、プログラムを通じてより良い未来の創

出や人々に驚きと感動をもたらすことを目指しています。2019年に国内

外の大学や教育機関を対象にプログラムの提供を開始し、2023年度まで

に累計54 (国内34、海外20) の研究室に対して共同研究・研究支援を行

いました。

Sensing Solution大学連携プログラム
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倫理・コンプライアンス
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STAR SPHERE-Space Inspiration Project

EYEコネクト

こども地球撮影プロジェクト

る場所をセンシングし、それらのデータを低軌道衛星で収集、AI処理を通

じて必要な情報を人類社会に伝えます。このコンセプトを、ソニーでは

MIMAMORIと呼び、人々の行動変容を促す仕組みとして、その実現のた

めの研究開発に取り組んでいます。現在、独立行政法人国際協力機構 

(JICA) との包括的業務提携・協力や、北海道大学内に設立した「ソーシャ

ル・イノベーション部門 for プラネタリーバウンダリー」などの枠組みのも

と、社外のパートナーとも協業しながら、地球のさまざまな場所で共同研

究や実証実験を行っています。加えて、2023年3月には、タイ地理情報・

宇宙技術開発機構 (GISTDA) と、自然災害の被害軽減を目的に、その仕

組みの構築に向けた基本合意書を締結しました。今後も、環境破壊の未

然防止はもとより、河川の氾濫、山火事など災害の予兆検知、農業・畜産

業の生産性向上などにも貢献していきます。

ソニーは、持続可能な社会の実現を重要なテーマのひとつと捉え、環境

課題や社会課題解決に貢献する技術開発に取り組んでいます。

プロジェクト

持続可能な社会の実現へ向けたIoT技術： 
ソニーの地球みまもりプラットフォーム

持続可能な社会の実現には、環境問題が発生してから対処するのでは

なく、山林や里山、河川、海岸といったさまざまな地点を絶えず見守ること

で、異変の予兆を察知し、問題を未然に防ぐことが重要です。しかし、その

ような仕組みを実現するには、従来の携帯通信網がカバーしていない山

間部や沿岸部などでもデータ取得・伝送を可能とし、かつ電源供給が難し

いエリアであっても機能する地球規模のセンサーネットワークが必要とな

ります。

ソニーは、この仕組みを実現する多様な技術を有します。
●  AI処理機能をセンサー内に搭載したインテリジェントビジョンセンサー

IMX500

●  バッテリー駆動でありながら高度な認識を可能とするSPRESENSE™に

代表される超低消費電力エッジAIデバイス
●  低ビットレートながらも省電力で1,000kmを超える長距離伝送を可

能とする、ELTRES™を応用した無線信号処理技術
●  集められたデータから有用な予測を行うPrediction One

●  目には見えない粒子をセンシングすることで大気観測への応用が期

待されるウェーハレベルLD励起固体面発光レーザー

など

これらを組み合わせることで、人の活動範囲を超えた地球上のあらゆ

サステナビリティに
貢献する技術

ソニーの地球みまもりプラットフォーム

ELTRES

ニュースリリース：ソニー独自の低消費電力広域 (LPWA) 通信規格
ELTRES™に対応した無線実験装置が宇宙での信号受信に成功

Prediction One

ニュースリリース：北海道大学とソニーグループが「ソーシャル・イノ
ベーション部門 for プラネタリーバウンダリー」を開設

ニュースリリース：「第6回 宇宙開発利用大賞」の総務大臣賞を受賞

宇宙の視点から地球を再認識する、STAR SPHERE

2020年8月、ソニーは東京大学および宇宙航空研究開発機構 (JAXA) 

との共同開発・技術実証契約の締結とともに、ソニーのカメラ機器を搭載

し、地上からの遠隔操作により地球や星々の撮影を可能とする超小型人

工衛星の開発を発表しました。

これまでの宇宙利用は、惑星探査、宇宙通信・観測などの産業目的が

一般的であり、有人飛行も宇宙飛行士など一部の人しか体験できません

でした。一般の人々が宇宙を身近に体験し、「宇宙の中の地球」という観

点で、地球を再認識することが持続可能な社会・環境の課題を解決する

上で大切だと考え、ソニー、東京大学とJAXAの3者はSTAR SPHEREプロ

ジェクトを発足し、2023年1月には、超小型人工衛星EYEを米国・フロリ

ダより打ち上げました。

EYEの操作に用いるウェブアプリケーションEYE コネクトを通じて、一般

の方々が宇宙から撮影できるサービス「宇宙撮影体験」を2024年2月か

ら提供しています。また、宇宙教育イベント「こども地球撮影プロジェクト」

も佐賀県と神奈川県で実施しました。表情豊かな大気の色彩など、地球

の新たな姿を発見することで、宇宙を身近に感じ、その中の地球、そして

その環境について考える機会の創出を目指します。EYEが宇宙から撮影し

た写真はEYEコネクトでご覧いただけます。

地球上のあらゆる場所をセンシングし、異変の予兆を察知して問題を未然に防ぐ、
MIMAMORIのイメージ

超小型人工衛星EYEで撮影した写真
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Synecoculture™※1をはじめとする拡張生態系
従来の多くの農法は単一作物の生産性を追い求め、作物に合わせて表

土を耕起し、肥料を撒き、農薬を投入するため、生態系の破壊などの環境

問題を引き起こしています。ソニーCSLは、持続可能性に向けた新農法と

して生産性と生物多様性を両立できるSynecocultureの実証実験に取り

組んできました。Synecocultureはすでにアフリカ・サヘル地域での砂漠緑

化や地域経済への貢献、中国・南米での食料生産と環境の向上に貢献す

るなど、グローバルに大きな影響を与えうるポテンシャルを示しています。

Synecocultureは多種多様な有用植物を混生・密生させ、豊かな生態

系を作りだし、もともと生態系に備わる物質循環機能を多面的に活用す

るもので、環境負荷を生む耕起・施肥・農薬を必要としません。

ソニーCSLの研究を社会実装・普及するために設立した株式会社

SynecOでは、現在、Synecocultureを食料生産だけにとどまらず、多様

な機能の生態系の構築にまで拡張し、都市・生活空間の基礎的なインフラ

や自然環境への理解を深める教育活動などにおいても「拡張生態系」とし

ての新たな価値を提供する活動をしています。スマトラ島における森林再

生活動へのパイロット事業を実施するなど、社会と自然が共通して根差す

べき再生可能な資本に基づく、持続可能な環境と産業の創出に取り組ん

でいます。

※1 Synecoculture：ソニーグループ株式会社の商標です

拡張生態系とSynecoculture™

ニュースリリース：新会社 株式会社SynecOを設立

ニュースリリース：スマトラ島における森林再生活動への
Synecoculture™の活用を目指したパイロット事業を開始

生態系の仕組みを生かしながら有用植物を育てるSynecoculture・拡張生態系

製品

エッジAIセンシングソリューションによる
社会課題解決への貢献

ソニーセミコンダクタソリューションズ株式会社 (SSS) は、2020年5月

に世界初※2AI処理機能を搭載したインテリジェントビジョンセンサー

IMX500の商品化を発表しました。SSSのイメージセンサーのキーテクノロ

ジーである、画素チップにロジックチップを重ね合わせた積層構造を用

い、AIに特化した信号処理を担う独自のDSP (Digital Signal Processor) 

およびAIモデルを保持するメモリーを搭載しています。

IoTの普及により、クラウド側でAI処理を行うシステムが一般的になって

いますが、IoTデバイスの増加とともにデータ量が増加し、IPトラフィックや

データセンターでの電力消費量も激増し、これにともなうCO2排出量の大

幅な増加が懸念されます。こういった課題を解決する手段として、IoT端

末などデバイスそのものでデータ処理・分析を行うエッジAI処理が注目さ

れています。

SSSが開発したIMX500は、対象物を意味情報であるメタデータで出力

することが可能です。必要なデータのみを抽出できるため、データ転送遅

延時間の低減、消費電力や通信コストの削減の他、個人が特定できる情

報をセンサー外に出力しないため、プライバシーの配慮にもつながります。

さらに、このIMX500をはじめとする多様なイメージセンサーを用いた

ソリューション開発を加速するためのエッジAIセンシングプラットフォーム

AITRIOS™※3を2021年末より提供開始しました。AITRIOSは、開発の担

い手となるさまざまなパートナー企業に対して、ソリューションの効率的

な開発・導入を支援するために必要な機能などをワンストップで提供しま

す。本プラットフォームは、エッジとクラウドが共働し、地球環境に配慮した

最適なシステム構築を支援することで、クラウドシステムが抱える課題解

決を後押しします。

すでに物流業界、小売業、製造業などさまざまな分野でIMX500と

AITRIOSを用いたサービスがスタートしています。一例が、小売店向けの

エッジAI技術を用いた視認検知ソリューションです。

SSSは、大手コンビニエンスストアなど500店舗に向けて、デジタルサイ

ネージの広告効果向上を目的とした、視認検知ソリューションの導入を

2024年4月より開始し、お客様のプライバシーに配慮した、視聴人数や視

聴率などの把握を実現しています。

物流業界向けの事例では、2023年11月より物流倉庫の荷物積み降ろ

し場 (バース) における作業効率向上を実現するサービスの提供を開始し

ています。SSSのエッジAI技術と株式会社Hacobuが手掛けるトラック予

約受付サービスの「MOVO Berth (ムーボ・バース) 」、株式会社レスターに

よるアプリケーションを組み合わせることで、運送トラックによるバース利

用実績や作業時間のデータの自動取得を実現し、物流業界が抱える、

2024年問題への対応を目指していきます。

※2  イメージセンサーとして。ソニー調べ (2020年5月14日広報発表時) 

※3  AITRIOS、およびそのロゴ：ソニーグループ株式会社またはその関連会社の登録商標

または商標です

ニュースリリース：世界初※2AI処理機能を搭載したインテリジェントビ
ジョンセンサー 2タイプを商品化

AITRIOS (アイトリオス) ｜エッジAIセンシングプラットフォーム

ニュースリリース：コンビニエンスストア 500店舗に向けて、エッジAI技
術を用いた広告効果測定のための視認検知ソリューションを導入開始

ニュースリリース：ソニーセミコンダクタソリューションズ、Hacobu、レ
スターエレクトロニクス物流倉庫の荷物積み降ろし場での作業効率向
上に向け、エッジAI技術を活用したサービスを提供開始

エッジAIセンシングプラットフォームAITRIOS
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OTC (over the counter) 補聴器
ソニー株式会社は、WSオーディオロジー社との協業のもと、2022年10

月に米国で、セルフセッティングタイプのOTC補聴器の発売を開始しまし

た。OTC補聴器とは、18歳以上の軽中等度の難聴者向けに、専門家によ

る介入や処方なしで購入できる米国で新しく認可された補聴器です。米

国では補聴器の装用率が20%弱※1と低く、また、難聴が認知症の発症リ

スクを高める可能性があるとの研究報告もあり、健康寿命延伸の観点で

も取り組むべき課題です。OTC補聴器は、手ごろな値段、量販店やオンラ

インでの販売、ユーザー自身でのフィッティングの手軽さが特徴です。

開発当初は、ソニーのイヤホンのデザインや設計を補聴器に展開する

方法を検討していましたが、ユーザーインタビューを通じて難聴者の方の

ニーズ、補聴器特有の課題があることを認識しました。その結果を反映し、

補聴器のネガティブイメージの刷新と装着感を考慮したデザインの採用

や、スマートフォン専用アプリにおける使い勝手の向上を図っています。

今後もソニーの技術、知見を組み合わせ、安心と感動をもたらす聴覚体

験の提供とユーザーの生活向上を目指し、OTC補聴器への開発に取り組

んでいきます。

※1  20～69歳の補聴器が必要な人における割合

ニュースリリース：ソニーとWSオーディオロジー社、OTC (over the 
counter) 補聴器事業分野における協業契約を締結

Sony Electronics Launches its First Over-the-Counter Hearing 
Aids in the US and Makes Hearing and Improved Accessibility 
Options for Consumers a Reality (英語のみ)

さらに豊かな会話と体験を。感動をもたらすOTC補聴器を目指して

参考：Quick Statistics About Hearing, Balance, & Dizziness 
(National Institute on Deafness and Other Communication 
Disorders) (英語のみ) 

報道ワークフローでの透明性・信頼性を向上する真正
性カメラソリューション

生成 AIの急速な進化による、フェイク画像や虚偽の情報の拡散は、社

会全体に悪影響を与える可能性があり、これらのまん延に対処すること

は、特に報道分野において透明性・信頼性の観点で重要になっています。

ソニー株式会社はこのような課題に対処するため、画像コンテンツの信

頼性が重要な報道機関などのプロフェッショナルに向けて、C2PA※3規格

への対応とソニー独自のデジタル署名技術により、フェイク画像から社会

を守るための包括的なソリューションを一部の報道機関への提供から開

始し、順次拡大していきます。

2024年3月以降、フルサイズミラーレス一眼カメラα1、α7S III、α7 

IVおよびα9 IIIに、C2PA※3規格対応を含む真正性カメラソリューションに

関するソフトウェアアップデートを提供しました。これにより、対象カメラで

は、撮影した画像に来歴情報とカメラで撮影されたことの真正性情報を、

カメラ内デジタル署名としてリアルタイムに埋め込むことが可能となりま

す。この「デジタル出生証明書」により、カメラで撮影したことを後からイ

メージ検証サイトで検証することができます。また、C2PA準拠の編集ソフ

トウェアで画像の編集作業を重ねても、真正性情報を維持できるようにな

ります。

また本デジタル署名には、イメージセンサーも開発するソニーだからこ

そ提供できる、独自のセンサー内技術によって実現する3D深度情報を含

むメタデータが含まれています。これにより、撮影された画像が実際の3D

の物体か、画像やビデオを撮影した画像かを示すことができ、報道機関に

おいて重要なコンテンツの信頼性をより高めることが可能です。

※3  デジタルコンテンツの出所と信ぴょう性に対し、オープンスタンダードと技術仕様を

策定する標準化団体

ニュースリリース：C2PA規格対応を含む真正性カメラソリューションを
報道機関向けに提供OTC補聴器のCRE-E10

におい提示装置NOS-DX1000：独自開発のにおい制
御技術を通じた健康寿命の延伸への貢献

厚生労働省の報告では2025年には日本国内の高齢者の5名に1名が

認知症になると予想されており、早期発見と進行の抑制が喫緊の課題と

なっています。アルツハイマー型認知症やレビー小体型認知症では前駆症

状のひとつとして、嗅覚能力の低下が複数報告されており、これら疾患の

早期発見に向けて、嗅覚測定を活用することが期待されています。

ソニー株式会社は2023年3月に、におい提示装置NOS-DX1000の発

売を開始しました。これまで嗅覚能力の測定は、約30分以上の時間を要

することや、部屋がにおい汚染されてしまうことから、限られた施設でし

か実施できないことが課題でした。ソニーのにおい提示装置は、独自開発

のにおい制御技術Tensor Valve™※2テクノロジーにより、においの提示

をDXする (デジタル化する) ことで、測定プロセスを簡易化し、嗅素 (にお

いの素) をにおい汚染なく手軽に提示することを実現しました。

本製品による嗅覚測定は、患者や医療従事者の負担が少ないスクリー

ニング手法として、医療業界から認知症の早期発見への貢献が期待され

ており、嗅覚低下と神経変性疾患の関係に着目した研究が進められてい

ます。2023年5月の第64回日本神経学会学術大会や同年7月の第17回

パーキンソン病・運動障害疾患コングレスにて、レビー小体型認知症や

パーキンソン病に関する嗅覚測定において本製品の有用性が発表されま

した。また、2024年2月には名古屋市内の健診施設にてオプション検査と

して本製品を用いた嗅覚測定が導入されています。今後も医療機関や研

究機関の嗅覚関連研究ににおい提示装置が活用されることで医療と健康

へ貢献していきます。

※2  Tensor Valve：ソニーグループ株式会社の商標または登録商標です

におい提示装置の製品紹介

におい提示装置を使った測定の様子
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素材

トリポーラス™のライセンス提供
ソニーは、優れた吸着特性を持つ植物由来の多孔質カーボン素材トリ

ポーラスを開発し、基礎から応用まで幅広い特許を取得後、2019年より

ライセンス提供を行っています。トリポーラスの原料である米の籾殻は、

日本で年間約200万トン、世界で年間1億トン以上排出されている余剰バ

イオマスです。トリポーラスを製造することにより、焼却や埋め立て廃棄す

る場合と比較して、大気汚染物質や温室効果ガス排出を低減することが

できます。また、トリポーラスは、籾殻に由来した独特な微細構造により、

従来の活性炭とは異なるユニークな吸着特性を有しています。特に工場

や生活廃水に含まれる界面活性剤や、近年社会問題になっている一部の

有機フッ素化合物 (PFAS) に対して、トリポーラスは高い吸着性を持つこ

とが明らかになり、水環境および土壌環境改善への貢献が期待されてい

ます。水処理における従来活性炭フィルターの代替としてトリポーラスフィ

ルターを使うことは、フィルターの交換頻度を下げ、システムコストや廃棄

物量の低減にも貢献できます。現在、トリポーラスは、消臭・抗菌繊維など

のアパレル分野や、洗浄剤などのヘルスケア分野での実用化が進んでい

ます。また環境省の委託事業にも採択され、トリポーラスの社会実装の拡

大が期待されています。ソニーは、トリポーラス事業を通じて、パートナー

とともにさまざまな社会課題を解決し、環境に配慮した循環型社会の実現

に貢献します。

トリポーラス™公式ウェブサイト

トリポーラス™の環境性能についての詳細情報

ニュースリリース：新素材「Triporous™ (トリポーラス™) 」のライセンス
を開始

ニュースリリース：トリポーラス™が環境省の機能性材料開発と実証の
委託事業に採択

米の籾殻を原料とした新素材トリポーラス

使用済みペットボトルをTOMRA社の自動回収機に投入するユーザー

グローバルシャッター技術搭載のイメージセンサーを 
ペットボトルの自動回収機に供給

ソニーセミコンダクタソリューションズ株式会社 (SSS) は、グローバル

シャッター技術Pregius™を搭載したイメージセンサーを、世界各地で資

源回収・リサイクル事業を展開するTOMRA社のペットボトルの自動回収

機に供給しています。

資源リサイクルの工程では、物体の正確な選別作業が必須であり、

TOMRA社の飲料容器自動回収機においても、ペットボトルなどの形状、

素材、バーコードなどを高速かつ正確に読み取る性能が求められていまし

たが、一般的なイメージセンサーは高速で動く物体を撮像すると歪みが生

じ、条件に合いませんでした。

そのような課題を抱くTOMRA社の自動回収機に対し、SSSは高速で動

く物体でも歪まず捉えられる、独自のグローバルシャッター技術を搭載し

たイメージセンサーを供給し、飲料容器の形状やバーコードを約1秒で正

確に読み取り、容器の選別・分別、資源循環の実現に貢献しています。

ソニーのイメージセンサーをTOMRA社の飲料容器の自動回収機に
供給
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デジタルシネマシステムの提供
ソニーは、以前のフィルム映画で必要だった「膨大なポジフィルムや、現

像工程で使用する大量の水と化学薬品」を課題と捉え、2000年に世界初

のデジタル24p撮影を実現する映画制作用デジタルカメラHDW-F900を

発売、2007年よりプロジェクターなどで構成した4Kデジタルシネマ上映シ

ステムの提供を開始しました。以来、省資源・省電力に優れ、オペレーショ

ンの効率化も図れるデジタルシネマを世界中の映画制作現場やシアター

に提供してきました。

さらに近年では、2018年に最大6K収録に対応しつつ、従来機よりも大

幅な小型・軽量化を実現したフルフレームイメージセンサー搭載のデジタ

ルシネマカメラVENICEを発売、2022年には本体内部記録に対応し、さら

なる撮影システムの小型軽量化を達成したVENICE 2、2024年には少人

数撮影に最適な、高機動力をより重視したBURANOを導入しています。

VENICEの小型・軽量化についての詳細情報

デジタルシネマカメラBURANO

再生プラスチック SORPLAS™の外販
ソニーは、2014年より自社開発の再生プラスチックSORPLAS

(Sustainable Oriented Recycled Plastic：ソープラス) ※の外販を行っ

ています。SORPLASは、最大99%の再生材使用率を可能にし、耐熱性や

耐久性、リサイクル性にも優れた難燃性再生プラスチックで、2011年に実

用化して以来、さまざまな自社製品に採用してきました。

ソニーは、SORPLASを社外にも提供することで、資源の再利用を促進

し、社会全体の環境負荷低減に貢献しています。現在、多くの企業が

SORPLASに関心を示し、これまでにテレビ、カメラ、スマートフォン、パソ

コン、照明器具、旅行用品や文具を含む日用品などの部材として導入され

ています。

※  SORPLASは、ソニーセミコンダクタソリューションズ株式会社が開発・提供した環境配

慮型プラスチックです

ソニー独自開発の難燃性再生プラスチックSORPLAS™

ニュースリリース：最大99%の再生材使用率と高い耐久性・耐熱性を
実現した難燃性再生プラスチックSORPLAS™ (ソープラス) の外販を
開始

Open Xchange Systems

サービス、システム

オープンエクスチェンジシステムの社会実装
株式会社ソニーコンピュータサイエンス研究所 (ソニーCSL) では、オー

プンエクスチェンジシステム (OXS) として、脱炭素を進めることで気候変

動を抑制し、地球全体の生物多様性を守るための研究・開発実証を行っ

てきました。OXSは、再生可能エネルギー導入を加速させる独自開発の分

散型エネルギーシステム「オープンエネルギーシステム™ (OES) 」に加え、

人々の行動変容を促し、環境への意識を高める学習プログラムや、二酸

化炭素を排出する活動の見える化を通じての気づき、代替行動を提案す

る仕組みからなります。

これまでの主な活動として、2020年にOESの中核モジュールである電

力融通制御ソフトウェア「Autonomous Power Interchange System 

(APIS) 」をオープンソース化し、無償提供しました。2021年7月には交流

網上で蓄電池・EVを連携させる新しい電力融通実証実験を、産学官一体

の「環境配慮型ワーケーションモデル創出会議」というコンソーシアムのも

とで開始しました (通称 「UMABA Project」) 。以来、徳島県三好市のワー

ケーション施設 ウマバ・スクールコテージを起点に地域の脱炭素化を進め

てきました。

SORPLASの樹脂ペレット (黒色) と回収ペレット (透明：右) とソニー独自の硫黄系難燃剤 (左)

UMABA Projectでの実証実験の様子
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ドローンによる災害対策・対応やインフラ点検をサポート
ソニーグループ関連会社のエアロセンス株式会社は、自動飛行ドローン

とクラウドサービスを組み合わせ、さまざまな産業分野に向けてソリュー

ションを提供しています。

測量分野では、高精度のドローン測量を実現し、全国の土木工事現場

の省力化に寄与するとともに、国土強靭化の一環となる防災の確認作業

や災害発生時の迅速な被害調査にも用いられています。また近年、異常

気象による災害の被害が増加傾向にあることから、長距離を飛行し広範

囲なエリアを安全かつ効率的に点検・調査する方法が求められており、山

間部の砂防堰堤や災害によって被害を受けた道路や送電線などのインフ

ラ点検などの分野にも、エアロセンスが開発したVTOL (垂直離着陸型固

定翼) 型ドローンが活用されています。

2023年度、内閣府が主導する経済安全保障重要技術育成プログラム 

(K Program) と国土交通省の中小企業イノベーション創出推進事業 

(SBIR) に提案が採択されました。K Programにおいては災害および緊急

時の物資運搬や高精度のセンサー機器やカメラを搭載した測量や点検で

の活用を想定し、2025年の完成に向け次世代の大型VTOL型ドローンの

開発を行っています。SBIRにおいては「災害に屈しない国土づくり、広域

的・戦略的なインフラマネジメントに向けた技術の開発・実証」の事業を推

進するにあたり、第一種型式認証に対応した長距離飛行が可能な小型の

VTOL型ドローンを開発し、道路や河川など国内のインフラ点検の改革を

目指します。

バーチャルプロダクション技術を推進
ソニーは、映像制作における環境負荷低減に貢献できるバーチャルプロ

ダクション技術を推進しています。本技術は、大型LEDディスプレイ、カメ

ラ、カメラトラッキング、リアルタイム3DCGレンダリングエンジンを組み合

わせたもので、撮影スタジオ内の大型LEDディスプレイに表示された

3DCGバーチャル背景の前で、人物や実物セットをリアルタイムで撮影す

ることで、後処理なくCGと実写を合成した映像制作を実現できます。こ

れにより、ロケ地に出向かずとも、撮影スタジオの中でその場所で撮影し

たような映像制作が可能となります。Sony Pictures Entertainmentの試

算によると、本技術を活用すれば、ロケーション撮影と比較して約52%※

の温室効果ガス排出量を削減できます。同時に、3DCGバーチャル背景は

繰り返し再利用が可能で、セットなどの廃棄物を少なく抑えられるので資

源の削減にもつながります。

※  再生可能エネルギーを使用しない前提で計算

バーチャルプロダクションでの撮影風景

エアロセンス製ドローン

映像制作における環境配慮
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倫理・
コンプライアンス

■ これまでの取り組み

2001年 ソニー株式会社にコンプライアンス統括部門を設置 

(現在のソニーグループ株式会社エシックス&トラスト部)

2003年 「ソニーグループ行動規範」を採択
コンプライアンス・ホットライン (現在のソニー・エシックス&コンプライ
アンス・ホットライン) を設置
グローバル・エンタテインメントおよび米国、欧州、日本、東アジアおよ
びパンアジアの各地域オフィスからなるグローバル・エシックス&コン
プライアンス・ネットワークを構築

2008年 コンプライアンス・モニタリング担当部署を設置

2009年 コンプライアンス・リーダーシップ・チームを設置

2018年 「ソニーグループ行動規範」を改定

2024年 「ソニーグループ行動規範」を改定
グローバル・エシックス&コンプライアンス・ネットワークを再編

概要

基本的な考え方
Purpose & Valuesのもと、倫理的で責任ある行動を通じてソニーブラ

ンドへの信頼に応えていくことが、ソニーの価値創造を支えています。

この考え方に基づき、ソニーの倫理・コンプライアンスプログラムは、法

令遵守はもちろんのこと、ソニーグループ全体にかかわる重要なリスクへ

の対応と、倫理的な企業文化の醸成を目的として設計されています。ビジ

ネスを取り巻く環境の変化や、日々進化するベストプラクティスやグロー

バルな法規制の要請を踏まえて継続的にプログラムの見直しを行ってい

ます。

「ソニーグループ行動規範」 (「行動規範」) はこのプログラムの基礎をな

すもので、倫理的で責任ある事業活動に関する基本的な規範を定めてい

ます。加えて、ソニーでは、独占禁止法、腐敗防止、プライバシー・個人情

報の保護などの重要なリスク領域について、より詳細なソニーグループポ

リシーをそれぞれ策定しています。ソニーのトップマネジメントは、率先垂

範して倫理的で責任ある行動を実践し、ソニーグループ社員に対して行動

規範に忠実であることの大切さを継続的かつ繰り返し伝えています。

体制
ソニーは、倫理・コンプライアンスプログラムの効果的な実践およびグ

ループ各社に対する監督のため、ソニーグループ全体をカバーするグロー

バルネットワークを構築しています。

今後に向けて
ソニーは、倫理的な企業文化のさらなる醸成と社員一人ひとりによる責

任ある行動を確保していくために、今後も継続してソニーの事業活動にか

かわるリスクとプログラムの評価を行い、その結果に基づきプログラムを

見直していきます。ソニーのトップマネジメントは、適用される各種法令・

規則を遵守し、倫理的で責任ある事業活動を遂行していくために、引き続

き必要な経営資源をプログラムに割り当てていきます。
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グローバル・エシックス& 
コンプライアンス・ 
ネットワーク

概要
ソニーのグローバルな倫理・コンプライアンスプログラムは、ソニーが倫

理的で責任ある事業活動を遂行できるよう設計されており、ソニーグルー

プの取締役から役員、従業員 (「ソニー社員」) まで一人ひとりがあらゆる

場面における法令遵守について主体的に責任をもち、全員が一体となっ

て倫理・コンプライアンスに取り組むことを求めています。

ソニーは、倫理・コンプライアンスプログラムをより効果的に実施するた

め、経験豊富なコンプライアンス関係者で構成されるグループ全体のグ

ローバル・エシックス&コンプライアンス・ネットワーク (「グローバル・ネッ

トワーク」) を構築しています。グローバル・ネットワークは2024年に見直

しを行い、事業の体制により整合した形に再編しています。

グローバル・ネットワークにおいて、事業領域ヘッドおよびマネジメント

は、各領域における倫理的な文化の醸成と、業務にまつわる法的リスクを

管理する第一線としての責任を負います。エシックス&コンプライアンス

担当者および担当部署は第二線として、倫理的な文化の醸成と効果的な

リスク管理のための支援と助言を提供し、各事業を監督します。モニタリ

ングチーム、監査担当部署はプログラムの有効性を客観的かつ独立した

形で担保します。

グローバル・ネットワークを通じて、 (1) ベストプラクティスに沿った一元

的なリスク管理体制の構築、 (2) エシックス&コンプライアンス担当者への

ビジネスに即した必要な支援の提供、(3) 効果的なモニタリングを行い、

倫理・コンプライアンスプログラムの要求事項と実際の運用状況のギャッ

プを解消し、ソニーグループ全体で一貫性のある改善を継続的に行ってい

くための情報収集および分析を行っています。

取締役会および監査委員会による監督
ソニーグループ株式会社の監査委員会は、ソニーの倫理・コンプライア

ンスプログラムに関する監督責任を負っており、毎月のレポートや対面で

の定期的な報告を通じて国内外の法規制の動向、リスク領域、倫理・コン

プライアンスプログラムの改善とアセスメント結果、監査・エシックス・サー

ベイの結果、通報制度の運用状況、倫理に関する社内調査の結果など、コ

ンプライアンスに関する最新状況の報告を受けています。

また、ソニーグループ株式会社の取締役会も、年に一度、コンプライアン

ス関連リスクや倫理・コンプライアンスプログラムに関する活動報告を受

けています。

コンプライアンス・
リーダーシップ・チーム

モニタリングチーム

コンプライアンス担当上級役員
コンプライアンス担当執行役員

ソニーグループ株式会社 エシックス&トラスト部

各事業領域
事業領域ヘッド

エシックス&コンプライアンス・オフィサー

グローバル・エシックス&コンプライアンス・ネットワーク主な役割
コンプライアンス担当上級役員・執行役員

グローバル・ネットワークを統括し、ソニーの倫理・コンプライアンスプロ

グラム全体を監督しています。

ソニーグループ株式会社 エシックス&トラスト部
コンプライアンス担当上級役員・執行役員のもと、コンプライアンス・リー

ダーシップ・チームの協力を得ながら、ソニーグループ全体の倫理・コンプ

ライアンスプログラムと体制の構築と実施を行い、取締役会及び監査委員

会への報告を行います。また、コンプライアンス・リーダーシップ・チームの

メンバーと連携して、包括的なリスクアセスメントの実施や、コンプライア

ンスに関する規程や手続、内部統制の導入を行い、倫理的でない行動の

予防・発見につなげています。

更に、社内規則違反や法令違反の疑いの調査や事後の対応についても

監督しています。

コンプライアンス・リーダーシップ・チーム
コンプライアンス担当執行役員、グローバルエシックス&コンプライアン

スストラテジーリーダー、モニタリングチームの統括者および法務・コンプ

ライアンス領域の専門家で構成され、倫理・コンプライアンスプログラムに

基づく活動について、実務及び地域の視点からの助言・提案を行ってい

ます。

モニタリングチーム
倫理・コンプライアンスプログラムの実施状況、リスクに応じたコンプラ

イアンス監査、内部統制の有効性などについて、グローバルで定期的にア

セスメントを実施することにより、ソニー全体における倫理・コンプライア

ンスプログラムの有効性や浸透度合いを評価しています。

事業領域ヘッドおよびエシックス&コンプライアンス・オフィサー
各事業領域において、法令及び規制上のリスクを効果的に管理し、倫理

的な文化を維持するために必要な倫理・コンプライアンスプログラムおよ

びその他の活動を実施しています。
サステナビリティ関連情報
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ソニーグループ行動規範

行動規範は、ソニーの倫理・コンプライアンスプログラムの基礎であり、

ソニーの全ての役員、従業員 (「ソニー社員」) に適用されます。

行動規範は、Purpose & Valuesを踏まえ、ソニーブランドに対する信

頼を得るためにソニー社員が日々の業務を行う上で取るべき行動は何か

を分かりやすく示しています。行動規範はソニーがビジネスをフェアに行っ

ていくための助けとなるものであり、行動規範に沿って行動することで、

ステークホルダーからの信頼がはぐくまれ、その積み重ねがソニーの持続

的な成長につながります。

ソニーは行動規範に基づき、社員、ビジネスパートナー、事業活動を行

うコミュニティと協働します。

行動規範の概要については、以下のページをご参照ください。

ソニーグループ行動規範 / ソニーのサステナビリティに関する基本方針

行動規範がソニーの方針を明確に示し、実効性を保ち続けるよう、ソ

ニーは定期的に見直しを行っています。最近では、2024年4月に改定を

行いました。

行動規範は、ソニーの多様な事業活動に関する以下の重要な領域につ

いて、ソニーの基本方針を定めています。

●  信頼を築く

ソニーブランドへの信頼に応える / 適切な意思決定を行う / 声を上げ

る (報復の禁止)

●  世界と地球に貢献する

持続可能な社会のために / 地球とともに
●  人を大切にする

人権を尊重する / 多様性を尊重し、お互いを思いやる / 健全な雇用・

労働を確保する / 健康的で安全な職場を保つ

●  感動を創り、届けるために

多様性を活かし、競争する / 感動体験を提供する / 誠実に宣伝・販売

する / 公正に競争する
●  責任を持って協働する

取引先と協働する / 責任ある調達を行う
●  クリエイティビティとテクノロジーを支える

責任をもって技術を活用する / 知的財産を創造し、保護する / 機密情

報を保護する / プライバシーを尊重する / 情報セキュリティを確保する
●  高潔さを保つ

贈賄をしない / 利益相反を避ける / ソニーの資産を守る / 正確に記録

し報告する / 適切な情報開示を行う / インサイダー取引をしない / 貿

易管理に関する法令を守る/ 税法を守る/ 責任をもってコミュニケー

ションする

また、ソニーは、グローバルな社会の一員としての責務を自覚しており、

行動規範には、以下のようなさまざまな国際的な指針に定められている倫

理的な原理 / 原則を反映しています。さらに、日本の代表的な企業によっ

て構成される一般社団法人日本経済団体連合会の「企業行動憲章」の策

定にも参画しており、メンバー企業としてその内容を尊重し、行動規範に

反映しています。

●  OECD多国籍企業行動指針
●  国連グローバル・コンパクト
●  国連ビジネスと人権指導原則
●  世界人権宣言
●  持続可能な開発目標 (SDGs)

行動規範は、ソニーグループ株式会社取締役会によって承認され、また、

ソニーグループ各社の意思決定機関によって、各社の行動規範としても採

択されています。ソニーグループ各社のトップマネジメントは、誠実さと高

潔さを大切にする文化を醸成し、倫理的で責任ある事業活動を遂行して

いくために、行動規範の周知徹底を行う責務を負っています。

行動規範は、ソニーのウェブサイトやソニーグループ各社の社内ウェブ

サイトで閲覧可能です。ソニー社員や関連する第三者が正確に内容を理

解できるように、行動規範は現在23の言語に翻訳されています。グループ

全体の人員の構成の変化を踏まえて、他の言語への翻訳にも随時対応し

ていきます。

ソニーグループ行動規範［PDF：2.96MB］
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継続的な改善

倫理的で
責任ある活動の遂行

継続的な
リスクアセスメント

社内規則・手続き

研修・
メッセージング

マネジメントによる
コミットメント

コンプライアンスの
自律性・資源確保

通報制度

第三者管理

モニタリング・監査

基本的な考え方
ソニーの倫理・コンプライアンスプログラムの一番の特徴は、「トップマネ

ジメントによる率先垂範」です。ソニーのトップマネジメントは、行動規範

に定める倫理的行動の指針に忠実であることの大切さを継続的に伝えて

います。こうしたトップマネジメントの率先する活動は、継続的なリスクア

セスメント、社内規則・手続、研修・メッセージング、第三者管理、通報制度、

モニタリング・監査といった業務プロセスと連携して実施されている堅固

な倫理・コンプライアンスプログラムによって支えられています。

ソニーは、各種規制のガイダンスや他社の優れたプラクティスを参考に

しながら、継続的にソニーの倫理・コンプライアンスプログラムをより良い

ものとしていくよう取り組んでいます。

次の図は、規制のガイダンスやベストプラクティスをもとにした我々の

倫理・コンプライアンスプログラムの主要な要素を示しています。

倫理・ 
コンプライアンス 
プログラム

リスクアセスメント
ソニーは、より効果的に倫理・コンプライアンスプログラムを実施し、リ

スクの緩和および管理を行うため、継続的にリスクアセスメントを実施し

ています。リスクアセスメントでは、各エシックス&コンプライアンス・オフィ

サーが担当の事業領域におけるビジネス責任者とともにその事業領域に

おける倫理・コンプライアンスリスクの評価を行い、それらのリスク評価を

もとにソニーグループ株式会社エシックス＆トラスト部がソニーグループ

全体のリスク評価を行っています。

アセスメントの対象としている、主なリスク重点領域には以下のような

領域があります。
●インサイダー取引
● 環境法
● 金融法
● 経済制裁法
● 証券法
● 情報セキュリティ法
● 製品安全 / 製品コンプライアンス
● 贈賄
● 知的財産権の侵害
● 通商コンプライアンス
● 独占禁止法 / 競争法
● サプライチェーン関連法
● 不正行為
●プライバシー / 個人情報保護法
●マネー・ローンダリング
● 利益相反
● 労働法
●その他の法

社内規則・手続
ソニーは、適用される各種法令を遵守し、倫理的で責任ある事業活動

を遂行するため、必要な遵守事項や精査手続などを定めたグローバルポ

リシーを策定しています。例えば、主なリスク重点領域に関するものとし

て、以下のグローバルポリシーがあります。
●  ソニーグループ贈賄防止規程
●  ソニーグループ第三者精査規程
●  ソニーグループ記録保管規則
●  ソニーグループ独占禁止法 / 競争法遵守グローバルポリシー
●  グローバルインサイダー取引防止ポリシー

これらのポリシーについて、ソニー社員と関連する第三者への継続的な

周知を行っています。ポリシーが、重要事項についてのソニーの方針を明

確に示し、現在の法規制および事業の要請を満たし、かつ、関係する事業

部門により効果的に運用されるよう、定期的に見直しています。

公正な競争に関する法令の遵守
ソニーは、不公正な事業活動によってではなく、公正に競争し、優れた

製品やサービスを提供することによって競争力を保ち、企業価値を向上さ

せていきたいと考えています。ソニーは、独占禁止法などの公正競争に関

する法令を遵守し、公正で自由な市場競争を促進するよう、事業活動に取

り組んでいます。

ソニーは、ソニー社員が独占禁止法や競争法の目的や趣旨を理解し、

全てのこれらの法令を遵守するための指標として、「ソニーグループ独占

禁止法 / 競争法遵守グローバルポリシー」を策定しています。また、ソニー

の法務担当者は、競争法の動向を注視し、競争法遵守のポリシーや手続

を常に最新の状態に保っています。さらに、競争法に関する意識を高め、

このポリシーの要請をより確実に実施できるよう研修を行っています※。

※  なお、2023年度におけるソニーの重要な訴訟その他の法的手続については、有価

証券報告書にて開示している通りです。2023年度有価証券報告書「第5 経理の状況

1 連結財務諸表等 (1) 連結財務諸表 連結財務諸表注記 32．パーチェス・コミットメン

ト、偶発債務およびその他 (3) 訴訟」240頁

有価証券報告書
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研修・メッセージ
ソニーには、全てのソニー社員と関連する第三者が必ず受けなければな

らない倫理とコンプライアンスに関する研修やメッセージングなどを、特

定のリスク領域ごとに定めた、「コンプライアンス教育プロトコル」がありま

す。例えば、全てのソニー社員と関連する第三者は、雇用または業務開始

の日から90日以内に、行動規範の包括的な研修および職場での適切な行

動に関する研修の履修が求められます。その後も、行動規範の包括的な

内容の再研修を少なくとも4年に一度履修する必要があります。加えて、

重要なリスク領域に関する詳細な内容の研修を少なくとも2年に一度、ま

た情報セキュリティおよびプライバシーに関する研修を少なくとも毎年、履

修する必要があります。

さらに、各人の役割と責任やリスクアセスメントの結果に基づき、追加

でコンプライアンス研修を履修することを義務付けています。

主な研修として、以下の研修コースがあります。
●  贈賄防止
●  第三者精査
●  独占禁止法と公正な競争
●  輸出入コンプライアンス
●  マネジャー研修

また、全てのソニーグループ社員およびソニーのために働く第三者に対

し、重要なリスク領域および関連する社内規則、行動規範の個別項目に関

連するメッセージを繰り返し発信しています。

ソニーグループ行動規範&
ソニーグループ贈賄防止規程&
ソニーグループ第三者精査規程

厳格な手続き&内部統制

リスクアセスメント&
規程の更新 研修を通じた周知徹底

ソニーの腐敗防止プログラム

方針
●  行動規範において、相手が公務員等であるか私人であるかを問わず、

あらゆる取引において不適切な金品の支払を禁止しています。
●  「ソニーグループ贈賄防止規程」において、事前承認のルールや、許容さ

れる支出の額と種類の制限を含め、腐敗行為を防止するための遵守事

項や手続を定めています。
●  「ソニーグループ第三者精査規程」において、ソニーに代わって公務員等

と応対する可能性のある第三者についての精査や事前承認を含む、遵

守事項やリスクベースの手続を定めています。

第三者管理
ソニーは、腐敗防止、マネー・ローンダリング対策、経済制裁、貿易管理、

税務、エレクトロニクス製品の調達に関連するサプライチェーン法など、潜

在的な第三者リスクにかかる適用法令遵守のための社内規則や運用体制

を整備しています。倫理的で責任ある事業活動を遂行するため、ソニー

は、信頼できる相手とのみ取引します。

第三者の精査
贈賄防止、マネー・ローンダリング防止、経済制裁、貿易管理、税務、エ

レクトロニクス製品の調達に関するサプライチェーン法令など、潜在的な

第三者リスクに関する法令の遵守を確保し、また第三者に関連するリスク

に対処するため、「ソニーグループ第三者精査規程」を策定しています。

この規程では、高リスク取引のリスク特性を評価するための方法や、リ

スクベースの精査手続、事前承認の要件などを定めています。精査は、必

要に応じて法務、財務、経理からの支援を受け、取引担当の社員によって

実施されます。その結果に応じて、取引を進められるか、または追加の措

置を施すことで取引を進められるかを判断します。取引の開始後も、継続

的なレッドフラグの監視、および、定期的に精査を実施しています。また、

第三者との取引に携わる全てのソニー社員、財務、経理、貿易管理、およ

び法務に携わる社員は、これらの規程に関する研修の受講を必須として

います。

腐敗防止への取り組み
腐敗行為は、私たちが事業活動を行うコミュニティや自由な経済活動に

対して悪影響を及ぼし、持続可能で透明性の高い社会を実現するために

撲滅しなければならないものです。

行動規範では、ソニーのステークホルダーに与える影響に十分配慮して

行動することの必要性について、ソニー社員の基本姿勢のひとつとして位

置づけ、その上で、あらゆる腐敗行為を禁止しています。加えて、公務員

等を含む腐敗行為を未然に防ぐために必要な遵守事項や手続を定めた

グローバル規程 (「ソニーグループ贈賄防止規程」および「ソニーグループ

第三者精査規程」) を策定しています。

ソニーは、各国の腐敗防止法制や当局による執行状況といったグロー

バルな腐敗防止の取り組みの最新状況を注意深くモニタリングし、ソニー

の倫理・コンプライアンスプログラムと内部統制が新たなリスクにも適切

に機能するようアップデートしています。
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研修を通じた周知徹底
●  ソニーは、グループ各社のマネジメントによる腐敗防止の取り組みを支

えるため、詳細な研修の実施やさまざまなサポートの提供を行っていま

す。例えば、全てのソニー社員に対して、腐敗防止の方針を含む行動規

範の研修を雇用時に実施しています。また、再研修を少なくとも4年に

一度実施しています。
●  加えて、公務員等との応対の機会が多く見込まれる職種の社員 (トップ

マネジメント、マーケティング、営業、調達、その他公務員等に応対する

部門の社員) に対して、より腐敗防止に特化した研修を雇用時に実施。

また、再研修を少なくとも2年に一度、またはリスクアセスメントの結果

に応じてより頻繁に実施しています。この研修には、精査や事前承認に

関するソニーの特別な要請事項を含みます。
●  ソニーにおける専門機能部署 (法務、財務・経理、その他管理部門の社員) 

に対して、上記に加え、必要に応じて、対面での研修を実施しています。

厳格な手続と内部統制
●  公務員等への不適切な支払を事前に察知し、予防するために、強固な

内部統制システムと経理手続を設けています。また、帳簿や関連する記

録の正確性の確保および記録の保管を徹底して行っています。
●  ソニー社員が直接応対する公務員等に加え、ソニーを代理して公務員

等に応対する第三者 (代理店や復代理人などの中間業者も含む) や、

合弁事業のパートナー、買収先企業および特定の投資先企業を対象と

して、リスクベースの精査を実施しています。ソニーが独自に定めるレッ

ドフラグや高リスク地域への該当性、取引の類型、代理店や復代理人な

どの中間業者の有無をはじめとするリスクの度合いに応じた精査の手

続に従い、取引に携わるソニー社員、各社の法務部門や財務・経理部

門などの専門部署が適宜連携しながら事前精査を行います。継続的な

取引に関しては、取引開始後も定期的に精査を実施しています。リスク

の高い取引先 (代理店や復代理人などの中間業者も含む) には、腐敗

防止に関する適用法令およびソニーの贈賄防止に関する方針を遵守す

ることについて同意を求めています。
●  懸念が生じた場合には、その内容を踏まえてグローバル・ネットワーク

や各社の法務部門を通じて、事実確認および調査を実施の上、処分、改

善措置、再発防止策などについて検討し、適切な措置を講じます。また、

懸念が解消されるまで、適切な監督が行われます。

リスクアセスメントおよび規程の更新
●  ソニーは、腐敗防止に関する社員の意識を向上させ、不正行為を未然に

防ぎ、腐敗防止に関する法令や社内規則の遵守状況を監督するために、

腐敗防止に関する定期的なアセスメントと監査を行っています。
●  これらを踏まえて、直近では2023年にソニーグループ贈賄防止規程お

よびソニーグループ第三者精査規程を更新しました。

ソニーは引き続き、グループ内で腐敗防止に関する知見を共有し、より

強固な腐敗防止プログラムの維持推進に努めます※。

※  なお、2023年度におけるソニーの重要な訴訟その他の法的手続については、有価

証券報告書にて開示している通りです。2023年度有価証券報告書「第5 経理の状況

1 連結財務諸表等 (1) 連結財務諸表 連結財務諸表注記 32．パーチェス・コミットメン

ト、偶発債務およびその他 (3) 訴訟」240頁

有価証券報告書

反社会的勢力との関係排除
ソニーは、社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力に対しては

断固とした姿勢で臨み、関係排除に取り組んでいます。反社会的勢力とは

関係を持たず、反社会的勢力への利益供与や不法な要求にも応じません。

取引先の精査と社内周知を通じて、ソニー社員が犯罪組織や反社会的勢

力のメンバーと取引関係を持たないことを確保しています。
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24時間
365日
電話可能

33言語に
対応した
ウェブサイト

50言語に
対応可能な

第三者機関による
電話窓口

通報 報告 ソニーグループ (株)
監査委員会

コンプライアンス担当
執行役員

エシックス&トラスト部

エシックス&
コンプライアンス・
オフィサー

調査・確認

監督 報告

雇用・労働・職場環境
356件  72%

ビジネス倫理
66件  13%

その他
45件  9%

財産または情報の不適切な使用や濫用
9件  2%

会計・監査・財務報告
3件  1%

環境・安全衛生
13件  3%

合計

492件

注) グラフの%には四捨五入した整数を用いている

2023年度通報件数 (分類別)

通報制度 (ソニー・エシックス&コンプ
ライアンス・ホットライン)

ソニーは、「問題が提起され、受け止められる」企業文化 ― 懸念を抱い

た場合に、報復される心配なく問題を提起できる企業文化 ― は、不適切

な行為や法令違反のおそれを早期に発見し、予防するために必要不可欠

であると考えています。

問題を報告できる多様な窓口
ソニーは、ソニー・エシックス&コンプライアンス・ホットライン (ホットラ

イン) を含め、ソニー社員が問題を報告するために利用できるさまざまな

報告窓口を用意しています。

ホットラインのウェブサイトは33の言語に対応している他、電話での報

告も受け付けており、いずれも24時間365日利用可能です。ホットライン

の電話は、専門の教育を受けた第三者機関のオペレーターが対応し、通訳

のサポートにより50の言語での報告が可能になっています。ホットライン

に寄せられた全ての情報は秘密裏に扱われます。ホットラインへの電話は

録音されず、また追跡されることはなく、法律上の要請がない限り、匿名

で通報することができます。

ホットラインの調査体制と運用状況

ホットラインに寄せられた指摘は、通常の指揮命令系統から独立した体

制で調査されます。第三者機関は、指摘を受領した後、通報対象者との利

益相反の確認を経て、適切なエシックス&コンプライアンス担当者に必要

な情報を提供します。エシックス&コンプライアンス担当者は、当該情報を

精査の上、その調査について知見のある調査担当者を決定します。エシッ

クス&コンプライアンス担当者と調査担当者は、ソニーグループ株式会社

エシックス&トラスト部およびエシックス&コンプライアンス・オフィサーの

監督のもとで、寄せられた指摘について調査を行い、さらなる情報収集や

その他適切なアクションをとります。その上で、必要に応じ法務担当部署

やその他の専門部署および外部専門家と連携して、その案件を調査し、解

決する最適な方法を探ります。法令や社内規則違反が確認された場合、

マネジメントは、従来の業務システムの改善や、違反を行った社員への懲

戒対応などの必要な是正措置を講じます。

エシックス&コンプライアンス・オフィサーは、十分かつ公平な対応が確

保されるように、担当する事業領域における全ての通報内容、対応状況お

よび調査結果について確認します。また、それぞれのホットライン案件は、

案件によって、即時または月次でソニーグループ株式会社エシックス&トラ

スト部に報告され、同部からソニーグループ株式会社監査委員会に報告さ

れます。

2023年度は、ソニーグループ全体で492件の通報をホットラインで受

け付けました。次の円グラフは2023年度に受領した通報を通報分類別に

表示したものです。このうち、72%が雇用・労働・職場環境に関するもの、

2023年度に事実であることが裏付けられた案件は91件で、多くの改

善措置が取られました。それ以外には、事実であることが裏付けられな

かった案件や、調査が継続中のものなどが含まれます。

13%がビジネス倫理に関するものでした。
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以下の表は2023年度に受領した通報事例を一部例示したものです。

ホットラインの周知
ソニーは、懸念を抱いた際に問題を提起することの大切さと、問題を報

告するために利用可能な窓口の周知を継続的に行っています。行動規範

は、気づいた問題を見て見ぬふりをせず報告することは、ソニーや自分た

ちの同僚を守るために、ソニー社員一人ひとりが果たすべき責任であるこ

とを明記しています。また、行動規範の研修や継続的に発信しているメッ

セージにおいて、問題を報告することの大切さを伝えるとともに、ソニー・

エシックス&コンプライアンス・ホットラインのみならず、自らの上司、人事

担当、法務・コンプライアンス担当にも問題の報告ができることを周知し

ています。

また、最初に上長に対して問題が報告されることが多いことから、マネ

ジメントに対して、どうすればソニー社員が非倫理的な行為を見かけた際

に安心して問題を報告できる環境をつくることができるか、また、どうすれ

ば報復を未然に防ぎながら部下からの報告に適切に対応できるかについ

て、マネジャー研修の実施により周知しています。

2023年度の通報事例

通報の内容 ガイダンス 是正策および再発防止策

ある管理職の不適切な言動により、職場環境が悪化
している。

ソニーは、ハラスメントや差別のない職場環境づくり
を目指すことを「ソニーグループ行動規範」において表
明しています。

通報内容は事実と確認されました。対象者には職場で
の行動やコミュニケーションを改善するためのトレーニ
ングが提供されました。

ある機器を社内で紛失したにも関わらず、所定の社
内報告を怠っている。

「ソニーグループ行動規範」は、全ての記録と報告を正
確に、抜け漏れなく、誠実に、適時すみやかに行わな
ければならないと定めています。

通報内容は事実と確認されました。対象社員には注
意指導が行われ、かつ、会社資産の管理方法の見直
しを行いました。

ある社員が自身の勤怠記録に不適切な入力を行って
いる。

「ソニーグループ行動規範」は、不正確な記録や、誤解
を与える記録、虚偽の記録を作成してはならないこと
を定めています。

通報内容は事実と確認されました。当該社員に対し
て警告書を発出しました。

報復禁止の徹底
ソニーは厳格にあらゆる形式の報復を禁止しています。行動規範その

他の内部規則において、誠実に通報を行った社員への一切の報復を許容

しないこと、および通報者の匿名性を可能な限り維持することを明示的に

定めています。ソニーはこの方針を、教育研修を通じて全てのソニー社員

に周知し、報復行為にかかわったことが判明した社員には厳正な処置を

取っています。

モニタリング・評価
ソニーは、ソニー全体における倫理・コンプライアンスプログラムの有効

性や浸透度合いを評価する複数の施策を行っています。これらの施策に

は、グローバルベースでのプログラムの実施状況に関する評価の実施や、

ホットラインや倫理・コンプライアンスに関する社内調査の結果、監査や

評価の結果や第三者ベンチマークの情報など複数の情報源を利用した

データ分析などがあります。ソニーはリスクに応じたコンプライアンスの評

価統制の検証も行っています。

コンプライアンスプログラム・レビュー
ソニーは、ソニーの倫理・コンプライアンスプログラムの監視に特化した

モニタリング担当部署を設置しています。監視活動の重要な要素のひとつ

は、定期的なコンプライアンスプログラム・レビューの実施です。レビュー

は、グループ各社におけるプログラムの実施状況をエシックス&コンプライ

アンス担当者と協力し、自動化されたリアルタイムのプロセスで行われ、エ

シックス&コンプライアンス担当者への教育目的も兼ねて行われます。レ

ビューの過程で特定されたそれぞれの発見事項やギャップに対しては、ア

クションプランが設定され、進捗が監視されます。

倫理・コンプライアンスプログラムの運用を継続的に改善していくため、

ソニーは今後も定期的なレビューを継続していきます。

エシックス・サーベイ
ソニーは、グローバルでソニーの倫理・コンプライアンスプログラムの有

効性と理解度を測定するため、社員に対する匿名式の調査を定期的に実

施しています。調査項目には、ソニーの倫理的な企業風土についての社員

の認識に関する詳細な質問が含まれています。

エシックス&コンプライアンス・オフィサーは調査結果の分析を通じ、調

査に参加したソニーグループ会社と連携しながら、必要に応じて倫理的な

企業風土をより良いものとするため対応を行います。 サステナビリティ関連情報

コーポレート・ガバナンス

概要

グローバル・エシックス& 
コンプライアンス・ネットワーク

ソニーグループ行動規範

倫理・コンプライアンスプログラム

プライバシー・個人情報保護

お客様本位の業務運営

倫理・コンプライアンス

テクノロジーの活用

環境

コミュニティ・エンゲージメント

責任あるサプライチェーン

品質・カスタマーサービス

アクセシビリティ

責任あるAIの取り組み

人権の尊重

安全衛生

人材

マテリアリティ

ソニーのサステナビリティ

編集方針・事業概要

At a Glance 2023

Sonyʼs Sustainability Vision

ソニーのサステナビリティに

関する基本方針

ソニーグループ行動規範

Sonyʼs Purpose & Values

Sustainability Report 2024

148



プライバシー・
個人情報保護

ソニーは、お客様や社員、その他のステークホルダーのプライバシー・個

人情報を保護し、ステークホルダーからの確かな信頼を得ることが非常に

重要だと考えています。

また、かつてないほど急速な勢いでプライバシーを巡る環境の変化や

情報通信技術の発展が起こりつつあります。世界中で新たなプライバシー

法が制定され、プライバシーに関するコンプライアンスの基準が引き上げ

られ続けています。加えて、クラウドベースのサービスおよびサイバー脅威、

ビッグデータ、革新的な技術が急速に進展していくと同時に、ソニーも日々

新たなプライバシーの課題とリスクに直面しています。

こうした変化に対応し、ステークホルダーからの信頼に応え続けるため、

ソニーはグローバルでのプライバシープログラムの継続的な強化に取り組

んでいます。ソニーはまた、ステークホルダーのプライバシー・個人情報を

保護するために、効果的に潜在リスクを管理し、プライバシー上の対応策

をシステムや製品に組み入れることができるよう、グループ全体のガバナ

ンス体制のもとで継続的な活動を行っています。

プライバシーガバナンス
ソニーでは、法務、コンプライアンス、プライバシー担当執行役員の責任

のもと、ソニーグループ全体をカバーするプライバシー・個人情報保護体

制を敷いています。ソニーのプライバシー対応は、関連する法令、原則お

よびベストプラクティスに基づくグローバルな規定や基準に則って実施さ

れています。これらの規定は、プライバシーに対するソニーグループ全体

での取り組み姿勢を明示し、ソニーが取得、保有、処理している個人情報

を適切に取り扱い、保護していくことを確保するために、役員および社員

が遵守すべき行動および手順を定義するものとなっています。

さらにソニーは、リスク環境、脅威および規制環境の変化に対応できる

よう、定期的にこれらの規定および基準の見直しと改定を行っています。

一例として、グローバルプライバシーマネジメントフレームワークを通じ、

個人情報を適切かつ倫理的に取り扱うことによって、お客様、社員、その

他のステークホルダーとの信頼を確保することを目的とする一連のプライ

バシー倫理原則を導入しました。

ソニーの法務、コンプライアンス、プライバシー担当執行役員は、規定が

グループ全体で適切に実施、遵守されているかをモニタリングしています。

また、ソニーでは、ソニーの包括的なプライバシーマネジメントフレーム

ワークをソニーグループが遵守しているかどうかを定期的に評価し、潜在

的なリスクを積極的に特定し管理するためのコンプライアンスモニタリン

グプログラムが設けられています。ソニーの法務、コンプライアンス、プラ

イバシー担当執行役員の監督のもと、本社プライバシーグループ、プライ

バシー・個人情報保護に責任を負うグループ各社のプライバシーオフィ

サーと法務部門は、それぞれの組織内でこうした規定および基準が効果

的に実施されるよう連携しています。また、ソニーは、本社とソニーの主要

グループのプライバシーリーダーからなるプライバシーリーダーシップチー

ムを有しています。 このチームは、プライバシー上の戦略や方向性を定め、

ソニーの法務、コンプライアンス、プライバシー担当執行役員に助言を与

え、サポートする役割を担っています。

プライバシー・個人情報保護を推進していくためには、役員レベルでの

強力なサポートとガバナンスが欠かせません。ソニーグループ本社および

各社の役員は、組織内のプライバシーリスク管理に積極的に取り組み、プ

ライバシーを尊重する企業文化を確立し、信頼を獲得することに努めてい

ます。

プライバシー・個人情報の保護
ソニーでは、ソニーグループ共通のプライバシー管理フレームワークを

定め、データライフサイクルの各段階において、プライバシーに関する原則

および要件をソニーによるデータの取り扱いに組み込ませ、プライバシー

リスクの評価、対処を行うことでプライバシー・個人情報保護を継続的に

強化しています。

また、ソニーは、お客様、社員、ビジネスパートナーからの信頼を維持し

ていくため、個人情報を含めたソニーに託される情報を保護すべく、活動

の改善、管理およびセキュリティの強化に取り組んでいます。

社員研修
ソニーでは、一人ひとりの社員がプライバシー・個人情報を守っていく

役割を担っていると考え、全ての社員に情報セキュリティ・プライバシー研

修を受講することを義務付けています。加えて、社内でプライバシーを担

当する社員に対し、プライバシーに関する新たな規制や注目すべき動向に

ついて定期的な研修や情報提供を行っている他、プライバシーに関する

ワーキンググループやグループ全体のプライバシーコンプライアンスプロ

ジェクトを運用しています。
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お客様本位の業務運営

ソニーの金融事業を担うソニーフィナンシャルグループは、グループ全体

でお客様本位の業務運営に取り組んでいます。金融持株会社であるソニー

フィナンシャルグループ株式会社は、この取り組みを「お客さま本位の業務

運営方針」として明確にし、その子会社であるソニー生命保険株式会社、

ソニー損害保険株式会社およびソニー銀行株式会社は、各社でさらに具体

化した業務運営方針を定めています。これらの方針は、事業環境の変化

などにより定期的な見直しを実施し、取り組み状況については、各社の

取締役会などへ定期的に報告され、各社のウェブサイトで開示を行ってい

ます。

「お客さま本位の業務運営方針」および取り組み状況
ソニーフィナンシャルグループ株式会社

ソニー生命保険株式会社

ソニー損害保険株式会社

ソニー銀行株式会社

ソニーフィナンシャルグループ【お客様本位の業務運営】2023年度取
組結果等について

サステナビリティ関連情報
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コーポレート・
ガバナンス

■ これまでの取り組み

1961年 米国預託証券 (ADR) 発行、US-GAAPベースの連結決算導入

1970年 ニューヨーク証券取引所上場、四半期決算導入

1971年 社外取締役選任開始

1997年 執行役員制導入

2003年 委員会等設置会社移行
取締役会議長を社外取締役に

2005年 取締役会の過半数を社外取締役に
監査委員全員を社外取締役に

2015年 分社化の推進

2018年 報酬委員全員を社外取締役に

2021年 ソニーグループ株式会社の発足
指名委員全員を社外取締役に

概要

基本的な考え方
　ソニーグループ株式会社 (以下、「当社」) の歴史は、展開する事業や地

域、さらには資金調逹の方法が多様化していく中、いかに効果的にグルー

プを経営していくかを考え続け、ガパナンスを進化させてきた歴史でもあ

ります。その経緯から、当社は、企業としての社会的責任を果たし、かつ、

中長期的な企業価値の向上を目指した経営を推進するための基盤とし

て、コーポレート・ガバナンスが極めて重要なものであるとの考えのもと、

コーポレート・ガバナンス体制の構築とそのさらなる強化に取り組んでい

ます。具体的には、次の2つを実施することで、効果的なグループ経営の

実現に継続的に取り組んでいます。

1.   執行側から独立した社外取締役が相当数を占める取締役会が、指名、

監査および報酬の各委員会を活用しながら、経営に対する実効性の高

い監督を行い、健全かつ透明性のある経営の仕組みを構築・維持する。

2.   取締役会がグループ経営に関する基本方針その他重要事項について

決定するとともに、執行役を含む上級役員 (ソニーグループの経営に

おいて重要な役割を担う者) に対して、それぞれの責任範囲を明確に

した上で業務執行に関する決定権限を大幅に委譲することにより迅速

な意思決定を可能にする。

体制
前述に照らして、当社は、会社法上の「指名委員会等設置会社」を経営

の機関設計として採用するとともに、業務執行の監督機関である取締役

会の執行側からの独立性の確保、取締役会での活発な議論を可能にする

ための適正な規模の維持、各委員会のより適切な機能の発揮などに関す

る独自の工夫を追加しています。

サステナビリティ関連情報
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経営方針、経営戦略など
その他事業運営にかかる
方針

経営機構の概要

当社の中期経営計画や年度事業計画を含むソニーグループの経営の基

本方針は、当社取締役会規定に基づき、CEOを中心とする経営層の考え

を踏まえて取締役会にてさまざまな観点から十分に審議した上で決定し

ています。ソニーのPurpose & Values、グループ中期経営方針、各セグメ

ントの事業戦略、創業者の理念その他関連情報については、以下のペー

ジをご参照ください。

ソニーグループ ポータルサイト

ソニーについて

経営方針

事業説明会

創業者の理念とサステナビリティの考え方

設立趣意書

また、サステナビリティに関する理念および方針、計画や取り組みなど

については、以下のページをご参照ください。

ソニーのサステナビリティに関する基本方針

環境

人権の尊重

ダイバーシティ、エクイティ&インクルージョン

当社は、法定機関として、株主総会で選任された取締役からなる取締

役会、および取締役会に選定された取締役からなる指名・監査および報酬

の各委員会、ならびに取締役会で選任された執行役を設置しています。な

お、当社では、ソニーグループ全体を統括するCEO (最高経営責任者) 、お

よびソニーグループの経営において重要かつ広範な本社機能を所管する

者を執行役としています。また、CEOを含む執行役およびソニーグループ

の経営において重要な役割を担う者を上級役員としています。なお、当社

の経営陣につき、経営における役割や責任の大きさに応じて上席事業役

員、専務、常務、執行役員などの職位を付与しています。

ソニーグループ ポータルサイト｜役員一覧

監督

執行機能

株主総会

取締役会
監督機能

CEO、執行役を含む上級役員

その他の役員 (執行役員等)

報酬委員会指名委員会 監査委員会

内部監査部門

会計監査人

権限委譲

報酬決定等

報酬決定

委員会メンバーの選定・解職

監査

監査
監査報告 報告 監督・評価

連携
執行役を含む上級委員の

選解任等・権限委譲

取締役の
選解任議案の決定

会計監査人の
選解任議案の決定

選解任

取締役の選解任

※ 執行役およびソニーグループの経営において重要な役割を担う者を上級役員としています
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取締役会

※1 会社法第2条第15号に定める社外取締役の要件を満たしています

※2 業務執行取締役の吉田憲一郎および十時裕樹は、ソニーグループの各事業に関する包括的な知見を有し、ソニーグループ全体の経営戦略の策定およびその実行において重要な役割を担っています

2024年7月31日現在構成員：10名 (うち社外取締役8名)

氏名 役職 / 経歴 在任年数

所属委員会 / アサインメント 経験・専門性等

監査委員 指名委員 報酬委員
情報

セキュリティ
担当

企業のCEO / 
経営トップ

グローバル
ビジネス

多様性
(性別 / 国籍)

エンジニア
リング / 

IT / 
テクノロジー

当社事業 / 
関連業界の

経験
財務 / 会計 リスク

管理 / 渉外

吉田 憲一郎 代表執行役　会長 CEO 10年 ― ● ● ● ●※2 ● ●

十時 裕樹 代表執行役　社長 COO 兼 CFO 5年 ― ● ● ● ●※2 ● ●

畑中 好彦※1

(取締役会議長)
株式会社資生堂　社外取締役
元　アステラス製薬株式会社　代表取締役会長 5年 議長 ● ●

●
(ヘルス
ケア)

● ●

ウェンディ・ベッカー※1

(取締役会副議長)
Logitech International S.A.　取締役会議長
GSK plc　独立社外取締役　報酬委員会議長 5年 ● 議長 ● ● ●

●
(通信 /
民生品)

●

秋山 咲恵※1 株式会社サキコーポレーション　ファウンダー 5年 ● ● ● ● ●
●

(IT /
デバイス)

岸上 恵子※1 公認会計士
公益財団法人世界自然保護基金ジャパン　理事 4年 ● ● ● ● ●

ジョセフ・クラフト※1 Rorschach Advisory Inc.　CEO 4年 議長 ● ● ● ● ●
(金融)

● ●

ニール・ハント※1 Roku, Inc.　社外取締役
元 Netflix, Inc. チーフ・プロダクト・オフィサー 1年 ● ● ● ●

●
(エンタテ
インメント 
/ IT / ソフ
トウェア)

●

ウィリアム・モロウ※1 DIRECTV Entertainment Holdings LLC CEO 1年 ● ● ● ● ●
●

(通信 / エ
ンタテイン

メント)

● ●

此本 臣吾※1 株式会社野村総合研究所　取締役会長 新任 ● ● ● ● ●
(IT)

● ●
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目的・権限
●ソニーグループの経営の基本方針などの決定
● 当社の経営陣から独立した立場でのソニーグループの業務執行の監督
● 各委員会メンバーの選定・解職
● 執行役の選解任および執行役以外の上級役員の選解任状況の監督
● 代表執行役の選定・解職

なお、取締役会における決議事項や報告事項については、当社「取締役

会規定」に定めている通りです (取締役会規定の別表参照) 。

ソニーグループ株式会社 取締役会規定［PDF:254KB］

取締役会の構成に関する方針
当社は、取締役会による経営に対する実効性の高い監督を実現するた

めに、取締役会の相当割合を、法令および取締役会規定に定める資格要

件を満たす社外取締役で構成するよう、指名委員会において取締役会の

構成に関する検討を重ねています。その上で、指名委員会において、各人

のこれまでの職歴、経験、実績、各領域での専門性といった個人の資質や

取締役として確保できる時間の有無、当社からの独立性に加え、取締役会

におけるジェンダーや国際性を含む多様性の確保、取締役会の適正規模、

取締役会に必要な知識・経験・能力などを総合的に判断し、ソニーグルー

プの企業価値向上を目指した経営を推進するという目的に照らして適任

と考えられる候補者を選定しています。

取締役の員数は、当社取締役会規定において8名以上14名以下として

おり、2005年以降、取締役会の過半数は社外取締役により構成されてい

ます。

取締役の資格要件および再選回数制限
当社が取締役に関して、取締役会規定に定める資格要件は次の通りで

す。2024年6月25日時点での在任取締役は、いずれも同日時点において

以下の取締役共通の資格要件を満たしており、また、社外取締役について

は、社外取締役の追加資格要件を満たすとともに、東京証券取引所有価

証券上場規程の定める独立役員としての届出を同取引所に対して行って

います。

取締役共通の資格要件
●  ソニーグループの重要な事業領域においてソニーグループと競合関係

にある会社 (以下「競合会社」) の取締役、監査役、執行役、支配人その

他の使用人でないこと、また競合会社の3%以上の株式を保有していな

いこと。
●  取締役候補に指名される前の過去3年間、ソニーグループの会計監査

人の代表社員、社員であったことがないこと。
●  その他、取締役としての職務を遂行する上で、重大な利益相反を生じさ

せるような事項がないこと。

社外取締役の追加資格要件
●  取締役もしくは委員として受領する報酬・年金または選任前に提供を

完了したサービスに関して選任後に支払われる報酬以外に、過去3年

間のいずれかの連続する12カ月間において12万米ドルに相当する金

額を超える報酬をソニーグループより直接に受領していないこと。
●  ソニーグループとの取引額が、過去3年間の各事業年度において、当該

会社の当該事業年度における年間連結売上の2%または100万米ドル

に相当する金額のいずれか大きいほうの金額を超える会社の業務執行

取締役、執行役、支配人その他の使用人でないこと。

なお、社外取締役の再選回数は原則として5回 (通算6年) を上限とし、

例外的にそれ以降の指名を行う場合は指名委員会の決議に加えて取締役

全員の同意を必要としています。さらに、取締役全員の同意がある場合で

あっても、社外取締役の再選回数は8回 (通算9年) までとしています。

経験・専門性等 選定理由

企業のCEO / 
経営トップ

当社取締役会においては、ソニーグループの経営を
総合的に監督することが求められることから、企業
トップとしての経営に関する経験・知見が重要と捉
え、本項目を選定しています。

グローバルビジネス

ソニーグループはグローバルに事業を展開し、主要6
事業のうち半数が本社を米国に置いていることか
ら、グローバルに事業を展開する企業におけるマネ
ジメント経験・知見が重要と捉え、本項目を選定して
います。

多様性 (性別・国籍) 

ソニーグループは多様な事業を営んでいることから、
ジェンダーや国際性など多様なバックグラウンドを持
つ取締役が多面的な観点から監督を行うことが重要
と捉え、本項目を選定しています。

エンジニアリング / 
IT / テクノロジー

「テクノロジーに裏打ちされたクリエイティブエンタテ
インメントカンパニー」を標榜するソニーにおいて、
テクノロジーに係る研究開発の経験・知見や、IT / デ
ジタル技術等を利用した製品やサービスの開発の経
験・知見が重要と捉え、本項目を選定しています。

当社事業 / 
関連業界の経験

当社取締役会においては、ソニーグループの主要6
事業の監督に加え、事業ポートフォリオの組み換え
の検討を行うことが求められることから、ソニーの
事業またはその関連業界に関する経験・知見が重要
と捉え、本項目を選定しています。

財務 / 会計

当社取締役会においては、ソニーグループの財務戦
略、会計処理等に対する実効性の高い監督を行うこ
とが求められることから、財務および会計に関する
経験・知見が重要と捉え、本項目を選定しています。

リスク管理 / 渉外

当社取締役会においては、地政学リスク、情報セキュ
リティ、AIのような技術の急速な進化、地球環境問題
や社会の分断など、ソニーグループを取り巻く大きな
環境変化への対応を監督することが求められること
から、リスクの評価・管理に関する経験・知見、政府
機関 / NGO / 専門機関等における経験・知見が重
要と捉え、本項目を選定しています。

当社取締役に求められる経験・専門性等の選定理由

サステナビリティ関連情報
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目的・権限
●  株主総会に提出する取締役の選解任議案の決定
●  CEOが策定する、CEOおよび指名委員会が指定するその他の役員の後

継者計画の評価

なお、取締役の選解任議案については、取締役会の構成に関する方針

や取締役の資格要件および再選回数制限を踏まえて決定しています。こ

れらの詳細については、以下のページをご参照ください。

取締役会

指名委員会の構成に関する方針
指名委員会は取締役3名以上で構成され、その過半数は社外取締役と

するともに、委員会議長は社外取締役から選定されることとしています。

なお、指名委員の選定および解職は、指名委員会の継続性にも配慮して

行っています。2024年6月25日現在、3名の委員全員が社外取締役です。

指名委員会 後継者計画について
経営層のサクセッション

ソニーでは、CEOのサクセッションをグループの持続的な価値創出を実

現するための重要な取り組みのひとつとして位置づけています。CEOのサ

クセッションプランの内容については、独立社外取締役で構成される指名

委員会が、CEOに求められる要件に基づく後継者候補についてCEOを含

む執行側と議論を重ねた上で審議・評価し、その結果を取締役会に報告

しています。また、指名委員会では、CEOに加え、各事業や本社機能にお

いて重要な経営責任を担う上級役員のサクセッションプランについても、 

CEOを含む執行側から報告を受け、評価しています。

CEOサクセッションプランの具体的なプロセス
CEOのサクセッションにおいては、多様なビジネスを有するソニーを束

ねて経営するCEOに求められる要件を定義するとともに、内部候補者に

加えて、外部候補者も検討し、両者の比較を通じてより客観的に後継者候

補を評価しています。ソニー内外の候補者の探索は年間を通じて継続的

に実施し、そこから候補者を絞り込み、将来的な登用の可能性を踏まえて、

指名委員会での議論・評価を重ねています。なお、後継者候補の選定にあ

たっては、次期CEOへの承継までの時間軸を想定し、短期および中長期の

視点でそれぞれの候補者の検討を行っています。

氏名 役職

畑中 好彦 指名委員会議長 (社外取締役)

ウェンディ・ベッカー 指名委員 (社外取締役)

ジョセフ・クラフト 指名委員 (社外取締役)

構成員：3名 (うち社外取締役3名)

社外取締役に関する事項
当社は、各社外取締役が、取締役会や各委員会において、多様かつ豊

富な経験や幅広い見識、専門的知見に基づく経営に関する活発な意見交

換および議論を通じて、経営判断に至る過程において重要な役割を果た

すとともに、取締役会による経営に対する実効性の高い監督の実現に寄

与することを期待しています。かかる期待を踏まえた独立社外取締役を

含む取締役候補の選任方針・手続については、上記の通りです。なお、 

2024年6月25日現在、取締役会は10名の取締役で構成されており、その

うち8名が社外取締役です。また、取締役会議長および取締役会副議長は

社外取締役が務めており、指名委員会、監査委員会および報酬委員会は

いずれも、委員全員が社外取締役です。

上級役員の選解任方針・手続
当社では、CEOを含む執行役およびソニーグループの経営において重

要な役割を担う者を上級役員としています。

取締役会は、CEOを含む上級役員の選解任および担当領域の設定に関

する権限またはそれらに関する報告を求める権限を有しており、それらの

権限を必要に応じて随時行使するものとしています。

CEOを含む執行役の選任にあたって、取締役会は、指名委員会が策定

するCEOに求められる要件やCEO以外の執行役候補が当社の業務執行

において期待される役割などに照らして望ましい資質や経験、実績を有し

ているかの議論、検討を行った上で、適任と考えられる者を選任していま

す。また、執行役以外の上級役員については、その選解任状況に関する報

告を受けています。

また、CEOを含む上級役員の任期は1年としており、その再任にあたっ

ても直近の実績も踏まえて同様の議論、検討、決定、監督を行います。な

お、任期途中であっても、取締役会や指名委員会において必要と認める

場合、執行役の職務継続の適否について検討を開始し、不適格と認めた

場合には、随時、交代、解任を行います。
サステナビリティ関連情報

概要

経営方針、経営戦略などその他事業運営に
かかる方針
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目的・権限
●  取締役、執行役およびその他の役員の個人別報酬の方針の決定
●  報酬方針に基づく取締役および執行役の個人別報酬の額および内容の

決定ならびに執行役以外の上級役員の個人別報酬の額および内容の

決定状況の監督

報酬委員会の構成に関する方針
報酬委員会は取締役3名以上で構成され、その過半数は社外取締役と

するとともに、委員会議長は社外取締役から選定されることとしていま

す。また、CEO、COO (最高業務執行責任者) およびCFO (最高財務責任者)

ならびにこれに準ずる地位を兼務する取締役は報酬委員となることがで

きないものとしています。なお、報酬委員の選定および解職は、報酬委員

会の継続性にも配慮して行っています。2024年6月25日現在、3名の委

員全員が社外取締役です。

報酬委員会

氏名 役職

ウェンディ・ベッカー 報酬委員会議長 (社外取締役)

秋山 咲恵 報酬委員 (社外取締役)

ウィリアム・モロウ 報酬委員 (社外取締役)

構成員：3名 (うち社外取締役3名)

報酬の種類 概要

定額報酬
●  第三者による国内外企業経営者の報酬に関する調査

などを参考に、職責および人材確保の処遇競争力の
観点から適切な報酬となるよう設定

株式報酬
(譲渡制限付株式
または譲渡制限付
株式ユニット)

●  株主との価値共有を一層促進することおよび健全か
つ透明性のある経営の仕組みの構築・維持に対する
インセンティブとして、譲渡制限付株式または譲渡制
限付株式ユニット (RSU) を付与

●  譲渡制限付株式は、譲渡制限期間を取締役在任期間
中とし、原則として、退任時に譲渡制限を解除

●  譲渡制限付株式ユニット (RSU) は、原則として、退任
時に権利確定し、その後当社の普通株式を交付

会計監査人の選解任議案の決定・会計監査人の
独立性などに関する考え方

監査委員会は、CEOその他の執行役から推薦される会計監査人候補に

ついて、推薦理由の妥当性を評価した上で、候補の決定を行っています。

また、監査委員会は、選任された会計監査人の独立性、資格要件および適

正性、ならびに業務内容について継続的に評価を行っています。監査委員

会の活動に関する詳細については以下のページをご参照ください。

監査委員会監査、内部監査、会計監査の体制および状況

目的・権限
● 取締役・執行役の職務執行の監査
● 会計監査人の監督

監査委員会の構成に関する方針・監査委員の資格要件
監査委員会は、下記の要件を全て満たす取締役3名以上で構成され、そ

の過半数は社外取締役とするとともに、委員会議長は社外取締役から選

定されることとしています。また、監査委員は、適切な経験・能力および必

要な財務・会計・法務に関する知識を有する者より選定するものとしてい

ます。なお、監査委員の選定および解職は、監査委員会の継続性にも配慮

して行っています。
●  当社または当社子会社の業務執行取締役、執行役、会計参与、支配人

またはその他の使用人でないこと。
●  当社に適用される米国証券関連諸法令に定める“Independence”要

件またはこれに相当する要件を充足すること。

また、監査委員のうち少なくとも1名は、当社に適用される米国証券関

連諸法令に定める“Audit Committee Financial Expert”要件またはこれ

に相当する要件を充足しなければならないとし、当該要件を充足するか

否かは取締役会が判断しています。2024年6月25日現在、3名の委員全

員が社外取締役であり、うち岸上恵子は米国証券取引所法に定める

“Audit Committee Financial Expert”に相当する者です。岸上恵子は国

内外の多様な企業での監査実務経験と内部統制に関する専門性を有して

おり、財務および会計に関する相当程度の知見を有しています。

氏名 役職

ジョセフ・クラフト 監査委員会議長 (社外取締役)

岸上 恵子 監査委員 (社外取締役)

此本 臣吾 監査委員 (社外取締役)

構成員：3名 (うち社外取締役3名)

監査委員会 役員の報酬などの額またはその算定方法の決定に関
する方針

上述の通り、取締役および上級役員の個人別の報酬などの内容の決定

に関する方針は、報酬委員会が決定することとされており、報酬委員会に

よって定められた当該方針は次の通りです。

取締役報酬について
取締役の主な職務がソニーグループ全体の経営に対する監督であるこ

とに鑑み、グローバル企業であるソニーグループの経営に対する監督機能

の向上を図るため、グローバルな観点で優秀な人材を当社の取締役とし

て確保するとともに、その監督機能を有効に機能させることを取締役の報

酬決定に関する基本方針としています。なお、執行役を兼務する取締役に

対しては取締役としての報酬は支給していません。

この基本方針を踏まえて、取締役の報酬の構成を下表の通りとしていま

す。各報酬項目の水準および構成比については、第三者による国内外企

業経営者の報酬に関する調査に基づき、上記の方針に沿って適切に設定

しています。

サステナビリティ関連情報
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上級役員の報酬について
上級役員がソニーグループまたは各事業の業務執行の中核を担う経営層であることに鑑み、会社業績の一層の向上を図るため、グローバルな観点で優

秀な人材を当社の経営層として確保するとともに、短期および中長期の業績向上に対するインセンティブとして有効に機能させることを上級役員の報酬決

定に関する基本方針としています。

この方針を踏まえて、上級役員の報酬の基本的な構成を下表の通りとしています。各報酬項目の水準および構成比については、業績および株主価値への

連動を重視し、第三者による国内外企業経営者の報酬に関する調査に基づき、担っている職責に応じて適切に設定しています。

報酬の種類 概要

定額報酬
●  第三者による国内外企業経営者の報酬に関する調査などを参考に、職責および人材確保の処遇競争力の観点から適切な報酬と

なるよう設定

業績連動報酬

●  中長期および当該事業年度の経営数値目標の達成を目指すインセンティブとして有効に機能するよう適切な仕組みや指標を設定
●  具体的には、以下の(1)および(2)それぞれの指標の達成度を支給額決定の基礎とし、その達成度を踏まえて、標準支給額に対し、

原則0%から200%の範囲で支給額を変動させる
(1)  当該事業年度における、営業利益額、営業利益率等の連結または各事業の業績に関する指標 (以下「業績関連指標」) のうち、

担当領域に応じて設定された指標の達成度注)

(2) グループサステナビリティ評価の達成度
●  上記(2)のグループサステナビリティ評価については、担当事業・組織の枠にとどまらない、ソニーグループ全体の中長期的な企業

価値向上、持続的成長に向けた経営層としての取り組みに対する評価であり、例えば、経営のサクセッションや人的資本への投資、
社会価値創出およびESG (環境・社会・ガバナンス) の観点での取り組み、事業間連携での価値創造を加速するための取り組み、
社員意識調査によるエンゲージメント指標などを含む

●  業績連動報酬の標準支給額は、それぞれの職責に応じて、金銭報酬額 (定額報酬と業績連動報酬の支給額の合計額) 全体の内、
適切な割合となるよう設定

●  役員報酬返還に係るクローバックポリシーを導入済み (「ご参考：クローバックポリシー」参照) 

株式報酬
(ストック・オプションおよび譲渡
制限付株式または譲渡制限付株
式ユニット)

●  中長期的な株主価値向上を目指すインセンティブとして、ストック・オプションおよび譲渡制限付株式または譲渡制限付株式ユニッ
ト (RSU) を付与

●  ストック・オプションは、原則として、割当日から1年経過後より、毎年3分の1ずつ行使可能数の制限を解除 (割当日から3 年後に
全付与数が行使可能)

●  譲渡制限付株式は、原則として、対象者に株式を付与した事業年度にかかる株主総会日から3年後に、譲渡制限を解除
●  譲渡制限付株式ユニット (RSU) は、原則として、ユニットの付与日から3年経過時に権利を確定し、その後当社の普通株式を交付
●  基本的な方針として、グループ全体への経営責任・影響度がより大きい上級役員ほど、個人別報酬に占める株式報酬の比率が高

くなるよう設定 (「ご参考：長期視点を促す役員報酬構成」参照)
●  株式報酬は、それぞれの職責に応じ、金銭報酬額 (定額報酬と業績連動報酬の支給額の合計額) と株式報酬額の合計額に対して

適切な割合となるよう設定

株式退職金
●  在任年度ごとに報酬委員会にて定められるポイントを対象となる上級役員に付与し、退任時にその累積数に当社普通株式の株価

(終値) を乗じて算出される金額を支給

(ご参考：長期視点を促す役員報酬構成)

2023年度の執行役の報酬構成は以下の通りです。業績連動報酬につ

いては、標準支給額を用いています。株式報酬については、ストック・オプ

ションの2023年度の付与日時点の1株当たりの公正価値および譲渡制限

付株式の2023年度の発行価額を用いて算出しています。そのため、実際

の支給額を反映した報酬構成は、下記のグラフとは異なります。

(ご参考：株式報酬制度について)

当社は、当社の取締役および執行役を含む上級役員に対する株式報酬

として、ストック・オプション、譲渡制限付株式または譲渡制限付株式ユ

ニット (RSU) を付与しています。

かかる株式報酬は、社外取締役については、株主との価値共有を一層

促進することおよび健全かつ透明性のある経営の仕組みの構築・維持に

対するインセンティブとして機能させることを目的とし、執行役を含む上

級役員については、株主との価値共有を一層促進すること、ならびに、中

長期の業績および株主価値の持続的な向上に対するインセンティブとし

て機能させることを目的とするものです。

株式報酬の権利確定・譲渡制限解除の要件や、付与対象者および付与数

などの具体的内容は、第三者による国内外企業の株式報酬に関する調査な

どに基づき、報酬委員会において決定または監督しています。さらに、付与

数の決定に際しては当社株式価値の希薄化への影響を注視しています。

注)  小数第1位を四捨五入して記載しています。したがって、各欄の合計が100%となら

ない場合があります

CEO 11% 11% 78%

12% 12% 77%

18% 11% 71%

20% 12% 67%

22% 13% 65%

CTO

CSO

その他執行役

COO  CFO

定額報酬 業績連動報酬 株式報酬

(%)

0 20 40 60 80 100

定額報酬 業績連動報酬 株式報酬

注)  2024年度の指標。なお、2023年度においては、2023年度における連結調整後EBITDA、調整後EPS (1株当たり当社株主に帰属する当期純利益) 等の連結または各事業の業績に関

する指標のうち、担当領域に応じて設定された指標の達成度を踏まえて支給額を決定しました
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(ご参考：クローバックポリシー)

米国証券取引委員会は、2022年10月、過去に役員に対し支払ったイン

センティブ報酬の強制的な回収を会社に義務付けるための規則を採択

し、当該規則に基づき、ニューヨーク証券取引所が新たな上場基準を定め

ました。これを受け、当社の報酬委員会は、2023年10月2日を発効日と

して「ソニーグループ株式会社 クローバックポリシー」 (以下「本ポリシー」) 

を制定しました。

本ポリシーに基づき、当社は、財務諸表に関する重大な虚偽記載による

修正再表示 (以下「会計リステイトメント」) が発生した場合、当該会計リ

ステイトメントを実施すべき日から過去3年間の各事業年度において、本

ポリシーに定められた一部の役員 (元役員を含む) に対して支給または付

与されたインセンティブ報酬注) のうち、当該会計リステイトメント後の財務

諸表を前提として算出される当該役員が本来受けるべき報酬額を超過す

る部分について、当該役員が支払った税金を考慮せずに計算した金額を、

上記規則および基準に従い回収することとしています。なお、かかる回収

は、当該役員が、不正行為その他の会計リステイトメントの要因となる行

為に関与または寄与したかどうかにかかわらず、実行されます。

注)  当社の財務諸表を作成する際に使用される会計原則に則った数値、または、その一

部もしくは全部がかかる数値から算出される数値の達成度に基づき、その付与や権

利確定が決定される報酬

役員の報酬などの額またはその算定方法の決定方法
上記報酬方針に基づいた、取締役および執行役を含む上級役員の個人

別報酬支給額および内容は、報酬委員会により、またはその監督のもとで

決定されています。

具体的には、取締役については、原則、毎年、定時株主総会開催日後に

開催される報酬委員会において、各個人の対象事業年度における報酬の

基本支給額および内容を決定し、当該事業年度終了後に開催される報酬

委員会において、最終的な報酬支給額を決定しています。上級役員につ

いては、原則、毎年、前事業年度の最後に開催される報酬委員会におい

て、各個人の対象事業年度における報酬の基本支給額および内容を決定

または監督し、当該事業年度終了後に開催される報酬委員会において、

最終的な報酬支給額を決定または監督しています。

なお、業績連動報酬については、各上級役員について、業績連動報酬の

標準支給額ならびに業績関連指標 (各指標の配分を含む) およびグルー

プサステナビリティに関する目標が設定され、執行役については対象事業

年度終了後に開催される報酬委員会において、また執行役以外の上級役

員については報酬委員会による監督のもとで、それぞれ当該指標および

目標の達成度に応じて支給額を決定しています。

2023年度も同様の手続に基づき、取締役および執行役を含む上級役

員の個人別報酬支給額は、報酬委員会により、またはその監督のもとで決

定されており、報酬委員会においては、その内容は上記の方針に沿うもの

であると判断しています。

2023年度における執行役に対する業績連動報酬にかかる指
標の目標および実績

2023年度における執行役の業績連動報酬の標準支給額は、定額報酬

に対して60% ～ 100%の範囲で各執行役の職責に応じ設定しました。執

行役の業績連動報酬支給額の算定式は以下の通りです。

※1 標準支給額：定額報酬の60% ～ 100%の範囲で設定

※2  業績連動報酬支給率：担当領域に応じて設定された業績関連指標の達成度および

グループサステナビリティ評価の達成度により、原則0% ～ 200%の範囲で決定

＝ ×
執行役の

業績連動報酬
支給額

業績連動報酬
支給率※2

0%～ 200%
標準支給額※1

また、2023年度において執行役に主に適用された業績関連指標、評価

ウェイト、目標値および実績は以下の通りです。

評価指標 評価
ウェイト

2023年度目標値 
(連結)

2023年度実績 
(連結)

連結調整後
EBITDA注) 1 50% 1兆7,500億円 1兆8,180億円注) 3

調整後EPS注) 2 50% 669.5円 763.52円注) 4

ソニーの第四次中期経営計画においてグループKPIとされた調整後

EBITDAを指標として設定しました。また、株主価値・資本効率を意識する

インセンティブとして機能させるべく、調整後EPSも指標として設定しま

した。

業績関連指標のうち、2023年度の調整後EBITDAの目標値については、

2023年度の見通しとして2023年4月に公表した数値である1兆7,500

億円が目標値として設定されました。また、2023年度の調整後EPSの目

標値については、2023年度の当社株主に帰属する当期純利益見通しとし

て2023年4月に公表した数値である8,400億円を、2023年度期首希薄

化後発行済株式総数で除した669.5円が目標値として設定されました。

なお、2023年度の業績関連指標の実績は、調整後EBITDAが1兆8,180

億円 (当社株主に帰属する当期純利益は9,706億円) 注) 3、調整後EPSが

763.52円注) 4であり、それぞれ目標値を上回る結果となりました。2023年

度の執行役の業績連動報酬は、上記の、執行役の業績連動報酬支給額の

算定式に記載の通り、担当領域に応じて設定された業績関連指標の達成

度、およびグループサステナビリティ評価の達成度を支給額決定の基礎と

し、それぞれの達成度を踏まえ、標準支給額に対し、原則0%から200%の

範囲で決定されました。その結果、2023年度における、各執行役に対する

業績連動報酬の支給額は、標準支給額に対して、130.7% ～ 284.4%の範

囲でした。

注) 1  調整後EBITDA (Earnings Before Interest, Taxes, Depreciation and Amortization) 

＝当社株主に帰属する当期純利益＋非支配持分に帰属する当期純利益＋法人所得

税＋金融収益・金融費用に計上される支払利息 (純額) －金融収益・金融費用に計上

される資本性金融商品の再評価益 (純額) ＋減価償却費・償却費(コンテンツ資産に

含まれる繰延映画製作費、テレビ放映権ならびに自社制作のゲームコンテンツおよび

原盤制作費の償却費を除く) －当社が非経常的と判断する損益

 2  EPS (Earnings Per Share) は、1株当たり当社株主に帰属する当期純利益を意味

します。調整後EPSは、当社株主に帰属する当期純利益に対し、当社が非経常的と

判断する損益を調整した調整後当社株主に帰属する当期純利益を用いて計算さ

れます

 3  2023年度のIFRSに基づく当社株主に帰属する当期純利益と調整後EBITDAの調

整については、次頁の表をご参照ください
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※  2023年度の当社が非経常的と判断する損益の詳細については、当社の2023年度有

価証券報告書「第2 事業の状況　4 経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・

フローの状況の分析 (3) 経営成績の分析」に記載の通りです。詳細は、以下をご参照

ください

2023年度有価証券報告書

2023年度 
(億円)

当社株主に帰属する当期純利益 9,706

非支配持分に帰属する当期純利益 99

法人所得税 2,882

金融収益・金融費用に計上される支払利息 (純額) 34

金融収益・金融費用に計上される資本性金融商品の再評価 
(益) (純額)

△714

減価償却費・償却費 (コンテンツ資産に含まれる繰延映画製
作費、テレビ放映権、自社制作のゲームコンテンツおよび原盤
制作費の償却費を除く)

6,431

当社が非経常的と判断する損 (益) ※ △258

調整後EBITDA 18,180

注4)  2023年度の調整後EPSの実績値は、2023年度の調整後の当社株主に帰属する当

期純利益の実績値を、当該年度の希薄化後加重平均株式数で除して算出していま

す。2023年度のIFRSに基づく希薄化後EPSの計算に用いた当社株主に帰属する

当期純利益と調整後EPSの調整については、以下の表をご参照ください

2023年度

希薄化後EPSの計算に用いた当社株主に帰属する
当期純利益※1 億円 9,706

当社が非経常的と判断する損益 (法人所得税および
非支配持分にかかる調整を含む) ※2 億円 △274

調整後希薄化後EPSの計算に用いた当社株主に帰
属する当期純利益 億円 9,432

希薄化後加重平均株式数※1 千株 1,235,331

調整後EPS 円 763.52

※1  希薄化後EPSの計算に用いた当社株主に帰属する当期純利益と希薄化後加重平均

株式数については、当社の2023年度有価証券報告書「第5 経理の状況」連結財務

諸表注記『26．基本的及び希薄化後EPSの調整表』に記載の通りです。詳細は、以下

をご参照ください

2023年度有価証券報告書

※2  当社が非経常的と判断する損益にかかる税引前利益までの項目合計258億円から、

これらの項目に係る税効果60億円を減算し、子会社の解散にともなう税金費用の

減少76億円を加算した金額です。当社が非経常的と判断する損益の詳細について

は、当社の2023年度有価証券報告書「第2 事業の状況　4 経営者による財政状態、

経営成績およびキャッシュ・フローの状況の分析 (3) 経営成績の分析」に記載の通り

です。詳細は、以下をご参照ください

2023年度有価証券報告書

取締役、取締役会および各委員会を
支える活動・施策

当社は、取締役会による経営に対する実効性の高い監督の実現を担保

するために、さまざまな活動を行い、施策を講じています。主な活動・施策

などは以下の通りです。

社外取締役による活動
社外取締役である取締役会議長が、取締役会の運営を主導するととも

に、上級役員や社外取締役の間の適切な協力、コミュニケーションや連携

を図っています。その具体的な取り組みのひとつとして、社外取締役間の

情報交換、認識共有を目的とした社外取締役会を原則として取締役会の

開催日と同日に開催しています。

また、社外取締役による事業内容や経営課題の理解の促進、戦略議論

の充実などを目的として、経営層との戦略ワークショップ、取締役による

事業現場訪問、取締役会議長とCEOとの打ち合わせなどを複数回実施し

ています。

2023年9月には、米国カリフォルニア州ロサンゼルス近郊に所在する

SPEのオフィスやSony Interactive Entertainment LLCのゲーム開発スタ

ジオおよびプロフェッショナル向け映像制作スタジオであるDigital Media  

Production Centerを訪問し、クリエイティブ制作の現場を視察するとと

もに、映画事業のマネジメントと意見交換を行いました。また、同年12月

には、2日間にわたって戦略ワークショップを開催し、各事業セグメントの

CEOを含む当社の経営陣との直接の対話を通じて、第五次中期経営計画

に盛り込むべき内容を中心として、各事業を取り巻く環境および課題、お

よびこれらに対応するための戦略について意見交換を行った他、新規事

業開発を含む、ソニーグループとしての中長期的な戦略や課題についても

集中的に議論を行いました。

事務局などの設置
取締役会における建設的な議論、活発な意見交換や各取締役の活動を

支援するため、取締役会事務局および各委員会事務局を設置しています。

各事務局は、取締役会や各委員会における議論に必要な資料を各取締

役に対して事前に配布するとともに、経理情報、組織図、プレスリリース、

外部のアナリストレポートや信用格付けレポートなどの情報についても随

時提供しています。取締役会・各委員会の前には、資料の事前配布および

議案の事前説明を行うとともに、案件によっては、臨時の説明会を開催し、

取締役に詳細を説明しています。また、当日欠席した社外取締役に対し

て、後日、取締役会・各委員会において決議された内容などの説明を適宜

行うこととしています。さらに、各事務局は、取締役会議長および各委員

会議長の監督のもと、会議の開催頻度や各回における議題数が適切に設

定されるよう、年間の開催スケジュールや想定される審議項目を事前に

各取締役に共有しています。

必要な情報の提供など
取締役から必要な情報の提供を求められた場合には、各事務局がその

提供に努めるとともに、円滑な情報提供が実施できているかどうか適宜

確認しています。なお、取締役の役割・責務 (委員としての役割・責務を含

む) を果たすために必要な費用 (外部専門家の助言を受けることや、各種

セミナーへの参加費用など) については社内規程に基づき当社が負担す

ることとしています。
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監査委員会補佐役の設置
監査委員会の職務執行を補佐するため、監査委員会の同意のもと、取

締役会決議により監査委員会補佐役を置いています。監査委員会補佐役

は、ソニーグループの業務の執行にかかわる役職を兼務せず、各監査委員

の指示・監督のもと、自ら、あるいは関連部門と連携して、監査の対象と

なる事項の調査・分析・報告を行うとともに、必要に応じて監査委員会を

補佐して実査・往査を行っています。

取締役に対するトレーニング
当社は、新任取締役に対して、就任後速やかに、担当の上級役員または

外部専門家により、取締役や委員として求められる役割と責務 (法的責任

を含む) を主軸に置いたオリエンテーションを実施し、さらに、ソニーグルー

プの事業・財務・組織・体制などに関するオリエンテーションを実施してい

ます。また、就任後においても、社内規程に基づきコンプライアンスに関す

る研修を行うとともに、会社の事業などに関する状況を含め、その役割と

責務を果たすために必要な知識について、提供し、更新する機会を設けて

います。

取締役会および各委員会の
実効性評価の実施

実効性評価に関する当社の考え方
当社は、ソニーグループの企業価値向上を目指した経営を推進すべく、

継続的に取締役会および各委員会の機能および実効性の向上に取り組む

ことが重要であると考えています。この取り組みの一環として、当社は、

原則として年に1回、かかる実効性評価を実施しています。

直近の実効性評価
取締役会は、前回の実効性評価の結果を踏まえた対応が適切になされ

ていることを確認した上で、主に2023年度の活動を対象とした実効性評

価を2024年2月から5月にかけて実施しました。なお、今回の実効性評

価は、取締役会議長による主導のもと、評価自体の透明性や客観性を確

保することと専門的な視点からのアドバイスを得ることを目的として、国

内外のコーポレート・ガバナンスに高い知見を持つ外部専門家による第三

者評価も取得した上で、実施しました。

評価プロセス
まず、取締役会において、前回の実効性評価を踏まえた対応状況および

今回の実効性評価の進め方について確認しました。

その上で、外部専門家による第三者評価を実施しました。その評価手法

は以下の通りです。

● 取締役会議事録などの資料の閲覧および取締役会への陪席
● 取締役会・各委員会の開催・運営実務などに関する各事務局との確認
●  取締役会の構成、運営、取締役自身のコミットメント、各委員会の活動、

実効性評価の手法そのものなどに関する全取締役に対するアンケート

の実施
●  取締役会議長、各委員会議長、新任取締役および一部の執行役に対す

るインタビューの実施
● 日本および米国企業との比較など

その後、取締役会が、当該外部専門家より第三者評価の結果について

の報告を受け、その内容を分析・審議し、取締役会・各委員会の実効性確

保の状況を確認しました。

評価結果の概要
外部専門家による第三者評価の結果として、以下の点も踏まえ、取締役

会は、前回と同様、高く評価されるべき構成および運営がなされている旨

の報告を受けました。

●  アンケートおよびインタビューの結果からは、前回同様、取締役の全員

が、各委員会を含む取締役会の実効性を全般的に高く評価
●  新任取締役の加入により、取締役会の構成は国籍・拠点・専門性の各観

点においてさらに多様化
●  取締役会議長の交代もスムーズに行われ、新議長の運営について他の

取締役は高く評価
●  取締役会の実効性向上につながる取り組みについても、引き続き実施

されている
●  構成や開催態様などにおいて、日本企業の中では特筆すべき先進性を

見せており、また、米国上場企業の取締役会と比較しても多くの点で高

い評価が可能

取締役会としては、その報告内容を踏まえて実効性確保の状況について

分析・審議した結果、2024年5月時点において、取締役会および各委員会

の実効性は十分に確保されていることを改めて確認しました。なお、当該外

部専門家からは、取締役会・各委員会の実効性をさらに高めるために、他社

事例も踏まえて検討対象となりうる選択肢案がいくつか例示されました。
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上級役員・その他の役員

上級役員  
(当社においては執行役、上席事業役員および常務が
相当)

員数：14名 (執行役6名を含む)

ソニーグループ ポータルサイト｜役員一覧

目的・権限
職務分掌に従ったソニーグループの業務執行の決定および実行

取締役会からの権限委譲
取締役会は、グループ経営に関する基本方針その他経営上特に重要な

事項について決定するとともに、グループ経営に関する迅速な意思決定を

可能にすべく、CEOを含む執行役の担当領域の決定および上級役員の範

囲の設定を行った上で、CEOに対して、業務執行に関する決定および実行

にかかる権限を大幅に委譲しています。CEOはさらに、当該権限の一部を

他の上級役員に対して委譲しています。

その他の役員 (当社においては執行役員が相当)

員数：10

目的・権限
取締役会および上級役員が決定する基本方針に基づく、本社機能、研

究開発などの特定領域における担当業務の実行

評価結果などを踏まえた取り組み
当社は、ソニーグループの企業価値向上を目指した経営をさらに推進す

べく、今回の取締役会および各委員会の実効性評価の結果、ならびにか

かるプロセスの中で各取締役から提示された多様な意見や外部専門家か

ら提示された視点などをふまえて、継続的に取締役会および各委員会の

機能向上に取り組んでいきます。

なお、2023年2月から4月にかけて実施した前回の実効性評価以降、

取締役会の実効性向上につながる取り組みとして主に下記の事項を実施

しています。
●  第四次中期経営計画の進捗状況および結果のレビュー実施、ならびに

第五次中期経営計画の策定
●  事業ポートフォリオおよびキャピタルアロケーションの監督を継続
●  地政学および情報セキュリティを含むリスクに対する継続的な監督
●  新たな技術および社会の変化 (生成AI、サステナビリティなど) に関す

る戦略に係る議論の継続および深化

取締役会および委員会の活動状況
取締役会の活動状況

2023年度において当社は取締役会を7回開催しており、個々の取締役

の出席状況については以下の通りです。

　2023年度、取締役会は、四半期ごとのソニーグループ経営状況のレ

ビュー、ソニーグループの事業ポートフォリオに関する検討、第四次中期経

営計画の進捗および振り返りと第五次中期経営計画の策定、2024年度

事業計画の策定および重要な戦略的M&Aに関する事項に加え、倫理・コ

ンプライアンス・プログラムなどの内部統制の運用状況、サイバーセキュリ

ティや地政学リスクを含むリスクマネジメントに関する事項、生成AIの活

用やサステナビリティなどの新たな技術や社会の変化とそれらに対するソ

ニーの戦略および取り組みなど、幅広い事項について議論・検討を行いま

した。

氏名 開催回数※1 出席回数※1

吉田 憲一郎 7回 7回 (100%)

十時 裕樹 7回 7回 (100%)

畑中 好彦 7回 7回 (100%)

岡 俊子※2 7回 7回 (100%)

ウェンディ・ベッカー 7回 7回 (100%)

秋山 咲恵 7回 7回 (100%)

岸上 恵子 7回 7回 (100%)

ジョセフ・クラフト 7回 7回 (100%)

ニール・ハント※3 6回 6回 (100%)

ウィリアム・モロウ※3 6回 6回 (100%)

※1  開催回数および出席回数は、2023年度の1年間 (2023年4月1日から2024年3月

31日まで) における回数です

※2  2023年度に在籍した取締役のうち、岡 俊子は2024年6月25日開催の定時株主総

会終結の時をもって退任しました。また、同株主総会において此本 臣吾が取締役に

選任されました

※3  ニール・ハントおよびウィリアム・モロウは、前年の定時株主総会 (2023年6月20日

開催) において新たに取締役に選任されたため、開催回数および出席回数の記載は

他の取締役と異なります
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指名委員会の活動状況
2023年度において当社は指名委員会を5回開催しており、個々の委員

の出席状況については以下の通りです。

報酬委員会の活動状況
2023年度において当社は報酬委員会を5回開催しており、個々の委員

の出席状況については以下の通りです。

指名委員会における具体的な検討内容には、社外取締役候補者の決定

方針の議論や探索、CEO後継者計画が含まれます。これらに加え、各事業

や本社機能において重要な経営責任を担う上級役員の後継者計画につ

いても、CEOを含む執行側から報告を受け、評価しています。2023年度

の重点項目として、社外取締役候補者の決定については、企業CEO経験

を有する候補者からの選定を方針に掲げ、指名委員会にて確認、議論を

行いました。その結果、当該方針に基づいて1名の新任社外取締役の候

補者を決定しました。上級役員人事については、執行役 専務 CTOの北野 

宏明が副社長 CTOに就任する案、および各事業の重要な経営責任を担う

上級役員に係る後継者計画などについて、確認、評価を行いました。

監査委員会の活動状況
2023年度において当社は監査委員会を6回開催しています。個々の監

査委員の出席状況および2023年度に開催した監査委員会における具体

的な検討内容については後述の「監査委員会監査、内部監査、会計監査

の体制および状況」をご参照ください。

報酬委員会における具体的な検討内容には、各年度における、取締役

および執行役を含む上級役員の個人別の報酬などの内容の決定に関する

方針、報酬の支給額および内容が含まれます。また、当社が当社の執行役

および社員ならびに当社子会社の取締役その他の役員および社員に対し

て付与するストック・オプションを目的とした当社の新株予約権の1年間

の付与総数、ならびに、譲渡制限付株式や譲渡制限付株式ユニットと

いった当社株式を用いたその他の株式報酬などについての検討も行って

います。

当事業年度は、ソニーグループの中長期的な企業価値向上に向けた役

員の取り組みを促すべく業績連動報酬の評価指標にグループサステナビ

リティ評価の達成度を導入した他、報酬ガバナンス強化のためクローバッ

クポリシーを導入しました。また、2024年度以降に向けて、今後の株式報

酬の活用方針についても国内外の他社動向を踏まえて多面的な検討・議

論を行いました。

氏名 開催回数※1 出席回数※1

畑中 好彦 5回 5回 (100%)

岡 俊子※2 5回 5回 (100%)

ウェンディ・ベッカー 5回 5回 (100%)

※1  開催回数および出席回数は、2023年度の1年間 (2023年4月1日から2024年3月

31日まで) における回数です

※2  2023年度に指名委員として在籍した取締役のうち、岡 俊子は、2024年6月25日開

催の定時株主総会終結の時をもって退任しました。これにともない、同日開催の取

締役会の決議により、ジョセフ・クラフトが指名委員に選定されました

氏名 開催回数※1 出席回数※1

ウェンディ・ベッカー 5回 5回 (100%)

畑中 好彦※2 1回 1回 (100%)

秋山 咲恵 5回 5回 (100%)

ウィリアム・モロウ※2 4回 4回 (100%)

※1  開催回数および出席回数は、2023年度の1年間 (2023年4月1日から2024年3月

31日まで) における回数です

※2  2023年度に報酬委員として在籍した取締役のうち、畑中 好彦は2023年6月20日

に報酬委員を退任しました。これにともない、同日開催の取締役会の決議により、

ウィリアム・モロウが報酬委員に選定されました。そのため、開催回数および出席回

数の記載は、他の報酬委員と異なります
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2023年度 取締役会・委員会の年間スケジュール

サステナビリティ報告
サステナビリティ報告 サステナビリティ報告 サステナビリティ報告

監査計画決定 決算レビュー 決算レビュー 決算レビュー
監査意見作成
監査報酬の確認

職務執行の監査 (マネジメントインタビュー )

実績レビュー (主に決算)

戦略ワークショップ /
中期経営計画レビュー

情報セキュリティ報告

年度事業計画レビュー・決議

第五次中期経営計画レビュー・決議

実効性評価

取締役候補の選任方針の整理

サクセッションプランレビュー

報酬方針を踏まえた各要素 (KPI含む) の決定
譲渡制限付株式およびRSUの付与

ストックオプション
およびRSUの付与、

クローバックポリシーの導入

報酬方針、個人別報酬等の検討・決定

業績連動報酬に関する評価・支給

取締役候補の検討 取締役候補の選定 取締役候補の
選任方針の整理

取
締
役
会

指
名
委
員
会

報
酬
委
員
会

監
査
委
員
会

書面報告取締役会・委員会の開催日

情報セキュリティ報告

決算レビュー 事業所往査

事業所訪問

6月 10月 1月 4月
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内部統制体制

当社は、2006年4月26日開催の取締役会において、会社法第416条

第1項第1号ロおよびホに掲げる当社およびソニーグループの内部統制お

よびガバナンスの枠組みに関する事項 (損失の危険の管理に関する規程

その他の体制およびソニーグループの業務の適正を確保するための体制

を含む) につき、現体制を確認の上、かかる体制を継続的に評価し、適宜

改善することを決議しました。また、2009年5月13日および2015年4月

30日開催の取締役会において、かかる体制を改定・更新し、2024年5月

14日開催の取締役会において、現体制がかかる体制に沿っていることを

確認の上、引き続き継続的に評価し、適宜改善することを確認しました。

2024年5月14日開催の取締役会において確認された内容およびその運

用状況については、以下のウェブサイトで公開しています。

ソニーグループ ポータルサイト｜コーポレートガバナンス・内部統制

上記取締役会決議などを踏まえた主な体制の概要についてはそれぞれ

以下をご参照ください。

財務報告にかかる内部統制
当社の財務報告にかかる内部統制は、財務報告の信頼性および国際財

務報告基準 (IFRS) に準拠した対外的な報告目的の財務諸表の作成に関

する合理的な保証を提供するために整備および運用されています。

また、当社は、ソニーグループ本社機能の主要部分を所管する責任者に

より構成される組織横断的な運営委員会を設置しており、当該運営委員

会は、内部統制に関する必要な文書化・内部テスト・評価などのグローバ

ルな活動を監督・評価しています。そして、評価の結果、CEOおよびCFOは、

2024年3月31日時点におけるソニーグループにおける財務報告にかか

る内部統制は有効であるとの結論に至っています。

情報開示体制
当社は公開会社であり、その株式は日本および米国の証券取引市場に

上場されています。そのため、ソニーグループは、これらの国の証券関連

諸法・規則に従い、さまざまな情報を公開する義務を負っており、ソニーグ

ループは情報開示に関する全ての法令・規則を遵守していきます。また、

当社は、株主や投資家との信頼関係を醸成し、企業価値の最大化を図る

ために、適時かつ公正な情報開示を行うこと、正確な情報を分かりやすく

表現すること、開示情報の充実を図ることをIR活動の基本方針としてい

ます。これらを実現するための具体的な取り組みとして、「会社情報の適

時開示に関する統制と手続き」を構築しています。東京証券取引所、米国

証券取引委員会、その他の管轄機関への提出や届出、あるいはソニーグ

ループとして行うその他の情報公開に携わるソニー役員・社員は、情報開

示を、十分な内容で、公正、正確、適時かつ理解しやすく、また「会社情報

の適時開示に関する統制と手続き」に準拠したものにする必要がありま

す。かかる情報開示の過程において情報を提供するソニー役員・社員も

自己の提供する情報について同様の責任があります。

上記「会社情報の適時開示に関する統制と手続き」の一部として、主要

なビジネスユニット、子会社、関連会社および社内部署から潜在的重要事

項の報告を受け、ソニーグループにとっての重要性に照らして開示を検討

する仕組みを構築しています。この仕組みの設計・運営と適正な財務報

告の担保に関し、ソニーグループの本社機能の一部を所管する責任者によ

り構成される「ディスクロージャーコミッティ」という諮問機関が設置され

ており、CEOおよびCFOを補佐しています。

当社の会社情報の適時開示にかかる社内体制の状況については、当社

のコーポレートガバナンス報告書「V その他 2.その他コーポレート・ガバナ

ンス体制等に関する事項」もあわせてご参照ください。

コーポレートガバナンス報告書

リスク管理体制
ソニーグループの各ビジネスユニット、子会社、関連会社、社内部署は、

それぞれの担当領域において定期的にリスクを検討・評価し、損失のリス

クの発見・情報伝達・評価・対応に取り組んでいます。

当社の執行役を含む上級役員は、自己の担当領域において、ソニーグ

ループに損失を与えうるリスクを管理するために必要な体制の整備・運用

を推進しています。

また、グループリスク管理を担当する執行役は、関連部門による活動を

通じて、ソニーグループのリスク管理体制の整備・強化に取り組んでいます。

投資家の判断に重要な影響を及ぼす可能性のあるリスクとしては、例え

ば、「競合他社との競争激化による優位性および収益力の低下」「各国の

法規制を遵守するための新たなコストの発生」「各国の貿易制限、経済制

裁措置などによるグローバルな事業展開への影響」「長期性資産の減損損

失の計上」「新技術や配信プラットフォームの普及による消費行動の変化」

などがあると考えています。

2023年度有価証券報告書

危機管理体制
リスク管理のひとつの側面は、危機が起こった際に適切に対応するこ

と、またそのような危機に対する適切な準備をすることにあります。ソニー

グループでは、ソニーグループが直面する問題に最も近いビジネスレベル

や事業レベルでの危機管理や事業継続活動が必要となります。いくつか

の問題は、ソニーグループ全体に大きな影響を及ぼす可能性があるため、

多様化するリスクに対して、当社は、ソニーグループ全体での横断的な対応

を必要に応じて実行できるよう、グループ危機管理体制を敷き、ソニーグ

ループとして迅速かつ適切な危機管理を行える仕組みを構築しています。
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事業継続計画 (BCP：Business 
Continuity Plan) にかかる体制

ソニーグループでは、地震などの自然災害だけでなく、さまざまな事故

や災害などによる事業中断リスクを低減するため、各事業において、リス

クを特定・分析・評価し、サプライチェーン全体にわたるリスクマネジメン

ト強化の視点から事業継続計画の強化に取り組んできました。

2011年の東日本大震災やタイの洪水、2016年に発生した熊本地震に

おいて、エレクトロニクス事業にも大きな影響が発生しました。しかしながら、

これまでの事業継続対策を推進してきた経験を生かし、トップマネジメント

をはじめ全社一丸となって対応することができ、生産中断の影響を最小限

にとどめることができました。熊本地震の復旧活動で得た知見については、

日本の産業界全体の競争力強化とサプライチェーン強化に貢献するため、

業界団体を通じて関連企業や地元企業などと共有しました。

新型コロナウイルス感染症に対しても、2019年度中にソニーグループ

危機管理体制を立ち上げ、安全確保や感染拡大防止を最優先にした上

で、事業への影響を最小限にとどめるための対応を迅速に行いました。そ

の際には独自のガイドラインを策定し、それに沿った対策の実施および備

蓄品の支援などによる国内外での連携が事業継続につながりました。

本社では、ソニーグループの各事業の危機管理・事業継続計画のレ

ビューやソニーグループに重大な影響を及ぼすインシデント・事業中断に

備えた危機管理・事業継続の体制の規程を定め、整えています。その実効

性を高めるため、経営層および本社では、日本政府が想定している南海ト

ラフ地震などの自然災害を前提条件とした訓練を実施しています。

さらに国内外の各事業においても、事業中断による影響を極小化する

ために、規程に基づき各々危機管理・事業継続計画を策定・管理していま

す。また関連する会社、組織が連携を強化し、実践的な訓練を実施するな

ど、早期復旧の強化につながる取り組みを継続して行っています。

ソニーグループでは、事業継続計画を経営上の重要な施策と位置づけ、

今後もサプライチェーンのリスクマネジメント強化など、有効かつ実践的

な対応策を継続的に全社で取り組んでいきます。

建物・設備に関する事業中断リスク低減の主な取り組み
地震への対策

熊本地震の教訓を踏まえ、社員の安全確保に不可欠な耐震対策につい

て、国内ソニーグループ会社を対象とした指針を定めています。指針策定

にあたっては、立地ごとに想定される地震波を見直した上で、シミュレー

ションに基づくリスク評価を実施しています。指針で定める耐震対策の対

象には、建築躯体やユーティリティ設備だけでなく、天井材などの非構造

部材も含めることで、地震時の安全性向上を図り、特に優先度の高い安

全対策から順次実施しています。

火災への対策
建物や設備の火災早期発見・延焼拡大防止などの仕様について、ソニー

グループのグローバル指針を定めています。この指針に基づき、国内外の

製造事業所などでは毎年セルフチェックを行うとともに、定期的に本社担

当部門による現地調査を受けることで、適合性確認を実施しています。こ

れらを通じた課題抽出・改善計画立案などのPDCAサイクルを確立するこ

とで、リスク低減を実現しています。

水害への対策
気候変動要素に対して水害被害リスクが高い拠点に対して調査を実施

しました。今後状況に応じて被害軽減および早期復旧のための事前対策

を講じていきます。

事業中断リスク低減の推進事例
半導体製造事業所：免震構造の導入・火災リスク低減の取り組み

ソニーセミコンダクタマニュファクチャリング株式会社長崎テクノロジー

センターでは、2023年に完成した増設棟において、ソニーグループの製造

事業所としては初めて、免震構造を採用しました。この免震システムは、

複数の免震装置を組み合わせたハイブリッド免震構造で、地震動対策と

半導体工場に必要不可欠な微振動制御を同時に実現しています。

また、同増設棟においては、建物・設備の仕様をソニーグループのグロー

バル指針に適合させることで、火災リスク低減を実現しています。例えば、

火災の早期検知や火災の延焼防止として、NFPA規格※などに準拠したス

プリンクラー、超高感度煙検知システム、外壁・排気ダクトの不燃化、特高

半導体製造事業所：地震動予測システムの導入
ソニーセミコンダクタマニュファクチャリング株式会社では、2018年ま

でに、主要な事業所への地震動予測システムを設置しました。このシステ

ムは、地震の初期微動 (P波) を検知し、主要動 (S波) の大きさを予測する

ことで、主要動到達前に重要な半導体生産装置を安全に停止させ、装置

や製品を保護します。直下型地震にも対応可能なシステムとするため、事

業所を中心とする観測点と周辺観測点をネットワークで接続することで、

より早く・より精度の高い震度予測を実現しています。

半導体製造事業所：水害対策の取り組み
ソニーセミコンダクタマニュファクチャリング株式会社では、各事業所の

洪水災害想定リスクに対してシミュレーションなどから災害影響度評価を

実施し、重要設備などの被害軽減対策 (止水板設置など) を順次行ってい

ます。

ハイブリッド免震構造

受電変圧器間の耐火壁設置を行っています。

※  NFPA規格：NFPA (National Fire Protection Association：全米防火協会) が策定し

ている防火に関する規格
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サイバーセキュリティ
多くの企業と同様、ソニーグループは急速に巧妙化するサイバーセキュ

リティ上の脅威に直面しており、情報セキュリティの重要性は増し続けて

います。近年、グローバル企業が保有する情報の侵害を狙う悪意のある

第三者は、その数が増えているだけでなく、攻撃方法はより高度になって

きています。ソニーは、企業の財務的な成果の達成のみならず、株主、顧

客、社員、サプライヤーおよびビジネスパートナーを含む各ステークホル

ダーからの信頼を維持するために、サイバーセキュリティが重要であるこ

とを認識しています。こうした現状に対応し、お客様の信頼に応え続ける

ため、ソニーグループは情報セキュリティプログラムの維持および継続的

な強化に取り組んでいます。

リスク管理および戦略
ソニーは、リスク管理フレームワークの一環として、情報セキュリティプ

ログラムを維持し、また向上させていく努力を継続して行っています。この

プログラムは、ソニーグループ全体に対して適用され、サイバーセキュリ

ティリスクの管理およびガバナンスに係るフレームワークを含む内規およ

び基準、ならびに世界的に認められた業界のベストプラクティスおよび基

準に基づきソニーが策定したガイダンスに則って実施されています。これ

らの内規は、ソニー内における情報セキュリティに係る責任について規定

するとともに、ソニーおよびソニーの保有するシステムや情報に対するサ

イバーセキュリティリスクの評価および管理に関して役員および社員が遵

守すべき行動や手順についての要点を定めています。これらの内規は、サ

イバーセキュリティに係る脅威、リスク、技術、法令および規制の動向や環

境変化に対してソニーが効果的に対応していくことができるよう構築され

ています。ソニーは、こうした環境変化に対応するため、これらの内規を

必要に応じて修正しています。

仮に、ソニーのサイバーセキュリティリスク管理のための施策がサイバー

アタックにより破られた場合、ソニーは、情報セキュリティプログラムに規定

されたインシデント対応計画およびエスカレーションプロセスにしたがって

対応します。対応プロセスの中には、当該インシデントが重大なものである

か否かについての評価が含まれ、かかる評価は、インシデント対応中に判明

した新たな事実関係に応じて見直されます。重大なインシデントに該当しう

ると評価された案件については、ソニーの経営層に対してエスカレーション

され、また、2名の情報セキュリティ担当取締役に対しても報告されます。

2023年度において、ソニーは複数のサイバー攻撃の被害を受けました。

これらのインシデントはいずれも重大とは評価されず、また、ソニーの事

業戦略、業績または財政状態に対して重大な影響を及ぼすことはありませ

んでした。ただし、将来発生するインシデントが同様の結果となる保証は

ありません。

また、ソニーは、ソニーにサービスおよび製品を提供する会社やソニー

の情報を保持しまたはソニーのシステムや情報に電子的にアクセスする会

社を含む第三者に係るサイバーセキュリティのリスクを特定、管理するた

めの内規および手続を確立しています。かかる内規および手続には、第三

者のサイバーセキュリティおよびプライバシープログラムを評価すること、

契約締結の前提としてかかる評価結果を考慮すること、締結する契約中

にサイバーセキュリティおよびプライバシーに係る要件を含んだ条項を置

くことなどが含まれます。

情報セキュリティプログラムの大部分はソニーの社員によって実施され

ていますが、ソニーは、情報セキュリティプログラムの強化およびサポート

を目的として、必要に応じて、優れたサイバー対応専門家やコンサルタン

トなども活用して、組織体制や内規など、プログラムを各側面から評価し、

改善することに役立てています。

情報セキュリティプログラムの構造およびガバナンス
ソニーの情報セキュリティプログラムは、上級役員であるソニーグルー

プ チーフ・デジタル・オフィサー (以下「CDO」) およびソニーグループ チー

フ・情報セキュリティ・オフィサー (以下「CISO」) の責任のもと、実施され

ています。なお、CISOはCDOにレポートしています。

CDOおよびCISO主導のもと、ソニーグループ全体を横断して活動する

グローバル情報セキュリティチームによるサポートを受けて、ソニーは、内

規の規定するサイバーセキュリティリスクの管理およびガバナンスに係る

フレームワークを実施しています。ソニーの各事業セグメントには、エグゼ

クティブ・情報セキュリティ・オフィサー (以下「EISO」) と称する情報セキュ

リティ責任者が設置されており、EISOは、CISOおよび各ビジネスユニット

の経営層にレポートしています。EISOおよびEISO傘下のチームは、サイ

バーセキュリティリスクの評価および管理を含む、それぞれのビジネスユ

ニットに応じた情報セキュリティプログラムの実施および運用に対する責

任を負っています。CISOは、EISOと連携し、ソニーの内規が適切に実施・

遵守されているかどうかモニタリングしています。

現CDOは、ソニーグループ内で、大規模ネットワーク製品・サービスの

開発、技術的運用、事業運営の立ち上げや監督を行った経験を有し、その

中で、情報セキュリティプログラムの実施・運用の監督も行っていました。

また、現CISOは、40年以上にわたるサイバーセキュリティの経験を持ち合

わせており、ソニー入社前は、米国・国防総省において、サイバーセキュリ

ティ担当のデピュティ・チーフ・インフォメーション・オフィサー (同省にお

いてCISOに相当する役職) を、それ以前は、同省の国防情報システム局 

(DISA) の情報保証最高責任者 (CIAE) などの役職を歴任しました。

ソニーグループのCEOおよびCOOは、情報セキュリティプログラムを監

督するため、CDOから定期的に報告を受けるとともに、CISOからは月次

で報告を受けています。また、インシデント対応時には必要に応じて追加

の報告を受ける他、CDOおよびCISOからは年間を通じ随時ブリーフィン

グを受けています。ソニーグループの各事業セグメントの責任者は、CDO

およびCISOからの月次報告に加え、各事業セグメントのEISOからも報告

およびブリーフィングを受けています。

取締役会は、以下の方法などにより、ソニーの情報セキュリティに係る取

り組みを監督しています。
●  社外取締役2名が、CDOおよびCISOとの月次の会議やインシデント対

応時の臨時でのコミュニケーションを通じて、ソニーの情報セキュリティ

に係る取り組みを監督しています。これらの会議では、重大なサイバー

セキュリティインシデントや、ソニーグループとしての方針およびサイ

バーセキュリティに関する重要な取り組みなどについて議論しています。
●  この2名の社外取締役のうちの1名は、大規模な情報システム開発に関

する豊富な経験を有しており、サイバー攻撃に関するリスクの管理につ

いての経験も持ち合わせています。
●  もう1名の社外取締役は、情報セキュリティ担当取締役に加え、監査委

員会議長も務めています。
●  取締役会は、情報セキュリティ担当の社外取締役からの報告を受けると

ともに、CDOおよびCISOからも年に数回のブリーフィングを受けていま

す。取締役会としても、これらの事項についての議論を行っています。
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監査委員会監査、内部監査、会計監査
の体制および状況

監査委員会監査体制・状況
監査委員会は、法令および取締役会の制定による監査委員会規定に基

づき、2023年度に6回開催した監査委員会での審議、ならびに、各監査委

員の活動 (当社の執行役および使用人あるいは主要子会社の取締役・監

査役・使用人の職務執行についての確認もしくは報告の受領、事業所往査

など) および監査委員会の職務を補助すべき使用人 (補佐役) に行わせる

活動 (重要な経営執行にかかる会議への陪席、執行役の決裁書類などの

閲覧など) を通じて、執行役および取締役の職務執行の監査を行いました。

監査委員会は、上記に加えて、内部監査部門およびソニーグループの内

部統制を担当する各部門と連携して行う「組織監査」を行っており、監査

委員会または適宜開催するその他の会議などを通じて上記各部門より定

期的に報告を受け、また必要に応じて調査の依頼をし、その経過および結

果について報告を受けています。なお、2023年度において内部統制部門

との会合を9回、会計監査人との会合を11回行いました。

2023年度に開催した監査委員会への個々の監査委員の出席状況につ

いては以下の通りです。

氏名 開催回数 出席回数

岡 俊子 6回 6回 (100%)

岸上 恵子 6回 6回 (100%)

ジョセフ・クラフト 6回 6回 (100%)

監査委員会における具体的な検討内容には、三様監査における監査計

画の確認、各年度における重点監査項目の特定および監査、決算状況およ

び決算関連開示書類の確認、内部統制システムの整備・運用状況の確認、

財務報告監査およびSOX404条関連活動、内部監査活動の監査、会計監

査人の報酬内容および決定プロセスの確認、会計監査人による監査の相

当性の監査、会計監査人の評価が含まれます。これらに加え、上級役員お

よびその他の役員との面談を実施し、各事業および本社機能それぞれの

担当領域における課題認識、リスク管理状況などについて報告を受け、対

話を行っています。

2023年度の重点監査項目は、非財務情報の開示、リスク管理、新会計

基準適用の影響および子会社管理でした。前述の組織監査を通じて、以

下のとおり監査活動を実施しました。

(i) 非財務情報の開示

 気候変動などの非財務情報の開示および保証に関する国内外の法令に

関する最新動向に関して内部統制部門から報告を受け、社内の対応状

況を確認しました。また、会計監査人と関連する開示基準および保証基

準の動向について議論しました。

(ii) リスク管理

 情報セキュリティに関する社内体制および課題を含むリスク管理全般に

ついて、前述の上級役員およびその他の役員との面談における確認に

加え、内部統制部門からの報告を受け、継続的な対応強化に向けて意

見交換を行いました。

(iii) 新会計基準適用の影響

 IFRS第17号「保険契約」の適用による財務諸表への影響について、内

部統制部門および会計監査人から報告を受け、財務諸表の内容を確認

しました。

(iv) 子会社管理

 事業領域ごとに内部監査部門の責任者から子会社の監査活動に関す

る報告を受け、意見交換を行いました。また、会計監査人から当社連結

内部監査体制・状況
当社の内部監査を行う組織としてリスク&コントロール部 (約30名) が

設置されています。リスク&コントロール部は、ソニーグループの主要関係

会社に設置された内部監査部門と連携の上、グローバルに統制の取れた

内部監査活動の遂行を目的として、ソニーグループとしての内部監査方針

を定め、グループの内部監査体制の整備・拡充に努めています。リスク&

コントロール部および各内部監査部門は、ソニーグループのガバナンスの

一翼を担う機能として、独立性と客観性を保持した監査を行うことにより、

グループにおける内部統制システムやリスクマネジメントの有効性などの

評価を行い、ソニーグループの経営体質の強化・経営能率の増進、企業イ

メージを含む重要資産の保全ならびに損失の未然防止に寄与しています。

リスク&コントロール部および各内部監査部門は、それぞれ担当する部

署・関係会社を対象に、年度初めに行われるリスク評価をベースに、当社

のマネジメントあるいは監査委員会からの特命事項も含め、年間の監査

計画を立案し、内部監査を実施しています。個別の内部監査は、予め定め

た監査手続に則り実施され、監査報告書発行後も、監査結果に基づく改

善計画が完了するまでフォローされます。

また、執行側の一機能でありながらも、客観的かつ公正不偏な内部監

査を遂行するため、その独立性を担保する仕組みとして、当社のリスク&

コントロール部の責任者の任免について、監査委員会の事前同意を要件

としています。

その上で、主要関係会社の内部監査部門の責任者の任免については、

リスク&コントロール部の責任者による事前同意を要求しています。

リスク&コントロール部は、監査の結果を監査報告書にまとめ、定期的

に監査委員会および担当上級役員の双方に対して報告しています。

また、内部監査部門は、会計監査人に内部監査活動 (計画と実績) の状

況説明と監査結果の報告を定期的に行っており、内部監査計画の立案時

および内部監査を実施する際に適宜、会計監査人が発行した監査報告書

を活用しています。

情報セキュリティの要となる社員研修
ソニーグループは機密情報の保護に際して、社員の役割を非常に重視

しています。情報セキュリティの脅威に対する社員の意識を高めるため、

全社員に対して情報セキュリティをテーマとする年1回の研修を義務付

け、インシデント報告の方法や、リスク低減のために避けるべき行動を学

べるようにしています。また、フィッシング詐欺に関する研修も定期的に実

施し、電子メールを起因とするサイバー攻撃の特定および回避方法につい

て社員の理解度を確認しています。

子会社の監査計画、その経過および結果についての報告を受けました。
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税務戦略の方針とガバナンス体制
税務方針

ソニーグループは、高い規範を持って、倫理的かつ誠実に事業活動を行

い、納税義務を果たしています。「ソニーグループ行動規範」は、事業活動

を行う各国・地域で適用される税法や関連規則および国際税務に関する

一般的に認められたルールやガイダンスを遵守することがソニーの基本

方針であることを定めています。ソニーは、その業務に関連するこれらの

税法と関連規則を、立法趣旨とあわせて理解し、遵守します。

税務ガバナンス体制
このグローバルな税務方針に基づき、ソニーグループ各社は、ソニーグ

ループ全体の税務を統轄するGlobal Tax Office (GTO) のサポートのも

と、各社の事業に適用される税法や関連規制を理解し、遵守する責任が

あります。GTOのグローバル統括責任者は、ソニーグループ株式会社の税

務担当執行役員 (2024年3月末時点) であり、同社の取締役であるCFO

税務プランニングに対する姿勢
ソニーグループは、複雑かつグローバルな環境において多様な事業活

動を行っており、税務マネジメントはひとつの重要な要素です。ソニーグ

ループは、事業目的と事業実態に沿って、納税者としての責任を踏まえた

適切な税務運営を行っています。ソニーグループは、税法の趣旨に反する、

租税回避や利益移転のみを目的とした取引は行いません。税務担当は、

事業提案の承認プロセスにおいて、税務面での影響が明確に理解される

よう適切な助言を行います。適用される税法を遵守し、ソニーグループの

ブランド価値を守るという義務を果たしていきます。

ソニーグループが事業活動を行う国や地域では、その地域への投資の

招致などの政策を目的として、一定の所得や費用に対して、特別な所得控

除、税額控除、免税などのさまざまな優遇税制が導入されることがありま

す。当社は、その優遇税制が、関連する基準を満たす全ての納税者にとっ

て幅広く利用可能であり、そのための要件が多様な事業目的と相反しな

い場合には、株主に対する義務としてそのような優遇税制を活用すべきと

考えています。

税務リスク
ソニーグループは、事業の意思決定プロセスを支援するために、専門的

かつ入念な分析と判断をもって税務リスクを評価します。また、必要に応

じて第三者の専門家の助言を求め、適切と判断される場合には関連する

税務当局へ相談し、解釈を求めることがあります。しかし、税法は必ずし

もその解釈が明確であるとは限らず、相違が生じることがあります。ソニー

グループは、税務処理の妥当性を注視し、事実関係や税法の検討結果に

基づき、その処理の妥当性が認められない可能性がより高いと考えられ

る場合には、然るべき会計基準に則り税金費用を計上しています。

税務当局との関係
ソニーグループは、税務当局に対し真摯に対応し、良好な関係の維持に

努めています。税務当局の質問に対する回答の全てにおいて、ソニーグ

ループが理解している事実を誠実かつ正確に説明しています。

透明性
当社は、日本の税法に従って国別報告事項を毎年作成・提出するととも

に、ソニーグループが事業活動を行う国や地域の税法に従って事業概況

報告事項を作成・提出しています。

ソニーグループ株式会社
CFO

GTOグローバル統括責任者

ニューヨーク /
ロサンゼルス ロンドン シンガポール 東京

GTOレポーティングライン

会計監査の状況
当社は、2007年以降、PwC Japan有限責任監査法人との間で監査契

約を締結し、会計監査を受けています。2023年度において当社の会計監

査業務を執行した、PwC Japan有限責任監査法人の公認会計士の氏名

は以下の通りです。なお、PwCあらた有限責任監査法人は2023年12月

1日付でPwC京都監査法人と合併し、名称をPwC Japan有限責任監査法

人に変更しています。

業務を執行した公認会計士の氏名
指定有限責任社員 業務執行社員

石橋武昭※、原田優子※、近藤仁※、光廣成史※

※  連続して監査関連業務を行った年数については、7年以内であるため記載していま

せん

ソニーの会計監査業務にかかる補助者の構成
公認会計士 31名、その他 78名

に直接報告しています。税務に関する重要事項については、監査委員会

に報告され、必要に応じて、取締役会への報告に含まれます。

GTOは、税務リスクを適切に認識し、管理し、報告するための一連のプ

ロセスおよび統制を導入しています。これには、各社の経理・財務チーム

との定期的な情報共有、文書化された業務レビューのプロセス、税務申告

書作成およびレビューに携わる社員のための定期的な研修、GTOのグ

ローバル統括責任者への定期的な報告が含まれます。

付加価値税、物品税などの取引税、関税、個人所得税およびその他の税

金は、各事業に関連する部門の財務責任者が最終的な責任を負っていま

す。GTOは、これらの部門の財務責任者と密接に連携し、重要な税務リス

クまたは誤りを認識した場合には、必要に応じて関連する税務当局とも確

認しながら、サポートを提供します。
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株主その他
ステークホルダーとの関係

イノベーションと健全な事業活動を通じて、企業価値の向上を追求する

ことが、ソニーグループの企業としての社会に対する責任の基本をなすも

のです。ソニーグループは、その事業活動が、直接、間接を問わず、さまざ

まな形で社会に影響を与えており、そのため健全な事業活動を営むため

には、株主、顧客、社員、調達先、ビジネスパートナー、地域社会、その他

の機関を含むソニーグループのステークホルダーの関心に配慮して経営

上の意思決定を行う必要があると認識しています。ソニーグループの役

員・社員は、このことを踏まえて、ソニーグループの事業を遂行するよう努

力するものとしています。

株主との対話方針および
対話の実施状況などについて

当社は、株主や投資家の皆様との信頼関係を醸成し、企業価値の最大

化を図るために、適時かつ公正な情報開示を行うこと、正確な情報を分か

りやすく表現すること、開示情報の充実を図ることをIR活動の基本方針と

しています。かかる基本方針のもと、IR活動を担当する執行役として、取

締役会の決議によりCFOを指定し、CFOのもと、IR担当執行役員およびIR

担当部署が株主および投資家の皆様との建設的な対話の促進に取り組ん

でいます。かかる対話の促進に必要な情報の収集は、経営企画、財務、経

理および広報などの関連部署ならびに各事業部門とも連携の上、IR担当

部署を中心に実施しています。

株主との対話の実施状況など
2023年度の対話の実施状況に関しては、IR担当執行役員およびIR担

当部署による個別面談およびグループミーティングに加えて、CEO、COO

兼CFOおよび本社機能または各事業部門の責任者を含む当社経営層に

よる経営方針説明会、事業説明会、サステナビリティ説明会などの投資家

向け説明会およびイメージセンサー製造事業所の見学ならびにそれらの

終了後の個別面談およびグループミーティングを実施し、主要な投資ファ

ンドのポートフォリオマネジャーやアナリスト、ガバナンス・議決権行使の

マネジャーを中心に、国内外の幅広い機関投資家との対話を行いました。

加えて、一部の社外取締役と機関投資家との個別の対話の機会も設けま

した。

これらの対話における投資家の主な関心事項としては、業績の概況に

加え、ゲーム&ネットワークサービス事業を中心にエンタテインメント事業

およびイメージセンサー事業の事業環境・競争優位性・今後の成長性、モ

ビリティといった新規領域での取り組み、金融事業のパーシャル・スピンオ

フを含む事業ポートフォリオやM&Aに対する考え方、2021年度から

2023年度までの第四次中期経営計画の振り返りと2024年度から2026

年度までの第五次中期経営計画の内容、株主還元に対する考え方、環境

などのサステナビリティへの取り組みなどが挙げられます。対話で得られ

た投資家の関心事項や意見は、IR担当部署より適時に取締役会および経

営層にフィードバックし、開示の拡充も含む将来の対話の充実につなげて

います。

機関投資家との対話に加えて、IR担当部署による個人投資家向けの説

明会を複数回実施し、ソニーの各事業の概要や戦略、サステナビリティ、

株主還元にかかる当社の考え方などについて説明する機会を設け、個人

投資家との積極的な対話にも努めています。

株主や投資家の皆様との対話にあたっては、インサイダー情報を伝達し

ないことをその方針とし、伝達する内容については、IR担当部署が、事前

に法務などの関連部署や外部専門家と適宜確認することとしています。

業績発表に関する一連の資料、経営方針説明会などの投資家向け説明会

資料および適時開示は、原則として日本語と英語の両方で同時に情報開

示を行っています。

当社の「情報開示に関する統制と手続き」やIR活動の詳細については、

以下のウェブサイトをご参照ください。

情報開示体制

ソニーグループ ポータルサイト｜投資家情報

株主総会の運営
株主総会の運営に関する当社の考え方は以下の通りです。

株主総会の基本方針
当社は以下2つの株主総会の基本方針を掲げ、株主が発言しやすい環

境づくりに努めています。
●  株主総会当日に出席できない株主が、できる限り多く議決権を行使で

きるようにする。
●  株主総会当日に出席した株主と経営層との直接のコミュニケーション

を図る。

株主総会日については、会場確保の都合により変動しますが、集中日の

1週間前を目処に設定しています。また、株主総会前日までの議決権行使

における賛否の内訳を当日の議案採決の際にスクリーンに表示するなど、

透明性の高い株主総会運営に努めています。

さらに、2021年に株主総会ライブ中継 (ハイブリッド参加型バーチャル

株主総会) を実施し、2022年からはライブ中継を視聴している株主の方

からのコメント受け付けも実施しています。

株主総会における権利確保のための取り組み
四半期ごとに株主構造を把握することにより、株主の権利の適切な行

使に関する環境整備、平等性の確保、少数株主や外国人株主に対する十

分な配慮を行い、信託銀行などの名義で株式を保有されている機関投資

家を含む株主の皆様の実質的な権利確保に努めています。その一環とし

て、株主総会の招集通知に関しては、株主の皆様の適切な判断に資する

情報を提供できるよう正確性を担保しつつも、分かりやすい内容とするこ

とに努めています。招集通知は日本語・英語にて作成するとともに、早期

発送 (株主総会日の3週間前を目処としています) およびウェブサイト上で

の事前公表を行っています。また、議決権行使に際しては電子行使 (パソ

コンおよびスマートフォンによるインターネットを通じた議決権行使の導

入、議決権電子行使プラットフォームの利用) が可能な環境を整え、株主

の皆様にご案内しています。

当社の株主総会については以下をご参照ください。

ソニーグループ ポータルサイト｜株主総会
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その他ステークホルダーとの
関係について

当社の社会的責任やステークホルダーとの関係については、「ソニーグ

ループ行動規範」の一部として、CEOによりソニーグループ内に周知徹底

されています。また、取締役会はその行動規範の周知徹底や遵守状況に

ついて定期的に報告を受け、レビューを行います。

ソニーグループ行動規範

ステークホルダーとのコミュニケーション

また、当社は、持続可能な開発目標 (SDGs) をはじめ、さまざまな社会

課題があることを認識し、マテリアリティ分析を通じて、環境問題、ダイ

バーシティの確保など、当社の事業活動に関連性の高い重要なサステナ

ビリティ課題を特定した上で、その重要性を再認識しさらなる取り組みを

進めていきます。

ソニーのサステナビリティに関する基本方針

環境方針と目標

ダイバーシティ、エクイティ&インクルージョン

多様な社員が活躍する職場環境

当社の取締役会は、かかる重要課題への対応状況や、「ソニーグループ

行動規範」の遵守状況などについて定期的に報告を受け、レビューを行い

ます。また、取締役会は、リスク管理体制が適切に構築されているかを適

宜確認し、その中でサステナビリティがひとつの課題として認識され、必

要な取り組みが検討・実施されていることについても確認します。

る当該上場子会社の株式を除く) につき、前述の方法により、2024年6月

25日に開催された取締役会にて保有の合理性の検証を行いました。その

結果、縮減を検討すべきと判断された株式については、縮減に向けて検討

を進めます。

政策保有株式にかかる議決権行使基準
当社は、議決権行使を通じて、当該上場会社の企業価値、ひいては当

社の企業価値を向上させることが重要であるとの認識のもと、当該上場

会社の株式にかかる議決権の行使にあたり、当該株式の保有意義・経済

合理性などとあわせて、各議案の内容を十分に検討した上で、当該上場

会社の中長期的な企業価値向上に資するような議決権行使を行うべく、

例えば、剰余金の処分、取締役・監査役・会計監査人の選任、株主提案な

どの議案についての議決権行使時の考慮要素を社内ルール化することな

どを通じて、適切に行使の内容を決定することとしています。

政策保有株主との関係について
当社の株式を保有している会社からその株式の売却などの意向が示さ

れた場合には、取引の縮減を示唆することなどにより売却を妨げることせ

ず、当該会社との間で会社や株主共同の利益を害するような取引は行い

ません。

株主総会後の対応について
議案ごとの議決権行使結果およびその分析については適宜、取締役会

に対して報告を行い、その内容の検討を行っています。この検討結果を踏

まえて株主との対話その他の必要な対応を行います。

政策保有株式
当社および当社の子会社は、ソニーグループの事業ポートフォリオの拡

充およびソニーグループにおける関連事業推進・関係強化などを目的とし

て上場会社の株式を取得または保有する場合があります。このうち、子会

社を除く上場会社株式の保有に関する方針および議決権行使の基準は以

下の通りです。

上場株式の政策保有に関する方針
保有方針

当社は、当社または当社の子会社による上場会社株式の取得または継

続保有 (当社の上場子会社による取得および継続保有、ならびに当社が

保有する当社の上場子会社の株式を除く) にあたっては、適切な手続を経

て十分に検討の上、保有意義および経済合理性が十分認められるものに

限り、取得または継続保有することにしており、保有意義および経済合理

性が十分であると認められなかった銘柄については縮減するものとして

います。

保有の合理性の検証方法
当社および当社の子会社が純投資目的以外の目的で保有する全ての

上場会社株式 (当社の上場子会社が保有する株式および当社が保有する

当該上場子会社の株式を除く) については、保有目的の適切さ、取引上の

重要性 (見込んでいた協業の進捗や今後の見通しを含む) と株式保有が

かかる取引に与える影響などの定性的な評価に加え、株式保有に係る投

資リターンおよび資本コストの精査などの定量的な分析を通じて、随時、

保有の適否の検証を行っています。なお、全ての上場会社株式の銘柄に

ついて、まず執行側において検証が行われ、その結果を踏まえて、業務執

行の監督機関である当社取締役会において保有の適否の検証が行われ

ています。

個別銘柄の保有の適否に関する取締役会などにおける検証の
内容

2024年3月末時点において当社および当社の子会社が保有する全て

の上場会社株式 (当社の上場子会社が保有する株式および当社が保有す
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買収防衛策など
当社は現時点においていわゆる買収防衛策を導入していませんが、買

収防衛策の導入、当社株式が公開買付けに付された場合の対応、支配権

の変動や大規模な希釈化をもたらす資本政策の実施など、株主の皆様の

利益に重大な影響を与えうる施策に関しては、取締役会 (必要に応じて監

査委員会) などの適切な機関においてその必要性や合理性などについて

十分に検討を行うものとし、株主の皆様に対しても十分にご説明します。

関連当事者間取引
当社は、取締役会決議により、当社の役員・社員がソニーグループとの

利益相反を生じる、あるいは生じるおそれのある行為を行うことを禁止

する旨をその行動規範のひとつとして定めています。その遵守に向けた一

環として、当社の役員に対して、当社またはソニーグループ会社との間の

取引または金銭債務 (いわゆる関連当事者間取引) の有無について、本

人だけでなくその親族などにかかるものも含め、定期的に確認していま

す。また、当社による当社役員との取引については、法令や取締役会規定

その他社内規程に則り、取締役会における承認を得ることとしています。

その承認にあたり、取締役会は、それらの取引が当社自身や株主共同の

利益を害することのないよう、取引の重要性やその性質とともに法令や取

締役会規定その他社内規程における要請事項について必要な確認を行っ

た上で承認するものとしています。

株主への利益の還元などに関する
考え方

当社は、株主の皆様への利益還元は、継続的な企業価値の増大および

配当を通じて実施していくことを基本と考えています。安定的な配当の継

続に努めた上で、内部留保資金については、成長力の維持および競争力

強化など、企業価値向上に資するさまざまな投資に活用していく方針で

す。なお、配当金額については、連結業績の動向、財務状況ならびに今後

の事業展開などを総合的に勘案し、決定していきます。

企業年金のアセットオーナーとしての
機能発揮

当社は国内の企業年金制度として閉鎖型確定給付付企業年金(以下

「本年金制度」) を有しています。本年金制度は、受給者の受給権を保全

し、給付などの福利を増大させることを目的に定められた運用基本方針

など (以下「運用基本方針など」) に則り資産運用を行っています。

資産運用について、当社は、財務部シニアゼネラルマネジャーが専門知

識・資質を有した人材を任命し、運用管理担当として業務に従事させると

ともに、外部アドバイザーを採用し専門性を補完することにより、健全か

つ適切な運用体制の実現に努めています。

なお、資産運用にかかる意思決定は、運用基本方針などに基づき、本年

金制度の運営にかかる関連部署である、人事・経理・財務各部門の責任

者・担当者によって構成される年金委員会での審議などを経て、最終決裁

権者の承認により決定することで、本年金制度と当社の間で生じうる利益

相反を適切に管理しています。また、運用受託機関に対しては、運用開始

時に資産構成や運用手法などにおいて遵守すべき事項を示した運用ガイ

ドラインを交付し、その遵守状況などについて定期的に確認・評価を行っ

ています。
サステナビリティ関連情報

概要

経営方針、経営戦略などその他事業運営に
かかる方針

経営機構の概要

内部統制体制

株主その他ステークホルダーとの関係
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データ集

項目 範囲※1 単位 2021 2022 2023

社員数

全グループ※2

合計 名 108,900 113,000 113,000

内、契約 名 13,100 12,900 12,500

男性 名 70,500※3 74,200※3 74,300※3

女性 名 38,100※3 38,400※3 38,400※3

ソニー
グループ (株)

合計 名 2,839 2,445 2,109

内、契約 名 93 103 114

男性 名 2,140 1,769 1,456

女性 名 699 676 653

日本※2

合計 名 55,100 56,400 57,200

内、契約 名 6,700 7,100 7,200

男性 名 41,100 42,000 42,500

女性 名 14,000 14,400 14,700

海外※2

合計 名 53,800 56,600 55,800

内、契約 名 6,400 5,800 5,300

男性 名 29,400※3 32,200※3 31,800※3

女性 名 24,100※3 24,000※3 23,700※3

セグメント別社員数※2

合計 名 108,900 113,000 113,000

ゲーム＆ネットワークサービス 名 10,200 12,700 12,700

音楽 名 10,800 11,100 11,300

映画 名 8,100 9,100 9,500

エンタテインメント・テクノロジー＆
サービス 名 40,200 38,400 38,700

イメージング＆
センシング・ソリューション 名 18,100 20,300 19,700

金融 名 13,200 13,500 13,600

その他 名 2,300 2,100 1,900

全社 (共通) 名 6,000 5,800 5,600

(年度)人材

項目 範囲※1 単位 2021 2022 2023

年齢構成別社員比率

ソニー
グループ (株)

合計
男性 ％ 75.4 72.4 69.0

女性 ％ 24.6 27.6 31.0

30歳未満
男性 ％ 9.9 9.9 9.6

女性 ％ 3.8 4.2 4.9

30 ～ 39歳
男性 ％ 18.6 18.7 18.2

女性 ％ 6.6 7.9 8.6

40 ～ 49歳
男性 ％ 25.5 23.6 22.7

女性 ％ 6.9 7.4 8.8

50 ～ 59歳
男性 ％ 19.2 17.5 15.6

女性 ％ 6.9 7.6 7.9

60歳以上
男性 ％ 2.1 2.6 2.9

女性 ％ 0.4 0.6 0.7

日本

合計
男性 ％ 74.8 74.4 74.5

女性 ％ 25.2 25.6 25.5

30歳未満
男性 ％ 9.2 9.8 9.9

女性 ％ 4.6 4.9 4.7

30 ～ 39歳
男性 ％ 16.4 16.5 16.2

女性 ％ 5.4 5.7 5.8

40 ～ 49歳
男性 ％ 23.4 22.2 21.4

女性 ％ 7.7 7.1 6.7

50 ～ 59歳
男性 ％ 22.0 21.9 22.3

女性 ％ 6.5 6.8 7.2

60歳以上
男性 ％ 3.9 4.1 4.7

女性 ％ 1.0 1.1 1.2

(年度)
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GRIスタンダード対照表

サステナビリティ関連情報

コーポレート・ガバナンス

倫理・コンプライアンス

テクノロジーの活用

環境

コミュニティ・エンゲージメント

責任あるサプライチェーン
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項目 範囲※1 単位 2021 2022 2023

職位別人員 ソニー
グループ (株)

合計

合計 名 2,865 2,471 2,133

男性 名 2,161 1,790 1,475

女性 名 704 681 658

女性比率 ％ 24.6 27.6 30.8

取締役※4

合計 名 8 8 8

男性 名 4 4 4

女性 名 4 4 4

女性比率 ％ 50.0 50.0 50.0

社内取締役

合計 名 2 2 2

男性 名 2 2 2

女性 名 0 0 0

女性比率 ％ 0.0 0.0 0.0

執行役員※5

合計 名 23 24 22

男性 名 20 21 19

女性 名 3 3 3

女性比率 ％ 13.0 12.5 13.6

部長相当職
以上

合計 名 181 104 96

男性 名 157 90 81

女性 名 24 14 15

女性比率 ％ 13.3 13.5 15.6

課長相当職
以上

合計 名 273 258 224

男性 名 228 214 180

女性 名 45 44 44

女性比率 ％ 16.5 17.1 19.6

係長相当職

合計 名 817 495 623

男性 名 694 394 485

女性 名 123 101 138

女性比率 ％ 15.1 20.4 22.2

その他

合計 名 1,561 1,580 1,158

男性 名 1,056 1,065 704

女性 名 505 515 454

女性比率 ％ 32.4 32.6 39.2

うち、
管理職総数

合計 名 477 362 320

男性 名 405 304 261

女性 名 72 58 59

女性比率 ％ 15.1 16.0 18.4

うち、
新規管理職
登用

合計 名 43 31 29

男性 名 36 25 20

女性 名 7 6 9

女性比率 ％ 16.3 19.4 31.0

(年度) (年度)

項目 範囲※1 単位 2021 2022 2023

女性社員比率

全グループ ％ 35.0 34.0 34.0

ソニーグループ (株) ％ 24.6 27.6 31.0

日本 ％ 25.4 25.5 25.7

海外 ％ 44.8 42.4 42.4

米国 ％ 38.9 38.4 38.5

中国大陸、香港地区 ％ 51.8 50.7 56.1

アジア・太平洋地域※6 ％ 54.2 49.5 47.5

欧州 ％ 35.6 35.3 36.1

その他※7 ％ 38.2 37.0 36.8

女性管理職比率※8

全グループ ％ 30.1 30.0 30.7

ソニーグループ (株) ％ 15.1 16.0 18.4

日本 ％ 10.5 10.9 11.8

海外 ％ 39.3 37.8 38.2

米国 ％ 41.6 40.8 40.7

中国大陸、香港地区 ％ 37.9 35.8 36.6

アジア・太平洋地域※6 ％ 37.8 33.3 32.9

欧州 ％ 37.7 36.1 37.4

その他※7 ％ 38.1 38.2 40.1

平均勤続年数

全グループ

合計 年 11.9 11.5 11.6

男性 年 12.5※3 12.1※3 12.1※3

女性 年 10.7※3 10.4※3 10.5※3

ソニー
グループ (株)

合計 年 16.7 16.4 15.8

男性 年 16.6 16.4 15.7

女性 年 16.9 16.5 16.1

日本

合計 年 15.2 15.1 15.0

男性 年 15.3 15.2 15.1

女性 年 15.1 14.7 14.5

海外

合計 年 8.7 8.2 8.3

男性 年 8.8※3 8.2※3 8.3※3

女性 年 8.6※3 8.2※3 8.4※3

データ集

環境データ集計の方法および考え方

独立保証報告書
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項目 範囲※1 単位 2021 2022 2023

採用数

全グループ

合計 名 14,272 15,215 12,846

男性 名 8,537※3 9,498※3 7,458※3

女性 名 5,479※3 5,549※3 5,206※3

ソニー
グループ (株)

合計 名 157 182 197

男性 名 103 134 140

女性 名 54 48 57

日本

合計 名 3,837 4,489 4,196

男性 名 2,628 3,000※3 2,733

女性 名 1,209 1,487※3 1,463

海外

合計 名 10,435 10,726 8,650

男性 名 5,909※3 6,498※3 4,725※3

女性 名 4,270※3 4,062※3 3,743※3

新卒採用競争倍率※9 ソニー
グループ (株)

男性 全体 倍 40.2 33.2 62.3

女性 全体 倍 40.3 41.2 64.1

男性 事務系 倍 45.9 58.6 55.8

女性 事務系 倍 61.4 76.8 58.2

男性 技術系 倍 37.3 25.8 66.7

女性 技術系 倍 17.5 14.5 87.7

離職率※10

全グループ

合計 ％ 7.8 9.0 6.4

男性 ％ 7.6※3 9.1※3 6.0※3

女性 ％ 8.2※3 8.9※3 7.2※3

ソニー
グループ (株)

合計 ％ 1.7 2.2 1.3

男性 ％ 1.9 2.4 1.5

女性 ％ 1.3 1.3 0.9

日本

合計 ％ 2.9 3.3 3.4

男性 ％ 2.6 3.2 3.2

女性 ％ 3.9 4.0 4.1

海外

合計 ％ 13.2 15.0 9.3

男性 ％ 15.3※3 17.9※3 9.7※3

女性 ％ 10.4※3 11.3※3 8.7※3

(年度)

項目 範囲※1 単位 2021 2022 2023

社員一人あたりの人材育成投資額※11 ソニー
グループ (株)

円 20.4万 21.6万 20.5万

グループ内研修受講状況

プログラム数

全グループ

21,406 18,218 19,778

実施回数 回 46,845 47,819 38,601

受講者数 名 382,110 437,262 421,165

延べ受講時間 時間 1,472,974 1,462,334※12 1,735,760

プログラム数

日本

2,910 2,319 2,660

実施回数 回 11,159 7,332 11,647

受講者数 名 179,043 232,178 225,707

延べ受講時間 時間 568,662 818,292 983,087

プログラム数

海外

18,496 15,899 17,118

実施回数 回 35,686 40,487 26,954

受講者数 名 203,067 205,084 195,458

延べ受講時間 時間 904,312 644,042※12 752,673

障がい者雇用率※13

ソニー
グループ (株)

％ 2.87 2.76 2.76

日本 ％ 2.50 2.46 2.48

平均年次有給休暇取得日数

ソニー
グループ (株)

日 14.8 14.2 15.8

日本 日 13.2 13.3 14.6

平均年次有給休暇取得率

ソニー
グループ (株)

％ 65.6 62.6 70.9

日本 ％ 62.1 62.4 68.6

フレキシブルワーク制度導入率※14 日本 ％ 92 91.1 92.6

平均残業時間（月平均） ソニー
グループ (株)

時間 25.5 25.1 24.1

(年度)
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項目 範囲※1 単位 2021 2022 2023

育児休職・育児休暇 
取得率※15

ソニー
グループ (株)

合計 ％ 68.9 66.7 85.3

男性 ％ 59.5 56.9 76.2

女性 ％ 100 100 100.0

日本

合計 ％ 59.0 66.9 81.5

男性 ％ 47.8 59.1 76.7

女性 ％ 96.4 98.8 100.0

育児休職復職率※16

ソニー
グループ (株)

合計 ％ 95.8 96.0 100.0

男性 ％ 100 80.0 100.0

女性 ％ 94.7 100.0 100.0

日本

合計 ％ 98.5 97.3 99.2

男性 ％ 99.3 99.3 99.6

女性 ％ 98.1 96.3 98.9

育児休職復職後定着率

ソニー
グループ (株)

合計 ％ 95.7 100 96.8

男性 ％ 100 100 92.3

女性 ％ 94.4 100 100.0

日本

合計 ％ - 94.1 98.2

男性 ％ - 94.2 98.1

女性 ％ - 93.9 98.3

社員意識調査参加率 全グループ ％ - 93 93

社員意識調査 
エンゲージメント指標※17 全グループ ％ - 90 90

(年度) ※1 日本：ソニーグループ (株) を含む日本のソニーグループを対象

※2 100名未満を四捨五入

※3 性別の申請があった社員のデータを集計しており、男女社員の合計と社員総数は一致していない

※4 最新の数値はデータ集コーポレート・ガバナンス「ソニーグループ株式会社取締役構成」を参照

※5 取締役兼務者含まず

※6 東南アジア、オセアニア、インド、韓国、台湾地区

※7 中近東、中南米、アフリカ、カナダ

※8 国・地域・法人により「管理職」の定義が異なる場合がある

※9 ジェネラル・エンプロイメント・コントラクト (正社員) のみ

※10 正規社員自己都合退職のみ

※11 ソニーグループ (株) 在籍ベース

※12 集計データ見直しのため修正

※13 社員数101名以上のみ、特例子会社含む。2024年3月末時点

※14 テレワーク、リモートワーク、在宅勤務などの総称

※15  ソニーグループ (株) および2022・2023年度の日本は、当年度中に当人もしくは配偶者に子の出生のあった社員のうち、当年度

に制度利用した社員比率 (2021年度の日本は、当年度の前年度中に当人もしくは配偶者に子の出生のあった社員のうち、前年

度および当年度に制度利用した社員比率)

※16 前年度中に休職を終了した社員のうち、復職した社員比率

※17  社員エンゲージメント設問4問において、非好意的以外の回答をしている社員の割合。2023年にエンゲージメント指標に用いる

設問4問の一部を入れ替えたため、2022年の指標も同じ設問群で記載
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項目 範囲 単位 2021 2022 2023

人権に関するe-ラーニング研修
受講割合

ソニーグループ (株) および
日本国内グループ会社 ％ 94 94 95

(年度)人権の尊重

項目 範囲 単位 2021 2022 2023

コンスーマーAV関連商品の
修理サービス拠点数 エレクトロニクス

合計 拠点 3,458 3,362 3,286

日本 拠点 454 421 405

米国・カナダ 拠点 636 653 608

欧州 拠点 803 728 726

中国大陸・
香港地区 拠点 553 553 567

アジア・
太平洋地域※1 拠点 533 531 531

その他地域※2 拠点 479 476 449

※1 東南アジア、オセアニア、インド、韓国、台湾地区

※2 中近東、中南米、アフリカ

(年度)品質・カスタマーサービス

項目 範囲 単位 2021 2022 2023

自社エレクトロニクス製造事業所
CSRセルフアセスメント実施数

自社
エレクトロニクス
製造事業所

社 12
(100%)

12
(100%)

12
(100%)

サプライヤーに対する
CSRアセスメント実施数

エレクトロニクス
製品の
サプライチェーン

調査票による
アセスメント 工場 796 406 235

書面での
改善指導 工場 94 75 9

リモート監査/
訪問評価 工場 39 64 12

紛争鉱物への対応 全グループ

特定された
製錬所数 箇所 339 337 345

うち、 
RMAP等に準
拠※1もしくは 
アセスメント
実施中の製錬
所数

箇所 255 246 237

(年度)責任あるサプライチェーン

項目 範囲 単位 2021 2022 2023

コミュニティ活動費用※1 全グループ 億円 約35 約51 約47

新型コロナウイルス・ 
ソニーグローバル支援基金※2 全グループ 億円 約16 約8 約9

Global Social Justice Fund※2 全グループ 億円 約27 約35 約20

子ども向け教育プログラム※3 参加延べ人数 全グループ 名 約290,000 約360,000 約330,000

※1 寄付金、協賛金、自主プログラム経費 (施設運用費など) の他 、寄贈した製品の市場価格を含む

※2 新型コロナウイルス・ソニーグローバル支援基金とGlobal Social Justice Fundは年度ごとの支出金を記載

※3 グローバルのソニーグループ各社で実施している教育プログラムの参加人数を掲載

※1  Responsible Minerals Assurance Process準拠、London Bullion Market AssociationのGood Delivery Listに掲載、または

Responsible Jewellery Council認証

(年度)コミュニティ・エンゲージメント

項目 範囲 単位 2021 2022 2023

労働災害統計※1 ※2

休業災害件数

グローバル

件 75
(6)

57
(10)

66
(12)

休業日数 日 1,210
(191)

1,458
(638)

1,439
(224)

度数率 ポイント 0.39 0.27 0.31

強度率 ポイント 0.0052 0.0057 0.0056

死亡件数 名 0 0 0

ISO45001認証取得拠点数※3 拠点数 拠点 27 50 54

※1 2023年度対象事業所数は日本60事業所、海外121事業所

※2  請負社員も含む総計。( ) 内は請負社員の災害データ。2022年度に未確定となっていた休業日数の確定に伴い、数値修正

※3 ISO45001認証取得対象拠点数：本社機能組織・製造・物流・R&D事業所 計60拠点

(年度)安全衛生
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項目 範囲 単位 2021 2022 2023

再生可能エネルギー電力率
全グループの
ISO14001統合
認証サイト

％ 14.6 29.7  35.3

製品輸送時のCO2排出量 全グループ 万トン-CO2 19.1 16.2 13.4

製品への資源使用量 エレクトロニクス
製品 トン 435,599 459,206 365,957

製品1台あたりの石油由来バージン
プラスチック使用量削減率

エレクトロニクス
製品 ％ 3.1 3.4 16.1

製品1台あたりのプラスチック包装材使用量
削減率

エレクトロニクス
製品 ％ 15.2 22.2 25.1

製品への再生プラスチック使用量 エレクトロニクス
製品 トン 7,319 8,471 8,127

事業所の廃棄物発生量
全グループの
ISO14001統合
認証サイト

トン 51,615 54,944 65,375

うちプラスチック類廃棄物発生量
全グループの
ISO14001統合
認証サイト

トン 7,194 5,988 6,567

事業所の廃棄物原単位改善率
全グループの
ISO14001統合
認証サイト

％ 7.6％悪化 31.6％悪化 50.9%悪化

事業所の廃棄物リサイクル量
全グループの
ISO14001統合
認証サイト

トン 50,558 53,149 54,811

事業所の廃棄物埋め立て率※6

全グループの
ISO14001統合
認証サイト

％ 0.5 2.5 0.9

使用済み製品の回収実績※7 エレクトロニクス
製品※8 トン 74,644 55,924 54,366

事業所の水使用量
全グループの
ISO14001統合
認証サイト

万m3 1,955 1,997  2,086

事業所の水使用量原単位改善率
全グループの
ISO14001統合
認証サイト

％ 1.7％悪化 11.7％悪化 11.6％悪化

事業所の排水量
全グループの
ISO14001統合
認証サイト

万m3 1,685 1,687  1,967

事業所のBOD排出量※9

全グループの
ISO14001統合
認証サイト

トン 363 405  419

項目 範囲 単位 2021 2022 2023

製品1台あたりの年間消費電力量削減率
(2018年度比)

エレクトロニクス
製品 ％ 3.3%増加 3.9%増加 0.7％減少

温室効果ガス排出量
スコープ1 (直接排出)

全グループの
ISO14001統合
認証サイト

万トン-CO2 21.1 23.0  24.1

温室効果ガス排出量
スコープ2 (間接排出)

全グループの
ISO14001統合
認証サイト

万トン-CO2 98.4 73.6  82.6

温室効果ガス排出量
スコープ3 (その他の排出)

※1 万トン-CO2 1,823.9 2,111.9 2,004.4

 1 購入した製品・サービス ※1 万トン-CO2 381.0 620.8 478.7

 2 資本材※2 ※1 万トン-CO2 101.6 180.1 232.1

 
3  スコープ1,2に含まれない燃料および

エネルギー関連活動 ※1 万トン-CO2 17.3 18.8 14.0

 4  輸送、配送 (上流) ※1 万トン-CO2 20.8 17.0 14.2

 5  事業から出る廃棄物 ※1 万トン-CO2 4.4 4.9 5.6

 6  出張 ※1 万トン-CO2 1.1 4.0 5.8

 7  通勤 ※1 万トン-CO2 5.2 9.4 9.7

 8  リース資産 (上流) ※1 万トン-CO2  (対象外)  (対象外) （対象外）

 9  輸送、配送 (下流) ※1 万トン-CO2 0.5 0.6 1.2

 10  販売した製品の加工 ※1 万トン-CO2 0.5 0.5 0.5

 11  販売した製品の使用※3 ※1 万トン-CO2 1,280.4 1,246.0 1,233.7

 12  販売した製品の廃棄 ※1 万トン-CO2 9.4 7.6 6.4

 13  リース資産 (下流) ※1 万トン-CO2 (対象外) (対象外) （対象外）

 14  フランチャイズ ※1 万トン-CO2 (対象外) (対象外) （対象外）

 15  投資 ※1 万トン-CO2 1.6 2.2 2.5

スコープ3 のうち、カテゴリ2、3、4、5、6、
11、12 の合算値※4 ※1 万トン-CO2 - 1,478.4  1,511.7

事業所のエネルギー使用量
全グループの
ISO14001統合
認証サイト

万TJ 2.6 2.7 2.7

事業所からの温室効果ガス排出量
全グループの
ISO14001統合
認証サイト

万トン-CO2 119.5 96.5 106.7

トン-CO2/
百万円※5 0.120 0.084 0.082

(年度)環境 (年度)
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項目 範囲 単位 2021 2022 2023

ソニー・エシックス&コンプライアンス・ホットライン
受付件数 全グループ 件 407 451 492

項目 範囲 単位 2022 2023 2024

ソニーグループ株式会社取締役構成※1

合計 名 10 10 10

社外取締役 名 7 8 8

男性 名 6 6 7

女性 名 4
(40.0%)

4
(40.0%)

3
(30.0%)

外国籍 名 3
(30.0%)

4
(40.0%)

4
(40.0%)

ソニーグループ株式会社役員構成※1 ※2

合計 名 26 (2) ※3 24 (2) ※3 24 (2) ※3

男性 名 23 (2) ※3 21 (2) ※3 21 (2) ※3

女性 名 3
(11.5%)

3
(12.5%)

3
(12.5%)

外国籍 名 6
(23.1%)

6
(25.0%)

5
(20.8%)

※1 各年8月末時点

※2 会長・副会長・社長・副社長・上席事業役員・専務・常務・執行役員

※3 ( ) 内の数は、取締役兼任者数

(年度)倫理・コンプライアンス

(年)コーポレート・ガバナンス

項目 範囲 単位 2021 2022 2023

事業所のCOD排出量※9 ※10

全グループの
ISO14001統合
認証サイト

トン 127 95  86

事業所のNOx排出量
全グループの
ISO14001統合
認証サイト

トン 79 85 70

事業所のSOx排出量
全グループの
ISO14001統合
認証サイト

トン 3 3 3

事業所の化学物質取扱量      

 クラス1物質

全グループの
ISO14001統合
認証サイト

トン 0.22 0.26 1.03

 クラス2物質 トン 3,370 3,046 4,476

 クラス3物質 トン 38,353 54,063 53,420

 クラス4物質 トン 305,500 339,838 372,220

事業所における環境事故件数 全グループ 件 0 0 0

ISO14001統合認証取得済み事業所 全グループ 拠点数 91 91 86

注） ☑部分はPwCサステナビリティ合同会社の第三者保証を受けています

※1 「スコープ3の算定概要」参照

※2  2023年度より、使用権資産の製造・建設にともなうCO2排出量を追加

※3  2021年度および2022年度の数値は、ゲームコンソールの年間消費電力量の値を修正し、過年度報告を修正

※4  カテゴリ11の過年度報告の修正に伴い、2022年度数値は過年度報告を修正

※5  連結売上高原単位

※6  各地域の法律・行政指導などにより、やむを得ず埋め立て処分となる量などを除く

※7  2023年度の値は、2024年7月時点の集計値。2021年度、2022年度の値は、過年度報告を修正

※8  電池および包装材を含む。地域により回収・集計している製品が異なる場合がある

※9  2022年度より法規制がある事業所のみの数値に変更 (2021年度までは、法規制に加え自主測定をしている事業所の数値も合算) 、

2023年度より法的要求および契約などその他の要求において測定義務がある事業所のみの数値に変更

※10  2022年度数値は、過年度報告を修正
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環境データ集計の方法 
および考え方

環境データ集計の対象範囲と期間
および精度

集計期間 (2023年4月1日～ 2024年3月31日)

原則として上記期間の実績値を集計していますが、全体の集計結果に

対する影響が非常に小さい事業所の一部については見込み値を含んでい

ます。

集計範囲
■ 事業所データ

2024年3月31日時点でISO14001の統合認証サイトである86サイト。

原則的には、連結ベースのソニーグループ事業所のうち、全ての製造事業

所、人員数100名以上の物流拠点、および人員数1,000名以上の非製造

事業所をISO14001統合認証の対象としています。

■ 製品データ
ソニーグループにおいて生産され、ソニーグループ外へ販売された全製

品。アクセサリー、半製品、部品などの形態で販売されるものも含みます。

また、重量データには包装材の重量も含みます。

集計精度
■ 事業所データ

化学物質データ、環境コストデータは、集計対象の一部の事業所におい

て、データ精度が不十分のものがあります。

■ 製品データ
半製品、部品の一部、また海外で生産し、かつ販売を行う製品の一部に、

精度が不十分のものがあります。

温室効果ガスに関連するデータの
集計方法と考え方

事業所の温室効果ガス排出量
事業所内のエネルギー起因 (電力、熱、燃料の使用) 、非エネルギー起因 

(製造プロセス用、設備などでの使用) をもとに集計しています。

■ エネルギー使用にともなうCO2排出量 (エネルギー起因)

各事業所での電力、熱および燃料 (車両などの燃料を含む) の使用量

に、CO2換算係数を乗じて算出しています。

なお、再生可能エネルギー (以下、再エネ) 化の利用分 (証書を含む) に

ついては、CO2換算係数をゼロとしています。

■ PFC類などの温室効果ガス排出量 (非エネルギー起因)

各事業所での温室効果ガスの排出量に、地球温暖化係数を乗じてCO2

量に換算しています。

地球温暖化係数は、気候変動に関する政府間パネル (IPCC) の第6次評

価報告書による地球温暖化係数を使用しています。

■ CO2換算係数について
「電力」

日本：電力契約をしている電力会社の各年度に公表されている最新係数。

日本以外：電力契約をしている電力会社の各年度に公表されている最新

係数または国際エネルギー機関の国/地域ごとの最新係数。

「燃料および熱」

日本 / 日本以外：地球温暖化対策の推進に関する法律 (日本温室効果ガ

ス排出量算定・報告マニュアルVer4.8) に適用される算定方法および排

出係数一覧を使用。また、熱については、自サイトが契約をしている供給

会社の最新係数が把握できる場合は最新係数を使用。

再エネ電力率
再エネによる発電、再エネにより発電された電力の購入、再エネの証書

やクレジットの購入による電力使用量が対象となり、再エネ電力率は以下

の計算式で算出しています。

再エネ電力率＝再エネ電力使用量÷事業所の全電力使用量×100

資本財によるCO2排出量
ソニーグループが投資した設備などの製造にともなうCO2排出量を集

計しています。設備やソフトウェアに投資した金額および使用権資産の増

加額に環境省/経済産業省 (日本) が公表する「サプライチェーンを通じた

組織の温室効果ガス排出等の算定のための排出原単位データベース 

(Ver.3.4)」の 「[6] 資本財の価格当たり排出原単位」における「民生用電

気機器」の排出原単位を乗じて算出しています。

スコープ1,2に含まれない燃料および
エネルギー関連活動によるCO2排出量

ソニーグループ事業所 (ISO14001の統合認証サイト) が使用した燃料

の調達、および電気、熱の製造過程における上流側のCO2排出量を集計

しています。事業所での燃料および電力、熱の使用量に、環境省/経済産

業省 (日本) が公表する「サプライチェーンを通じた組織の温室効果ガス

排出等の算定のための排出原単位データベース (Ver.3.4) 」の「[7] 電気・

熱使用量当たりの排出原単位」における燃料調達時の排出原単位、およ

びIDEA Ver3.1の排出原単位を乗じて算出しています。
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独立保証報告書
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また域内輸送には各地域や国で提供される排出原単位を優先して採用

しています。例えば、日本国内の輸送に関しては、「エネルギーの使用の合

理化等に関する法律」に基づく「貨物輸送量あたりの燃料使用量」 (経産省

告示第66号 (H18)、第67号 (H21)) の係数および「地球温暖化対策の推

進に関する法律」に基づく「燃料の使用に関する排出係数」 (温室効果ガス

排出量算定・報告マニュアル Ver4.8) を参照しています。また、米国の輸

送に関してはアメリカ合衆国環境保護庁 (EPA) のSmart Way Transport 

Partnershipの排出原単位を参照しています。

事業から出る廃棄物によるCO2排出量
ソニーグループ事業所 (ISO14001の統合認証サイト) で発生した廃棄

物 (有価のものは除く) の事業所以外での廃棄と処理にかかわるCO2排

出量を集計しています。事業所で発生した種類別の廃棄物処理・リサイク

ル量に、環境省 / 経済産業省 (日本) が公表する「サプライチェーンを通じ

た組織の温室効果ガス排出等の算定のための排出原単位データベース 

(Ver.3.4)」の「[8] 廃棄物種類・処理方法別排出原単位」、およびIDEA 

Ver3.1の排出原単位を乗じて算出しています。

社員の出張によるCO2排出量
日本、中国、欧州、北米、南米のソニーグループの社員の出張のうち、グ

ローバルで航空券管理をしている航空機利用に係るCO2排出量を集計し

ています。CO2排出量は、出張者数と出張距離を乗じたものに、以下の搭

乗クラス別の排出原単位 (kg-CO2/人km) を乗じて算出しています。

物流によるCO2排出量
ソニーグループのG&NS分野、ET&S分野、I&SS分野、その他で取り扱う

主要なエレクトロニクス製品 (ゲーム機、テレビ、オーディオ、カメラ、スマー

トフォン、イメージセンサーなど) の国際間の輸送、および、ET&S分野の製

品の日本・米国・欧州・アジアなどの域内輸送が対象です。ただし、日本国

内についてはG&NS分野、音楽分野の製品などの輸送を一部含みます。

物流によるCO2排出量は、主として輸送トンキロ (輸送重量×輸送距離) 

に排出原単位を乗じることで算出していますが、トラック輸送の一部につ

いては、燃費と輸送距離から求めた燃料使用量に排出原単位を乗じて、

CO2排出量を算出しています。なお、船舶での国際間輸送に関しては、海

上用コンテナを含めた重量を輸送重量として用いています。算出に用い

る排出原単位 (kg-CO2/トンキロ) は、国際間輸送には、以下の値を使用

しています。

船舶 航空機

 ＜463km
≧463km & 
＜1108km

1108km≦

0.01283 1.970224 1.483384 0.622734

 ＜463km
≧463km & 
＜1108km

1108km≦

Economy 0.17147 0.09245 0.08263

Premium Economy 0.17147 0.09245 0.13221

Business 0.17147 0.13867 0.23963

First 0.17147 0.13867 0.33052

製品使用時のCO2排出量
ソニーグループのG&NS分野、ET&S分野における主要なエレクトロニク

ス製品を対象製品とし、報告年度に販売した製品の想定される生涯の電

力使用量 (待機時電力を含む) に排出原単位を乗じて算出しています (報

告年度に実際に使用時に排出されたCO2量ではありません) 。

報告年度に生じた環境負荷を算出するためには、過去に販売され、報

告年度も引き続きお客様のもとで使用されているソニー製品の全電力使

用量から使用時CO2排出量を計算すべきだと考えます。しかし実際は過

去の販売製品全てについて、お客様のもとにどの程度残存しているかを

把握するのは困難です。そこでソニーでは、報告年度に販売した製品が廃

棄されるまでの生涯で使用すると想定される電力使用量をもとに製品使

用時CO2排出量を算出しています。

製品の年間動作時間、年間待機時間、使用年数については各種調査

データに基づき算出しています。また、排出原単位は、電気事業低炭素社

会協議会 (日本) および国際エネルギー機関 (日本以外) が公表する国 / 

地域別の期末時点の係数を使用しています。

販売した製品の廃棄によるCO2排出量
ソニーグループのG&NS分野、ET&S分野、I&SS分野、その他ディスク事

業で取り扱う主要なエレクトロニクス製品 (ゲーム機、テレビ、オーディオ、

カメラ、スマートフォン、イメージセンサーなど) のリサイクルまたは廃棄に

ともなうCO2排出量を集計しています。報告年度に販売した製品の総重

量に環境省/経済産業省 (日本) が公表する「サプライチェーンを通じた組

織の温室効果ガス排出等の算定のための排出原単位データベース 

(Ver.3.4)」の「[8] 廃棄物種類・処理方法別の排出原単位」、およびIDEA 

Ver3.1の排出原単位を乗じて算出しています。

温室効果ガスに関連するデータの集計方法と考え方の詳細は以下をご

確認ください。
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カテゴリー区分 算定概要

カテゴリー 1 購入した製品・サービス ソニーグループが販売した主要なエレクトロニクス製品の原材料・部品および購入した物品の資源採取段階から製
造段階までの排出量、および一部のデータセンター利用にともなう排出量

カテゴリー 2 資本財 ソニーグループが購入または取得した資本財の製造にともなう排出量

カテゴリー 3
スコープ1,2に含まれない燃料
およびエネルギー関連活動 ソニーグループの集計範囲の事業所で使用した燃料やエネルギーの調達にともなう排出量

カテゴリー 4 輸送、配送 (上流) ソニーグループが販売した主要なエレクトロニクス製品や購入した部品の輸送にともなう排出量

カテゴリー 5 事業から出る廃棄物 ソニーグループの集計範囲の事業所で発生した廃棄物の処理にともなう排出量

カテゴリー 6 出張 日本、中国、欧州、北米、南米のソニーグループの社員の出張のうち、グローバルで航空券管理をしている航空機利
用にともなう排出量

カテゴリー 7 通勤 ソニーグループ社員の通勤にともなう排出量

カテゴリー 8 リース資産 (上流) 対象外 (他カテゴリーに算入)

カテゴリー 9 輸送、配送 (下流) ソニーグループが販売したエレクトロニクス製品について、販売店から消費者までの配送にともなう排出量

カテゴリー 10 販売した製品の加工 ソニーグループが販売したエレクトロニクス製品の想定される加工にともなう排出量

カテゴリー 11 販売した製品の使用 ソニーグループが販売した主要なエレクトロニクス製品の想定される生涯の電力消費にともなう排出量

カテゴリー 12 販売した製品の廃棄 ソニーグループが販売した主要なエレクトロニクス製品の想定されるリサイクル・廃棄処理にともなう排出量

カテゴリー 13 リース資産 (下流) 対象外

カテゴリー 14 フランチャイズ 対象外

カテゴリー 15 投資 ソニーグループの一部の投資先での事業活動にともなう排出量

スコープ3の算定概要
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資源に関連するデータの集計方法と
考え方

事業所の廃棄物発生量
事業所から発生する産業廃棄物、一般廃棄物の総重量。

事業所廃棄物埋め立て量
事業所で発生した廃棄物のうち、埋め立て処分された重量。

水使用量・取水量・排水量
■ 水使用量

事業所で使用した水 (上水道、工業用水、井戸水) の使用量。社外で再

生された水、雨水の使用量は含まれていません。

■ 取水量
水使用量に加えて、社外で再生された水、雨水の使用量が含まれてい

ます。

■ 排水量
事業所で発生した河川への排水量および下水への排水量。排水量が把

握できない事業所については、水使用量にソニーグループ全事業所の平

均排水比率 (排水量/取水量) を乗じた数値で補正しています。

製品への資源使用量
製品、アクセサリー、取り扱い説明書、包装材に用いられる資源の総重

量。製品の総出荷重量で代用しています。

使用済み製品の回収実績
日本・東アジア、欧州、北米、パンアジア、中南米での使用済み製品（電

池および包装材を含む）のリサイクル重量です。これはリサイクル費用など

その他の環境データの集計方法と
考え方

化学物質取扱量・排出量
クラス3については年間取扱量が100kg以上、クラス4については年間

取扱量が1,000kg以上の物質を報告対象にしています。

■ 化学物質の取扱量
事業所における化学物質の使用量。把握できない場合は購入量で代用

しています。

■ 化学物質の排出量
オペレーションにともなって化学物質を事業所から環境中へ出す量。お

もに取扱量に係数を乗じて算出しています。

水質汚濁物質 (BOD、COD) 排出量
排水濃度に排水量を乗じた量。法的要求および契約などその他の要求

において測定義務がある事業所が対象。

大気汚染物質 (NOx、SOx) 排出量
排気濃度に排気量を乗じた量。法的要求および契約などその他の要求

において測定義務がある事業所が対象。

からの算出を一部含みます。

なお、地域により使用済み製品の回収実績の集計期間が異なる場合が

あります。
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独立保証報告書

環境データの第三者保証について
ソニーでは、2001年度から、報告内容に対する信頼性の確保および環

境マネジメントの継続的改善への活用を目的に、環境データの第三者保

証を受けています。2023年度のデータについてはPwCサステナビリティ

合同会社に依頼し、製造事業所への往査を含む手続きに基づく第三者保

証が 行 わ れました。なお、環 境データにつ いてはISAE3000および

ISAE3410に準拠した第三者保証を受審しています。

独立保証報告書
独立保証報告書 (全文) ［PDF：218KB］

〒100-0004 東京都千代田区大手町 1-1-1 大手町パークビルディング 
Tel: 03-6212-6820, Fax: 03-6212-6821, www.pwc.com/ｊp/sustainability 

独独立立業業務務実実施施者者のの限限定定的的保保証証報報告告書書  

2024年 7 月 31 日 

ソニーグループ株式会社

代表執行役 会長 CEO  吉 田 憲一郎  殿 

ＰｗＣサステナビリティ合同会社 

東京都千代田区大手町 1-1-1 大手町パークビルディング 

パートナー 自動吉 岡  亨 

当社は、ソニーグループ株式会社（以下「会社」という。）の 2024 年 3 月 31 日をもって終了する事業年度の

「サステナビリティレポート 2024」（以下「同レポート」という。）に記載されている、✓(チェックマーク)が

付された、以下の表に示す情報（以下「選択されたサステナビリティ情報」という。）について、限定的保証業

務を実施した。 

選選択択さされれたたササスステテナナビビリリテティィ情情報報  

2024年 3 月 31 日をもって終了する事業年度の選択されたサステナビリティ情報は以下のとおりである。 

選択された情報 数値(単位) 

温室効果ガス排出量スコープ 1(直接排出) 24.1（万トン-CO2） 

温室効果ガス排出量スコープ 2(間接排出) 82.6（万トン-CO2） 

温室効果ガス排出量スコープ 3(その他の排出)のうち、以下のカテゴリー合計 

カテゴリー2 ：資本財

カテゴリー3 ：スコープ 1，2に含まれない燃料およびエネルギー関連活動

カテゴリー4 ：輸送、配送（上流）

カテゴリー5 ：事業から出る廃棄物

カテゴリー6 ：出張

カテゴリー11：販売した製品の使用

カテゴリー12：販売した製品の廃棄

1,511.7（万トン-CO2） 

再生可能エネルギー電力率 35.3％ 

事業所の水使用量 2,086（万㎥） 

事業所の排水量 1,967（万㎥） 

事業所の水質汚濁物質（BOD）排出量 419（トン） 

事業所の水質汚濁物質（COD）排出量 86（トン） 
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GRIスタンダード対照表

ソニーのサステナビリティレポートは、サステナビリティ報告に関する国際的な基準やガイドラインを参照してい

ます。

下記対照表は、関連する情報を含めてソニーウェブサイトでの掲載・開示情報を記載しています。

GRIスタンダード項目番号 開示事項名 関連掲載場所

共通スタンダード

GRI 1：基礎 2021

GRI 2：一般開示事項2021

1.組織と報告実務

2-1 組織の詳細

会社概要

有価証券報告書：第一部【企業情報】

事業概要

サプライチェーンマネジメント＞ソニー
のサプライチェーン

2-2
組織のサステナビリティ報告の対象となる
事業体 編集方針

2-3 報告期間、報告頻度、連絡先

2-4 情報の修正・訂正記述 GRIスタンダード対照表

2-5 外部保証 独立保証報告書

2.活動と労働者

2-6 活動、バリューチェーン、その他の取引関係 有価証券報告書：第一部【企業情報】

2-7 従業員
有価証券報告書：第一部【企業情報】

データ集

2-8 従業員以外の労働者 データ集

3.ガバナンス

2-9 ガバナンスの構造と構成
経営方針、経営戦略などその他事業運
営にかかる方針

経営機構の概要

2-10 最高ガバナンス機関における指名と選出 経営機構の概要

GRIスタンダード項目番号 開示事項名 関連掲載場所

2-11 最高ガバナンス機関の議長
経営機構の概要

コーポレートガバナンス報告書

2-12
インパクトのマネジメントの監督における
最高ガバナンス機関の役割

有価証券報告書：第一部 第2
【事業の状況】

コーポレートガバナンス報告書

推進体制2-13
インパクトのマネジメントに関する責任の
移譲

2-14
サステナビリティ報告における最高ガバナ
ンス機関の役割 ソニーのサステナビリティ

2-15 利益相反 経営機構の概要＞取締役会および各委
員会の実効性評価の実施

2-16 重大な懸念事項の伝達
コーポレート・ガバナンス

倫理・コンプライアンス

2-17 最高ガバナンス機関の集合的知見 株主その他ステークホルダーとの関係

2-18 最高ガバナンス機関のパフォーマンス評価 経営機構の概要＞取締役会および各委
員会の実効性評価の実施

2-19 報酬方針
経営機構の概要＞取締役会の活動状況

2-20 報酬の決定プロセス

2-21 年間報酬総額の比率

2023年度の従業員の平均年間給与は約
1,113万円、CEOの金銭報酬※1の総額は約
5億9,300万円であり、従業員の平均年間
給与とCEOの金銭報酬の比率は1:53と
なっています。なお、CEOの金銭報酬の総
額に株式報酬※2の理論上の価値を加えた
比率では、1:210となっています。
※1 定額報酬と業績連動報酬
※2  ストック・オプションと譲渡制限付株式。ス

トックオプションは2023年度の付与日時
点の1株当たりの公正価値、譲渡制限付
株式は2023年度の発行価格を用いて算
出しています。詳細は、ソニーグループ株
式 会 社2023年 度 有 価 証 券 報 告 書108
ページをご覧ください。

有価証券報告書

4.戦略、方針、実務、慣行

2-22
持続可能な発展に向けた戦略に関する
声明

創業者の理念とサステナビリティに関す
る基本方針

有価証券報告書：第一部 第2
【事業の状況】

ソニーのサステナビリティに関する基本
方針

データ集

環境データ集計の方法および考え方

独立保証報告書

GRIスタンダード対照表

サステナビリティ関連情報

コーポレート・ガバナンス

倫理・コンプライアンス

テクノロジーの活用

環境

コミュニティ・エンゲージメント

責任あるサプライチェーン

品質・カスタマーサービス

アクセシビリティ

責任あるAIの取り組み

人権の尊重

安全衛生

人材

マテリアリティ

ソニーのサステナビリティ

編集方針・事業概要
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GRIスタンダード項目番号 開示事項名 関連掲載場所

2-23 方針声明
倫理・コンプライアンス

責任あるサプライチェーン

2-24 方針声明の実践
倫理・コンプライアンス

責任あるサプライチェーン

2-25 マイナスのインパクトの是正プロセス

人権の尊重

倫理・コンプライアンス

サプライチェーンマネジメント

2-26
助言を求める制度および懸念を提起する
制度

ソニーのサステナビリティ

倫理・コンプライアンス

2-27 法規制遵守

倫理・コンプライアンス

事業所＞事業活動に起因する土壌・地下
水汚染除去の取り組み

事業所＞化学物質の管理

2-28 会員資格を持つ団体 ソニーのサステナビリティ

5.ステークホルダー・エンゲージメント

2-29
ステークホルダー・エンゲージメントへの
アプローチ ソニーのサステナビリティ

2-30 労働協約 人材

GRI 3：マテリアルな項目 2021

3-1 マテリアルな項目の決定プロセス マテリアリティ＞マテリアリティ分析プロ
セス

3-2 マテリアルな項目のリスト マテリアリティ＞分析の結果とソニーグ
ループのマテリアリティ項目

3-3 マテリアルな項目のマネジメント マテリアリティ＞最も重要なマテリアリティ
項目に係る戦略と目標、主な取り組み

経済

GRI201：経済パフォーマンス 2016

201-1 創出、分配した直接的経済価値 有価証券報告書等

201-2
気候変動による財務上の影響、
その他のリスクと機会

有価証券報告書：第一部 第2
【事業の状況】

環境方針と目標＞TCFD提言に沿った
気候関連情報の開示

201-3
確定給付型年金制度の負担、
その他の退職金制度

有価証券報告書：第一部 第2
【事業の状況】

201-4 政府から受けた資金援助 -

GRIスタンダード項目番号 開示事項名 関連掲載場所

GRI202：地域経済でのプレゼンス 2016

202-1
地域最低賃金に対する標準的新入社員給
与の比率 (男女別)

多彩な人材の獲得と登用＞多様な人材
の採用

採用情報

202-2
地域コミュニティから採用した上級管理職
の割合

多彩な人材の獲得と登用＞多様な人材
の採用

データ集

GRI203：間接的な経済的インパクト 2016

203-1 インフラ投資および支援サービス コミュニティ・エンゲージメント

203-2 著しい間接的な経済的インパクト 有価証券報告書：第一部 第2
【事業の状況】

GRI204：調達慣行 2016

204-1 地元サプライヤーへの支出の割合 サプライチェーンマネジメント

GRI205：腐敗防止 2016

205-1
腐敗に関するリスク評価を行っている
事業所

倫理・コンプライアンス
205-2

腐敗防止の方針や手順に関する
コミュニケーションと研修

205-3 確定した腐敗事例と実施した措置

GRI206：反競争的行為 2016

206-1
反競争的行為、反トラスト、独占的慣行に
より受けた法的措置 倫理・コンプライアンス

GRI207：税金 2019

207-1 税務へのアプローチ 内部統制体制＞税務方針

207-2
税務ガバナンス、管理、および
リスクマネジメント

内部統制体制＞税務ガバナンス体制

内部統制体制＞税務プランニングに対
する姿勢

内部統制体制＞税務リスク

207-3
税務に関連するステークホルダー・
エンゲージメントおよび懸念への対処 -

207-4 国別の報告 有価証券報告書：第一部【企業情報】

環境

GRI301：原材料 2016

301-1 使用原材料の重量または体積 環境方針と目標＞ソニーにかかわる環
境負荷の全体像

データ集

環境データ集計の方法および考え方

独立保証報告書

GRIスタンダード対照表

サステナビリティ関連情報

コーポレート・ガバナンス

倫理・コンプライアンス

テクノロジーの活用

環境

コミュニティ・エンゲージメント

責任あるサプライチェーン

品質・カスタマーサービス

アクセシビリティ

責任あるAIの取り組み

人権の尊重

安全衛生

人材

マテリアリティ

ソニーのサステナビリティ

編集方針・事業概要
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GRIスタンダード項目番号 開示事項名 関連掲載場所

301-2 使用したリサイクル材料

製品・サービス＞製品への資源使用量

製品・サービス＞製品本体でのバージン
プラスチック使用量の削減

製品・サービス＞包装材でのプラスチッ
ク使用量の削減

301-3 再生利用された製品と梱包材

製品・サービス＞製品への資源使用量

製品・サービス＞製品本体でのバージン
プラスチック使用量の削減

製品・サービス＞包装材でのプラスチッ
ク使用量の削減

製品リサイクル

環境データ

GRI302：エネルギー 2016

302-1 組織内のエネルギー消費量 環境方針と目標＞ソニーにかかわる環
境負荷の全体像

環境データ302-2 組織外のエネルギー消費量

302-3 エネルギー原単位
事業所＞温室効果ガス総排出量の削減

環境方針と目標＞環境負荷の全体像

302-4 エネルギー消費量の削減
事業所＞温室効果ガス総排出量の削減

環境方針と目標＞ソニーにかかわる環
境負荷の全体像

302-5
製品およびサービスのエネルギー必要量の
削減

製品・サービス＞温室効果ガス排出量
の削減

環境データ

GRI303：水と廃水 2018

303-1 共有資源としての水との相互作用 事業所＞地域環境に配慮した水の適正
管理303-2 排水に関連するインパクトのマネジメント

303-3 取水

環境方針と目標＞ソニーにかかわる環
境負荷の全体像

事業所＞地域環境に配慮した水の適正
管理

環境データ

303-4 排水
環境方針と目標＞ソニーにかかわる環
境負荷の全体像

環境データ

303-5 水消費 -

GRIスタンダード項目番号 開示事項名 関連掲載場所

GRI304：生物多様性 2016

304-1

保護地域および保護地域ではないが生物
多様性価値の高い地域、もしくはそれらの
隣接地域に所有、貸借、管理している事業
拠点

事業所＞生物多様性関連活動の事例

環境データ

304-2
活動、製品、サービスが生物多様性に与える
著しいインパクト

事業所＞生物多様性関連活動の事例304-3 生息地の保護・復元

304-4
事業の影響を受ける地域に生息するIUCN
レッドリストならびに国内保全種リスト対象
の生物種

GRI305：大気への排出 2016

305-1
直接的な温室効果ガス (GHG) 排出 
(スコープ1) 事業所＞温室効果ガス総排出量の削減

環境データ
305-2

間接的な温室効果ガス (GHG) 排出 
(スコープ2)

305-3
その他の間接的な温室効果ガス (GHG) 
排出 (スコープ3)

環境方針と目標＞ソニーにかかわる環
境負荷の全体像

製品・サービス＞温室効果ガス排出量の
削減

環境データ

305-4 温室効果ガス (GHG) 排出原単位
環境方針と目標＞ソニーにかかわる環
境負荷の全体像

事業所＞温室効果ガス総排出量の削減

305-5 温室効果ガス (GHG) 排出量の削減

事業所＞温室効果ガス総排出量の削減

製品・サービス＞温室効果ガス排出量の
削減

物流＞物流における環境負荷低減の取
り組み

305-6 オゾン層破壊物質 (ODS) の排出量 事業所＞化学物質の管理

305-7
窒素酸化物 (NOx) 、硫黄酸化物 (SOx) 、
およびその他の重大な大気排出物

事業所＞化学物質の管理

環境データ

GRI306：廃棄物 2020

306-1 
廃棄物の発生と廃棄物関連の著しい
インパクト

環境方針と目標＞ソニーにかかわる環
境負荷の全体像

データ集

環境データ集計の方法および考え方

独立保証報告書

GRIスタンダード対照表

サステナビリティ関連情報

コーポレート・ガバナンス

倫理・コンプライアンス

テクノロジーの活用

環境

コミュニティ・エンゲージメント

責任あるサプライチェーン

品質・カスタマーサービス

アクセシビリティ

責任あるAIの取り組み

人権の尊重

安全衛生

人材

マテリアリティ

ソニーのサステナビリティ

編集方針・事業概要
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GRIスタンダード項目番号 開示事項名 関連掲載場所

306-2 廃棄物関連の著しいインパクトの管理 事業所＞廃棄物発生量の削減

306-3 発生した廃棄物
環境方針と目標＞ソニーにかかわる環
境負荷の全体像

環境データ

306-4 処分されなかった廃棄物
環境方針と目標＞ソニーにかかわる環
境負荷の全体像

306-5 処分された廃棄物

GRI308：サプライヤーの環境面のアセスメント 2016

308-1 環境基準により選定した新規サプライヤー 責任あるサプライチェーン

308-2
サプライチェーンにおけるマイナスの
環境インパクトと実施した措置

責任あるサプライチェーン

サプライチェーン＞サプライチェーンに
おける環境負荷低減

社会

GRI401：雇用 2016

401-1 従業員の新規雇用と離職
有価証券報告書：第一部【企業情報】

データ集

401-2
フルタイム従業員には支給され、有期雇用
の従業員やパートタイム従業員には支給さ
れない手当

-

401-3 育児休暇 ダイバーシティ、エクイティ＆インクルー
ジョン

GRI402：労使関係 2016

402-1 事業上の変更に関する最低通知期間 -

GRI403：労働安全衛生 2018

403-1 労働安全衛生マネジメントシステム 安全衛生＞グローバルな安全衛生活動

403-2
危険性 (ハザード) の特定、リスク評価、事
故調査 安全衛生＞安全衛生教育

403-3 労働衛生サービス 安全衛生＞グローバルな安全衛生活動

403-4
労働安全衛生における労働者の参加、
協議、コミュニケーション 安全衛生＞グローバルな安全衛生活動

GRIスタンダード項目番号 開示事項名 関連掲載場所

403-5 労働安全衛生に関する労働者研修 安全衛生＞グローバルな安全衛生活動

403-6 労働者の健康増進 人材＞健康管理・健康づくり

403-7
ビジネス上の関係で直接結びついた労働
安全衛生の影響の防止と軽減

安全衛生＞グローバルな安全衛生活動

403-8
労働安全衛生マネジメントシステムの対象
となる労働者

403-9 労働関連の傷害
安全衛生＞労働災害統計

403-10 労働関連の疾病・体調不良

GRI404：研修と教育 2016

404-1 従業員一人あたりの年間平均研修時間

活動サマリー＞社員の成長と活躍、社
員エンゲージメント

404-2
従業員スキル向上プログラムおよび
移行支援プログラム

404-3
業績とキャリア開発に関して定期的な
レビューを受けている従業員の割合

GRI405：ダイバーシティと機会均等 2016

405-1
ガバナンス機関および従業員の
ダイバーシティ

データ集

ダイバーシティ、エクイティ＆インクルー
ジョン

活動サマリー＞社員の成長と活躍、社
員エンゲージメント

405-2 基本給と報酬の男女比
有価証券報告書：第一部【企業情報】等

ダイバーシティ、エクイティ＆インクルー
ジョン

GRI406：非差別 2016

406-1 差別事例と実施した是正措置
倫理・コンプライアンス

人権の尊重

GRI407：結社の自由と団体交渉 2016

407-1
結社の自由や団体交渉の権利がリスクに
さらされる可能性のある事業所およびサプ
ライヤー

サプライチェーンマネジメント

GRI408：児童労働 2016

408-1
児童労働事例に関して著しいリスクがある
事業所およびサプライヤー

サプライチェーンマネジメント

責任ある鉱物調達

データ集

環境データ集計の方法および考え方

独立保証報告書

GRIスタンダード対照表

サステナビリティ関連情報

コーポレート・ガバナンス

倫理・コンプライアンス

テクノロジーの活用

環境

コミュニティ・エンゲージメント

責任あるサプライチェーン

品質・カスタマーサービス

アクセシビリティ

責任あるAIの取り組み

人権の尊重

安全衛生

人材

マテリアリティ
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GRIスタンダード項目番号 開示事項名 関連掲載場所

GRI409：強制労働 2016

409-1
強制労働事例に関して著しいリスクがある
事業所およびサプライヤー

サプライチェーンマネジメント

責任ある鉱物調達

GRI410：保安慣行 2016

410-1
人権方針や手順について研修を受けた
保安要員 -

GRI411：先住民族の権利 2016

411-1 先住民族の権利を侵害した事例 -

GRI413：地域コミュニティ 2016

413-1
地域コミュニティとのエンゲージメント、
インパクト評価、開発プログラムを実施した
事業所

コミュニティ・エンゲージメント

413-2
地域コミュニティに著しいマイナスのイン
パクト (顕在化しているもの、潜在的なも
の) を及ぼす事業所

人権の尊重

サプライチェーンマネジメント

環境

GRI414：サプライヤーの社会面のアセスメント 2016

414-1 社会的基準により選定した新規サプライヤー サプライチェーンマネジメント

414-2
サプライチェーンにおけるマイナスの社会的
インパクトと実施した措置

サプライチェーンマネジメント

責任ある鉱物調達

GRI415：公共政策 2016

415-1 政治献金 -

GRI416：顧客の安全衛生 2016

416-1
製品・サービスのカテゴリーに対する安全
衛生インパクトの評価

製品品質・品質マネジメント

416-2
製品・サービスの安全衛生インパクトに関す
る違反事例

GRI417：マーケティングとラベリング 2016

417-1
製品・サービスの情報とラベリングに関する
要求事項

製品・サービス＞化学物質の管理

製品リサイクル＞製品リサイクルに対す
る方針と実績

417-2
製品・サービスの情報とラベリングに関する
違反事例 -

417-3
マーケティング・コミュニケーションに関する
違反事例 -

GRIスタンダード項目番号 開示事項名 関連掲載場所

GRI418：顧客プライバシー 2016

418-1
顧客プライバシーの侵害および顧客データ
の紛失に関して具体化した不服申立 倫理・コンプライアンス

データ集

環境データ集計の方法および考え方

独立保証報告書

GRIスタンダード対照表

サステナビリティ関連情報

コーポレート・ガバナンス

倫理・コンプライアンス

テクノロジーの活用

環境

コミュニティ・エンゲージメント

責任あるサプライチェーン

品質・カスタマーサービス

アクセシビリティ

責任あるAIの取り組み

人権の尊重

安全衛生

人材

マテリアリティ

ソニーのサステナビリティ

編集方針・事業概要
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Sonyʼs Sustainability Vision
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